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　「人々はまさに国家の宝である」―― 1990年の人間開発報告書創刊号の冒頭に記されたこの簡潔な言葉は、その後に刊

行されたすべての報告書の指針をなしている。人間開発報告書は、豊富な実証データ、さらには、開発に関して、そして開発

の成果を測る指標に関して新しい考え方を示すことによって、この主張を裏づけ、それを通じて世界の開発政策にきわめて

大きな影響を及ぼしてきた。

　この人間開発報告書20周年記念号では、序文として、マブーブル・ハックに協力して人間開発報告書の創刊を構想し、そ

の後の多くの号の執筆に参加し、さらには知的刺激を与えてきたノーベル賞経済学者である、アマルティア・センの回想を

収録した。

　人間開発報告書の伝統を継承して、2010年の報告書でも、開発に関する考え方のフロンティアを押し広げている。1990

年の創刊号以来はじめて、過去数十年の変遷を綿密に検証して、未来への重要な教訓を含む特筆すべき潮流やパターンを

いくつも見出した。人間開発を成し遂げるパターンは多様であり、その点からも明らかなように、持続可能な進歩を成し遂げ

る方法は1つでない。経済が成長を続けていない国でも、長期にわたり力強い進歩を実現することは可能であり、実際にそう

いう例がある。

　創刊号執筆陣の革新精神を引き継ぎ、本報告書では、人間開発報告書のシンボルとも呼ぶべき指標である人間開発指数

（HDI）の算出方法を時代に合わせて修正し、さらに、画期的な指標を新たに3つ提案する。

● 不平等調整済み人間開発指数―― 健康状況と教育状況、それに所得の分配状況に関して、どの程度の不平等が存在

するかにもとづいて、国ごとのHDIの数値に修正を加えた指標

● ジェンダー不平等指数―― 女性の健康の水準と教育の水準、政治や職場への参加の度合いを考慮に入れて、国の中で

の男女の格差を把握し、同時に国家間の比較をおこなうことを目的とする指標

● 多次元貧困指数―― 健康、教育、生活水準など複数の側面における世帯レベルの貧困状況を把握するための指標。調

査対象の104カ国で暮らす人々の3分の1が極度の多次元貧困状態にあることが明らかになった。

　本報告書は、2010年以降を視野に入れて、これらの指数で測れない人間開発の重要な側面――政治的自由、エンパワー

メント、持続可能性、人間の安全保障など――についても取り上げ、こうした問題に対処するうえで取り組むべき幅広い研

究課題と政策課題を示している。

　「人間開発報告書が創刊されて20年、これまでに成し遂げたことは大いに称賛に値する。しかしその一方で、旧来の問題

の評価方法を改良する手立て、さらには人間の幸福と自由を脅かす新たな脅威を発見し、それに対処する手立てを見出すた

めの努力を忘れてはいけない」と、アマルティア・センは序文に書いている。

　人間開発報告書20周年記念号は、その重要課題に取り組もうとする1つの試みである。

国家の真の豊かさ──人間開発への道筋

監修：横田洋三／秋月弘子／二宮正人
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iv 人間開発報告書 2010 vはじめに

　本報告書で示すように、世界のほとんどの地域のほとんどの国で目覚ましい進歩が実現してい
る。しかも、しばしば最も貧しい国々が最も大きな進歩を遂げている。統計の専門家にしてみれ
ば驚くようなことではないのだろうが、世界の最も所得の低い国々が健康と教育、そして（健康
と教育ほどではないが）所得の面で、今日のデータが示すような力強い進歩を成し遂げようとは、
40年前の時点で誰もが想定しているとは到底言えなかった。
　しかし、私たちがよく知っているように、好ましい変化ばかりが起きたわけではない。残念な
がら、1990年に比べてHDIの絶対値が悪化した国もいくつかある。そうした国々を見れば、紛争
やAIDS感染の拡大、経済運営と政治運営の失敗がいかに悲惨な結果をもたらすかがよく分かる。
HDI値が後退した国のほとんどは、これらの要因のすべてとは言わないまでも、複数の要因に悩
まされている。
　私が特に好ましいと感じているのは、HDRの伝統にのっとり、本報告書においても数値評価の
指標を改良しようという試みが継続されていることである。今回は、極度の貧困状態、ジェンダ
ーの不平等、多次元から見た貧困に光を当てるためのものといった、3つの新しい指標が導入され
た。その3つの指標、すなわち不平等調整済み人間開発指数（IHDI）、ジェンダー不平等指数（GII）、
多次元貧困指数（MPI）は、開発の現場の新しい取り組みと新しい理論、および新しいデータに
基づいたものであり、世界の大半の国について算出されて、新たに重要な理解をもたらしている。
　これらの新しい指標は、20年前、最初に打ち出された人間開発のビジョンがいまも有用である
ことを改めて裏づけるものでもある。未来のHDRは、ますます重要性を増すであろう、持続可能
性や、平等、広い意味でのエンパワーメントの概念拡大など、いっそう難しい課題に取組まなけ
ればならない。1990年のHDR創刊版が指摘した分析と統計に関する課題の多くは、いまも私たち
の前に立ちふさがっている。
　UNDPは、独立した出版物であるこの画期的な報告書を過去20年にわたり支援してきたことに、
それなりの自負を持っているが、HDRはUNDPだけの手によって作成されてきたわけではない。
この報告書は、ほかのさまざまな国連機関、各国政府、世界中の多くの研究者の知識と分析に大
きく依存している。そうした協力に、私たちは常に感謝してきた。この20周年記念版が説得力豊
かに示しているように、次の20年、さらにはその先まで、HDRの価値観や調査結果は、私たちを
導くことになるであろうし、また、そうすべきであると考える。

Helen Clark
ヘレン・クラーク

国連開発計画（UNDP）総裁

＊ 本報告書に記載された分析と政策提言は、必ずしも国連開発計画（UNDP）および理事会の意見を反映し
たものとは限らない。本報告書はUNDPから委託された、独立した出版物である。本報告書は、著名なア
ドバイザーとHDR作成チームの協働の賜物であり、人間開発報告書室長ジェニ・クルーグマンを中心に本
プロジェクトは遂行された。

　1990年、国連開発計画（UNDP）は人間開発報告書（HDR）を創刊し、人間開発指数（HDI）
という新しい指標を発表した。当時はきわめて斬新な発想とみなされたが、HDIの基本的な考え
方は美しいまでにシンプルだった。ある国の開発の水準は、それまでのように国全体の所得だけ
で判断するのではなく、人々の平均余命と識字率も基準にすべきであるというのが、その考え方
だった。
　報告書の執筆陣も素直に認めたように、国単位の平均値に依存する結果、分布の歪みが見えな
くなってしまうこと、「人間の自由を測る定量的な指標」がないことなど、HDIにはいくつかの欠
点があった。それでもHDIは、報告書創刊版の中心的な主張を訴えるうえできわめて有効な手立
てだった。その主張は、「人々はまさに国家の宝である」という報告書冒頭の一文に簡潔に表現さ
れている。
　20年後の今日も、当初の人間開発の枠組みが理論的に秀逸であり、現実世界においても依然と
して有用であることは誰もが認めるところである。金銭だけでは国の成功や個人の幸福を測定で
きないという点に異を唱える人は、ほとんどいない。所得はもちろん重要である。資金がなければ、
いかなる進歩も達成するのが難しい。しかし、人々が健康で長生きできるかどうか、教育を受け
る機会があるかどうか、自分の知識と才能を活用して自分自身の運命を切り開く自由があるかど
うかも考慮すべきである。
　こうした点は、開発論の有力な研究者たちと共にHDRを創刊したパキスタンのマブーブル・ハ
ックと親友で協力者でもあったインドのアマルティア・センの独創的な視点であり、それが素晴
らしい功績であることはいまも変わらない。この考え方は、20年間にわたり刊行してきたHDRの
みならず、600点を超す国別のHDR（すべて当該国で調査、執筆、刊行されている）やUNDP地
域事務所の支援のもと作成される画期的内容の地域別報告書の数々の指針にもなってきた。
　おそらく最も重要な点は、人間開発のアプローチがUNDPや国連システムで働く人々も含めて、
全世界の政策担当者と開発専門家に影響を及ぼしたことかもしれない。
　この20周年の節目は、地球規模のレベルと国家のレベルの両方で人間開発の成果と課題をおさ
らいし、政策と未来の学術研究にとっての意味を分析するまたとない機会であり、HDRでこのよ
うな包括的なテーマを取り上げるのは創刊版以来である。
　ある重要な場面で、データが物語る内容は明快で説得力がある。それは、たとえ厳しい状況下
にあっても、人々の生活の質を高めるために国ができることはたくさんあるという点である。所得
の伸びが決して大きくなくても、健康と教育の面で大きな進歩を遂げている国も多いが、その一
方で、数十年にわたり目覚ましい経済的成果をあげていながら、平均余命、就学率、それに人々
の生活水準全般の向上に関して経済に見合う成果を上げられていない国もある。進歩は、ひとり
でには実現しない。それを実現するためには、政治的な意思、勇気あるリーダーシップ、そして
国際社会の継続的な関与が欠かせない。
　過去40年のデータを検討して見えてくるのは、人間開発を実現するための道がいくつもあると
いうことである。単一のモデルや処方箋があるわけではない。

はじめに
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来に向けた関心事や不安材料（未来のHDI値の予測など）を取り込むことができる。
　HDRが創刊されて20年、これまでに成し遂げたことは大いに称賛に値する。しかしその一方で、
旧来の問題の評価方法を改良する手立て、さらには人間の幸福と自由を脅かす新たな脅威を発見
し、それに対処するための手立てを見出す努力を忘れてはいけない。課題に真剣に向き合い続け
る姿勢は、マブーブル・ハックが掲げた大いなるビジョンの一部でもあった。そうした姿勢の重
要性は、時代を経た今日もまったく弱まっていない。

　1990年、HDR創刊版の刊行により、開発に対する人々の理解は一挙に深まった。壮大なビジョ
ンの持ち主であるマブーブル・ハックが中心になって執筆した同報告書は、社会の進歩に関して、
政策担当者、政府機関関係者、報道関係者、さらには経済学者やそのほかの社会科学分野の研究
者の考え方にきわめて大きな影響を与えた。「人間開発」のアプローチは、国民1人当たりの国民
総生産（GNP）など、経済的進歩に関する従来のいくつかの指数だけに着目するのではなく、そ
れぞれの社会で人々がどのように暮らし、どの程度の実質的な自由を味わっているのかという点
に関する膨大な情報を体系的に検討すべきだと訴えた。
　マブーブル・ハックが旗振り役になって人間開発のアプローチを打ち出した当時、標準的な経
済指標だけに留まらないアプローチの必要性を訴え、建設的な動機により旧来の手法と一線を画
すべきだと主張する声が一部にあった。そのときマブーブルは見事な判断力を発揮し、この機会
を利用して、実際的であると同時に包括的な新しい視点を確立できないかと考えた。こうして
HDRは、人々の生活のさまざまな側面に関する多様な情報と分析を取り入れたものになった。
　しかし、GNPのような1つの単純な数字にかえて、膨大な数値データ（および、それに関連す
る大量の分析）を導入しようとすると、素朴なGNP値のような手軽な数字でものごとを表現でき
ないという問題があった。そこで、GNPにかわる値として、余命、基礎教育、最低限の所得の3
つの要素を指数化した人間開発指数（HDI）というシンプルな指数が考案された。予想どおり、
HDIは公的な議論の場で広く用いられるようになったが、GNPと同様のおおざっぱさはついて回
った。ここで、「意地悪な」指摘をしようというのではない。私は光栄にもマブーブルと協力して
HDIの考案に関わった1人として、素朴なHDI値が考案者の意図どおりの役割を果たしたことを指
摘させてもらいたい。つまり、HDIはGNP同様のシンプルな指標だが、GNPと違って、所得と物
価以外の要素も考慮に入れることに成功した。しかし、人間開発のアプローチはきわめて広範な
ものであり、HDIという限定的な指標が人間開発のアプローチのすべてだと思い込むことは避け
なければならない。
　1990年以降、世界は変わった。識字率の向上など、歓迎すべき変化も数多くあったが、人間開
発のアプローチは、その原点の動機ゆえに、成し遂げた成果より、貧困と欠乏に始まり、不平等
や不安定にいたる、今日の世界で最も関心を払うべき未解決の課題に強い関心を払ってきた。
HDRは刊を重ねるたびに、新しいデータの表が掲載され、また、HDIを補完し、人間開発の達成
度の評価方法を充実させるために、新しい指数が次々と考案されてきた。
　自然環境の保全、幸福の持続可能性、実質を伴った自由など、私たちはますます大きな課題に
直面するようになっている。人間開発のアプローチはそもそも柔軟性があるものなので、未来の
人々の暮らしも視野に入れることができる。自分の生活との関わりの有無に関係なく、私たちが
どのような世界に価値を認めるのかという点は、未来に関する視点の1つである（たとえば、絶滅
の危険にさらされている動物の種の存続を目指すことは、自分の生活とは関わりのない使命感と
言える）。HDIのような単一の数字に、さまざまなテーマを次々と押し込めば大きな失敗のもとだが、
人間開発のアプローチ全般はきわめて洗練されたものなので、この落とし穴に陥ることなく、未

アマルティア・センからの序文
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　本報告書は、人間開発という考え方がこれ
までに生み出してきた数々の成果を紹介する。
変化し続ける今日の世界を理解し、人々の幸
福を増大させる手立てを見出すうえで、人間
開発を重んじる考え方の有用性は、これまで
以上に高まっている。人間開発は、不変の固
定概念ではなく、進化し続けている考え方で
ある。世界が変化するのに伴い、分析に活用
できる手段と概念も変わるのである。そこで
本報告書では、新世紀のさまざまな課題にあ
わせて、人間開発のアプローチをどのように
修正できるかという点にも言及する。
　この20年間、人間開発のさまざまな側面で
目覚ましい進歩があった。今日、ほとんどの人々
は20年前に比べて、健康で、長寿で、教育水
準が高く、さまざまなモノやサービスを手にし
やすくなった。厳しい経済状況にある国々で
も、健康や教育に関する状況は大きく改善し
た。進歩があったのは、健康、教育、所得水
準だけではなく、指導者を選んだり、公的な
決定に影響を及ぼしたり、さらには知識を共
有するという国民の力も強まった。
　しかし、明るい話ばかりではない。この20年、
生産と消費のパターンが持続不可能なもので
あると、次第に明らかとなってきたように、国

内でも、国と国の間でも、不平等が拡大した。
国や地域によって、進歩の度合いには格差が
ある。アフリカ南部や旧ソビエト連邦（旧ソ連）
圏など、一部の地域では、特に健康面の状況
が悪化した。新たに浮上した問題対処に必要
なのは、画期的な政策を打ち出すことを通じ
て、リスクと格差の解消を目指すと同時に、活
気ある市場の力をすべての人のために生かす
ことである。
　このような課題に取組むためには、新しい
手立てが求められる。つまり不平等調整済み
人間開発指数（IHDI）、ジェンダー不平等指
数（GII）、多次元貧困指数（MPI）である（本
報告書で用いる基本的な用語の定義はBOX1
を参照）。これらの新しい指標は、最新の理論
と統計手法を活用し、人間開発の枠組みで主
たるテーマとして不平等と貧困を位置づける
ことを目指している。本報告書執筆陣がこれ
らの新しい指標を実験的に取入れたのは、従
来のように集計データに注意を払うだけでな
く、理性的な論議を活性化させたいと考えた
からである。
　今日のさまざまな課題に対処するためには、
新しい政策的視野も欠かせない。人間開発を
促進するための魔法の杖や特効薬は存在しな

「人々はまさに国家の宝である」――この言葉で始まる1990 年の人間開発
報告書（HDR）は、開発に関する新しい考え方を力強く打ち出した。開発
の目標として、人々が長生きし、健康に暮らせ、さらには創造的な人生を送
ることができるような環境を創ることを掲げるのは、今日では当たり前のよ
うに思えるかもしれない。しかし、以前からずっとそうだったわけではない。
過去 20年間にわたって、HDRの中心課題は、開発とはそもそも、本質的に
人間のためのものであると強く訴えることだった。
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この定義は人間開発の本質を言い表したもの
ではあるが、これだけでは定義として十分で
ない。人間開発とは、長期にわたって好まし
い結果を安定的に生み出すこと、そして人々
を困窮させたり、抑圧と構造的不正義の土台
をなしたりするプロセスと戦うことをも含む考
え方なのである。したがって、平等、持続可
能性、人権の尊重など、複数の原則を掲げる
ことがきわめて重要である。
　人間開発はその性格上、固定的なものでな
く、これまで変化し続けてきた。本報告書でも、
開発の実務と、人間開発と人間の諸能力に関
わる研究成果の双方に沿う形で、人間開発と
はなにかを定義し直す。

　人間開発とは、人々が長寿で、健康で、
創造的な人生を送る自由、そのほか、意
義ある目標を追求する自由、さらには、
すべての人類の共有財産である地球のう
えで、平等に、そして持続可能な開発の
あり方を形づくるプロセスに積極的に関
わる自由を拡大することである。人々は
個人としても集団としても、人間開発の
受益者であると同時に、推進役でもある。

　この再定義は、持続可能性、平等、エンパ
ワーメントという課題、そしてこのアプローチ
の本質的特質である柔軟性といった人間開発
の核をなす考え方の強調を意図したものであ
る。人間開発の成果はきわめて脆弱で、進歩
が覆されてしまう恐れがあり、しかも未来の
世代も公正に扱う必要があるので、人間開発
が先々まで続くように特段の努力が払われな
ければならない。つまり、人間開発は持続可
能なものでなければならないのである。また、
人間開発においては、構造的な格差の解消に
取組む必要がある。つまり、人間開発は平等
なものでなければならないのである。加えて、

人々がみずからの選択により、家庭・地域社会・
国家のレベルでさまざまなプロセスに参加し、
そのプロセスを形づくり、その恩恵を受けるこ
とを可能にする必要がある。つまり、人間開
発はエンパワ
ーメントを目
指すものでな
ければならな
いのである。
　人間開発の
アプローチに
おいては、熟
慮のうえで意
見を戦わせることが重視され、開発の手立て
に関して議論することが常に歓迎される。人々
が個人として、そして集団として、そのプロセ
スを形づくる。人間開発の枠組みは、貧富を
問わずすべての国に、そしてすべての人々に
適用しうる。この枠組みは、十分に幅広い可
能性を包含しており、十分に強固で、しかも
十分に動的なものなので、新しい世紀のため
のパラダイムを提供できる。

幸福の変遷―― 不均衡な進歩

　本報告書の大きな意義は、人間開発の重要
な構成要素に関して過去40年にわたる人間開
発の主な要素を体系的に評価したことである。
過去を振り返って評価をおこなうことは、
HDR創刊20周年にあたって目指した重要な目
標であり、その記述は今日にいたるまでの
HDRのなかで最も包括的な分析となっており、
そこから新しい重要な洞察を得ることができる。
　いくつかの基本的な側面において、世界は
1990年、あるいは1970年と比べて、はるかに
好ましい進展を遂げている。ここ20年、世界
の多くの人々にとって、生活の重要な諸側面
で目覚ましい進歩が見られた。総じて、人々

いが、政策に関してはっきり指摘できることが
いくつかある。まず第1に、今後の開発がこれ
までと同じようなパターンを踏襲すると決めつ
けるべきでない。今日、そして未来には、さま
ざまな面で過去より大きな可能性が開けてい
る。第2に、これまでの経緯や現在の状況が一
様でない以上、万能の処方箋など存在しない。

むしろ必要と
されるのは、
基本的な方向
性を定める原
則や指針であ
る。第3に、対
処しなければ
ならない新し

い重要課題が浮上してきている。その際たる
ものが気候変動である。
　我々の目の前には、数々の課題が待ち受け
ている。あるものは政策に関する課題であり、
開発政策はそれぞれの地域の状況とあらゆる
ものを包含する、しっかりした原則に基づい
たものでなければならない。また、1つ1つの国
家の力では及ばない課題も多く、民主的な国
際機関を通じた取組みも欠かせない。研究者
にとっての課題もある。経済成長と健康・教
育の改善との間の連動性が驚くほど弱い理由
についてもっと掘り下げた分析をすること、お
よび開発において複数の目標を追求すること
が開発に関する考え方に及ぼす影響について
の慎重な検討は、その一部である。

人間開発の20年を称える

　20年前、世界は債務の10年を経験したばか
りで、調整と財政緊縮化、そして数々の政治
的変化の途上にあった。HDR創刊版は、人道
主義の精神を掲げ、きわめて雄弁に、経済と
開発に対する新しいアプローチとして、人々

を経済と開発の中心にすえる考え方を提唱し
た。このアプローチは、新しい開発観に立脚
するものであり、初期のHDRの中心的執筆者
を務めたマブーブル・ハックの創造的情熱と
ビジョン、さらにはアマルティア・センの画期
的な業績に触発されたものであった。
　HDR20周年記念版である本報告書では、人
間開発の不朽の重要性を改めて確認する。人
間開発のアプローチがいかに時代の先を行く
ものであったか、すなわち、人間開発の概念
と指標と政策が進歩のあり方に、いかに重要
な洞察を示し、そしてこの考え方が人間中心
の開発の道筋を描き出すうえでいかに有益な
ものたりえたかを示すこととする。
　1990年のHDRは、冒頭できわめて明瞭に、
人間開発を「人々の選択肢を拡大する」プロ
セスと定義し、健康である権利、みずからの
教育水準を高める権利、さらには人間らしい
生活水準を享受する権利の重要性を強調した。
しかしそれに加えて同報告書は、人間開発と
人々の幸せがこれらの側面にとどまるもので
なく、もっと幅広い能力に関わるものであるこ
とを訴えた。そのなかには、政治的自由、人権、
そしてアダム・スミスの言葉を意識して言えば

「恥辱を感じずに生活する能力」が含まれる。
この報告書が各国政府、市民団体、研究者、
メディアから熱烈な支持を受けたことは、同報
告書で打ち出した画期的なアプローチが開発
関係者、さらにはそれ以外の幅広い層の間に
きわめて強い共感をかき立てるものであった
証である。

人間開発を再定義する

　HDR創刊版は人間開発の考え方を単純化し
ないよう細心の注意を払ったが、その後しだ
いに、「人々の選択肢を拡大する」という簡略
化された定義が広く用いられるようになった。

本報告書の大きな意義は、
人間開発の重要な
構成要素に関して
過去40年にわたる人間開発の
主な要素を
体系的に評価したことである

この20年間、
人間開発の多くの側面で
目覚ましい進歩があった
しかし、明るい話ばかりではない
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に活用するか
は国によって
違ったようだ。
　本報告書が
確認した、人
間開発関連の
近年の研究結
果に関して最
も驚くべき点
の1つは、経済成長と健康・教育状況の改善と
の間に、統計上意味のある相関関係が見出せ
ないことである。本報告書の調査によれば、
HDI中位国と低位国では特に関連性が弱い。
その原因は、健康と教育の水準が向上するプ
ロセスが昔と変わったことにある。現在の国
ごとの豊かさと健康・教育状況との間に相関
関係があることからもうかがえるように、これ
までは予算をかけて健康と教育の水準を改善
できる国でなければ豊かになれなかった。し
かし、テクノロジーの進歩と社会構造の変化
に伴い、今日では、貧しい国でも健康と教育
の状況を大幅に改善できるようになったので
ある。
　近年、健康増進に役立つテクノロジーに始
まり、政治的理念、有効な方法論にいたるまで、
さまざまな情報が国境を越えて流れるように
なった結果、状況が大きく様変わりした。画
期的なテクノロジーが次々と登場したことによ
り、国々はきわめて低いコストで健康と教育の
状況を改善できるようになった。人間開発の
所得の面とその他の面との連動性がしだいに
弱まってきた理由は、ここにある。
　最も、所得と経済成長が重要でなくなった
わけではない。その重要性から目をそらせば、
人々の自由を拡大するうえで所得がきわめて
大きな役割を果たすという事実を無視するこ
とになる。食料、住居、衣服を手に入れるた
めに必要な資源を確保し、さらには、意義と

因は、HIV感染の拡大と、移行期の諸国にお
ける成人の死亡率の上昇である。
　教育状況に関しては、多くの国々で大きな
進歩が見られている。学校に通う子どもの数
が増え、しかも女児と男児が等しく教育を受
ける機会を手にしやすくなった。この進歩を
生み出したのは、政府の関わりの拡大、それ
も教育の質の向上より、就学率の向上を目指
す政府の取組みの成果という面が大きい。
　所得に関しては、国によるばらつきがもっと
大きい。世界全体で見れば所得が伸びている
ものの、健康と教育の側面と異なり、国による
格差は縮まっていない。過去40年、豊かな国
が貧しい国より、平均して速いペースで成長
してきたために、このような結果が生まれてい
る。先進国と途上国の間の溝は狭まっていな
い。所得分布の上位には同じ少数の国々が名
を連ね続け、貧しかった国が高所得国のグル
ープに加わった事例はほんの一握りしかない。
　ひとことで言えば、世界は大きな進歩を遂
げたが、この数十年の変化がすべて好ましい
ものだとはとうてい言えない。一部の国は、特
に健康の面で大きく後退し、なかには数十年
間の進歩がわずか数年でかき消されてしまっ
た例もある。経済成長に関しては、どの国が
速いペースで成長するかという面においても、
成長している国のなかでどの層がその恩恵を
受けるかという面においても、きわめて不均等
な状況が出現している。国による人間開発の
格差は、狭まりつつあるとはいうものの、未だ
に大きい。

人間開発のパターンと促進要因の理解

　世界規模で進歩があった一方で、国による
格差は広がった。地球規模の諸要因によって、
開発のあらゆる段階にある国にとって進歩を
実現させやすくなったが、その機会をどのよう

績の国とはみなされない国がいくつかあること
だ。しかも11位にはエチオピアが、25位以内
にはそのほかに、サハラ以南アフリカ諸国の3
か国（ボツワナ、ベナン、ブルキナファソ）が
入っている。
　このように、人間開発という広い視野で国
の成功の度合いを測ると、たとえば世界銀行
の成長・開発委員会（スペンス委員会）など
の評価とかなり異なる結果が得られる。健康
と教育の面で進歩を実現できれば、人間開発
における成功を強く後押しできるのである。事
実、HDI最大改善国の上位10か国のうち7か国
は、健康と教育の面で高い成果をあげ、なか
には、目を見張るほどの成果をあげた国もある
ほどだが、その結果として上位に食い込んだ。
　しかし前述のように、すべての国が急速に
前進しているわけではなく、しかも国の間のギ
ャップは甚だしく大きい。過去40年を通して、
途上国の4分の1はHDI値の伸びが20%に満た
なかったが、その一方で、HDI値が65%以上
伸びた国も4分の1あった。このような格差が
生まれる原因の1つは、出発点の違いにある。
もともとHDI値が低い国は、値が比較的高い
国に比べて、概して健康と教育の状況を短期
間で改善させやすいのである。しかし、出発
点の違いだけでは説明がつかない部分もある。
出発点がほぼ同等の国でも、その後の変遷が
大きく異なる事例がある。その点から考えると、
政策、制度、地理的条件など、国ごとの要因
が重要な役割を果たしていると言えそうであ
る。
　人々の健康状況は、大きく改善されてきた
が、変化のペースはゆるやかである。世界全
体で見た場合に健康状況の改善が減速してい
るのは、主に19の国で劇的に状況が悪化して
いるためである。サハラ以南アフリカ諸国が6
か国、旧ソ連諸国が3か国の計9か国では、平
均余命が1970年より短くなっている。その原

は以前より健康になり、教育水準が高まり、
経済的に豊かになり、指導者を選任し、責任
を問う力が強まった。たとえば、本報告書で
用いている手軽な指標である平均余命、就学
率、所得を簡単な総合指標に集計したもので
ある人間開発指数（HDI）をご覧いただきたい。
HDIの世界平均は、1990年に比べて18%上昇
している（1970年に比べれば41%の上昇）。こ
れは、平均余命と就学率、識字率、所得が目
覚ましく改善した結果である。しかしその半
面で、国や地域によって状況に大きな違いが
あり、しかも状況が突然大きく変わってしまう
場合もある。この点については後述する。
　世界のほぼすべての国で、状況は好転して
いる。1970 〜 2010年にかけて調査した世界の
総人口の92%に相当する135か国のうち、1970
年に比べてHDI値が悪化した国は、コンゴ民
主共和国、ザンビア、ジンバブエの3か国だけ
である。
　概して、貧しい国々のHDI値が豊かな国々
に追いついてきている。この点を見ると、所得
だけ見た場合より、はるかに状況は明るいよう
に思える（所得に関しては、格差がむしろ拡
大している）。しかし、すべての国の状況が急
速に改善しているわけではなく、その格差は
ショッキングである。特に進歩が遅れている
のは、HIV感染の打撃を受けているサハラ以
南アフリカ諸国と、成人死亡率が上昇してい
る旧ソ連諸国である。
　HDI最大改善国（HDI値が最も改善した
国々）のなかには、中国、インドネシア、韓国
など、「奇跡の経済成長」を遂げて所得水準が
上昇したことで知られる国々も名を連ねてい
る。しかしそれだけでなく、ネパール、オマー
ン、チュニジアなど、所得以外の人間開発の
要素が目覚ましく改善した国々も、そこに含ま
れている。注目すべきなのは、HDI最大改善
国の上位10か国のなかに、一般にあまり好成

本報告書の調査は、
HDI中位国と低位国では
特に経済成長と
健康・教育状況の改善
との間の関連性が低いことを
明らかにした
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ている。ただし、政府が反対派を抑え込もう
とすれば、市民団体の活動が制限されかねない。
　自由な市場と自由な政治体制の両方をもつ
方向に国が移行すれば、好ましい結果が生ま
れるかもしれない。しかしそれを実現するの
は難しく、成功例はほとんどない。一方、経
済権力と政治権力が一体化した政治体制は、
たいてい自壊
する運命に陥
る。輸入代替
工業化戦略を
採用したラテ
ンアメリカ・
カリブ海諸国
のように、成
功事例の勢い
を窒息させてしまうか、さもなければ、1990年
代以降のブラジル、インドネシア、韓国のよう
に、物質的な豊かさが増した結果、人々がさ
らに多くを求めるようになって、少数の特権層
による支配を揺るがそうとする。

好ましい現象が常に同時に起きるとは 
限らない

　人間開発は、健康、教育、所得を向上させ
るだけでなく、開発や平等、そして持続可能
性を形づくるプロセスに人々が積極的に関わ
ることも内容とする。これらの点は、人々が有
意義な人生を送るために不可欠な自由の本質
的な要素である。健康、教育、所得に比べると、
これらの要素の具体的な中身に関しては合意
が乏しく、数値評価の基準も十分にない。し
かし、数値で評価できないからといって、無
視したり、軽んじたりしてよいわけではない。
　ある国がHDI値を改善させているからと言
って、もっと広い視野で人間開発をとらえた場
合にも好ましい状況にあるとは限らない。HDI

で進歩を成し遂げることができない。急速な
経済成長を実現することを過度に重んじれば、
開発はほとんどの場合、長続きしない。要す
るに、市場経済は必要だが、それだけでは十
分でないのである。
　こうした議論は、60年以上前にカール・ポ
ランニーが見事に解明してみせた自己調整的
市場の虚構を思い出させる。市場は政治的・
制度的真空状態のなかで存在しうる、という
考え方である。しかし一般的に言って、市場
を通じて、治安、社会的安定、医療・保健、
教育などの公共財の提供を確保することはき
わめて困難である。たとえば、労働集約型の
安価な製品をつくっている企業や、天然資源
を開発している企業は、労働者の教育レベル
を向上させたいと思わないかもしれないし、潤
沢な労働力が潜在的にあれば、労働者の健康
にあまり気を配らないかもしれない。社会や政
府の行動によって補完されない限り、市場は
環境の持続可能性を軽んじ、ときにはジャワ
島のガス田泥流噴出事故やメキシコ湾の原油
流出事故のような惨事が引き起こされる可能
性もある。
　規制を課すためには国家の統治能力と政治
的意思が欠かせないが、国家の能力が欠如し
ている事例が非常に多い。一部の途上国の政
府は、近代的な先進国政府をまねて行動しよ
うとしているものの、そのために必要な能力や
資源を伴っていない。たとえば中南米の多く
の国では、政府が輸入代替工業化路線を目指
し、特定産業の育成を目的とする産業政策を
確立しようとして、つまずいた。対照的に、国
家に能力と意思があれば開発と市場の成長を
後押しできるのだという重要な教訓を、東ア
ジア諸国の成功は伝えている。何が可能で、何
が適切かは、環境によって決まる。国家だけ
ではなく市民団体にも、市場と国家の行き過
ぎを抑制する潜在的な力があることが分かっ

中心的な主張を再確認する。それは、人間開
発と経済発展が別個のものであること、そし
て、たとえ経済が急速に発展していなくても、
人間開発を大きく前進させることが可能だと
いうことである。初期のHDRで指摘されてい
るように、インド・ケララ州、コスタリカ、キ
ューバ、スリランカなどの国や地域では、所
得水準で同程度の国・地域に比べてかなり高
いレベルの人間開発を成し遂げている。それ
が可能だったのは、所得以外の人間開発の側
面を増進させる要素が所得とは別個のものだ
からにほかならない。

制度が果たす役割

　進歩を成し遂げるために役立つ政策や改革
がどのようなものかは、制度的環境によって
大きく変わってくるし、構造的・政治的制約の
影響を強く受ける。国による環境の違いを無
視して、制度上・政策上の解決策を多くの国
に一律に適用しようとすれば、えてして失敗
を招く。また、変革を起こすためにはたいてい、
その土地の制度的環境を考慮に入れた政策を
打ち出す必要がある。たとえば、インドの経
済自由化政策は、規制緩和と競争原理の導入
を通じて、この国のビジネス環境の過度な制
約と家族支配の緩和を目指すものだった。制
度が人間開発の状況を左右する重要な要素で
あることは事実だが、制度と環境の関係を注
意深く調査することが不可欠なのである。
　重要な側面の1つは、市場と国家の関係がど
う組織されているかという点である。これまで
世界の国々の政府は、さまざまな手立てを通
じて、市場に所得と経済的活力を生み出させ
る必要性と、市場の失敗に対処する必要性の
間の緊張をやわらげようと努めてきた。市場は
経済的活力を持続するために欠かせないが、
市場の力だけでは人間開発のそのほかの側面

やりがいのある仕事に就いたり、家族と一緒
に過ごす時間をたっぷり取ったりするなど、人
生の選択肢を拡大するうえで、所得は欠かせ
ない要素である。所得水準が伸びている国で
は、人間らしい生活を送ることが可能な職に
就ける機会が拡大しているとみなせる場合も
あるだろう。ただし、常にそう言えるわけでは
ない。また、景気悪化と、それに伴う雇用の
減少は、世界のどの国の人々にとっても喜ば
しいことではない。所得は、政府が行政サー
ビスや富の再分配効果のある政策を実行する
ために必要な税収やその他の歳入の源でもあ
る。つまり、幅広い層の所得を高めることは、
重要な政策課題なのである。
　本報告書の指摘は、貧しい人々が社会的サ
ービスを享受するうえで所得の向上が重要な
要素であることを否定するものではない。この
要素の重要性は、さまざまなミクロ経済学的

なデータによ
っても裏づけ
られている。
人々の社会的・
経済的地位と
健康状態の間
に強い相関関
係が見られる
のは、豊かな
人ほど医療サ
ービスを受け

やすいことの表れである場合が多い。しかし、
HDI中位国と低位国で国全体の所得が上昇し
さえすれば、健康と教育の状況がよくなると
いう考え方は、本報告書の分析によると疑問
がある。経済成長を継続することが容易でな
いという現実を踏まえれば、この点は朗報と
言っていい。
　本報告書では、新しいデータと分析をもと
に、これまでHDRが一貫して訴えてきた2つの

国による環境の違いを無視して、
制度上・政策上の解決策を
一律に適用しようとすれば、
えてして失敗を招く。
変革を起こすためにはたいてい、
その土地の制度的環境を
考慮に入れた政策を
打ち出す必要がある

HDI値を改善させていても、
広い側面で（HDIをとらえた場合）
好ましい状況にあるとは限らない
HDI値が高くても、
持続不可能で、非民主的で、
不平等な国はありうる
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値化した指標である。社会が完全に平等であ
れば、HDIとIHDIの値は等しい。健康、教育、
所得に関して不平等が存在すれば、その社会
で生きる人の
HDIの平均は、
社会全体のH 
DIより小さく
なる。IHDIの
値が小さいほ
ど、そしてIH 
DIとHDIの 差
が大きいほど、
その社会では
不平等が大き
いとみなせる。
本報告書では、この指数を139か国について算
出した。以下は、それにより明らかになったこ
との一部である。
●不平等が原因のHDIの下落割合は、平均し
て22%。不平等調整済みの値を算出すると、
2010年の世界全体のHDIは0.62から0.49に下落
する。これを国別のHDIのレベル区分に当て
はめれば、HDI高位国から中位国に転落した
計算になる。下落幅は、最低がチェコの6%、
最大がモザンビークの45%である。下落幅が
10%以上の国が5分の4、25%以上値を落とした
国も5分の2近くに上った。
●人間開発のレベルが低い国は、さまざまな
側面で深刻な不平等に見舞われている傾向が
あり、不平等調整済みの数字を算出すると、
HDI値がいっそう大きく落ち込む。ナミビアで
は44%、中央アフリカでは42%、ハイチでは
41%、HDI値が下落する。
●地域別で見ると、サハラ以南アフリカ諸国
が最も大きく値を落とす。3つの側面すべてに
深刻な不平等が存在することがその原因であ
る。ほかの地域では、3つのうちいずれか1つ
の側面での不平等――たとえば南アジアであ

は、コストがかかりすぎたり、技術を入手でき
なかったりするために、環境にやさしいテクノ
ロジーを導入することが難しい。

変化に対応するための新しい手立て

　数値評価できる領域を拡大していくための
取組みは、一貫して人間開発のアプローチの
中心をなしてきた。しかしそれは、数値評価
のための数値評価では決してなかった。HDI
という指標が登場した結果、所得が増えさえ
すれば開発が成し遂げられたとみなせるわけ
ではないという、単純だが力強い考え方が取
入れられて、進歩に関する画期的な発想が生
まれる道が開けた。これまでHDRはHDIのほ
かに、貧困の緩和と女性のエンパワーメント
の状況を評価するための新しい指標を提案し
た。しかし、信頼できるデータの欠如が大き
な足かせになってきた。
　本報告書は、不平等、ジェンダーの平等、
貧困を多側面から数値で評価するために、新
しい指標を取入れた。これは、統計手法が進
歩し、データが入手しやすくなったことにより
可能になったものである。また本報告書では、
HDIの改良版も提案する。3つの側面を通じて
値を割り出すのは従来と同じだが、正当な批
判にこたえてHDIに修正を加え、未来の進歩
を評価するうえでいっそう適切な指数に変更
した。

不平等調整済み人間開発指数（IHDI）を導入
　人間開発指数（HDI）のそれぞれの側面に
社会の平等に関する状況を反映させることは、
1990年のHDR創刊版ですでに主張されていた
目標だった。本報告書では、不平等調整済み
人間開発指数（IHDI）という新指標を導入する。
社会における平等・不平等の度合いを考慮に
入れたうえで、人々の人間開発のレベルを数

国が多いが、政策決定過程に市民の視点と関
心が以前より反映されるようになったことは間
違いない。多くの国では、政治的闘争を通じ
て大きな変化が実現し、女性や貧困層、先住
民族、難民、性的マイノリティなど、以前は
社会の片隅に追いやられていた人たちの声が
政治に届きやすくなった。
　しかし、ものごとを平均で考えると、真実
を見誤る場合がある。1980年代以降、国内の
所得格差が拡大した国は、格差が縮まった国
より多い。この30年間に所得格差が拡大した
国は、縮小した国の2倍以上に達するのである。
この傾向が特に際立っているのは、旧ソ連諸
国である。東アジア・太平洋諸国の大半でも、
20 〜 30年前より所得格差が広がっている。最
近、その例外として注目すべきなのが中南米・
カリブ海諸国である。所得・資産格差が最も
大きい地域として長く知られていたが、進歩
的な公共支出と格差是正のための社会政策が
以前より活発におこなわれるようになっている。
　近年、我々がこれまでに成し遂げた成果の
一部がいかにもろいものであるかも浮き彫りに
なった。おそらくその最たる例は、過去数十
年で最悪の金融危機により、3,400万人が職を
失い、6,400万人が新たに貧困ライン（1日当た
りの所得が1.25ドル未満）を割り込んだことだ
ろう。景気が「二番底」に落ち込む不安はま
だ拭えず、経済が全面的に回復するまでには
まだ長い時間を要するかもしれない。
　しかし、人間開発を前進させ続けるうえで
最も大きな問題は、我々の生産と消費のパタ
ーンが持続不可能なものであることかもしれ
ない。人間開発を本当に持続可能なものにす
るためには、経済成長と温室効果ガス排出の
緊密な連動性を断ち切らなくてはならない。
一部の先進国は、悪影響を少しでも減らすた
めに資源のリサイクルや公共交通網の整備を
推し進めている。しかしほとんどの途上国で

値が高くても、持続不可能で、非民主的で、
不平等な国はありうるし、HDI値が低くても、
持続可能性が比較的あり、民主的で、平等な
国もありうる。こうした事実は、人間開発に関
して、その進歩の度合いの測定方法に関して、
そして長期的に見てその成果とプロセスを改
善する方法に関して、我々の固定観念を強く
揺さぶる。
　HDIと、持続可能性やエンパワーメントなど
人間開発のそのほかの側面との関連性につい
て、直接的なパターンは見出せない。例外的に、
不平等とHDI値の間には負の関連性があるが、
それもかなりおおざっぱな関連性でしかない。
高いHDI値を記録していながら、人間開発の
それ以外の変数ではお粗末な成績しか残せて
いない国は多い。すべての国の4分の1は、
HDI値が高いにもかかわらず、持続可能性が
低い。これほど際立った結果ではないが、政
治的自由に関しても同様の状況が見て取れる。
　エンパワーメントを後押しする要因のなか
には、幅広い層の識字率向上と就学率の向上
が含まれる。世界の多くの地域では、この2つ
の側面での進歩の結果、人々が確かな情報に
もとづいて選択をおこない、政府に責任ある
政治をおこなわせる能力が高まった。また、
テクノロジーと制度が進歩したことにより、エ
ンパワーメントの範囲と形態が拡大した。特
に、携帯電話と衛星テレビ、それにインター
ネット接続が普及して、人々が情報を入手す
る能力が大幅に高まり、自分の意見を訴える
力も増した。
　民主主義政体を採用する国の割合は、1970
年にはすべての国の3分の1に満たなかったが、
90年代半ばには半数、2008年には5分の3に増
えた。さまざまな混合型の政治体制も登場し
た。本当の意味での民主化が実現した国や、
政治が健全に機能している国ばかりではない
し、民主主義国のなかにも欠陥や弱点をもつ

我々は、不平等、
ジェンダーの平等、
貧困を多側面から
数値で評価するために、
新しい3つの指標を取入れた。
これは、統計手法が進歩し、
データが入手しやすくなった
ことにより可能になったもの
である
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けではなく、人間開発を増進させるための道
はさまざまであり、どういう道を選ぶべきかは、
その国の歴史、政治、制度の状況によって決
まる。
　これまでの開発論議はしばしば、大多数の
国に一様に適用できる政策上の処方箋を探そ
うとしてきた。この発想に欠点があったことは
いまや明らかであり、その点は多くの人々が認
識している。さまざまな環境において開発戦
略や政策に役立つ基本的原則を見出す一方で、
国や社会ごとの独自性に着目することが必要
だという認識が広がってきたのである。その
点で、本報告書のような地球規模の報告書は、
調査結果から一般的な教訓を引き出すと同時
に、研究上・政策上のテーマと議論を関連分
野に押し広げることができる。
　1つの解決策をあらゆる局面に当てはめるア
プローチが本質的に間違っているのであれば、
どのようにして、政策決定の指針を見出せば
いいのか。政策は世界中の国々で毎日、考案・
実施されているので、開発に携わっている機
関や研究者に尋ねれば、具体的な助言を得る
ことができる。以下はその一部である。

●まず原則を考える　ある政策が人間開発の
一般的な処方箋になりうるかどうかを検討す
るという姿勢は、最善のアプローチとは言えな
い。ある状況で機能しても、別の状況で機能
しない政策がしばしばあるからである。必要
なのは、どのような政策が望ましいかを判断
する際に前提となる原則を最初に考えること
である。たとえば、平等と貧困を政策の前面
に押し出し、紛争をコントロールし、対立を解
決する制度をつくるというのも、そうした原則
の一例である。この原則をどのように具体的
な政策の形に換えればいいかは、個々の国の
状況によって異なる。その土地の歴史上、制
度上・構造上・政治上の制約要因を慎重に検

者に占める割合では、南アジアが全体の半分
あまり（51%、8億4,400万人）で、アフリカは4
分の1あまり（28%、4億5,800万人）である。

*　　*　　*

　これらの新しい指標は、このほかにも開発
政策に関する議論や政策設計の指針となりう
る数々の新しい情報や洞察を与えてくれる。
ある社会で不平等が原因でHDI値が大きく落
ち込む場合は、社会の平等性を高めるための
改革に力を注ぐことが効果的だと判断できる。
一方、所得を基準にした貧困度が低く、MPI
の値が高い社会は、基本的な公共サービスを
受けやすくすれば、大きな成果をあげられる
だろう。新しい指標によって、研究に新しい
可能性が切り開かれ、以下のような重要な問
いに答えることが可能になる。人間開発の不
平等を改善するうえで、最も成果を上げてい
るのはどの国なのか。ジェンダーの平等増進
が開発全般を後押しするのか、それとも逆に
社会の全般的な開発のレベルが高まることに
よってジェンダーの平等が高まるのか。所得
面での貧困が改善することが多次元的貧困の
緩和につながるのか、それとも多次元的貧困
を改善することが所得面での貧困の緩和につ
ながるのか。

未来の人間開発への指針

　こうした知見は、国内レベルと国際レベル
で取組むべき政策課題に対して、どのような
意味をもつのか。勇気づけられる面と、警告
的な面の両方がある。1つ言えるのは、莫大な
資金や資源がなくても、進歩を実現できると
いうことである。大半の国ですでに利用可能
な手立てだけで、人々の生活を改善できる。
しかしその一方で、成功が約束されているわ

まざまな側面がある。しかし、報道などで大々
的に取上げられる数字では、この点が無視さ
れてきた。そこで本HDRは、金銭を基準とす
る指標だけでなく、金銭以外の諸側面、およ
び複数の側面が重なり合う領域を視野に入れ
るために、多次元貧困指数（MPI）という新
しい指標を導入した。具体的には、HDIと同
じ3つの側面を通して貧困をとらえたうえで、
貧困状態にある人の数（一定数の貧困形態に
該当する人の数）と貧困世帯が典型的に陥っ
ている貧困形態の数を明らかにした。この指
数は、地域別、民族別などのカテゴリー別に、
あるいは貧困形態別に数値を算出できるので、
政府の政策立案のための有益な手立てになり
うる。MPIを通じて、たとえば以下のことが明
らかになった。
●MPIの値を算出できた104か国で暮らす人の
3分の1にあたる17.5億人が多次元貧困状態に
ある――つまり、健康、教育、生活水準の3つ
の側面のうち少なくとも1つ以上で、深刻な貧
困状態にある。この人数は、これらの国々で1
日1.25ドル未満で暮らしている人の数（推計値）
を上回る。ただし、1日2ドル未満の人の推計
値よりは少ない。この指数にあらわれる状況
は、所得だけを見た場合と、重要な点で違い
がある。エチオピアやグアテマラなど多くの国
では、多次元貧困状態の人のほうが、所得面
で貧困状態にある人より多い。一方、中国、
タンザニア、ウズベキスタンなど、指数を算出
できた国の約4分の1では、所得面で貧困状態
にある人のほうが多い。
●世界で最も多次元貧困率が高い地域は、サ
ハラ以南アフリカである。その割合は、最も
低い南アフリカで3%、最も高いニジェールで
なんと93%に達する。人々が満たしている貧困
項目の割合の平均は、ガボン、レソト、スワジ
ランドが約45%、ニジェールが69%などとなっ
ている。ただし、世界のすべての多次元貧困

れば、健康の面での不平等――に足を引っ張
られて、HDI値が引き下げられている事例が
多い。

ジェンダーの不平等に関する新しい指標　社
会に不平等が生まれる大きな原因の1つは、女
性が不利な立場におかれることである。女性

たちが健康、
教育、そして
労働市場で差
別を受け、自
由が損なわれ
ている事例は
き わ め て 多
い。本報告書
では、男女間

で人間開発のレベルにどの程度の格差がある
かを浮き彫りにする狙いで、HDIおよびIHDI
と同じ枠組みに基づく新しい指標を導入した。
そのジェンダー不平等指数（GII）という指標
により、たとえば以下のことが明らかになった。
●ジェンダーの不平等の程度は、国によって
大きな開きがある。ジェンダーの不平等が原
因の人間開発の値の下落幅は、最も小さい国
で17%、最も大きい国で85%である（値を割り
出すために用いている変数が異なるので、不
平等全般が原因の人間開発の値の下落幅と直
接比較することはできない）。ジェンダーの平
等が最も確保されている国はオランダで、そ
の後にデンマーク、スウェーデン、スイスと続
く。
●国内で人間開発の水準の不平等が大きい国
は男女間の不平等も大きく、男女間の不平等
が大きい国は人間開発の水準の不平等も大き
い。この両方の面で状況が悪い国は、中央ア
フリカ、ハイチ、モザンビークである。

多次元貧困指数　開発と同じく、貧困にもさ

新しい指標は、このほかにも
開発政策に関する論議や
政策設計の指針となりうる
数々の新しい情報や洞察を
与えてくれる
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等に、幅広い層が享受できる進歩を実現し、
人々が変革のプロセスに主体的に参加できる
状況をつくり、未来の世代に犠牲を強いるこ
となしに現在の成果を得られるようにすること
である。これらの課題の克服は、可能である
ばかりでなく、必要なことでもある。しかも、
その必要性はかつてなく高まっている。

の意識を変えたいと願う献身的な有識者と実
務家のグループによって生み出されたもので
あり、その取組みはキング牧師が述べたよう
な努力の1つと言える。
　しかし、人間開発の課題をすべて実現する
までの道のりはまだ遠い。人間を開発の中心
にすえるとは、単に頭の中で考え方を変えれ
ばよいだけのことではない。必要なのは、平

てきたことは、その重要な成果の1つである。
本報告書でも、これまでより優れたデータとト
レンド分析を示すことを通じて、研究と分析
を推し進める方法を提案している。しかし、
まだ残された課題は多い。特に重要な課題が3
つある。データと分析の質を向上させて議論
のための情報を提供すること、これまでと異
なる開発研究のアプローチを見い出すこと、
そして平等、エンパワーメント、脆弱性、持
続可能性に関する理解を深めることである。
　成長に関して、特に成長と開発の関係に関
しては、考え方を大幅に転換する必要がある。
開発を経済成長と同一視する理論的・実証的
研究はきわめて多い。そうした研究で用いら
れているモデルはたいてい、人々が消費のこ
としか考えていないと決めつけている。実証
研究においても、政策と制度が経済成長に及
ぼす影響しかほとんど考慮されていない。
　それとは対照的に、人間開発のアプローチ
の核をなすのは、幸福は金銭だけで決まらな
いという考え方である。人々がみずから選択
し追求するに値すると考える人生計画を実現
できる可能性は、どの程度あるのか。その点
によって幸福の程度が決まると、人間開発の
アプローチでは考える。この認識のもと、本
報告書では、新しい経済学、すなわち人間開
発の経済学の必要性を訴える。人間開発の経
済学とは、人間の幸福を増進することを目標
とし、短期および長期に人間開発を向上させ
られるかどうかを基準に、成長やその他の政
策に評価をくだし、好ましい政策を積極的に
推し進めるものである。

「人間の進歩は、ひとりでには実現しない」と、
マーチン・ルーサー・キング牧師は述べている。

「たゆまぬ努力と忍耐強い取組みによってはじ
めて、進歩は実現する……勤勉な努力がなさ
れなければ、時の経過は停滞の味方になる」。
人間開発の考え方は、社会の進歩に関する人々

討することがきわめて重要である。

●文脈を重んじる　文脈が重要な意味をもつ
のは、たとえば国によって能力や政治的な制
約要因が異なるためである。ある国にすでに
実効的な統治機構や規制システムが存在する
とか、そうした機構やシステムを簡単に変更
するなり創設するなりできると思い込む結果、
開発政策が失敗する事例は珍しくない。同様
に、一国の政府の政策も、幅広い政治経済環
境を無視すれば失敗しかねない。制度上の現
実に対する理解に立脚しない政策設計をして
も、うまくいかない場合が多い。

●地球規模の政策を変える　国際的な人の移
動、実効性が
あって平等な
貿易と投資の
ル ー ル づ く
り、気候変動
をはじめとす
る地球規模の
脅威など、一
国の能力だけ
では対応でき
ない課題も多
い。このよう
な課題の多く
に対処するに

は、民主的な説明責任、透明性、後発開発途
上国の参加、そして安定的で持続可能な世界
経済の環境づくりを目指す地球規模の統治シ
ステムが必要となる。
　HDRが政策に大きな影響を及ぼしてきたこ
とから明らかなように、人間開発の重要な側
面について理解が深まれば、政策立案に役立
つ情報が供給され、政策のプロセスを触発で
きる。数々の研究と分析のテーマを生み出し

人間を開発の
中心にすえることは、
人々が等しく享受できる
進歩を実現し、
人々が変革のプロセスに
主体的に参加できる
状況をつくり、
未来の世代に犠牲を
強いることなしに
現実の成果を得られるように
することである



　こうした環境で創刊されたHDRは、人道主
義の精神を掲げて、きわめて雄弁に、経済と
開発に対する新しいアプローチの必要性を訴
えた。このときの呼びかけは、今日の世界で
も共感を呼び続けており、近年、人々の幸せ
を数値測定する手法について研究が進み、デ
ータと情報が充実するに伴い、ますますその
重要性を増している。1 BOX1.1では、最近なさ
れている主張の起源を数十年前までたどり、
HDRを創刊した先見の明あるパキスタン人経
済学者マブーブル・ハックを紹介する。
　20年後の今日、世界は当時から続く課題に
加えて、新たな課題にも直面している。ミレ
ニアム開発目標（MDGs）を達成することの重
要性は、ますます高くなっている。地球に危
険を及ぼし、貧しい人々を苦しめる環境破壊
は、未来の進歩を脅かす大きな懸念材料の1つ
となっている。経済の安定と世界の安全には、

非常に先行き不透明な部分が多い。2つの超大
国が世界の政治に君臨する時代が終わり、多
くの国々が影響力をもつようになって、以前よ
り政治状況が複雑になっている。
　この2010年のHDRでも、1990年の創刊版同
様、第1章で人間開発という概念の定義を検討
することからはじめたい。人間開発の考え方
がことのほか重要な意味をもつ点では、今日
も1990年当時と同じなのである。2 本報告書で
は、現在の知識と経験を生かして、経済学者
アマルティア・センの業績に光を当てながら、
人間開発という概念が生み出された学術的・
政策的動機と、その後の歴史を振り返る。3 開
発政策に関する考え方全般の変遷もたどる。
さらに、持続可能性、平等、エンパワーメント
の重要性を指摘し、人間開発という考え方の
意義を再確認したい。その目的は、人間開発
を実現するためのさまざまな道筋を知り、人々

　国連開発計画（UNDP）が人間開発報告書（HDR）を創刊したのは、
1990年のことである。時代環境を思い返してみよう。当時、ベルリンの壁は
崩壊しつつあり、その後ほどなくしてソビエト連邦（ソ連）が解体する。ア
パルトヘイト（人種隔離政策）を実施していた南アフリカの政権は、この少
し前にネルソン・マンデラを刑務所から釈放した。イラクはこのすぐ後、隣
国のクウェートに軍事侵攻する。チリでは、アウグスト・ピノチェトが権力
の座を退き、民主的な選挙で選ばれた政権が誕生していた。ニカラグアでは、
サンディニスタ民族解放戦線が選挙に敗れて下野し、ミャンマー総選挙では、
アウン・サン・スー・チー率いる国民民主連盟が勝利した。北京では民主化
を求める学生たちがデモをおこない、上海と深圳（シンセン）には証券取引
所が開設された。イギリスでは、マーガレット・サッチャー首相の政権が10
年以上続いていた。途上国の債務問題に関する「ワシントン・コンセンサス」
という言葉が誕生したのも、この時期である。

1章
人間開発を再定義する

15１章　人間開発を再定義する
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間の進歩について考えるうえでは、これが最
善の方法だからである。

に、「人間は（1）現状よりはるかに良好な状
態で生きられる可能性があり、しかも（2）それ
を実現するためにできることがもっとある――
この2つの認識を人間開発のアプローチの2つ
の中心的な主題とみなすのが賢明である」。5  
当初から人間開発のアプローチは、人々の幸
せを増進するための現実的な分析と政策を提
案することを志向し、新たな政策上の選択肢
に関する議論を地域レベルと国レベルでおこ
なうことの重要性を強調してきた。
　それに関連してHDR創刊版で力強く打ち出
されたテーマとしては、貧困、不平等、エン
パワーメントがある。同報告書では、国のな
かに大きな不平等が存在する結果、多くの人々
が深刻な欠乏状態のなかで生きている実態が
覆い隠されていることを指摘し、地方部の住
人と都市部の住人、男性と女性、豊かな人々
と貧しい人々の格差に光を当てた。報告書の
記述の核をなしていたのは、政治的自由、発
言権、政府の説明責任、民主的な慣行をきわ
めて重んじる姿勢だった。6 この点は、HDRが
時代を先駆していたことを裏づける初期の実

政治的な自由、人権の保障、そして自尊心を
抱ける状況が重要な意味をもつ。これは、ア
ダム・スミスの言葉を借りれば、「自らを恥じ
ることなく」ほかの人々と触れ合える状態にほ
かならない。
　HDR創刊版は、開発が人間の選択の側面（機
会の自由）と参加のプロセスの側面（過程の
自由）の両面における自由に関わるものである
ことを強調した。4 また同報告書は、広範で普
遍的な人間開発の概念がすべての国に関わる
ものであることを強く指摘している。
　人間開発は……基本的な物資の生産と分配、
そして人間の能力の拡大と活用の両面を含む
考え方である。また、人間開発の考え方にお
いては、人々が生計を立てるうえで、なにを
所有し、どのような状態にあり、どういう行動
を取るかについて、みずから選択肢をもつこ
とを重んじる。さらに、人間開発は、人間の基
本的なニーズを満たすことだけに留まらず、
参加的・動的側面にも注意を払う。この概念は、
先進国にも途上国にも等しくあてはまる。
　アマルティア・センが雄弁に述べているよう

が意義あるものとみずから感じる人生を送れ
る社会をつくる方法を見いだすことにある。人
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X 1.1 カラチからソルボンヌへ――マブーブル・ハックと人間開発の理念

　2009年、フランスのニコラ・サルコジ大統領が人々の
幸福をもっぱら国内総生産（GDP）中心に判断する姿勢を
批判し、進歩の度合いを測定する方法を根本から改めるべ
きだと訴えた情熱的なスピーチを聞いた人は、この主張が
開発に関する西洋思想の最新の輝かしい成果だと考えても
無理はない。サルコジはパリのソルボンヌ大学の円形大講
堂で、パスカルとデカルトの大きな像を背にステージに立
ち、著名な経済学者たちで構成する委員会がまとめた提言
を発表した。人々の幸福の度合いを把握するために、不平
等、環境の持続可能性、非市場生産、生活の質を考慮に入
れた指標を採り入れるべきであるというのが、この委員会
の主張だった。
　ある意味で、サルコジの演説の草稿は、すでに40年前に、
この「光の街」パリから遠く離れた場所で書きはじめられ
ていた。1968年、当時パキスタン政府の計画委員会の主
任エコノミストを務めていたマブーブル・ハックがカラチ
で、自国の経済開発について講演をおこなった。そのころ
パキスタンの経済は、10年以上にわたって年率6%を上回
るペースで成長を続けていた。パキスタンを代表する知識
人であり、好景気を生み出した5か年計画の立案者である
ハックが政府の政策の成果を詳しく説明するものと、聴衆

の多くは予想していた。
　しかし若きハックは、パキスタンの開発戦略を厳しく非
難して、聴衆に衝撃を与えた。政府が「開発の10年」と
呼んだ期間を通して、東パキスタンと西パキスタンの所得
格差は2倍以上に広がり、平均賃金は3分の2に下落した。
外貨収入の大半は、エリート層の欲求を満たすために用い
られていた。わずか22家族だけでこの国の産業資産の3分
の2、金融・保険ビジネスの5分の4を保有していた。目覚
ましい経済成長のせいで、多くの庶民の生活の実情を正し
く反映していないイメージがつくり出されていたのである。
　のちに、ハックは国連開発計画（UNDP）に働きかけて、
国際機関やエコノミストの間で一般的なGDP一辺倒の発
想に代わる視点に立つ、独立した研究者たちによる報告書
を創刊させた。こうして、人間開発報告書（HDR）が生
まれたのだった。国連が個々の国の経済・社会の進歩の度
合いを評価することに対しては賛否両論あり、一部の国は
当初、この報告書をボイコットする構えを見せた。しかし
UNDPは、今回の20周年記念号にいたるまで、HDRの独
立性と学術的な厳密性を保つという約束を貫き続けている。

出典:Haq and Ponzio 2008;ul Haq 1973;Jolly, Emmerij, and Weiss 2009.

HDR創刊版の主張

　1990年のHDR創刊版は、人間開発という概
念を明確に打ち出した。第1章「人間開発の定
義と測定」は、以下のきわめて端的な指摘で
はじまっている。
　人々はまさに国家の宝である。開発の基本
的な目的は、人々が健康で長生きし、創造性
を発揮できる環境をつくり出すことにある。当
たり前のことに思えるかもしれない。しかし現
実には、物質的・金銭的な富を蓄えるという
直接的な関心事が優先されて、この点がしば
しば忘れられている。
　このような考え方は、近年はじめて生まれ
たわけではない。古代ギリシャの哲学者アリ

ストテレスにはじまり、数々の思想家が同様の
考え方を説いている。HDR創刊版は、経済危
機と不安定化と調整の時代だった1980年代に、
国によって人間開発の進展状況に格差が生じ
たことを受けて、人々を主役として位置づけ
るよう改めて呼びかけたのである。
 「人間開発の定義」と題した簡潔な項は、以
下の一節で始まる。この指摘は、やがて人間
開発に関する標準的な定義となっていく。
　人間開発とは、人々の選択肢を拡大するプ
ロセスである。特に重要なのは、長寿で、健
康に生き、教育を受け、人間らしい生活を送
られるようにすることである。それに加えて、

図1.1 HDIの構成
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など、数々の強みをもっていることにより、
HDIはそうした数々の指標の先頭に立ってい
る。9 2010年5月10日付の記事でニューヨーク・
タイムズ紙が指摘したように、「これまでのと
ころ、経済成長中心の発想の圧倒的な優位に
挑むことに成功している指標は、1つしかない。
それは、今年で誕生20周年を迎えるHDIであ
る」。10 政治的な面でもレトリックの面でも強い
力をもつHDIは、開発の指標として、金銭的
側面だけに基づく指標に対する貴重な対案と
なっている。
　これまでのメディアでの取り上げられ方を
見ると、人間開発という考え方とHDIがきわめ
て強力なものであることがよく分かる。1990年、

のアクセスがあり、報告書のダウンロード回数
は50万回近くに達している（図1.2）。いずれの
年も、HDIとHDRが発表されると、人々の関
心が大きくはね上がっている。
　本年度のHDRでは、これまでのHDIの分か
りやすさとなじみやすさを保ちつつ、いくつか
の新しい試みを慎重に取り入れている。

高まるメディアの注目

　人々の幸福の度合いを測る手立てとして、
国内総生産（GDP）に取って代わるものとし
て提案される新しい指標は増える一方だが、
透明性とシンプルさ、そして地理的な普遍性

ている。しかしHDIを導入した目的は、人々の
幸福を測定する完全無欠の指標をつくること
ではなく、人間を中心に据える開発のあり方に
対する関心を高め、社会の進歩を推し進める
手立てについて議論を活性化することにあっ
た。HDIにどのような要素を含めるべきか、含
めぬべきか、活発に議論されればされるほど、
さまざまな側面を一体化させて指数化するの
が適切なのか、それぞれの側面にどの程度の
比重をおいて指数を割り出すべきなのか、デ
ータの質と量を充実させるためにどうすれば
いいのか、といった議論もそこに含まれる。
従来の開発論議に蔓延していた経済成長一辺
倒の発想から離れることができる。
　所得だけを重んじる考え方に代わり得る選
択肢として見れば、HDIがきわめて有益な指
標であることが明らかになっている。エコノミ
スト誌は1990年にこう書いている。「記録に残
っている限り、最初にそれを試みたのはモー
ゼだった。プラトン、ルソー、マルクスもそれ
を成し遂げようとした。国連開発計画が新し
い報告書で『人間開発』を定義し、それを数
値で測定しようとしていることは、こうした先

人の取り組みに匹敵する壮大な挑戦で
ある」。7 翌1991年にも、エコノミスト誌
はこう書いた。「この報告書の核をなす
のは、シンプルだが独創的な指数であ
る。世界銀行の発表している年間所得
ランキングより厳密に、世界の国々が
相対的にどの程度進歩したかを測定す
るために、この指数は導入された」。8

　HDIはHDRのシンボルであり、同報
告書が高い評価を得てきた主な要因で
もある。HDIは当初から、世界中のメ
ディア、世論、市民団体、研究者、政
府機関の関心を集めてきた。2009年の
HDRの発表以降、同報告書のウェブサ
イトには本稿執筆時までに300万回近く

例であり、そうした性格は今日にいたるまで
HDRの特徴となっている。

人間開発指数

　人間開発指数（HDI）は、新しいアプロー
チを推進するための戦略的な要素として取り
入れられた。この指数は、人間開発という幅
広い概念のすべてを表現することまではでき
ないにせよ、新しい考え方を象徴するものと
言える。保健、教育、所得の3側面の総合的指
標であるHDIは、所得だけを基準にする場合
よりはるかに広い意味で開発の水準と進展状
況を評価することができる（図1.1）。ただし、
集計データと国際比較の例にもれず、ものご
とを単純化してあらわす結果、人間開発とい
う概念の一部しかとらえることができていない。
　この20年間、HDIはそれなりの批判も受け
てきた。指数の算出方法に異を唱える論者も
いれば、ジェンダーの平等や生物多様性など、
もっと幅広い側面を取り入れるべきだと主張
する論者もいた。多くの指摘は道理にかなっ
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X 1.2 人間開発指数を改良する

　人間開発指数（HDI）が保健、教育、所得の3つの側面
のデータを集計した指標であることには、これまでと変わ
りがない。しかし本報告書では、教育と所得に関して採用
する指数を変更し、それぞれの指数を1つに集計する方法
を改めた。
　教育に関しては、成人識字率の代わりに平均就学年数を、
総就学率のかわりに就学予測年数（現在の就学率が変わら
ないと仮定した場合に、今日の子どもが生涯を通じて合計
で何年間の学校教育を受けられるかを予測した数字）を用
いることにした。理想としては、いくつかの国レベル・地
域レベルの人間開発報告書でおこなっているように、教育
の量だけでなく、質も測定することが望ましい。たとえば、
2003年のアラブ諸国版人間開発報告書では、平均就学年
数にテストの平均得点を加味し、さらにメディア、コミュ
ニケーション、訓練を受けた科学者の数に関する指数を組
み入れることによって、教育の量と質の両面を把握できる
指標を用いた。しかし、十分な数の国の教育の質を測定す
ることができる適切な指標は存在しない。子どもたちの科
学、数学、読み書きのレベルの国際比較をおこなうことに
は意義があるが、多くの国を対象に定期的に測定できるデ
ータはきわめて乏しい。また、保健に関しても新たな指標
を探したが、出生時平均余命より現実的に利用可能性が高
く、しかも的確なものは見つけることができなかった。
　生活水準の指数としては、1人当たり国内総生産（GDP）
に代えて、1人当たり国民総所得（GNI）を採用した。グ
ローバル化が進んだ結果、ある国で暮らす人々の所得の合
計と国内生産の合計の間に、大きなずれがある場合が珍し
くなくなった。住民が得た所得の一部が国外に送金された
り、逆に、住民が国外から送金を受けたりするケースもあ
るし、国がかなりの金額の国際援助を受けているケースも

ある。たとえばフィリピンの場合、国外からの送金がきわ
めて多いため、GNIがGDPを大きく上回っている。東ティ
モールの場合は、国際援助を受けている影響で、GNIが
GDPの何倍にも達している。
　3つの側面の指数を集計する方法も見直した。重要な変
更点は、これまでとは異なり、相乗平均を用いたことであ
る。つまり、2010年のHDIの値は、3つの側面の指数を相
乗平均することによって算出した。その結果、3つの側面
のうちのいずれかの側面で達成度が悪ければ、国のHDIの
値に直接的に影響が及ぶようになった。1つの側面におけ
る達成度の悪さをほかの側面の好成績で補うことができな
くなったのである。これにより、ある国において、3つの
側面のバランスがどの程度取れているかを評価できるよう
になった。この集計方法は、単純な平均を求める方法より、
それぞれの側面の内在的な違いを尊重するものでもある。
保健、教育、所得のすべての側面が重要であるという認識
に加えて、3つの側面の間に上下関係を見出すことが難し
く、いずれか1つの側面における変化も無視すべきでない
という認識に立っている。
　本報告書でも、所得のデータを引き続き用いている。所
得は、人間開発に欠くことのできない要素だからである。
しかし、所得がある程度以上増えると、人間開発を前進さ
せる効果が次第に小さくなっていく。本報告書では、それ
ぞれの要素のデータを指数化するための最大値を決めるに
あたって、人為的な基準を設定して、それより先の前進を
すべて無視するのではなく、過去に実際に記録された最も
大きな値を基準として用いた。

注:詳細は巻末の「読者のための手引き」および「テクニカルノート1」を参照。
出典:Kavacevic 2010b.

図1.2 HDRおよびHDIの評価
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どの場合と同じように、人間開発にも具体的
な独自の目標が必要である。その目標は包括
的なものでなければならない。包括性こそ、
開発で目指すべき主要な点だからである。
――HDR1991年版（178ページ）
　1990年から94年までのHDRは、貧困に焦点
をあてた国際開発を目指すために先進国と途
上国が合意を結び、実践的な目標、言うなれ
ば「人間開発のグローバルなターゲット」を
打ち出すよう呼びかけた。具体的には、所得
面で貧困状態にある人を半減させることや、
基礎教育、基本的保健、安全な飲み水、栄養
状態などに関しても同様の目標を設定するよ
う主張した。18 また、この時期のHDRでは、こ
れらの目標を達成するための現実的な予算の
裏づけの必要性を訴えると共に、国家レベル
での参加型の開発戦略も提唱している。これ
らの報告書は、さまざまな面で、その後に打
ち出される「貧困削減戦略文書」や国連ミレ
ニアム宣言とミレニアム開発目標の先駆けとな
った。

　歴史上の有力な思想家たちの長く偉大な伝
統の延長線上に立つアマルティア・センの潜
在能力アプローチは、人間開発の理念的土台
になった。GDP偏重のアプローチに異を唱え、
明確に、しかし結論を押しつけることなしに
倫理重視の姿勢を打ち出すことで、人間開発
のアプローチは多くの人の関心と支持を集め
てきた。見識のある議論を重んじ、改良と改
善に扉を開く姿勢を取ったことにより、研究者
の間でも活気のある議論が生まれた（BOX1.3）。

開発論への貢献

　独立したグローバルな報告書として、HDR
は主流の考え方に異を唱え続けてきた。HDR
が打ち出した考え方のなかには、その当時は
物議を醸し、時代の先をいっていたが、現在
では広く受け入れられているものもある。

■ミレニアム開発目標（MDGs）
　識字率の向上や万人への初等教育の普及な

ことを指摘し、高等教育と技能開発にもっと
力を入れるよう政府に求めて以来、国々のHDI
の成績を比較することにより政府の政策的対
応を引き出そうとする試みがたびたびなされ
てきた。15 2000年代のメディアの報道内容を調
べると、HDIを用いて、ある国の人間開発達
成度について政府を批判したり、称賛したり
する例が目覚ましく増えている。
　本年度の報告書では、人間開発の考え方の
重要性を再確認し、人間開発をめぐる思考と
議論を活性化するための指標を充実させてい
る。しかしその点に話を進める前に、HDRが
実にさまざまな面で開発思想を牽引し、開発
論議に影響を及ぼしてきたことを見ておこう。

フィナンシャル・タイムズ紙はHDRを評して、
「力強い言葉で記された報告書は政治的な論争
を活性化させるだろう」と書いた。11 ガーディ
アン紙は、「人々を開発の主役に」という言葉
が1990年代のキャッチフレーズになるだろうと
の予測を示した。12 1999年にシンガポールのス
トレーツ・タイムズ紙は、HDIを「普遍的な人
間開発の達成度を測る手段として新たに提案
される指標に評価をくだすうえで基準となるも
の」と呼んだ。13 HDIは「グローバル・スタン
ダード」であると、ロンドンのデイリー・スタ
ー紙も2005年に書いた。14 ストレーツ・タイム
ズ紙がHDR創刊版に掲載されたHDI値をもと
に、シンガポールのランキングが韓国より劣る

HDR――時代の先を歩んできた歴史

　深刻な経済危機と債務危機の時代の後、政
策論議のテーマが安定化と調整にほぼ終始し
ていた1990年に、HDRは創刊された。当時、
多くの途上国が輸出収入の落ち込み、資本流
入の減少、金利の上昇、対外債務の膨張に苦
しめられていた。そうした国々は、国外に金
融支援を仰ぐしかなかった。たいていは、国
際機関の支援を受け、それと引き換えに、安
定化措置と構造調整政策を内容とする改革案
を受け入れて、インフレ率を低く抑え込み、
経済における国家の役割を縮小し、対外的に
開放的な経済を築くことを目指した。いわゆる

「ワシントン・コンセンサス」に基づく処方箋
である。もっとも、すべての国がこの路線を歩
んだわけではなく、国家の関与をもっと重んじ
るアプローチを追求した国々もあった。中国、
インド、ベトナムは、その最たる例である。
　しかし1990年代前半には、ワシントン・コン
センサスが全盛になり、経済の自由化と規制

緩和の基本理念に従えば最良の結果を得られ
るという考え方が開発思想の主流になった。16 
多くの先進国でも、経済における公共部門の
役割が縮小され、規制緩和が実施された。鉄道、
郵便、航空、金融、公益事業などで、民営化
が推し進められた。
　HDRは創刊以来、このような主流派の考え
方にはっきりと異を唱え、開発政策にとって重
要なさまざまな問題に適用できる伝統を確立
してきた。マブーブル・ハックは、開発論の
有力な研究者たちを集めてグループを組織し、
UNDPで人間開発のアプローチを切り開いた。
その際に土台にしたのは、経済的な側面を通
じて開発を考える旧来のアプローチに異を唱
えた、いくつかの運動だった。そのなかには、
人々の基本的なニーズに関心を払っていた有
力なグループ、子どもの待遇改善を訴える団
体、飢餓と広い意味での社会正義の問題に取
り組むさまざまな活動家などが含まれていた。17

B
O

X 1.3 人間開発と潜在能力――知的土台と進化

　1990年以降、グローバルな人間開発報告書と700以上
の国別・地域別の人間開発報告書以外にも、潜在能力アプ
ローチにもとづく文献が数多く発表されている。理論と数
値測定方法の細部に関する文献も非常に多い。たとえば、
教育と潜在能力に光を当てた研究成果の数々により、人的
資本を促進するための政策と、人間開発のために教育を充
実させる政策の違いが鮮明になった。潜在能力アプローチ
は、人権、障害、保健、成長、民主的慣行、社会的弱者な
どのテーマに関して用いられてきた。
　2009年に発表された著書『The Idea of Justice』は、
おそらくアマルティア・センの近年で最も重要な著作であ
る。この中でセンが痛烈に批判しているのは、正義が実現
している社会の条件、およびそれを実現するためのルール
と制度について合意に達することが可能であるというロー
ルズの主張に代表される、今日の政治哲学で主流の考え方
である。理性的な人々のものの考え方は一様でないので、
完全な意見の一致をみることなど不可能であると述べたう
えで、それ以上に重要な点として、そもそもそのような合
意は不要であると、センは指摘している。我々にとって、
ある状態が別の状態より好ましいという点に関して合意す

ることは不可能でない。また、人々や社会が取り除くべき
明白な不平等がどれかを決めることも不可能でない。そう
であるとすれば、正義が完璧に実現している社会の条件に
ついて合意に達する必要はない。上述のような点で合意す
ることができれば、不正義を減らすうえでは十分だからで
ある。「苦しんでいる人々の『怒りを燃え上がらせ』やす
い問題は、常に、政策の立案と不正義の診断の両面にとっ
て直接的な関心事である」と、センは述べている。
　すべての人間開発報告書について言えることだが、セン
の視点は本報告書にも深く反映されている。人間開発の達
成度が高い国と低い国を比較することを重視している面
や、主要な不正義に着目している面などに、それがとくに
よくあらわれている。また、本報告書は、完璧な世界を実
現することが不可能だとしても、変革を起こすために実行
できることを怠ってはならないという、センの力強い主張
にも土台をおいている。この考え方は政策に対して、実務
上大きな意味をもつ。

出典:ul Haq 1995; Sen 1985a, 1999, 2009b; Jolly, Emmerij, and Weiss 
2009+ Fukuda-Parr 2003; Rawls 1971.
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利であって、人間であるという共通の属性ゆ
えにあらゆる人がもつものである。人権は、す
べての人々が個人の行動と社会の設計に対し
て道徳上の主張をする根拠をなすものであり、
普遍的で、不可侵で、一体性を損なうことの
できない権利である。
――HDR2000年版（16ページ）
　HDR2000年版は、人権擁護に携わる人々や
組織がそれまでより有効に「開発」というテ
ーマに取り組むための知的枠組みをつくり出
した。人間らしい生活水準、適切な栄養水準、
保健、教育、災害からの保護が単に開発上の
目標というだけでなく、すべて人権の一部で
あること、そして貧困が人権に対する脅威で
あることをこの報告書は指摘した。
　人権と人間開発には、共通点が多い。29 1948
年の世界人権宣言以来、人権擁護の精神は人々
の生命を守るうえで、さまざまな面で貢献し
てきた。国際的な条約や議定書、およびそれ
を法制化した国内立法を通じて、道徳的な主
張に法的根拠が与えられた。また、人権擁護
の精神は政治指導者にとってもきわめて魅力
的な主張として受け入れられ、人権の擁護と
拡大を目指し
てさまざまな
市民団体も結
成 さ れ た。30 
人権の諸原則
は、マイノリ
ティに対する
暴力などから
人々を絶対的
に保護し、そ
うした暴力を禁じるという点で、人間開発を補
完するものと言える。
　人間開発が個人レベルと集団レベルのエン
パワーメントに関心を払うのに対し、人権擁護
の考え方は、人権侵害を防ぐための仕組みづ

金融危機にせよ、家庭、雇用、コミュニティ
において日々の生活が突然、暴力的にかき乱
されないための保護が人間の安全保障の対象
には含まれる。24

　人間の安全保障がこのような幅広い概念で
あることは、旧来の安全保障アプローチがも
っと狭いテーマを扱い、主として軍関係者と
人道援助関係者に向けたものだったのと対照
的である。伝統的な考え方によれば、安全保
障とは国の国境を守ることであり、最も注目さ
れる要素は領土侵犯行為だった。一方、人間
の安全保障の考え方では、分析の対象を国の
領土ではなく、そこに住む人々に移し、人々の
安全、尊厳、生計の手段を脅かしかねないさ
まざまな要素を視野に入れる。すなわち、人
間開発に対する脅威すべて（暴力はそうした
脅威の一部と位置づけられる）を検討し、貧
困が暴力の原因となり、暴力が貧困の原因と
なるプロセスを考察する。また、軍への投資と、
人々の生存、生計の手段、および尊厳に対す
る投資との間のトレードオフの関係についても
考える。なお、人間の安全保障を実現すれば
人間開発が不要となるわけではない。人間の
安全保障は、人々が享受すべき最低限の権利
と自由を確保し、それを脅威から守ることを目
指すという意味で、人間開発の一部とみなす
べきである。
　今日までに、人間の安全保障は、いくつか
のグローバルな取り組みの骨組みとなり、25 さ
まざまな国の政府によって採用され、26 地域レ
ベルの国際機関の目標と政策論議にも反映さ
れてきた。27 この考え方はいまも大きな影響力
をもっており、特に最近では2010年国連事務
総長報告、それをもとにした国連総会での議
論にも反映されている。28

■人権
　人権とは、自由に、尊厳をもって生きる権

活性化されて、人間開発の主要な優先課題の
前進が後押しされたことは事実である。

■人間の安全保障
　考えを突き詰めると、人間の安全保障とは、
子どもたちが死なず、病気が拡大せず、雇用
が失われず、民族間の緊張が暴力に発展せず、
反体制派が沈黙させられないことである。人
間の安全保障の関心事は、兵器ではない。人
間の生命と尊厳である。
――HDR1994年版（22ページ）
　1994年のHDRは、「人間の安全保障」という
考え方を新たに提唱し、それを「恐怖からの
自由と欠乏からの自由」および「飢餓、病気、
抑圧などの慢性的な脅威からの安全、そして、
家庭、雇用、コミュニティにおいて日々の生活
が突然、暴力的にかき乱されないための保護」
と定義した。人間の安全保障の考え方は、平
和と紛争予防に関する従来の考え方を劇的に
転換するものだった。この年のHDRは、人間
の安全保障を脅かす共通の脅威に対処するた
めのグローバルな基金の創設を提唱し、金融
面における人間の安全保障を進展させるため
に、為替取引に課税する「トービン税」の導
入を支持した。
　人間の安全保障の考え方は人間開発の考え
方と直接関係するものであり、1994年のHDR
はこの2つの考え方を一体化させるうえできわ
めて重要な役割を果たした。23 この報告書が記
しているように、人間開発は人々の自由の拡大
を目指す考え方であり、人間の安全保障はこ
れらの自由に対する脅威を払いのけることを目
指す考え方である。人間の安全保障の考え方
のもとでは、紛争や紛争後の脆弱な国家の状
況だけでなく、人間開発を脅かす脅威全般に
対して注意を払うことが求められる。飢餓、
病気、抑圧などの慢性的な脅威からの安全、
さらには、原因が暴力にせよ、地震にせよ、

　2000年9月、189か国の代表が国連ミレニアム・
サミットで国連ミレニアム宣言を採択し、自由、
平等、団結、寛容、自然環境の尊重、責任の
共有などの原則にもとづいて、平和と安全と
軍縮、開発と貧困撲滅、環境の保護、そして
人権と民主主義と好ましい統治を推し進める
ために、国際協力をおこなうことを約束した。19

　国連ミレニアム宣言は開発と貧困撲滅を促
進するためにいくつかの目標を示し、それがミ
レニアム開発目標という形でまとめられて、有
力な機関と世論の賛同のもと、幅広い国際的
な支持を得てきた。20 ミレニアム開発目標では、
極度の貧困と飢餓、初等教育、ジェンダーの
平等、乳幼児死亡率、妊産婦の健康、HIV/エ
イズやマラリアなどの疾病、環境の持続可能

性、開発のた
めのグローバ
ル・パートナ
ーシップの8
分野に関して
目標を掲げ、
それをさらに

具体化した「ターゲット」と数値評価をおこ
なうための指数を打ち出した。21

　ミレニアム開発目標が理論面で注目される
のは、到達すべき最低限の水準を強調しつつ、
人間開発のいくつかの主要な優先課題を明ら
かにし、それを数値で示したことである。ミレ
ニアム開発目標には、当時の国際社会の合意
にもとづいた決定がもつ可能性だけでなく、
限界も反映されており、多くの重要なテーマ、
特に不平等とプロセスの自由をおおむね視野
に入れていない。22 それに対して人間開発は、
ミレニアム開発目標より幅広い枠組みであり、
変革を実現する道筋を形づくるための人権と
民主主義と参加の原則全般の重要性を強調し
ている。それでも、ミレニアム開発目標によっ
て呼び起こされた幅広い支持により、議論が

独立したグローバルな
報告書として、HDRは
時代の先をいっていたが、
現在では広く受け入れられている

人間開発が個人レベルと
集団レベルのエンパワーメントに
関心を払うのに対し、
人権擁護の考え方は、
人権侵害を防ぐための
仕組みづくりを重んじる



24 人間開発報告書 2010 25１章　人間開発を再定義する

HDRは、ジェンダーの平等と女性のエンパワ
ーメントを実現するためのさまざまな画期的な
提案を盛り込んでおり、特に無償労働の重要
性を指摘したうえで、経済活動と世帯内活動
における女性と男性の無償労働が生み出す価
値について、グローバルな試算をはじめてお
こなった。37 1997年のHDRは、所得面での貧困
と区別して多次元的貧困を論じ、政治的な要
因が貧困を増
幅させている
ことに注意を
喚起した。こ
の報告書の主
張は、国際開
発に関する論
議でこれらの
問題に関する
思 考 が 広 が
り、貧困との戦いをテーマにした世界銀行の
2000/01年版の『世界開発報告』が執筆される
先駆けをなすものだった。38 以下で述べるよう
に、1993年、2002年など、いくつか の 年の
HDRは、政治的自由がそれ自体として価値あ
るものであることを論じ、「よい統治」や市場
の統治だけでなく、それまでより多くの人が参
加する民主的な統治を実現することを政策上
の優先課題として掲げている。

開発論の変遷

　カール・ポランニーが1944年の著書で描い
た政策転換のプロセスが、いま重要な形で進
行している。ポランニーは今日で言う先進国
の歴史を振り返って、長い目で見れば、国家
の規制から市場へ、そして再び市場から国家
の規制へと、システムが振り子のように揺れ
動く傾向が見られると指摘した。1つの体制の
生み出す状況が政治的反発と政策の転換をも

意味する。持続可能でなければ、人間開発は
その名に値しない。
　持続可能な開発の定義として最もよく引用
されるのは、「現在の世代のニーズを満たしつ
つも、未来の世代がニーズを満たせなくなる
状況をつくり出さないための開発のあり方」と
いうものである。35 しかし、持続可能性に関す
る実際の論議では、未来の成長と消費を重ん
じる論者もいれば、気候変動の影響のなかで
も生物の種を絶滅させないことを重んじる論
者もいるし、生態系それ自体に大きな重要性
を認める論者もいる。教育など、人間開発の
重要な側面が未来の世代の利便性を生み出す
ための単なる手段と位置づけられる場合もあ
る。
　人間開発のアプローチは多次元的視点を強
調することにより、持続可能性に関する旧来
のアプローチを補完し、「なにを持続させるべ
きか」という議論が「どう持続させるべきか」
という議論と同じくらい重要であることを改め
て強調している。人間開発においては、人々
が自分のニーズや欲求、必要を満たすための
自由と選択肢をもつことが目標とされる。言う
までもなく、まだ生まれていない人は、自分自
身で決断をくだすことができないが、いま生き
ている私たちであれば、未来の世代のために
環境を保全することができる。また、人間開
発の考え方は、世代内の平等だけでなく、そ
れと同じくらい世代間の平等も重要なのだと
いうことも示している。36

*　　*　　*

　この項では、グローバルなHDRが人間開発
というレンズを通すことによって、時代の先を
いく考え方や指標、政策を生み出してきた例
をいくつか紹介した。本報告書では、さらに
多くの例に触れていく。たとえば1995年の

　2006年のHDRは、水の利用に関する不公平
と、それが人間開発に及ぼす影響を明らかに
した。たとえば、サハラ以南アフリカ諸国でス
ラム地区に暮らす人々は、飲み水を手に入れ
るために、ニューヨークやパリの住民より高額
の負担をしていると、この報告書は指摘した。
2007/08年の報告書は、人間開発のレンズを通
して、気候変動がもたらす代償を浮き彫りに
した。世代を越えた貧困の罠や「適応のアパ
ルトヘイト」とでも呼ぶべき現象は、その代償
の一部である。南極や北極の氷床の溶解、地
域レベルの降雨パターンの変化、海水面の上
昇、そして世界の最も弱い人々の一部が変化
への適応を強いられている状況など、地球の
気温上昇が及ぼす影響について、開発関連の
主要な報告書が取り上げたのは、これがはじ
めてだった。
　いまや世界中の人々は、地球温暖化を自分
たちの幸せに対する重大な脅威とみなしてい
る。32 地球がその歴史上有数の深刻な脅威にさ
らされているのだという認識が広く共有される
ようになった。その脅威、すなわち人間の活
動によって誘発された気候変動は、1990年に
は予想もできなかったような破滅的な結果を
生み出す危険を秘めている。さまざまな年の
HDRは、ほかの有力な報告書と共に、政策の
あり方を様変わりさせ、気候変動を含む環境
と持続可能性の問題に対する理解を深めるう
えで、大きな役割を果たしてきた。
　人間開発と持続可能な人間開発は、切り離
せない関係にある。33 人間開発の核心をなすの
は、イマヌエル・カントに源を発する普遍主義
の精神、すなわち、未来の世代に対して今日
の世代と同等の配慮をすべきだという考え方
である。34 人間開発とは、人々が長く健康に生
き、教育を受け、充実した人生を送れるよう
にすることを意味し、持続可能な人間開発と
は、未来の世代にもそれを可能にすることを

くりを重んじる。人権の範囲は、国レベルと国
際レベルの市民団体の活動を通じて、時代が
たつにつれて押し広げられてきた。グローバ
ルな運動によって、国連の「女性に対する暴
力撤廃宣言」や地雷の規制に関する国際条約
のためのキャンペーンなどが導かれた。31

　人権のなかには、市民的・政治的自由だけ
でなく、経済的・文化的・社会的権利も含ま
れる。人間開発が扱うテーマも、これと同様
に幅広い。人権の擁護は、最低限の要求水準
と段階的な目標を設定し、目標の実施と監視
のための戦略を考案し、法律の改正を重ねて
いく過程を通じて実現される。その意味で人
間開発は、さまざまな目的の相関関係、優先
順位、戦略上のトレードオフの関係に光を当
てることにより、人権の実現を助けている。人
間開発のアプローチは、変化しつつある多様
な状況に目を向け、人間の進歩を妨げる障壁
と、相乗効果を生み出せる機会を見いだし、
地域単位の解決策を奨励することによって、
そのような強みを獲得している。

■持続可能な開発
　人間開発と持続可能な開発の間に、緊張関
係は存在しない。この両者は、人々が生きて
いくうえで必要な要素に関して普遍主義的な
考え方をする点で共通している。
――HDR1994年版（19ページ）
　初期のHDRは、グローバルな水危機や気候
変動など、環境上の脅威に注意を喚起した。
HDRは創刊版ですでに、人々の自由を守るう
えで安全な環境として、「清潔な水と食料、空
気」の重要性を強調している。1994年の報告
書は環境の安全保障を論じ、1998年の報告書
では早くも、酸性雨、オゾン層破壊、気候変
動などの環境悪化によって最も打撃をこうむ
るのが貧しい国々であるという不公平を指摘
している。

HDRは気候変動を含む
環境と持続可能性の問題に対する
理解を深めるうえで、
大きな役割を果たしてきた。
また世代内の平等だけでなく、
それと同様世代間の平等も
重要なのだということも示している
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以前よりよく理解されるようになった。
　これらの考え方はみな、実際の経験がもつ
豊かさと多面性、地域ごとの状況の重要性を
よりよく理解しようという試みと結びついてい
る。そうした取り組みは、世界銀行の『貧し
い人々の声』46 や数々の地域別・国別のHDR（B 
OX1.4）などの画期的な研究の形で結実した。

■実際の状況が制度に影響する
　制度のどの側面が重要かに関しては議論が
分かれているが、制度が中心的な役割を果た
すべきであるという点はますます強調されるよ
うになっている。新制度派経済学は、所有権
と法の支配、参加と説明責任の効用を重視す
る。このような流れに加えて、どのような制度
上の形態と機能が適切かは個別の状況に左右

を取るべきだと求めたHDR2007/08年版が特
に力強く指摘した問題である。
　開発思想の新しい考え方の前提にあるのは、
すべての局面に通用する万能の解決策などな
く、政策転換がどの程度の成果を生むかは状
況によって異なり、どのような政策が適切かは
それぞれの土地の実情に合わせて選択・立案
すべきだという認識である。45 つまり、当該国
が主導権をもつことがきわめて重要だと考え
られている。もし当該国が主導権を発揮しな
ければ、改革に着手しても長続きしないし、
政策立案に当該国が参加しなければ、その政
策は本質的に不適切なものになってしまうか
らである。外部からの支援に限界があること、
また、支援が不適切に立案・施行された場合
に好ましからざる結果を招きかねないことが

　伝統的な開発戦略である「ワシントン・コ
ンセンサス」は、今でも多くの場で幅を利か
せているものの、どのような状況にも通用する
わけではないという認識が次第に広がりはじ
めた。現在は、開発に対するさまざまな考え
方がしのぎを削っている。そのすべてが新し
い考え方というわけではなく、既存の考え方を
補完する考え方も登場している。そうした開
発思想が実務にどの程度の影響をもっている
かは、国によって異なる。また、人間開発のア
プローチの影響を受けた開発思想も登場して
いる。たとえば――
●経済を制御し、弱者を守り、保健、教育、
インフラ（社会経済基盤）などの伝統的なタ
イプや、気候変動のもたらす脅威を克服する
ことなどの新しいタイプも含んだ公共財をつく
り出すうえで、公共の行動の必要性を認める
考え方。
●平均所得やその他の貧困の金銭的指標に留
まらず、さまざまなリスクや衝撃に対する弱さ
など、幸福の多くの側面を検討対象に加えよ
うという考え方。「見落とされている」側面を
把握するためのデータやテクニックが向上し
た結果、この考え方を実践するのは次第に容
易になってきている。42

●貧困と成長と不平等が基本的に切り離せな
いものであるとみなす考え方。貧困の緩和が
実現するかどうかは、成長率だけでなく、所
得分配のレベルと変化によっても決まる。43 急
速な成長だけを政策の目的とすべきではない。
そのような姿勢は所得の分配状況を考慮に入
れず、成長の持続可能性を無視し、ひいては、
その可能性をそこなう恐れがあるものだから
である。
●気候変動がもたらす脅威に対して、それま
でより明確に注意を払う考え方。この脅威は、
スターン報告書44 、および、国単位と地域単位
の取り組みに加えて早期に強力な国際的対策

たらすのである。最近の分析によれば、こう
した振り子は20世紀を通して、さらには21世
紀に入っても振れ続けている。ポランニーの
考え方は、今日の途上国の政策決定について
検討するうえで有益な道具となる。39

　開発に対す
る考え方は、
時代と共に大
きく移り変わ
ってきた。金
銭を成長・発
展と同視する
考え方から出
発して、人的
資本の役割を
重視する考え

方、市場と政策の役割を重視する考え方、制
度の役割を重視する考え方、そして最も新し
いところでは、個人とグループに対するエンパ
ワーメント、およびそれぞれの国の主体性を
重視する考え方へと、順に変化してきた。40

　今日、開発政策に関する合意は存在しない。41 
しかし、新しいトレンドが生まれつつある。ア
メリカの巨大金融機関リーマン・ブラザーズの
崩壊に象徴される金融危機は、無制約な自由
化の落とし穴をきわめて過酷な形で浮き彫り
にしたものと、多くの人は解釈している。この
危機が開発思想にどのような影響を及ぼすか
はまだ分からないが、本報告書の全編を通し
て触れるように、さまざまな形で、振り子は再
び、政策がもっと積極的な役割を果たし、も
っと人間的な開発の目標を掲げることを重んじ
る方向に振れはじめている。次の新たな「重
要な開発思想」の芽はすでに見えており、掘
り下げた検討をおこなう必要がある。この点
について、詳しくは第6章で論じる。

■対立・補完関係にあるさまざまな考え方

開発思想の新しい考え方の
前提にあるのは、
すべての局面に通用する
万能の解決策などなく、
政策転換がどの程度の
成果を生むかは状況によって異なり、
どのような政策が適切かは
それぞれの土地の実情に合わせて
選択・立案すべきだという認識である

B
O

X 1.4 現実の世界での人間開発
――地域レベル、国家レベル、国内の地方レベル

　1992年、研究者と市民団体の代表、および国連は、画
期的な試みとして、はじめての国別の人間開発報告書をバ
ングラデシュについて作成した。これが先例となって、そ
の後、ほかの多くの国でも同様の報告書がつくられた。国
連開発計画の地域事務所がそうした取り組みを支援した場
合も多かった。これまでに、グローバルな人間開発報告書
や既存の同様の報告書、さらには地域レベル・国内の地方
レベルの開発論議に触発されて、地域レベル、国家レベル、
国内の地方レベルで作成された人間開発報告書は、700点
ほどに上る。この種の報告書には、関係国の政府に加えて、
オピニオンリーダーに始まり、ほとんど発言力をもたない
人々にいたるまで、さまざまな利害関係者が積極的に関わ
っている。報告書には、グループ面接形式の意見調査や独
自の調査の結果を受けて、新しい重要な知見が盛り込まれ
ている。また、地元の熱心な研究者たちが関わることによ
り、報告書が高い説得力と信頼性をもつものになっている。
　これらの報告書は、国家の役割について、そして人間開
発の個人レベルの側面と集団レベルの側面との相乗効果に
ついて、検討を加えてきた。たとえば、2005年のグアテ
マラ人間開発報告書と2008年レバノン人間開発報告書は、
根深い緊張によって傷ついた社会における市民権と多様性
という、繊細な問題に光を当てた。2009年のボスニア・
ヘルツェゴビナ人間開発報告書では、社会資本の再建とい
う枠組みのなかに、これらのテーマを位置づけた。2009〜
10年のブラジル人間開発報告書の制作過程では、社会の
あり方に関するビジョンを共有するために、メディアを通
じて幅広い国民レベルの議論がなされた。

　地域レベルと国レベルの人間開発報告書のなかには、障
害をもつ人や、HIV感染者・AIDS発症者、若者、高齢者、
マイノリティなど、弱い立場にある人々が社会に全面的に
参加するのを妨げる障壁について、掘り下げて検討してい
るものも多い。ロマ人や社会的包含をテーマにした地域レ
ベルの人間開発報告書や、HIV／AIDSをテーマにした
2008年のスワジランド人間開発報告書は、その例である。
　最近は、環境の変化をテーマにした報告書も相次いで発
表されている。2009年のクロアチア人間開発報告書は、
環境の変化が漁業、農業、観光にどのような悪影響を及ぼ
す可能性があるのかを検討した。2010年の中国人間開発
報告書は、都市部に流入し続ける膨大な数の人々のために、
温室効果ガス排出量を低く抑えたコミュニティを建設する
など、可能な対応策に光を当てた。
　地域レベルの人間開発報告書は、国境を越えた重要性を
もつガバナンス上の問題を論じてきた。2009年のアラブ
諸国人間開発報告書は、この地域全体に共通する「人間の
安全保障」上の脅威を取り上げた。2008年のアジア・太
平洋諸国人間開発報告書では、腐敗が貧困層に対してとり
わけ大きな弊害をもたらすことを指摘し、政府と民間の行
動基準、および監視をおこなう市民団体の役割を検討した。
　こうした報告書の作成には各国政府の支援が不可欠だ
が、報告書が繊細な問題について指摘すると、政府が反対
するケースは珍しくない。

出典:Pagliani 2010.www.hdr.undp.org/en/nhdr.を参照。
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の関心を集めやすく、きわめて収集しやすい。
続々と集まっているデータによると、幸せとは、
幸せと不幸せ
の間の連続し
たつながりの
うえの一点と
して体感され
る も の で あ
り、1つ の 問
いを通じて測
定することが
できる。56 主観的な幸福感は、それ自体として
重要なものであることは言うまでもなく、ほか
の好ましい結果を生み出す手立てとしても重
要であり、人々が人生のそのほかの側面にど
の程度の価値を感じているかという点につい
て、説得力ある洞察を与えてくれるかもしれ
ない。しかし本報告書で詳しく論じるように、
主観的な幸福感は幸福のほかの側面と補完関
係にあるとみなすべきであり、幸福の唯一の
指標と考えるべきではない。

ラムの効果に関する議論は、これまでより充
実した情報をもとにおこなえる事例が増えた。
しかし、そのような情報によって明晰で強力な
解答を導き出せるのは、たとえばインドのラジ
ャスタン州の村で学校教師の欠勤を減らすう
えで、ある措置にどの程度効果があるのかと
いった個別具体的な問いだけである。52 このア
プローチには、大きな構造上の問いを、さらに
はしばしば、成果が生み出されるメカニズム
を見落としてしまうという欠点がある。53 デー
タに基づく評価が政策に及ぼす影響は、この
ように意識的に射程範囲を狭めている結果と
して、限られたものに留まっている。

■幸せと主観的な幸福感
　最後に、主観的な幸福感に対して関心が高
まっていることも指摘しておく。54 そのきっか
けとなったのは、幸せが所得だけでは説明で
きず、また本報告書の背景調査で明らかにな
ったように、HDIだけによっても説明できない
という研究結果である。55 幸せの程度のような
主観的なことがらに関する指標は、多くの人々

■説明責任の強化を求める動き
　次第に、監視の重要性を強調する議論が高
まり、それが当該国や援助国の説明責任の強
化を推し進める動きに結びついていった。業
績を基準にした援助資金の配分など、結果重
視のマネジメントを取り入れた改革が公共部
門で実施された例もいくつかある。国連やそ
の他の国際機関が1999年に設立したPARIS21
コンソーシアムは、データ収集に対する投資
を支援し、データにもとづいた政策立案・監視・
評価をおこなう文化を根づかせようとしてい
る。2001年にブリュッセルのラーケンで合意さ
れた欧州連合（EU）の「社会的包括戦略」は、
所得面での貧困・不平等、勤労政策、社会政
策関連など、14の分かりやすい指数を基準に、
国家レベルの政策を評価する方針を定めた。51

　公共部門の活動内容に関するデータ、およ
び先進国と途上国の双方における成果を把握
するためのデータが飛躍的に増加している一
因としては、インターネットとウェブベースの
データシステムの普及が進んだことがあげら
れる。この変化により、たとえば教育予算をど
れくらい増やした場合に、生徒の数がどの程
度増加し、学校の卒業生がどの程度のことを
学び、それがその人物の人生と社会全体にど
のような違いを生みだすのかという具合に、
投入量と産出量、結果、影響の関連を理解し
やすくなった。投入量が成長の度合いに顕著
な影響を及ぼしているという認識のもと、1996
年には、ヨーロッパのほとんどの国が従来の
方針を転換し、公共政策における投入量を直
接測定するようになった。データと分析手法
が改善された結果、政策論議や政策の優先順
位の決定に有益な情報がもたらされるように
なった。ただし本報告書で示すように、入手
できるデータの制約が依然として大きいことも
事実である。
　科学的で厳密な実験の成果により、プログ

される、つまり、ほかの状況で成功した手法
を模倣したり移植したりしても、期待どおりの
結果を得られない可能性が高いという認識も
生まれている。47 最近の研究を通じて、経済は
例外なく社会の制度と一体の関係にあり、制
度と無関係に自律的に規制される市場など存
在しないことなど、制度派経済学の考え方の
核をなす原則のいくつかが再確認された。48

　2000年代半ばのいくつかの文書も、このよ
うな斬新な考え方を打ち出している。先進国
と途上国の開発経済学者のグループがまとめ
た2004年の「バルセロナ開発アジェンダ」には、
過去20年間の重要な教訓が盛り込まれている。
このなかで強調されているのは、好ましい制
度づくり、平等の拡大、賢明な財政政策、そ
して市場と国家の適度なバランスの重要性で
ある。この文書では、実験及び、国ごとに異
なるさまざまな障害を乗り越えるための修正を
可能とする環境づくりを求めている。
　その後ほどなくして、政策転換のアプロー
チを高く評価する内容の『1990年代の経済成
長』という報告書を世界銀行が発表した。こ
の報告書は、あらゆる局面に単一の処方箋を
当てはめるワシントン・コンセンサスのアプロ
ーチと大きく一線を画し、似たような政治体制
をもつ国々のなかの成長率の違いに光を当て
た。49 世界銀行といくつかの先進国政府の支援
のもと、2008年には、成長と開発に関するス
ペンス委員会が同様の主張を打ち出し、持続
可能な経済成長を実現するための「汎用的な
方程式は存在しない。それぞれの国ごとの特
性と歴史的経験が異なるので、それを反映し
た成長戦略を打ちたてなければならない」と
指摘した。50 近年、ブラジル、中国、インドが
経済的に成功を収めていることは、この新し
い考え方の妥当性を裏づけている。

人間開発には
幸福、
エンパワーメント、
正義、
という3つの構成要素がある

人間開発の活力は失われていない

　人間開発という概念は、その性格上、内容
が固定されておらず、また、新しい世紀にふ
さわしい枠組みを提供できるだけの強靭さと
活力をもっている。本報告書の議論から伺え
るように、人間開発は、時代やイデオロギー、
文化、階級の枠を越えて通用する考え方であ
る。しかし、国別・地域別のHDRのように、
個別の状況に応じて人間開発の具体的な内容
を明らかにし、さらには精査し、公的な議論
の対象とすることが常に欠かせない。
　人々の選択肢を拡大するという定義は人間

開発の本質を言い表したものではあるが、こ
れだけでは定義として十分でない。平等、持
続可能性、人権の尊重など、複数の原則を掲
げることがきわめて重要である。人間開発とは、
長期にわたって好ましい結果を安定的に生み
出すこと、そして人々を困窮させたり、抑圧と
構造的不正義の土台をなしたりするプロセス
と戦うことをも含む考え方なのである。成果は
壊れやすく、逆戻りしやすいので、個人レベル、
集団レベル、国レベルで、人間開発を持続さ
せるために特別の努力を払う必要がある。
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ない。本報告書では、人間開発のさまざまな
側面における不平等を検討する。所得は人間
の幸せの全容を把握するうえで十分な指標で
なく、格差を把握するためにもっと幅広い指
標が必要とされるからである。本報告書は、
近年の分析手法の進歩とデータの充実を土台
に、所得だけでなく、保健と教育の不平等、
およびその歴史的変化を掘り下げる。
　いま地球上には、70億人近くの人が暮らし
ている。そのなかには、極度の貧困状態のな
かで生きている人もいれば、贅沢の限りをつく
した生活を送っている人もいる。これからの時
代は、HDRが創刊されてから今日までの20年
間以上に、地球のさまざまな限界が人間開発
に大きな影響を及ぼすようになるだろう。本報
告書で記したように、気候変動がもたらす現
実により、世界中の多くの人々と機関の行動と
目標を根本か
ら変更する必
要が生まれて
いる。しかし、
この課題に対
する取り組み
はまだなされ
ていない。
　人間開発と
いう考え方の
守備範囲の広
さを視覚的に表現したのが図1.3である。この
図には、人々の能力を構成する3つの要素が示
されている。その3つの要素とは、人々の機会、
過程の自由（人々が自分の人生を形づくる自
由）、そして正義の諸原則であり、時代や土地
に関係なく、いかなる人の場合も、これらの要
素によって人間開発のプロセスと結果が形づ
くられる。図では、緑色の帯が3つの要素を包
み込んでいる。これは、私たちが地球という1
つの環境を共有していることを表現したもの

るいはコミュニティやもっと大きな場で、変化
を生み出すことができる。人々が自分自身の
運命を決定できる、アマルティア・センが「エ
ージェンシー」と呼んだ状態に関心を払うこと
は、潜在能力アプローチやそれと強く結びつ
いている自由の尊重の中核をなす考え方であ
る。57 エンパワーメントを実現するためには、
エージェンシーと、それを支える制度的構造
が欠かせない。エンパワーメントは家庭や職
場でも成し遂げ得るし、政治の場やコミュニ
ティ、社会でも実現しうる。個人で行動する
にせよ、地域の協同組合や労働組合、さらに
は変革をはたらきかけるロビー活動などを通
して集団で行動するにせよ、エンパワーメント
の主役は人々である。
　民主主義や市民的自由などの政治的な自由
は、それ自体が価値あるものであるだけでなく、
さらに少なくとも2つの面で重要である。58 第1
は、さまざまな調査結果から明らかなように、
乳幼児死亡率の引き下げや教育水準の向上な
ど、人間開発の目標を推し進めるうえで最も
有効なのが概して民主的な政府だという点で
ある。59 その一因は、民主的な政府がそうでな
い政府より説明責任を果たすことにある。民
主主義を人間開発に転換するうえでは説明責
任が必要だが、選挙だけでは、貧しい人々に
力を与えるのに十分な説明責任を生み出せな
い。第2は、政治的自由があれば、なにを目標
とし、なにを政策上の優先課題とすべきかと
いう議論に、人々が積極的に参加できるとい
う点である。ただし、民主的な説明責任が人
間開発を後押しするとはいっても、第4章で述
べるように、それが人間開発の実現を保証す
るわけではない。非民主的な政治体制下で物
質的な繁栄と高水準の保健と教育が実現して
いる事例もある。
　人間開発の公平性に関する懸念とは、とり
もなおさず、不平等に着目することにほかなら

渇させたりする政策もある。そこで、公平と持
続可能性の間などに見られるトレードオフの
関係を浮き彫りにし、十分な情報をもとに公的
な議論と政策の決定がなされるようにするた
めに、正義の諸原則を明確にすべきである。
　人々が創造的な人生を送り、自分が有意義
と感じる活動や状態を享受できなければ、人
間開発がうまくいっているとは言えない。人間
開発の考え方においては、紙のうえの自由だ
け実現すれば満足するわけではない。たとえ
ば、人々が医療を受ける能力を満たすために
は、診療所が存在し、そこに医療スタッフが
配置されていて、そのスタッフがきちんと診療
所に姿をあらわし、医薬品が常備されていて、
しかも、性別や人種や宗教を理由に人々が治
療を拒まれないことが求められる。人々の諸
能力が「本当の」自由と呼ばれる理由は、こ
こにある。資源と所得、および制度は、すべ
て不可欠な手段であり、政策の目標とすべき
ものであるが、開発政策の成否を最終的に決
するのは、人々がどのような生活を送るかなの
である。
　過程の自由を実現するためには、さまざま
なレベルでエンパワーメントと民主的な慣行を
取り入れなければならない。個人は、単に開
発の恩恵を受けるだけの存在ではないのであ
る。人々が自分自身とほかの人たちの幸福を
増進するためには、ビジョンと独創力と推進
する力が欠かせない。言論の自由が憲法で保
障されていても、実際にはその自由が踏みに
じられているようでは、人々はそのために必要
な能力を手にできない。人間開発の考え方に
よれば、人々は、個人として家庭やコミュニテ
ィにおいて、さらには集団として公的な議論と
共同の行動と民主的な慣行において、自分自
身の発展の設計者とみなされる。
　エンパワーメントを通じて能力を得れば、人
人は、家庭や職場における自分の生活で、あ

　1990年以降、HDRは、多くの場合それぞれ
の年のテーマに沿って、潜在能力アプローチ
の柔軟性を利用して、人間開発のさまざまな
側面に光を当ててきた。すでに指摘したように、
人間開発のアプローチはその性格上、固定的
なものでなく、動的なものである。国レベルと
地域レベルの経験やグローバルなHDRの内容
からも明らかなように、根底をなす考え方は一
貫しているものの、人間開発という言葉の意
味は時代と場所によって異なる。人間開発の
概念が変化し続けてきた伝統にのっとり、本
報告書でも、開発の実務と、人間開発と人間
の諸能力に関わる研究成果の双方に沿う形で、
人間開発とはなにかを定義し直す。人間開発
の手短かな定義として、以下の内容を提案し
たい。
　人間開発とは、人々が長寿で、健康で、創
造的な人生を送る自由、意義ある目標を追求
する自由、さらには、すべての人類の共有財
産である地球の公平かつ持続可能な開発プロ
セスに積極的に関わる自由を拡大することで
ある。人々は個人としても集団としても、人間
開発の受益者であると同時に、推進役でもある。
　以上の点を踏まえると、人間開発には3つの
構成要素があると考えられる。
●幸福：人々が幸せに生きられるように、実
質的な自由を拡大する。
●エンパワーメントとエージェンシー：人々が
意義ある結果を生み出せるように行動できる
状況をつくる。
●正義：平等を拡大し、長期にわたって好ま
しい結果を持続し、そして人権やその他の社
会的な目的を尊重する。
　まったく無制約というわけではないが、政策
には常にさまざまな選択肢がある。貧困の緩
和や人権の擁護、持続可能性の確保に有効な
政策もあれば、エリート層を優遇したり、結社
の自由をないがしろにしたり、天然資源を枯

人間開発とは言ってみれば、
人々が参加したうえでくだされる
民主的な選択を反映させながら、
人々の文化、価値観、
そして現時点における
優先事項が織り成すメロディーを
奏でるものである
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人々は過去20年間で実に多くのことを成し遂
げたが、いま私たちは、20世紀の終盤にかけ
て加速した社会的・経済的・政治的な変化に
より生まれた新たな喫緊の課題に直面してい
る。それらの課題を放置することは許されな
い。私たちが課題に対処するのかどうか、対
処するとしてどのように対処するのかによっ
て、21世紀の人間開発のあり方が大きく左右
される。

である。人間開発の3つの要素は互いに切り離
せない関係にあり、また、地球の限りある資源
を私たちが共有していることに伴う制約の枠
内からはずれない形で、これらの要素を増進
させていく必要がある。
　人間開発のどの側面や原則を重視するかは、
国やコミュニティ、個人によって一様でない。
人間開発とは言ってみれば、人々が参加した
上でくだされる民主的な選択を反映させなが
ら、人々の文化、価値観、そして現時点にお
ける優先事項が織り成すメロディーを奏でる
ものである。市民運動家、指導者、有識者、
そしてそのほかの多くの人々が、さらには国別・
地域別のHDRが、さまざまな状況における人
間開発の意味を明らかにすることに寄与し、
人々が手にできる機会を押し広げ、そして、
人々が現在と未来において自分自身の人生を
形づくり、また社会全体で正義を増進するた
めの能力を強化している。

*　　*　　*

　第2章以降では、人間開発の視点を通して得
られる価値観と発見を紹介していく。世界の

図1.3 地球を共有するための
人間開発の概念

共有財産としての地球 

　機会の自由

　過程の自由正義

人間開発のための概念枠組み

出典:人間開発報告書室  based on Alkire 2010 

　未来について明晰に考えるためには、過去を批判的に検討する必要がある。
本章と次の第3章では、人間開発指数（HDI）に含まれる保健、教育、所得
といった開発の諸側面の変化について評価をおこない、どのような前進と後
退があったのかを明らかにする。ひとことで言えば、これまでに目覚ましい
進歩があった反面、国や時代によって、進歩の度合いに大きなばらつきがあ
る。教育の面では大きな進歩があったが、保健は教育ほどでなく、所得に関
しては国による違いが特に大きかった。状況は全体として改善しているが、
深刻な不平等は解消されていない。先進国と途上国の間の溝はいまだにきわ
めて大きく、いくつかの重要な側面では、溝が狭まる気配すらない。

2章
人々の前進

　第1章で強調したように、人間開発は、保健、
教育、所得だけに関わるものではない。人々
が意義ある人生を送られるかどうかは、社会
における富や機会の分配状況、意思決定のプ
ロセスに参加できる可能性、自分たちの選択
が未来の世代の幸せに及ぼす影響など、さま
ざまな側面に左右される。これらの点につい
ても検討が必要なので、第4章で詳しく論じる。
　1990年に人間開発報告書（HDR）が創刊さ

れて以降の傾向には、もっと長い期間に及ぶ
傾向を映している。そこで本章では、検討の
期間を過去20年より広げる。具体的には、135
の国について1970年以降のHDIの変遷を明ら
かにするデータを用意し、細かく検討する。
まず、大きな傾向を指摘し、そのうえで、HDI
の3つの側面のそれぞれについてどのような進
歩があったのかを見ていく。

　HDIを提案したことは、HDRの主たる功績
の1つである。HDIは、開発に関するシンプル
な指標として国内総生産（GDP）に取って代
わることを目指して作成されたもので、人々の
3つの基礎的な潜在能力に関する進歩の度合い
を測定する。その3つの潜在能力とは、健康で
長く生きること、教育を受けて知識を増やすこ
と、そして人間らしい生活水準を享受するこ

人間開発の最近の傾向――HDIのレンズを通して

とである。HDRを創刊したマブーブル・ハッ
クの言葉を借りれば、HDIはGDPと同様の欠
点を多数抱えているが、GDPより人々の暮ら
しの実態を的確に描き出せる。1

　HDIは、さまざまな国の社会の進歩の度合
いについて、いくつかの基本的な問いに答え
るために役立つ。たとえば、どの国がほかの
国より急速に進歩したのか、貧しい国々は豊

33２章　人々の前進
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1990年には0.57、そして2010年には0.68へと上
昇し続けてきた（表2.1）。7 このようにHDI値が

きるようになった恩恵を生かすという
意味もあったし、進歩が実現したがゆ
えに、識字率など一部の指数の有用性
が低下したことに対応するという意味
もあった。しかし、第2章と第3章は、
現在だけでなく、過去の状況を明らか
にすることも目指している。そのような
時系列的評価をおこなうためには、
HDIがこれまで用いてきた指数（平均
余命、識字率、総就学率、1人当たり
GDP）のデータが入手しやすく、今で
も有用である。そこで第2章と第3章で
は、旧来のHDI、およびHDI値の算出
方法は今回の改定後のものを用い、算
出のために採用する指数は旧来のHDI
と同じものを用いる、いわゆる「ハイ
ブリッドHDI」を使用する4 （HDIやハイ
ブリッドHDIなどの基本的な用語の定
義は、BOX2.1を参照）。記述が煩雑に
なることを避けるために、第2章と第3
章ではこれらの指標を単に「HDI」と
呼ぶことにする。

全体の傾向

　本報告書では、1990年の創刊以来は
じめて、人間開発のパターンと傾向を
体系的に概観した。これまでは、デー
タが十分に入手できないことが妨げに
なって、このような取組みができなか
ったのである。5 今回の分析では、1970
年以降の人間開発のトレンドを映す新
しいデータを用いた。対象国は135か国
にのぼり、人口にして世界の総人口の
92%に相当する。6

　HDIを通して見ると、世界は全体と
して目覚ましい進歩を遂げてきた（図2.1）。世
界のHDI値の平均は、1970年に0.48だったのが、

める「社会の発展を計測するためのグローバル・
プロジェクト」や、スティグリッツ=セン=フィ
トゥーシ委員会の活動など、HDIと同様の精神
で実施された最近の主要な取組みの長所と、
そこから得られた教訓の数々である。本報告
書では、HDIで用いる指数のいくつかとHDIの
算出方法を改良した（詳しくは、第1章の図
1.2、およびテクニカルノート1を参照）。3

　第1章で言及したように、本年度のHDRは、
HDIを算出するための新しい指数をいくつか
導入した。以前より充実したデータが入手で

かな国々に追いつきつつあるのか、といった問
いである。所得を基準にしてこのような問いに
答えようとする事例が多いが、進歩をもっと広
い意味でとらえる指標を用いたほうがはるか
に明快に現状を把握できる。
　HDIは誕生以来、重要な批判にこたえるた
めに、数度にわたり改定を重ねてきた。2　HD 
R創刊20周年にあたる本報告書では、HDIの信
頼性を高め、今後も有効性を保てるようにす
るために、改定をおこなった。その土台にな
ったのは、経済協力開発機構（OECD）が進

B
O

X 2.1 本報告書で用いる基本的な用語

■収斂
時間の経過と共に、特定の指数の値における国々のばらつ
きが小さくなること。

■国
国と領土をあらわす簡易的な用語。統計を収集している国
際的な機関にデータを提供していれば、属領や特別行政区
もここに含めている。

■先進国／途上国
HDI最高位（下記参照）に分類される国を先進国と呼び、
それ以外の国すべてを途上国と呼んでいる。この呼称は、
HDI最高位国を簡潔に表現するための便宜上のものである。

■平均変化率からのずれ
出発点とする時期にHDIのレベルが同程度だった国々のそ
の後の平均変化率とのずれ。この値を基準に、進歩の度合
いを評価する。

■ジェンダー不平等指数（GII）
リプロダクティブ・ヘルス、エンパワーメント、労働市場
への参加の面におけるジェンダー間の不平等により、人間
開発の成果がどの程度失われているかを示す指標。値は、
0（完全に平等）から1（完全に不平等）までの数字であ
らわされる。

■人間開発指数（HDI）
人間開発の基本的な3つの側面―健康で長生きするこ
と、知識を得られること、人間らしい生活を送れること
―についての達成度をあらわす複合的な指標。比較の便
宜を考えて、3分野の達成度の平均を0〜1の値であらわし
た（数字が大きいほど達成度が高い）。それぞれの分野の
指数を集計するにあたっては、幾何学的手法を用いた（第
1章BOX1.2参照）。

■ハイブリッドHDI
新しい関数形式（第1章を参照）を用いて算出したHDI。
2009年までと同様に、平均余命、識字率、総就学率、1
人当たり国内総生産（GDP）を基準にする。2010年から
採用した新しい指数を用いるよりデータを入手しやすいの
で、第2章と第3章のような長期トレンドの分析をおこな
う際は、この方法のほうが適している。

■不平等調整済み人間開発指数（IHDI）
社会の不平等の度合いを考慮に入れたうえで、ある社会で
暮らす人々の人間開発の達成度の平均値を数値化した指
標。その社会における平均的な人のHDI値と言ってもいい

（その値は、保健、教育、所得の格差があれば、旧来の
HDIより小さくなる）。社会が完全に平等であれば、HDIと
IHDIは等しく、両者の値の差が大きいほど不平等が大きい。

■多次元貧困指数（MPI）
健康、教育、生活水準の面における深刻な貧困の程度を数
値化した指標。貧困状態にある人の数と貧困の程度の両方
を考慮に入れる。

■HDI最大/最低改善国
HDI値を最も大きく改善させた国々と、最もわずかしか改
善させなかった国々のこと。平均変化率からのずれを基準
に評価する。

■人間開発の最高位・高位・中位・低位国
人間開発指数（HDI）の値の順位にもとづいて、すべての
国を四つに分類したもの。上位4分の1の国がHDI最高位国、
そのあとに高位国、中位国、低位国と続く。過去の人間開
発報告書では、このような相対的基準ではなく、HDIの絶
対値を基準に最高位・高位・中位・低位国の分類をおこな
っていた。

注：新しい指標に関する詳細については、第5章およびテクニカルノートを参照。

図2.1 全体的には前進、しかし格差は大きい
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世界の国々の人間開発指数（HDI）の変遷（1970-2010年）

注：ここに示したのは、135か国のハイブリッドHDI（BOX1参照）の一部を抽出したもの。最大改善国は、オマーン、
中国、ネパール、インドネシア、サウジアラビア。最小改善国は、コンゴ民主共和国、ザンビア、ジンバブエ。
出典：人間開発報告書室のデータベースを活用して人間開発報告書室が算出
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準が高まっている。例外の3か国とは、コンゴ
民主共和国、ザンビア、ジンバブエである。
　自国の人々の人間開発の水準を高めること
に最も成功しているのは、どの国なのか。表
2.2に示したのは、調査対象国のなかで最も急
速にHDI値を改善させた国々であるHDI最大
改善国の上位10か国である。この新しい調査
結果は、いくつかの興味深い情報と、予想を
裏切る現実を明らかにしている。
　ある国が人間開発でどの程度の進歩を遂げ
たかを評価する方法はいくつもあり、どの国が
最も高い成果をあげているかは、評価方法に
よって変わる。10 本報告書では、過去のある時
点でHDI値が同程度だった国々のHDI改善率

の平均、すなわちその国に期待される改善率
と比較して、実際の改善率がどのくらい高い
か低いかといった平均変化率とのずれを基準
にした。11 図2.2は、このアプローチを用いた分
析の一例を示したものである。ここでは、1970
年時点のHDIの水準を前提に期待される改善
率と比べて、特に高い成果をあげている国と、
特に低い成果しかあげられていない国を示し
た。この手法は、HDIの水準が同程度
の国々と比較することにより国の進歩
の度合いを測定したグスタブ・ラニス
とフランセズ・スチュワートの研究を土
台にしたものである。12

　この基準で見たHDI最大改善国の上
位に名を連ねるのは、東アジア、南ア
ジア、アラブ諸国（北アフリカと湾岸
産油国）のいくつかの国である。リス
トのトップは、調査対象期間の初期に
発見された石油資源の恩恵を受けたオ
マーンで、そのあとに、中国、ネパール、
インドネシアと続く。1970年時点のHDI
値が同水準の国々との比較で進歩の度
合いを評価する手法を採用した結果、

リストの上位には、ネパールやラオスなど、き
わめて低い水準から出発して大きな進歩を遂
げ た国も含まれ ている。BOX2.2と次 章の
BOX3.3では、こうした好成績の国のいくつか
と、不満足な結果しか残せていない国のいく
つかの事例について、掘り下げた検討をおこ
なっている。
　印象的なのは、一般に成功例と見なされて
いない国がリストに含まれていることである。
経済成長が平凡な水準に留まったにもかかわ
らず、保健と教育の進歩に後押しされて上位
10か国に食い込んだ国がいくつかあるために、
このような形になった。その結果として、本報
告書のリストは、たとえば「成長と開発に関す
るスペンス委員会」のものとは大きく異なる。13

　もう1つ際立っているのは、経済成長の面で
好成績を残した国と保健・教育の面で好成績
を残した国がほとんど重なっていないことであ
る。所得面と非所得面の両方に後押しされて
上位10か国に入った国は、インドネシアと韓国
の2か国しかない。残り8か国のうち5か国は、
保健と教育の水準を向上させることを通じて
リストに加わった。経済成長だけを原動力に

改善したのは、保健・教育関連の指数がおよ
そ4倍に、1人当たりの所得が2倍に上昇した結
果である。8

　世界の総計値はどうしても、中国やインド
など、特に人口の多い国の状況に大きく左右
される。しかし、人口を加重せずに算出した
値（つまり、国ごとの値の平均）を見ても、同
様の進歩が見て取れる。9

　HDI値の向上は、世界のあらゆる地域で、
そしてほぼすべての国で起きている（表2.1）。
最も急速に進歩しているのは東アジア・太平
洋諸国で、そのあとに、南アジア、アラブ諸
国と続く。135か国のうち、3か国を除くすべて
の国は、1970年の時点と比べて人間開発の水

図2.2 改善度の高い国はさまざまな地域に分布しているが、
改善度の低い国はアフリカに集中している

HDIの変動
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注：1970年のHDI値は対数尺度
出典：人間開発報告書室のデータベースを活用して人間開発報告書室が算出

ハイブリッドHDI 平均余命 識字率 総就学率 所得
2010 変化率％ 2010 変化率％ 2010 変化率％
年の値 1970 – 2010 1990– 2010 1970 – 2010 1990– 2010 1970 – 2010 1990– 2010 年の値 1970 – 2010 1990– 2010 1970 – 2010 1990– 2010

地域別
 途上国 0.64 57 23 68 21 8 81 61 21 66 28 24  5,873 184 89

アラブ諸国 0.66 65 20 70 37 10 74 149 41 64 89 22  8,603 66 44

東アジア・太平洋諸国 0.71 96 35 73 23 9 94 76 18 69 7 31  6,504 1,183 352

欧州・中央アジア 0.75 13 4 69 3 2 97 7 2 82 17 7  11,866 120 20

ラテンアメリカ・カリブ海諸国 0.77 32 12 74 24 9 92 27 10 83 59 16  11,092 88 42

南アジア 0.57 72 31 65 33 12 66 113 46 59 64 29  3,398 162 119

サハラ以南アフリカ 0.43 53 21 52 19 7 65 183 43 54 109 42  1,466 20 28

先進国 0.89 18 7 80 13 6 99 2 1 92 33 14  37,185 126 38

OECD国 0.89 18 7 80 13 6 99 2 1 93 33 14  37,105 125 38

非OECD国 0.86 24 9 80 14 7 96 13 6 79 29 10  40,043 263 58

HDIランク別
低位国 0.44 61 27 55 27 11 63 180 48 52 98 43  1,434 33 44

中位国 0.65 83 31 69 25 9 82 79 24 65 21 28  5,010 606 237

高位国
最高位国

0.77 24 9 73 15 7 93 20 8 82 38 13  12,610 94 35

0.89 18 7 80 13 6 99 2 1 92 33 14  37,185 126 38

1970年のハイブリッドHDIのランク別（全4ランク）　
1 （最低ランク） 0.60 82 32 66 22 8 76 96 29 61 23 33  4,323 560 250

2 0.69 51 16 71 34 11 88 53 15 74 55 16  7,334 110 53

3 0.79 24 9 75 15 6 96 11 4 85 36 16  14,486 152 54

4 （最高ランク） 0.88 16 6 79 11 5 99 1 0 91 29 11  34,585 122 36

世界平均 0.68 41 18 70 18 7 83 39 15 70 26 20  10,645 107 47

2010

年の値
変化率％ 2010

年の値 年の値

表2.1 1970年以降、人間開発指数は多くの国で改善している
ハイブリッドHDIと4つの指数の変化、地域別・HDIランク別（全135か国）、1970-2010年

注：値はすべて人口加重したもの。単位は、平均余命は年、識字率と総就学率は％、所得は2008年の米ドル換算済購買力平価。詳しくは「統計用語の定義」のページを参照。対象国
は135か国。したがって、グループごとの集計値は、統計表1-17と異なる場合がある。ハイブリッドHDIの値は、統計表1及び2に掲載した2010年のHDI値と異なる場合がある（BOX1.2
参照）。国別のHDIランクは2010年の値を基準にした。
出典：人間開発報告書室のデータベースを活用して人間開発報告書室が算出

改善分野
ランク HDI 非所得HDI 所得

1 オマーン オマーン 中国

2 中国 ネパール ボツワナ

3 ネパール サウジアラビア 韓国

4 インドネシア リビア 香港

5 サウジアラビア アルジェリア

6 ラオス チュニジア インドネシア

7 チュニジア イラン マルタ

8 韓国 エチオピア ベトナム

9 アルジェリア 韓国 モーリシャス

10 モロッコ インドネシア インド

マレーシア

表2.2 最も急速に人間開発が進んだ国の
原動力は異なる

HDI最大改善国と非所得HDIとGNP（1970-2010年）

注：HDIと非所得HDIの伸びは、1970年の値が同程度だった国々の平均変化率とのずれ
（BOX2.1を参照）。所得の伸びは、国民1人当たりGDPの年間伸び率。
出典：人間開発報告書室のデータベースを活用して人間開発報告書室が算出



38 人間開発報告書 2010 39２章　人々の前進

タを見る限り、平均的に、いま途上国で生きる
ことは、40年前、さらには20年前と比べて、
先進国で生きることとの違いが小さくなった。
しかし、すべての途上国に関してそれが当て
はまるわけではない。アフリカ南部と旧ソ連諸
国など、いくつかの国では、平均余命がむし
ろ短くなっている。中国がおそらく最も衝撃的
な例だろうが、総就学率が下落した国も数か
国ある。20 アルメニアやトリニダード・トバゴな

ど、自国の値が向上していても、先進国との
格差が狭まるにいたっていない事例もある。
それでも、ほとんどの途上国は、保健・教育
面で急速かつ大幅な進歩を遂げている。
　途上国と先進国の間で保健・教育の質の格
差が広がっているのではないかという可能性
については、データ不足のために、検討がさ
らに難しい。21 この点の懸念ゆえに、第6章で
論じる数値測定の課題が重要な意味をもつ。

よそ5分の1に縮小している。たとえば、マリ
（0.17から0.37へ）、ネパール（0.22から0.50へ）、
オマーン（0.36から0.79へ）などでは、HDI値
が2倍以上に上昇した。これはきわめて好まし
い傾向と言っていい。所得の格差が拡大して
いるにもかかわらず、このような変化が実現し
たのである。15

　格差が狭まったのは、識字率など、採用して
いる一部の指数におのずと上限があるために、
先進国がこれ以上は数値を伸ばすのが難しい
という、指標としてのHDIの特性が原因なので
はないかと、考える人もいるかもしれない。16

確かに、そういう面もあるが、ギャップが狭ま
っている原因はそれだけではない。上限が存
在するとは言い切れないものも含めて、HDIを
構成する保健・教育関連の変数ではすべて、
国ごとの数値のばらつきが小さくなっている。17 
それとは対照的に、所得のばらつきは大きくな
っている。統計上のテストによれば、これらの
変数に上限が存在することが数値の収斂を生
み出すことはないと確認されている。18 しかし、
たとえ数値の上限の存在がギャップの縮小に
結びついているとしても、貧しい国々と豊かな
国々との間で保健・教育面の状況に大きな違
いがなくなりつつあるという実質的な事実に変
わりはない。19

　たとえば、平均余命を考えてみてほしい。
1970年にガンビアで生まれた人は、平均して
41歳まで生きることが予想された。この年数
は、同じ年にノルウェーで生まれた人より33年
少なかった。2010年の数字を見ると、ガンビ
アの平均余命は16年伸びて57歳になったのに
対し、ノルウェーの平均余命は7年しか伸びて
いない。ノルウェーとガンビアの平均余命の
格差はいまだに24年ときわめて大きいが、そ
のギャップは1970年に比べて4分の1以上縮小
している。
　少なくとも基礎的な保健・教育関連のデー

上位10か国入りしたのは、1か国（中国）だけ
である。HDIの新しい算出方法のもとでは、バ
ランスの取れた開発を実現した国が高い評価
を受けるので、所得面と非所得面の両方で比
較的急速な発展を成し遂げた2つの国（ラオス
とモロッコ）がリストに入った。
　サハラ以南アフリカ諸国のなかに、上位10
か国入りした国はないが、11位にエチオピア
が名を連ねており、そのほかにも上位25か国
にアフリカの国が数か国入っている（表2.2参
照）。おそらく最も目につくのは、上位10か国
にラテンアメリカ諸国が1つもないことだろう。
この地域で最も上位にランクされたのは、22
位のグアテマラだった。それでも全体として
みれば、人間開発の達成度を急速に高めた国
は世界のさまざまな地域に分布しており、成
功を収めた道筋も一様でない。

大いなる収斂

　HDIは、貧しい国と豊かな国のギャップが
狭まっているかという問いに答える手立てとし
て利用できる。この問いに答えるうえでは、特
定の指数に関して貧しい国と豊かな国の格差
を測定するか、途上国の成長率が先進国の成
長率より高いかどうかに着目するのが一般的
である。多くの研究者はGDPを開発の指標と
して用いて、この点を調べてきた。この種の
研究の結論は概して、貧しい国と豊かな国の
ギャップが拡大しているというものだった。14

■ギャップは狭まりつつある
　しかしHDIを基準に考えると、状況はこれよ
り明るい。全般的に見て、貧しい国々がHDI
に関して豊かな国々とのHDI値のギャップを狭
めつつある（表2.1参照）。途上国と先進国の
HDI値のギャップを見ると、2010年には1990年
と比べておよそ4分の1に、1970年と比べてお

B
O

X 2.2 アフリカの対照的な物語

　サハラ以南アフリカは一般に、人間開発の面で最も大き
な試練に直面している地域とみなされている。実際、人間
開発指数（HDI）のすべての側面において、世界のほかの
どの地域よりも指数の値が低い。しかしアフリカにも、人
間開発を目覚しく前進させている国がいくつかある。エチ
オピアはHDIの改善度で11位にランクされているし、その
ほかにも上位25位までに、ボツワナ、ベナン、ブルキナ
ファソが入っている。
　たとえば、ブルキナファソの場合を見てみよう。この国
がHDI改善度の上位にランクされるのは、意外かもしれな
い。なにしろHDIの絶対値で見ると、調査対象135か国の
うちで126位に留まっている。しかし、134位だった
1970年時点と比較すると、きわめて大きな進歩を遂げて
いるのである。
　政府の政策が大きな後押しになったことは間違いない。
改善された水源の利用率を1970年と比較すると、ブルキ
ナファソは、この数字の上昇率が世界で6番目に高い。基
礎的な行政サービスの普及も進展しており、初等教育の就
学率は1999年に44%だったのが、2007年には67%に上
昇した。また、人口構成が急激に変化しているにもかかわ
らず、所得面で見た貧困者（1日当たりの所得が1.25ドル
未満の人）の割合は、1994年から2003年までの間に、
14ポイント減少した（2003年の数字は57%）。
　ブルキナファソがHDI改善度の上位に入っていること
に、本報告書で用いている測定方法―すなわち、ある時
期にHDIのレベルが同程度だった国々のその後の平均変化
率　とのずれを計算するという手法―の特徴がよくあら
われている。1970年の時点でブルキナファソとHDIのレ
ベルが同程度だった国々の多くは、その後、社会・経済の
崩壊を経験したが、ブルキナファソはHDIを2倍以上に伸
ばした。また本報告書は、いわゆる「ブルキナ・パラドッ
クス」―経済が成長しており、しかもマクロ経済状況が
安定しているにもかかわらず、人間開発の水準が低いとい
う「矛盾」―に関する論争に、一石を投じるものでもあ
る。本報告書のように平均変化率とのずれをもとに評価を
おこなえば、この国の状況はパラドックスではなくなる。
　これとは対照的に、アフリカのいくつかの国では、人間
開発が大きく後退している。今日のHDIの絶対値が1970

年の時点より低下している国は、すべてアフリカにある。
それは、コンゴ民主共和国、ザンビア、ジンバブエの3か
国である。
　ザンビアでは、平均余命、総就学率、所得が下落した。
このような事態にいたるうえでは、いくつもの要因が作用
していた。1980年に銅相場が崩壊したことをきっかけに、
長期の不況に突入し、経済の規模が3分の2ほどに縮小し
てしまった。所得レベルはいまだに、1980年以前の水準
まで回復していない。近隣のアンゴラとモザンビークの内
戦で発生した難民の流入にも苦しめられているし、HIV感
染の拡大にも悩まされている。いまやザンビアのHIV感染
率は、世界で5位の高さに達している。資金不足とHIV感
染の拡大に足を引っ張られて、基礎的行政サービスの提供
も順調に進んでいない。第4章で指摘するように、ザンビ
アの人々の63%は多次元の貧困状態にある。1日当たりの
所得が1.25ドル未満で生活している人の割合も、ほぼ同
じ水準に達している。
　ジンバブエは、白人少数政権が倒された後に導入された
進歩的な社会政策を理由に、高く評価されていた。1980
年代には、保健と教育に関する公的支出、特に地域の保健
センター、上下水道施設、地域の公立学校を整備するため
の予算が大幅に拡大した。1980年から1993年の間に乳
幼児死亡率は半減し、子どもの予防接種率は25%から
80%に上昇した。しかし、このペースを持続するのは簡
単でなかった。特に、貧弱な経済運営が原因で経済が崩壊
すると、それはますます難しくなった。HDIの4つの指数
のうちで、識字率以外の3つがすべて悪化し、ジンバブエ
のHDI値 は、1990年 に0.34だ っ た の が、2000年 に は
0.26に下落してしまった。所得面で見た貧困も拡大して
おり、人々は都市や近隣諸国に移り住むことによって、こ
の状況に対応しようとしている。そこへもってきて、HIV
感染の拡大により、公共サービスにかかる負担がさらに増
している。所得面での貧困率は、現在62%に達している

（1995年は42%だった）。

出典：世界銀行 2009a,2010g;Grimm and Gunther 2004; UNDP Zambia 
1997;UNDP 1998; WHO 2010b;Mwabu and Fosu 2010
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　HDIはその性格上、進歩の度合いを簡略化
してあらわすものにすぎない。関連するそれ
ぞれの側面ごとの状況は別途検討する必要が
ある。以下で、その検討をおこなう。

図2.10を参照）。23 また、ほとんどの国で平均余
命が上昇したなかで、年数が大きく落ち込ん
だ国も一部にある。この点も、図2.4の熱画像
風の図に鮮やかに表現されている。図の下の
ほう、つまり平均余命の低いエリアに、「温か
い」箇所（黄色の箇所）がいくつかある。
　世界で全般的に平均余命が上昇しているの
は、どのような要因によるものなのか。一因と
しては、大人以上に乳幼児の死亡率が急速に
下落している
ことがあげら
れる。もし、
乳幼児死亡率
が現在も1970
年代後半のレ
ベルだったと
すれば、いま
毎年死んでい
く子どもの数
は、実際より670万人も多かった計算になる。24 
指数の絶対値の改善幅を見ると、1970年代か
ら2000年代にかけて最も急速な改善を成し遂
げたのは途上国である（図2.5）。たとえば1970
年から2005年の間の乳幼児死亡率の変化を見
ると、途上国では、出生数1000人当たりの死
亡数が59人減少した。先進国は16人減に留ま
ったので、途上国のほうが減少幅が4倍近く大
きい。しかし改善率に関しては、いまも先進

政策が大きな成果をあげたように見える。こ
のような違いが生まれている原因について理
解を深めることは、政策を考えるうえできわめ
て大きな意味がある。この点は、次の第3章で
取り上げる。

　世界の多くの国は、平均余命を大きく伸ば
した。ほぼすべての国で、今日生まれる子ど
もは、過去のどの時代より長く生きることが予
想できる。ほとんどのアラブ諸国では、1970
年以降、平均余命が18年以上伸びた（平均余
命が1970年の1.3倍以上に上昇した計算にな
る）。サハラ以南アフリカ諸国でも、1970年に
比べて8年以上、平均余命が長くなっている。
平均余命の上昇幅は、1970年の時点で世界の
下位4分の1だった国のほうが上位4分の1の国
より2倍以上大きい。チリやマレーシアなど、
死亡率が30年前の6割ほどまで下落した途上国
もいくつかある。
　図2.4では、この側面における進歩の深まり
と広がりを視覚的に表現した。左の図は、国
ごとの平均余命の値を示したもの、右の図は、
赤外線撮影の「熱画像（サーマルイメージ）」
を模して、平均余命のレベルごとの国々の分
布状況をあらわしたものである。この図を見
れば一目瞭然だが、赤と黄色で表現した、多
くの国が集中している「温かい」部分は、お
おむね平均余命の高いエリアである。一方、
緑と青で表現した平均余命の低いエリアであ
る「寒い」部分には、わずかな国しか分布し
ていない。保健と教育の側面では、このよう
に高いレベルに多くの国が集中する現象が際
立っているが、以下で見るように、所得に関
してはそのような現象が見られない（図2.7、

たどった道筋が大きく異なる場合がある（図
2.3）。つまり、それぞれの国の制度、地理的条
件、政策、さらには運・不運など、国ごとの
要素が結果を大きく左右していると考えられ
る。
　たとえば、モロッコとコートジボワールを比
べてみてほしい。HDI値で判断する限り、この
両国は1970年の時点で、ほぼ同等の開発のレ
ベルにあった。したがって、その後も同じよう
な発展の道筋をたどったのだろうと思うかもし
れない。しかし、両国の人間開発の道筋は大
きくわかれた。2010年までの40年間で、モロッ
コの平均余命が20年伸びたのに対し、コート
ジボワールでは11年の伸びに留った。現在、
モロッコの子どもの就学率は61%なのに対し、
コートジボワールは38%でしかない。1人当た
り所得でも、モロッコがコートジボワールの
2.7倍に達している。
　このような違いが生まれたのには、理由が
ある。コートジボワールでは、政治的な不安
定と内戦の長期化により発展の足を引っ張ら
れたのに対し、モロッコでは、積極的な社会

■国による格差
　すべての国が急速な進歩を遂げたわけでは
なく、格差はショッキングなまでに大きい。過
去40年の間に、途 上国の4分の1でHDI値が
65%以上伸びたのに対し、伸びが20%未満に留
った途上国も4分の1あった。1990年以降、
HDI値が上昇していない国も10か国ある。22 最
近の世界金融危機、さらには1997年から98年
にかけてのアジア金融危機が明らかにしたよ
うに、好成績をあげている国でさえ、直線的
に進歩を遂げているわけではない。経済危機
に見舞われれば、進歩の軌道から外れてしま
う場合がある。この点では、疫病や自然災害
など、保健・教育面での状況に直接的な影響
を及ぼす要因が発生した場合も同様である。
　国によって進歩の速度に差があるのは、あ
る程度までは出発点の違いが原因と言える。
ギャップが狭まっていることからも明らかなよ
うに、途上国は概して、先進国より速いペー
スで状況を改善させている。しかし、当初の
HDI値の違いによってすべて説明がつくわけ
ではない。出発点がほぼ同じ国でも、その後

長寿と健康

図2.3 HDIのさまざまな道筋
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　このように、世界全体で進歩が減速した原
因は、主として過去20年の間に世界の総人口
のおよそ6%を占める19の国で平均余命の値が
大幅に悪化したことにある。また、平均余命
が1970年の水準より悪化した国も9か国ある。
その9か国とは、コンゴ民主共和国、レソト、
南アフリカ、スワジランド、ザンビア、ジンバ
ブエといったアフリカの6か国と、ベラルーシ、
ロシア、ウクライナといった旧ソ連の3か国で
ある。これらの国々で平均余命が悪化した大
きな要因としては、HIV感染の拡大や経済が
転換期にある国々における死亡率の上昇をあ
げることができる。1990年以降、このほかの
途上国と先進国の保健状況の格差は、わずか
ながら縮小したが（図2.6）、これらの国々の影
響で、その成果の一部が相殺されてしまって
いる。31

　サハラ以南アフリカ諸国のいくつかで平均
余命が悪化していることは、明らかにHIV感
染の拡大と関わりがある。HIV感染率がいま
だに15%を上回るアフリカ南部では、1980年代
以降、AIDSが原因で平均余命が大幅に下落し
ている。32 HIVの打撃が特に激しい国々では、
平均余命が51年を下回ってしまった。レソト
の平均余命は46年。これは、産業革命前のイ
ングランドとほぼ同等の水準である。それでも
2000年以降、HIV感染率の上昇に歯止めがか
かったようであるが、依然としてきわめて高い
水準のままの国もいくつかある。しかしながら、
この地域のほとんどの国では最近、平均余命
がある程度改善している。その例外は、レソト、
南アフリカ、スワジランドで、平均して、およ
そ4年ほど数字が下落したものの、これらの
国々ではこの10年間でさらに状況が悪化して
いる。
　旧ソ連諸国で平均余命が下落しているのは、
もっぱら男性である。ロシアの男性の平均余
命は、1989年から1994年の間に7年下落した。

国（77%）が途上国（59%）を上回っている。25 
それに、保健状況の格差そのものは、依然と
してきわめて大きい。出生数1000人当たりの
死亡数は、途上国が先進国の8倍以上に達して
いる。世界の子どもの死亡数のうち、先進国
が占める割合は1%に満たない。26

　妊産婦死亡率も全体として下落しているが、
正確な数字は分かっていない。国連の試算に
よると、この値は1990年以降、出生数10万人当
たり430人から400人へと、5%程度の若干の改
善を見せたとされている。27 一方、公的な出生・
死亡登録データや国勢調査の結果、聞き取り
調査の結果などをもとに、最近おこなわれた
研究によると、妊産婦死亡率は国連推計より
もっと低く、1990年以降の改善率は22%に達す
るという（出生数10万人当たりの死亡数は320
人から251人へ減少）。28 この研究によれば、最
下位のモーリタニア、エリトリア、アンゴラ、
シエラレオネ、ギニアビサウの5か国でも、妊
産婦死亡率が下落している（平均して、出生
数10万人当たり1159人から711人へ）。しかし、
いずれの試算値によっても言えることは、現
状の改善ペースのままでは、2015年までに妊
産婦死亡率を1900年の4分の1に引き下げると
いうミレニアム開発目標のターゲットを達成で
きないということである。29

進歩の減速

　1990年以降、保健状況の進歩は減速してい
る。世界の国々の平均余命は、1970年代から
1990年代にかけて約6年上昇したが、それ以降
の20年間では4年しか上昇していない。30 成人の
死亡率は、1970年代から1990年代にかけて女
性が27%、男性が26%下落したが、1990年代
以降の20年間は、女性が23%、男性が6%の下
落に留った。乳幼児死亡率の改善ペースは、
もっと減速している。

図2.4 保健面の進歩
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注：BOX2.1Zに記したハイブリッドHDIに基づく、135か国のサンプルについての結果。保健指数は、テクニカルノート1で記した手法を平均余命に適用して算出した。
左の図は、国ごとの時系列変化をあらわしたもの。右の図は、指数のレベルごとの国々の分布状況をあらわしたもの。
色が赤に近いエリアほど、多くの国が分布していることを意味する。
出典：Hidalgo（2010）. 人間開発報告書室のデータベースを用い人間開発報告書室が算出
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と見なせる。満足に食事ができていない人の
所得が増えれば、食糧を手に入れるためにそ
の金を使う可能性が高いであろう。よく知られ
ている、アマルティア・センの飢饉に関する画
期的な著書が明らかにしたように、飢餓は食
糧そのものが不足していることが原因で起き
るのではなく、食糧を入手する資金がないこ
とが原因で起
きる場合が多
い。42 しかし、
取得が増えれ
ばかならず栄
養状態が改善
するとは限ら
ない。貧しく
ない人のなか
にも、飢餓状
態の人はいる。
　事実、貧困状態にある人の数（米ドル換算
の1日当たりの世帯所得を基準に試算）と飢餓
状態にある人の数は一致しない。貧困と飢餓
のそれぞれを数値測定する方法の違い、やデ
ータの脆弱性が数値のずれを生み出している
面もある。43 また、人々の栄養状態に影響を及
ぼす要素が所得だけでないことも、数値にず
れが生じている一因である。たとえば、妊産
婦の健康・教育レベル、家庭内の摂食・衛生
習慣などの要素も、家族の栄養状態に影響す
る。インドの研究者たちは、女性の健康、摂
食習慣、公衆衛生の充実度を重要な要素とし
てあげている。44 本報告書のために委嘱して東
アフリカでおこなった研究によれば、子どもの
栄養不足を減らすうえでは、女性に対する教
育に加えて、予防接種と出産時の医療ケアに
効果があった。45

　栄養状態が悪いと、人々、特に子どもたち
が知識を得たり、社会に参加する度合いに悪
影響が及ぶ。働く能力、生産性を発揮する能

がかかり、薬品や予防接種ワクチンを送り届
けるためのインフラ（社会経済基盤）が破壊
される。39 アフガニスタン（1979〜89年、2001年
〜）、カンボジア（1967〜99年）、モザンビーク

（1975〜92年）で起きたような大規模な紛争は、
人々の健康状況にきわめて重大なダメージを
及ぼす恐れがある。40

　ただし、紛争の性格と激しさやそれに対す
る人道的な対応次第で、状況は大きく変わっ
てくる。紛争が国内の特定の地域に限定され
ていれば、たとえば、ウガンダ北部の内戦の
場合のように、全国レベルの数値が悪化しな
い事例もある。なかには、基礎的な保健サー
ビスを提供するための大規模な人道援助が実
施された結果、紛争が起きる前より、むしろ
保健状況が改善する事例もある。アフガニス
タンの場合、医療センターと地域ごとの病院
の建設、地域の保健スタッフの訓練、救急救
命箱の配布など、大がかりな努力がなされた
結果、2002年から04年にかけて、5歳未満の死
亡率が4分の3に下落した。41

飢餓――多頭の怪物

　死亡率は、幸福の重要な側面を劇的に描き
出す数字である。しかし、死なずに済むことは、
長く健康に生きることの1つの側面でしかない。
十分な栄養を摂取できることは、そのもう1つ
の側面である。死亡せずに生き伸びている人々
が人間らしい生活を送り、それぞれの人生の
計画を実現するためには、十分な栄養を摂る
ことができなければならない。空腹を満たさ
れないまま寝床に就いたり、あるいはエネル
ギー不足で眠り続けていたりするのは、人々
が直面する恐れのある欠乏状態のなかで、特
に分かりやすいパターンの1つである。
　栄養状態は、人々の保健状態に関わる諸要
素のなかでも、所得の影響を受ける要素の1つ

その原因については、多くの議論が交わされ
ている。33 アルコール消費量の多さ、そして1990
年以降は市場経済への移行に伴うストレス（高
インフレ、失業の増加、先行き不透明感の高
まりなど）が大きな要因になっているようだが、
因果関係を明らかにするのは難しい。34 ある研
究によると、1990年から2004年の間に、シベリ
ア地方で循環器系の疾患で死亡して検視を受

けた男性2万5000人の21%は、血中のア
ルコール濃度が生命に関わるレベル、
もしくはそれに近いレベルだったとい
う。35

　ただし、市場経済への移行が死亡率
上昇の主たる要因だと決めつけるわけ
にはいかない。キルギスやモンテネグ
ロなど、一部の移行経済国は、当初こ
そ同じように死亡率が上昇したものの、
2000年前半以降、数値が急速に改善し
ている。しかも、旧ソ連で平均余命が
下落しはじめたのは、市場経済への移
行が始まる前だった。1970年代、世界
全体の平均余命が3.5年伸びたのに対
し、当時のソ連の平均余命は1年下落し
た。36

　病気以外のさまざまな要因も、死亡
率の趨勢に影響する。公共部門の関わ
り方も死亡率に大きな影響を及ぼすこ
とが分かっているが、この要素は時代
や国による違いが大きい。アフリカで
は1980年代後半、人々から医療サービ
スの料金を徴収する制度が導入された
が、資金が十分に集まらないなど、さ
まざまな理由で、順調には進んでいな
い。37 アフリカ東部と南部のいくつかの
国は近年、妊婦と乳幼児向けの予防的
医療の一部を無償化した。するとその
後、幼い子どもの医療サービス利用率
が高まるなど、ただちに好ましい影響

が確認されている。ウガンダでは、2001年に
無償化されて以降、5歳未満の子どもの新患治
療件数が19%増え、最初の2年間で地方部の公
的医療施設の利用が77%増加した。38

　人々の保健状況は紛争の影響も受ける。紛
争が起きると、それが原因で死亡したり怪我
を負ったりする人たちがいるだけでなく、ただ
でさえ脆弱な公衆衛生システムに大きな負担

空腹を満たされないまま
寝床に就いたり、
あるいはエネルギー不足で
眠り続けていたりするのは、
人々が直面する恐れのある
欠乏状態のなかで、
特に分かりやすいパターンの
1つである

図2.5 保健に関する主要な指数では進歩が見られるが、
途上国はいまだに後れを取っている
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出典：世界銀行（2010g）をもとに人間開発報告書室が算出

図2.6 旧ソ連諸国およびHIV感染が深刻な国々では、
平均余命が下落

平均余命（年）
85

75

80

65

55

70

60

50

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

45

HIV感染率の
高い国

本図で個別に示した 
以外の途上国

先進国

旧ソ連諸国

世界の国々の平均余命の変化（1970-2010年）
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出典：人間開発報告書室のデータベースを活用して人間開発報告書室が算出
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成状況を把握するために用いている最新デー
タによれば、最小限のエネルギー消費量を基
準に判断した栄養不足の人の割合は減ってい
る。しかし栄養不足の人の絶対数は、1980年
以降、8億5000万人の水準からほとんど改善さ
れていない。むしろ、近年はその数字がはね
上がり、10億人前後に達している。このうち
の63%はアジア・太平洋諸国、26%はサハラ以
南アフリカ諸国の人々で、先進国の人々は1%
にすぎない。48

　食べ物を十分に食べられずにいる人が大勢
いる一方で、世界には食べ物を食べすぎてい
る人も大勢いる。近年、特に子どもの間で肥
満が増えていることは、心臓血管系の疾患や
脳卒中、糖尿病に対する対策の足を引っ張り
かねない。重度の肥満は、その人の寿命を5〜
20年短縮する場合もある。そのため、2050年
までにアメリカの平均余命の伸びが止まる、
ことによると下落する可能性が高いと、一部
の専門家は予測している。49 このような状況は、
単に高所得の生み出す結果というだけでなく、
文化的な影響の産物でもある。ときに、この
種の文化的影響は国境を越える。アメリカの
隣国であるメキシコでは、平均所得が5分の1
程度でしかないのに、肥満の人の割合はアメ
リカとほぼ同等の水準に達している。50

得ることができる。52 教育を受けている人はそ
うでない人より、どうすれば健康上のリスク
を避け、長く快適に生きられるかを知ること
ができる。53 また、そういう人は概して、相対
的に高給で有利な職に就いている。教育を受
けていない親のなかには、教育を受ければ、

力が阻害される結果、人間らしい生活を送る
ために必要な所得を得る能力が損なわれる。
しかも、栄養不足が健康に及ぼす影響のなか
には、ビタミンA不足による失明や、たんぱく
質不足による発達障害など、いったん生じる
と回復不能なものがある。この点を考えると、
速やかに飢餓を撲滅する必要性は一層大きい。46

　ジーン・ド
レーズとアマ
ルティア・セ
ンは、十分な
食糧のない状
態が人々の自
由をさまざま
な面で制約す

る可能性があることを強調して、「飢餓とは多
頭の怪物である」と書いている。47 この言葉に
つけ加えるとすれば、飢餓は巨大で、しかも
頑固な怪物でもある。なにしろ、1960年代前
半から80年代前半にかけての「緑の革命」に
より、食糧生産が飛躍的に増加したにもかか
わらず、飢餓は存在し続けている。それでも、
2000年までに穀物生産がさらに増加した結果、
ほとんどの主食の価格が下落した。途上国に
おける栄養不足の人の割合は、1980年に25%
だったのが、2005年には16%まで改善した。
　飢餓撲滅に関するミレニアム開発目標の達

　知識は、人々がもつ可能性を広げる。知識
を手にすれば、人々の創造性と想像力が高ま
る。51 知識はそれ自体として価値あるものであ
るだけでなく、ほかの自由を増進する手段とし
ても価値がある。教育を受けることにより、人々
は自分の利益を拡大し、搾取に抵抗する力を

図2.7 教育面の進歩
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ていることを意味する。
出典：Hidalgo（2010）. 人間開発報告書室のデータベースを用い人間開発報告書室が算出

知識が可能性を拡大

1970年以降、
識字率が低下した国や
就学年数が減少した国は
1つもない
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修了率はそれを上回る29ポイントの上昇を記
録し、87%に達した。55 女児の初等教育修了率
が改善した結果、女児の中等教育就学率も上
昇している。データを入手できた134か国のう
ち79か国（このなかには、バングラデシュとレ
ソトも含まれる）では、女児の中等教育就学
率が対男児比で98%を超えている。この比率
が95%以上の国に基準を広げると、該当する
国はさらに17か国増える。
　しかし、改善すべき点はまだ多い。データ
を入手できた156か国のうち、女児の初等教育
就学率が男児とほぼ同等以上に達している国
は、87か国に留まっている。56 途上国でも、年
齢の低い子どもの場合は平均してジェンダー
間の格差が小さいが、地方部の年長の子ども
の場合は依然として格差が際立っている。ボ
リビアでは、都市部の男児の就学率が71%な
のに対し、地方部の女児の就学率は35%でし
かない。ギニアでは、この数字がそれぞれ
84%と37%という状況である。
　一方、女性の高等教育就学率は、単に上昇
傾向にあるばかりでなく、多くの国で男性を上
回っている。たとえばアラブ諸国では、女性
の高等教育就学率が45ポイント上昇し、その

99%を超えている国も35か国ある。この
なかには、HDI中位国に留まっている
モルドバやサモアのような国も含まれ
ている。つまり、基礎的な読み書きの
能力が欠けているがゆえに、知識を得
られないという事例は、もはやそれほ
ど多くないと言えるであろう。
　いまの子どもたちが教育を受ける機
会をどの程度手にしているかを映し出
す数字としては、現在の就学率が変わ
らないと仮定した場合に、その子ども
が生涯を通じて、合計で何年間の学校
教育を受けられるかを予測した数字で
ある就学予測年数のほうが的確である。
初等教育の就学率は、途上国でも先進国でも
平均でほぼ100%に到達しており、中・高等教
育に関しても、途上国と先進国の格差こそま
だ大きいものの、途上国と先進国の両方が大
きな前進を遂げている（図2.8）。54 学校に入学
する子どもが増えただけでなく、学校を卒業
する子どもも増えている。世界の初等教育の
修了率は、1991年には84%だったのが、いまで
は94%に達している。就学率が上昇した影響
を受けて、世界の就学予測年数も、1980年か
ら今日までの間に、平均9年から11年に上昇し
た。HDI低位国に限定して見ても、この数字
は同じ期間に5年から8年に伸びている。

ジェンダーの格差は狭まっている

　この20〜30年ほどは、女児の就学率の上昇
ペースが男児を上回っており、1991年から
2007年にかけて、すべての地域において、初
等教育就学率で女児と男児の格差が狭まって
いる。初等教育と中等教育の修了率の上昇ペ
ースも、女児が男児より高い。
　1991年から2007年の間に、男児の修了率は
17ポイント上昇して90%を突破したが、女児の

1990年以降、平均就学年数は2年伸び、総就学
率は12%上昇した。同じ期間に、識字率は73%
から84%に向上した。
　進歩は、広範に実現している。1970年以降、
識字率が低下した国や就学年数が減少した国
は1つもない。教育を受ける人の数も増えた。
学校に通った経験がある人の割合は、1960年
に57%だったのが、いまでは85%に達している。
これらの点から明らかなように、従来のHDIの
指数を基準に考えた場合の話であるが、多く
の国は教育の面で成功を収めている。本報告
書でHDIを改良しようと考えた主たる動機の1
つは、この点に関する問題意識にある（第1章
のBOX1.2を参照）。
　これまでHDIで採用してきた就学率と識字
率のデータを組み合わせた教育関連の指数は、
上述のような幅広い進歩を浮き彫りにしてい
る（図2.7）。保健状況の場合と同様、熱画像を
模した図を見ると、達成度の高いエリアに多く
の国が集中していることが分かる。
　しかも、実際の進歩の度合いは、指数の値
が示す以上に大きいのかもしれない。識字率
にせよ、就学年数にせよ、その値には、すで

に大人になっている人の値、つ
まり、過去の教育状況の悪さが
織り込まれている。その結果、
近年になって若い世代の就学状
況が改善していることが値に十
分に反映されていない可能性が
ある。実際、学校に通った経験
のない人には、高い年齢層の人
が多い。途上国では、65〜74歳
の層で一度も学校に通った経験
がない人の割合は36%近いのに
対し、15〜24歳の層では7%にす
ぎない。データを入手できた104
か国のうち63か国では、若年層
の識字率が95%を上回っており、

息子や娘が家族の屈辱を克服する力を得られ
ると考え、子どもに学校教育を受けさせる重
要性を強く感じている人が多い。
　教育の面では、学校に通う子どもの数が増
え、教育を受ける機会の男女平等が拡大した
ことを受けて、大幅で広範な進歩が実現して
いる。この成果はおおむね、国家の関わりが
拡大した結果であるが、多くの途上国の実態
を見ると、子どもたちを学校で学ばせることは
できても、質の高い教育を受けさせることは難
しいと分かる。

教育レベルはかつてなく上昇

　今日、世界の人々の教育レベルは、かつて
なく高い水準に達している。この点は、教育
に関するさまざまな指標により裏づけられてい
る。たとえば、就学年数を見てみよう。1960年、
15歳以上の人が学校に通った年数の平均は4年
に満たなかったが、2010年の時点でこの年数
は全世界の平均で見ると2倍に、途上国の平均
では3倍以上（1960年は1.9年、2010年は6.4年）
に上昇している。HDR創刊版が刊行された

図2.9 教育におけるジェンダーの平等は
改善しているが、格差はまだ大きい
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図2.8 学校に通う子どもは増えているが、中等教育と
高等教育に関してはまだ改善の余地が大きい
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割合は男性の1.32倍に達している。後れを取っ
ているのは、南アジアとサハラ以南アフリカ諸
国で、女性の高等教育就学率がそれぞれ男性
の75%と51%に留まっている。ギニアとニジェ
ールは特にこの面での達成度が低く、女性の
高等教育就学率が男性の3分の1でしかない。
　教育面での成果をあらわす簡略化した指標

（平均就学年数や中等教育以上を受けた人口な
ど）によれば、男女共に全般的に目覚ましい
進歩を遂げているが、多くの途上国では男女
の格差がいまだに大きい（統計表4参照）。男
女の就学年数の格差は、アラブ諸国と南アジ

アでは1970年
以降に33〜40
ポイント縮小
し、サハラ以
南アフリカ諸
国では26ポイ
ント縮小した

（図2.9）。しか
し、アフガニ

スタン、ベナン、中央アフリカ、ハイチ、リベ
リア、モザンビーク、ニジェール、トーゴの9
か国では、女性の平均就学年数がいまだに男
性の半分に満たない。

公共部門の関わりが拡大

　就学状況が改善している理由としては、世
界の多くの国で学校教育に対する公的支出が
増加していることをあげられる。就学している
子どものほとんどは、公立の学校に通ってい
る。特に初等教育と中等教育ではその割合が
きわめて高く、それぞれ全体の92%と85%を占
めている。57 教育に対する公的支出は、1970年
にはGDPの3.9%だったが、2006年には5.1%に
達した。58 第3章で述べるように、これはもっと
長い期間にわたる潮流の一環であり、教育に

対する公的支出は1世紀前のGDP比約1%から
増加し続けてきた。59

　生徒1人当たりの予算も増えており、その金
額は1990年に比べて43%増加した。教師1人当
たりの児童数も少なくなっている。60 しかし、国
による教育支出の格差はきわめて大きい。児
童1人当たりの年間教育予算は、世界の平均で
は4611ドル近いが、61 サハラ以南アフリカ諸国
では、1990年以降に15%増加したにもかかわら
ず、わずか184ドルにすぎない。この数字は、
ラテンアメリカ諸国のおよそ8分の1で、先進諸
国と比べれば40分の1に満たない。この面での
格差は、いまも拡大している。
　学校に通う子どもを増やそうと、世界の多
くの国が懸命に努力してきたが、進歩が後退
している側面もある。保健サービスの場合と
同様、公的サービスのコストをまかなう手段と
して、1980年代と90年代前半に、世界銀行な
どが利用料徴収制度の導入を積極的に推し進
めた。いくつかの研究によると、この措置によ
り、子どもたちが教育を受ける機会にきわめ
て大きな悪影響が生じた。1980年代後半まで
に、コスト回収と教育上の目的が両立しえな
いことがはっきりしてきた。ナイジェリア南部
のある州では、1980年代に学費徴収制度が導
入された直後の18か月で、初等教育の就学率
が90%から60%まで落ち込んだ。62

　その後、多くの国が初等教育の学費徴収を
取りやめた。そのなかには、1990年代のエチ
オピア、マラウイ、ウガンダ、2000年代のカン
ボジア、ケニア、タンザニアなどが含まれる。
就学率が上昇すると、教室スペースの問題や
教育の質などの課題が持ち上がりはじめた。
1994年、多くの国に先駆けて学費徴収をやめ
たマラウイの場合、1995年の初等教育就学率
が90年の1.97倍にまで上昇した。ウガンダでは、
1995年から2000年の間に、この数字が1.72倍に
高まった。ラテンアメリカ諸国では、子どもの

過去数十年の成果には
目覚ましいものがあるが、
知識を手にする機会の平等が
実現されるまでの道のりは
まだ遠いのである

図2.10 所得面の進歩
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どもはしばしば、貧しい家庭の子どもより栄養
状態がよく、健康で、教材を手に入れやすく、
親に学習を後押ししてもらいやすい。72 こうし
た事情があるので、学校が増設されて、それ
までより多くの貧しい家庭の子どもが学校に
通うようになると、教育の質そのものは変わら
なくても、テストの平均得点が下落する傾向
があるのである。73

　現在の状況をまとめると、貧しい国々は就
学率と教育におけるジェンダーの平等の面で
豊かな国々とのギャップを急速に埋めつつあ
るが、教育の質の面でも同様の成果をあげて
いるとは限らない。また第4章で論じるように、
1つの国のなかにも大きな格差が存在してい
る。過去数十年の成果には目覚ましいものが
あるが、知識を手にする機会の平等が実現さ
れるまでの道のりはまだ遠いのである。

ては、155の国（世界の総人口に占める割合は
95%）で、1970年に比べて1人当たりの実質所
得が増加している（図2.10）。現在の世界の平
均年間所得は10,760ドルで、これは20年前の
1.5倍近く、40年前に比べれば2倍に増えている。
地域によって程度に違いはあるものの、世界
のすべての地
域で、平均所
得が大幅に上
昇した。74 今
日の人々が得
ることのでき
るモノとサー
ビスの種類、量、質は、かつてなく高いレベ
ルに達している。
　その半面、図2.10の右側の「熱画像」図を

な利益集団がつくり出されている事例では、
ますますそれが困難になる。70 アヌラッダ・デ
ーとジーン・ドレーズが執筆した『インドの基
礎教育に関する公的報告書』が発表されて、
インドで教員の長期無断欠勤率が48%に達し
ている実態が明らかにされてから10年近くが
たったが、予算配分とマネジメントの抜本改
革、さらにはインフラの改善がなされたにもか
かわらず、いまだに教員の長期無断欠勤率は
高い水準のまま変わっていない。71

　途上国の教育の質が低い水準にあるからと
いって、教育の質が低下したとは言い切れな
い。データが不十分なので、長期、さらには
中期にわたる教育の質の変遷について確たる
結論を打ち出すのは難しい。しかもテストの
結果は、子どもの社会・経済的背景など、さ
まざまな要因に左右される。豊かな家庭の子

　開発の度合いを示す簡潔な指標として考え
た場合、所得には数々の欠点がある。これは、
HDRがこの20年間にわたって訴え続けてきた
主要なメッセージである。たとえば、所得だ
け見ていては、分配の不平等や現在の経済生
産の持続可能性を考慮に入れることができな
い。とはいえ、金は、貧しい人々にとっては特
に、個人の選択肢を拡大する上で重要な手立
てであり、平均所得は、社会全体で活用でき
る資金量を映し出す指標と言っていい。この
ような理由で、所得の変遷にも大いに関心を
払う必要がある。
　世界のあらゆる国で、所得が一様に伸びて
きたわけではない。むしろ国による格差は拡
大しており、先進国とそれ以外の国のギャッ
プは依然として埋まっていない。一面におい

退率の上昇などの悪影響が生じていることが
明らかになった。ある17歳の少女は次のように
述べている。「子どもたちが言うことを聞かな
かったり、おしゃべりをはじめたりすると、（先
生が）殴ります。そういうことは、やめさせて
ほしいです」。インドネシアでおこなわれた同
様の研究によれば、貧しい家庭の子どもが制
服や学用品の代金を払えないと、学校で名指
しして笑いものにされて、疎外される事例が
しばしばあるという。ある11歳の男の子は、ど
うして学校に行かなくなったのかと尋ねられ
て、こう答えた。「学校でしょっちゅう恥をか
かされていました。靴を履かないで登校する
と、先生がぼくの足を指差して、こう言うので
す。『学校に来るときの格好じゃないぞ』」。67

　もっと貧しい途上国に関するケース・スタデ
ィーの結果は、さらに暗たんたる現実を描き出
している。ガーナの6年生の多肢選択型テスト
の平均正答率は25%で、あてずっぽうで答え
るのと変わらない結果だった。バングラデシュ
の11歳の子どもの半数以上は、基本的な文字
や数字を書くことができなかった。68 東ティモ
ールでは、1年生の学年末の時点で、簡単な文
章を見せられて1文字も読めない子どもが70%
以上いた。69

　こうした現実から明らかなように、少なくと
も従来型の発想で立案された政策が常に大き
な成果を生むとは限らない。学校を増やすと
いう政治的決定はたいてい、政界と強い結び
つきをもつ教員労組と業者に後押しされて、
トップダウンでくだされる。しかし学校をつく
ることは簡単でも、やる気のある教師が子ども
たちに本当の学習スキルを授ける状況をつく
り出すことはそれほど簡単でない。どのように
して管理者と勤労者の適切な行動を後押しす
るかというのはただでさえ難しい問題だが、
支持層に対する利益供与のメカニズムに国家
が埋め込まれて、そのプロセスを通じて新た

就学率を高めることを目的に、条件付き現金
給付プログラムが相次いで導入された。ブラ
ジルの学童基金（ボルサ・エスコラ）と家族
基金（ボルサ・ファミリア）、メキシコの「オ
ポチュニダデス」、チリの「チリ・ソリダリオ」な
どがその例である（第3章のBOX3.7を参照）。63

しかし、多くの子どもは 
学習の成果があがっていない

　教育支出が増え、就学率が高まったからと
いって、学校教育の質も向上するとは限らな
い。データが不足しているため、過去との比
較において学校教育の質が改善したか悪化し
たかを明らかにするのは難しいが、国による
教育の質の格差はきわめて大きい。総じて、
途上国の子どもは、たとえ先進国の子どもと
同じ年数だけ学校に通っても、学習の成果は
はるかに小さい。64 同等の学年の子どもを比較
すると、途上国の子どもは、先進国の子ども
に比べて共通テストの点数が平均20%ほど低
い。これは、学力ランクで3段階相当の違いで
ある。65 数学の成績を見ると、韓国とマレーシ
アは先進国に肩を並べる数字を記録している
が、たとえば南アフリカなどは惨たんたる成績
に留まっている。こうした格差は、教育予算
の少なさが原因の場合もあるが、非効率が原
因の場合もある。一例をあげれば、インドネシ
アの8年生は、多くのラテンアメリカ諸国に比
べて1人当たりの教育予算が8分の1にすぎない
にもかかわらず、同等以上の成績を記録して
いる。66

　たとえばフィジーでは、ほぼすべての子ど
もが初等教育を受けているが、いくつかの課
題も明らかになっている。子どもたちを対象に
最近おこなわれたグループ面接調査の結果、
体罰や、教員の不適切な言動、女子へのセク
シャル・ハラスメントが原因で、中等教育の中

生活水準は向上している

先進国と途上国の間の
所得格差が
広がり続けている
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この進歩は人間開発のそのほかの分野、特に
政治的自由にも波及している。
　しかし、過去20〜30年ほどの状況を検討す
ると、好ましいことばかりが起きたとはとうて
い言えない。一部の国は、特に保健の分野で
深刻な後退を経験しており、数十年かけて成
し遂げた成果がわずか数年で消し飛んでしま
った事例もある。経済成長の状況は、どの国
が急速な成長を遂げているかという面でも、
国内のどのグループが国の経済成長の恩恵を
受けているのかという面（この点は第4章で取
り上げる）でも、きわめて不平等である。
　また、保健と教育の側面で格差が狭まって
いるものの、人間開発の格差は依然として大
きい。今日、ニジェールで生まれた人は、デ
ンマークで生まれた人に比べて、寿命が26年
短く、教育を受ける年数が9年短く、消費する
ものが53分の1に留まると予想される。デンマ
ークの人々は1849年以来、自由でオープンな
選挙により立法府の議員を選んでいるが、ニ
ジェールでは2009年に大統領が議会と最高裁
判所を解散し、その後、軍事クーデターで大
統領が追放された。ニジェールでおこなわれ
た調査に対して、過去1年間に家族の食料を買
う金が不足したことがあったと答えた人は、
10人中7人に上った。このような過酷な状況に
ある人は、デンマークにはほとんどいない。

2007年には西ヨーロッパ諸国の平均の5分の1
にまで落ち込んでしまった。
　ここにあげた事例が示すように、所得の格
差を乗り越えるのはきわめて難しい。1970年
に1人当たり所得が7,000ドルに満たなかった
108か国のなかで、2010年に世界銀行の分類で
高所得国とされている国は4か国にすぎない。
重要な例外である韓国以外の3か国はみな小さ
な島国（アンティグア・バーブーダ、赤道ギニ
ア、マルタ）で、そのうちの1か国は潤沢な石
油資源をもつ国である。このほかには、1970
年当時はまだ独立国でなかったエストニアと
スロバキアが高所得国に食い込むだけの経済
成長を実現した。

*　　*　　*

　いくつかの重要な側面において、世界は
1990年より好ましい場所になった。歴史上の
どの時代と比べても、人々の寿命は長くなり、
子どもたちが学校で過ごす年数は伸び、食料、
住居、衣服など、人間らしい生活を送るうえ
で必要なものを含めて、人々が手に入れられ
るものも多くなっている。本報告書がはじめて
体系的に明らかにしたように、国々のHDI値の
格差は大幅に狭まっている。この点は大きな
成果とみなしていい。第4章で論じるように、

たりは、きわめて大きくなっている。今日の最
も豊かな国（リヒテンシュタイン）は、1970年
当時に最も豊かだった国の3倍も豊かになっ
た。78 その一方で、今日の最も貧しい国（ジン
バブエ）は、1970年当時に最も貧しかった国（や
はりジンバブエだった）より、約25%貧しくな
っている。先進諸国が途方もない物質的な繁
栄を謳歌する一方で、所得レベルで世界の下
位25%に属する国のうち13か国では、実質平均
所得が1970年より下落している。79

垣根を乗り越える国はわずか

　途上国のなかには、目覚ましい経済成長を
遂げた国もある。1970年から2010年までの間
に、中国の1人当たり所得は21倍に上昇した。
ボツワナは19倍以上に、マレーシアとタイは5
倍以上に、この数字が伸びている。80 しかしこ
れらの国々にとっても、先進国と途上国の間の
垣根を乗り越えるまでの道のりはまだきわめて
長い。中国の1人当たり所得は先進国の平均の
5分の1でしかなく、ボツワナ、マレーシア、タ
イも、先進国に追いつくレベルにはとうてい到
達していない。
　これらの国々は、今後も成長を続けて、や
がて先進国の仲間入りを果たすのか。歴史を
見れば分かるように、経済成長が当然続くも
のと当てにすることはできない。長い期間にわ
たって目覚ましい成長を遂げてきた国が停滞
に陥る事例は多い。たとえば、1950年から80
年にかけて、ブラジルの1人当たり所得はほぼ
年率5%のペースで成長を続けた。この数字は、
現在のボツワナ、シンガポール、タイに匹敵
する。しかし、1980年代にブラジル経済は崩
壊し、ようやく回復しはじめたのは最近のこと
である。アルゼンチン経済は、もっとドラマチ
ックな崩壊を経験した。1913年には1人当たり
のGDPがヨーロッパの平均を上回っていたが、81 

見れば明らかなように、世界の国々の所得水
準のばらつきは、保健と教育の側面よりはる
かに大きい。保健（図2.4）と教育（図2.7）の
場合は、高いレベルのエリアが「温かく」（赤く）
なっている。つまり、そこに多くの国が集中し
ているが、所得の図はそのようになっておらず、
国による所得の格差が保健と教育より大きい
ことが見て取れる。

拡大している格差

　保健と教育の格差が縮小しているのと異な
り、国による所得の格差はむしろ大きく拡大し
てきた。1970年から2010年の間に、先進国の1
人当たり所得が平均して年2.3%のペースで上
昇したのに対し、途上国では1.5%しか上昇し
ていない。75 1970年の時点で、世界の所得分布
の上位25%に属する国の平均所得は、下位25%
の国の23倍だったが、2010年には、その格差
が29倍に拡大した。途上国のなかでの格差も
広がりはじめている。ボツワナ、中国、マレー
シア、タイなど、一部の途上国は、1970年以
降の成長ペースがあらゆる豊かな国を上回っ
ている。76 一方、コモロ、イラン、セネガルなど、
所得の伸びが停滞している国もある。コート
ジボワール、マダガスカル、ジンバブエなど、
経済の崩壊を経験した国もある。
　途上国の成長ペースは、絶対値で見ても、
先進国との比較で見ても、次第に改善してき
た。世界金融危機が訪れると、この点はいっ
そう鮮明になった。多くの途上国は力強い成
長を持続できたのである。それでも、最近の
20年間も依然として、先進国と途上国の間の
所得格差が広がり続けている。重要な問いは、
途上国がこの先も、最近5年間のような比較的
速いペースで成長を続けられるのかという点
である。77

　最も豊かな国々と最も貧しい国々の間の隔



　ここまで2章にわたって確認してきたように、世界中の多くの人々が、かつ
てなく健康で豊かになり、そして教育水準も向上している。しかし、この40
年間の進歩は決して均等なものではなく、一部の国や地域の人々は進歩が大
きく後れ、さらには逆に状態が悪化している国もごく一部ながらある。

3章
進歩の多様な道

　過去40年間の進歩は、正式な民主化の広が
りを背景に生じたが、同時にそこには、人間
開発のいくつかの側面における国内的・国際
的な不平等の拡大も存在している。依然とし
て多くの人々が政治的な力をもたない状態に
置かれ、また現在の生産と消費のパターンの
持続可能性も不安定な状態にある。グローバ
ルな進歩について何らかの結論を下そうとす
るならば、第4章で詳述するような現状が結論
を大きく左右することになる。
　しかしそれでもなお、保健、教育、所得に
おける進歩は数十億の人々の自由を広げ、彼
らみずからが価値を認める暮らし方を可能に
した。本章では、この進歩の原因について理
解を深めていくこととする。
　第2章では、過去40年間の人間開発の進化に
ついて、2つの主要な特性に焦点を絞った。ま
ず第1に、進歩はほぼ普遍的であった。それと
いうのも人間開発指数（HDI）の対象135か国
のうち、1970年代の水準より落ち込んでいる
のはわずか3か国にすぎない。そして第2に、
進歩の国際格差は非常に大きく、急速に進歩
している国がある一方で、進歩がずっと小幅
にとどまっている国もある。この2つの動向が
併存しているという事実によって、いくつかの
説明は排除されることになる。たとえば、同様
の水準から出発した国々が均一のペースで進
歩したのであったならば、それは各国に共通

するグローバルな力が支配したことを示唆す
るであろう。あるいはまた、向上した国と悪化
した国が存在しつつも世界全体の平均的な達
成度に変化が見られなかったのであれば、そ
れは政策や制度改革の違いなどといった国家
レベルの力だけが原動力となっていたことを
示唆するであろう。
　過去40年間の動きは、次のことを示唆して
いる。すなわちグローバルな力は、開発のさ
まざまなレベルにある世界の国々に対して、
進歩の実現性を押し上げる力として働いたが、
すべての国が同じようにそのような機会を活
かしてはいない。となると、問うべき点は明白
である。すなわちグローバルな機会の獲得で、
なぜ成功している国と失敗している国がある
のか。本章では、この核心的な問題に対して
いくつかの答えを提示する。
　本章ではまた、人間開発に関する過去数年
の調査研究から浮かび上がった最も驚くべき
結果の1つについても、その原因を説明する。
その結果とは、経済的な成長と保健・教育の
向上との間に強い相関関係は存在していない
ことである。この現象を理解することは、開発
政策にきわめて大きな意味をもつ。
　私たちの説明は、国境をまたぐアイデアの
流れの未曽有の拡大に力点を置くものとなる。
ここで言うアイデアとは、健康維持に関わるテ
クノロジーから民主的な政治理念、高効率の

57３章　進歩の多様な道
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との相関は統計的有意性をもたないことを実
証した。3

　データの蓄積が進むとともに、他の研究者
たちも同様の結果を報告している。ウィリアム・
イースタリーは1999年の論文「成長のなかで
の生活」で、経済成長と生活の質をあらわす
指標（保健、教育、政治的自由、紛争、不平
等など）との関係が驚くほど希薄であることを
示した。4 またパリ経済学院長のフランソワ・ブ
ルギニョンは、アフリカおよびヨーロッパの研
究者との共同研究で、「1人当たり国内総生産

（GDP）成長率と非所得『ミレニアム開発目標』
との相関はほぼゼロである」と結論づけた。5 
世界銀行エコノミストのチャールズ・ケニーは
最近、多数のサンプル国の25年間にわたるデ
ータと少数のサンプル国のさらに長期的なデ
ータの両方を用いて、平均余命の向上と経済
成長に相関がないことを実証している。6

　多数の事例に同じ結果が表れている。明白
な一例として、過去30年間にわたり世界一の
経済成長国である中国とチュニジアの比較が
ある。1970年に生まれた新生女児の平均余命
は、チュニジアの55歳に対して中国は63歳だ

は、経済成長と人間開発の関係についてさら
に掘り下げていくこととする。

経済成長と人間開発は 
常に同時に起きるわけではない

　過去40年間の事実は、経済成長と人間開発
における変化との関係について何を物語って
いるのであろうか。
　図3.1は、その基本的な結果を表している。
左のグラフはかなりのばらつきはあるものの正
の関係を示している。すなわち、経済成長と
人間開発の向上との比例的な関係である。1

　しかしながら前述のように、所得はHDIの3
つの基礎構成要素の1つであるにすぎない。し
たがって経済成長は、HDIの変化全体の3分の
1を占めるにとどまりながら正の関係を生み出
している、ということになる。この点をさらに
突き詰めていく方法は、所得増加を非所得面
における人間開発の変化と比較することであ
る。私たちはこの比較にあたってHDIに類似
する指標を代用したが、保健と教育に関して
はHDIの指標に基づいて計算を行った。非所
得HDIは、図3.1の右のグラ
フに示した通りである。所
得増加と非所得HDIの相関
はごく弱く、統計的有意性
をもたない。2

　過去の調査研究でも同
様の結果が示されている。
この関係について体系的研
究を行った先駆者の1人が
米国の人口統計学者サミュ
エル・プレストンで、研究
史に足跡を残すことになっ
た1975年の論文で、世界30
か国の30年間にわたる所得
の変化と平均余命の変化

している。所得の重要性は、保健、教育とと
もに所得をHDIの3つの基本次元に位置づける
ことによって認識されている。
　本章では、この3つの次元における進歩の決
定要因を分析する。保健、教育、所得におけ
る進歩の説明に関係する範囲で、政治、不平等、
社会制度などにも触れていく。ただしここでは、
民主主義が広がった理由、あるいは生産の持
続可能性が急速にしぼんでいる原因などには
立ち入らない。これらの問題も究明に値する
ものであるので、今後の人間開発報告書（HDR）
で取上げることとしたい。
　まずはじめに、過去40年間の人間開発にお
いて最も注目される側面のいくつかについて、
グローバルな進歩とローカルな格差、所得と
非所得面における人間開発との相関の欠如に
焦点を絞って説明する。そして次に、HDIの3
つの基礎構成要素それぞれのグローバルな動
向の中心的な原動力および各国のパフォーマ
ンスを決定づける特定要因を見ていく。そし
て本章の中心部分として、市場と国家の相互
作用というより広い文脈において、このような
調査結果がどう関係するのかを分析する。

生産方式に至るまでを網羅する。私たちが論
じるのは、数々の成功事例が世界の国々に対
して、保健と教育の向上を低コストで可能に
したということである。このことによって、経
済的な成長と非所得面における人間開発との
関係の弱まりが説明される。言い換えるなら
ば、進歩は時代とともに、各国がそのようなア
イデアをいかに活かせるかに大きく依拠する
ようになっている。そして国際格差の一部は、
社会制度とその根底をなす社会契約の違いに
根源をたどることができる。
　そうはいっても、経済的な成長は重要でな
いと論じるものでは決してない。人間開発とい

うアプローチ
は、資源活用
力の増大に対
する所得の寄
与と、それが
食と住と機会
の拡大を通じ
て、人々の能
力拡充に及ぼ
す影響を認識

HDIでトップパフォーマーとなった
国々は2つの道の
どちらかに大別されるが
経済成長よりも
保健と教育における
例外的な進歩を通じて
達成が得られる事例のほうが
多い

経済成長と人間開発のパズル

国々は、大きく分けて次の2つの道のいずれか
をたどっている。1つの道は急速な所得増加、
もう1つの道は保健と教育における例外的な進
歩である。
　この事実は、過去40年間、保健と教育の向
上の原動力が、所得の向上の原動力とは異な
っていることを示唆している。どちらも同じ力
によるものであったのならば、双方のプロセス
はおおむね同時進行していたはずである。し
かし現実はそうなっていない。そこでここから

　第2章では、グローバルな進歩とローカルな
格差を確認するとともに、所得増加の達成と
非所得HDIにおける進歩との関係を見極めた。
全体平均で見た所得の伸び率は高いものの、
国によってばらつきがあり、またばらつきは保
健と教育における進歩のほうが小さい。多く
の途上国が先進国並みの保健・教育水準を達
成している一方で、所得の高低を隔てる壁は
乗り越えることがずっと難しくなっている。し
たがってHDIのトップパフォーマーとなった

図3.1 経済成長と保健・教育における変化との関係の弱さ
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注：�平均変化率からの偏差の分析に基づく（第2章のBOX2.1および巻末「テクニカルノート1」を参照）。所得は1人当たりGDP。グラフの
回帰直線の太さが統計的有意性をあらわす。

出典：人間開発報告書室データベースのデータを用いて人間開発報告書室が算出
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異なるという捉え方が考えられる。この発展
プロセスの違いという仮説に基づけば、「水準」
における相関は過去を反映したスナップショッ
トであるということになる。つまり過去の時点
において、保健と教育の向上に伴う重い経済
的負担に耐えうる国々だけが豊かになった、と
いうことである。しかし現在、後述するような
技術の進歩と社会構造の変化によって、貧し
い国々にとっても大きな進歩を達成することが
容易になっている。
　私たちは、過去40年間の保健と所得の変化
について、成立しうるいくつかの説明を検証
した（BOX3.1参照）。その結果は、人間開発
の低位・中位国が、さしたる費用を伴わない
介入を通じて保健水準の向上を達成しうるこ
とを示唆している。しかし人間開発の水準が
上がるにつれて、さらなる向上は費用のかか
る技術に依拠するようになり、再び所得が問
題となりはじめる。この人間開発の機会とプロ
セスの変化という捉え方によって、現実に生
じている結果は説明がつく。

保健と教育の平均水準を増しているのと同時
に、所得レベルであらゆる水準にある各国の
人々も保健と教育の向上を通じて進歩を遂げ
ている。しかも貧しい国々のほうが、保健と教
育における向上のペースでは先進国を上回っ
ている。
　このパズルの1つの説明として、富の増大が
保健と教育の向上に結びつくまでには不定的
な長い時間差がある、という論も考えられる。9

このように捉えれば、相関の弱さは、所得の
変化が非所得面における人間開発の向上に結
びつくだけの時間が経過していないからであ
ると説明できる。しかしながらこの説明は、さ
らに長い時間枠でとらえると効力が大きく弱ま
ってしまう。図3.1は、135か国という大きなサ
ンプルについて、国レベルで所得増加が保健・
教育の向上として、あるいは逆に所得縮小が
保健・教育の悪化として表れるのに十分な過
去40年間という十分に長い時間枠において、
相関が存在しないことを示している。
　別の説明として、これまでに豊かになった
国々の人々が保健と教育の水準を増したプロ
セスは、現在の途上国の人々のプロセスとは

　ただしこの結果はあくまでも、所得（成長）
の「変化」と、非所得面における人間開発の「変
化」との間には関係が存在しないということで
あって、所得の「水準」と保健・教育の「水準」
は強い正の相関関係にあるという基本的事実
を否定するものではない。そこで次に、この2
つの事実が矛盾しない理由を見ることとする。 

パズルを解き明かす

　パズルはなおも残っている。所得増加と保健・
教育における変化との間にほとんど相関がな
い一方で、国家レベルの所得水準と保健・教
育水準の間には強い相関があり、さらに個人・
家庭レベルでも同様であることが多数の調査
研究によって確認されている。この事実と、
経済成長と保健・教育の「変化」に相関がな
いことをどう説明すればよいのか。
　第1に、相関は特定の方向性をもつ因果関係
を示唆するものではない。8 かりに因果関係が
存在するとしても、その方向性はわからない。
所得の向上が生活の質を向上させることも、
保健と教育の向上が社会の生産性を向上させ

ることもありうる。
　第2に、「変化」に相関
が存在していないことは、
ある特定の瞬間に捉えた
世界のスナップショット
が一連の変数間の関係を
正確に反映するものであ
るのかどうか、疑問を投
げかけている。このパズ
ルは、所得面と非所得面
における人間開発の関係
の変化を長期的にとらえ
ることによって光を当て
ることができる（図3.2参
照）。豊かな国の人々が

った。それ以後、中国の1人当たりGDPは年率
8％の猛烈なペースで伸びたのに対し、チュニ
ジアのそれは年率3％にとどまった。しかし現
在、チュニジアで生まれる女児の平均余命は
76歳で、中国の新生女児の平均余命を1年上回
っている。また1970年のチュニジアの学齢期
児童の就学率は52％であったが、現在は78％

にまで上がり、
68％という中
国の就学率を
大きく上回っ
ている。
　この40年間
に経済が縮小
した国々から

も興味深い事例が得られる。経済成長が保健
と教育の向上に不可欠なものであるのなら、
GDPが低下している国では保健と教育に向上
は見られないはずである。しかし現実はそう
なっていない。イラン、トーゴ、ベネズエラは
1970年以降、所得が減少していながら平均余
命は3か国の平均値で14年も伸び、また就学率
も同じく平均で31ポイント上昇している。7

経時的に見ると
所得増加と
保健・教育との関係は
驚くほど相関が弱い

B
O

X 3.1 豊かさとともに健康も増すのか　

　1人当たり所得の高い国々は平均余命も長い。しかしな
がら所得と平均余命の強い相関関係は、過去40年間の変
化には当てはまらない。矛盾するように見えるこの事実の
背後にあるものは何なのであろうか。
　いくつかの説明が提起されてきた。所得の変化が健康の
変化につながるには時間がかかるのだとすれば、他の短期
的要因によって変化が引き起こされることはありうる。し
かし、相関のない状態は40年にもわたって続いている。
40年という期間は、所得上昇の影響が健康に表れるのに
十分な時間と見るべきである。これに代わる説明として、
所得と平均余命の正の関係はもはや破綻し、いまや平均余
命は所得から独立した状態で伸びているという捉え方もあ
る。私たちは本報告書の予備調査として、この2つの説明
を系統的に検証した。
　最初に、データの中心的特徴を再現しうるモデルを割り
出すために、2つのシミュレーションを行った。旧来の関

係性の持続を前提とするものと、旧来の関係性の破綻を前
提とするものとの2つである。その結果は、どちらも半面
的なものとなった。「豊かさとともに健康」仮説は、特定
時点での水準は説明できるが変化を説明できなかった。も
う1つの「破綻」仮説は、逆に変化は説明できるが水準を
説明できなかった。
　次に私たちは、もう1つ別の仮説を考えた。「豊かさとと
もに健康」仮説は十分に高水準の開発を果たした国々のみ
にあてはまり、「破綻」仮説は開発度の低い国々にあては
まるとする仮説である。この混合仮説は、HDIの0.5前後
を閾値として、「水準」における関係性と「変化」におけ
る無関係性の両方を説明できるものであった。

出典：Georgiadis,� Pineda,� and� Rodríguez� 2010;� Pritchett� and� Summers�
1996;�Pritchett�and�Viarengo�2010

図3.2 保健と教育の増進はいまやすべての国に可能
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　保健と教育における進歩の決定要因につい
ては、人間開発およびさまざまな視点から膨
大な研究がなされてきた。12 ここにその全体像
を、幅広くグローバルな進歩につながった要
因に焦点を置いて手短にまとめておく。

保健分野での追いあげ

　1651年に英国の哲学者トマス・ホッブスは、
自然状態における人間の生を「貧しく、陰悪で、
残忍で短い」ものと表現した。13 これは政治の
ない世界の姿について言ったものであるが、
図らずも当時の生活のありさまも言い表してい
る。当時の英国人の平均余命は40歳、そして
他の多くの地域でわずか20歳にとどまってい
た。14 しかしその後の数世紀にわたり、西欧諸
国の人々は健康と寿命を増し、状況が変わっ
ていった。天然痘、ジフテリア、百日ぜきなど
の感染症に歯止めがかかるにつれて、若年層
の死亡率が低下へと転じた。同じく主として
若年層への影響が大きかった結核やインフル
エンザなど呼吸器疾患の減少も後に続いた。15

　その背景には衛生をはじめとする社会的な
保健対策、それに栄養の向上もあった。16

　途上国ではこのような改善が大幅に後れた

が、進歩のペースはずっと速かった。1950年
の時点でアフリカ、アラブ諸国、アジアの平均
余命は39歳で、ホッブスの時代の英国とほぼ
同水準にとどまり、また先進国の平均余命を
20年も下回っていた。17 しかし先進国で300年
かかった長寿化を、途上国はわずか半世紀で
成し遂げている。そのプロセスは多くの点で
先進国と同様であり、発展の段階とともに中
心的疫病が変わるという疫学的な移行を経て
いる。
　しかしいくつかの点において、途上国は先
進国と大きく異なる経験をしている。すなわち
医療で成功事例と公衆衛生への介入がはるか
に素早く流入し、多くの人々がその恩恵を受
けた。欧米諸国で上下水道の整備や予防接種
の徹底は長い年月を要し、また当初は費用も
高かった。また、効果的な予防法が発見され
たときにはすでに手遅れということも少なくな
かった。たとえば結核ワクチンは、米国では
一般的に使われることなく終わっている。ワク
チンが発見された1927年には、もう結核はほと
んど根絶されていたからである。18 貧しい国々は、
このような対策のコストが劇的に下がった後
で、その急速な普及の恩恵にあずかった。68
か国を対象とした調査では、1950年以降の死

経済成長の創出という難題を解決しようとす
る必要はない、ということである。これは朗報
である。
　さらに根本的なこととして、現在貧しい国々
が向き合っている開発プロセスと可能性は、
開発を遂げた国々がかつて向き合っていたも
のとは大きく異なっている。つまり開発の先例
にならうことよりも、現在の世界において新た

現実の結果は疑問を投げかけている。以下に
詳しく見ていくが、経済の高成長は環境の劣
化や所得分配の悪化という重大な問題を伴い
うる。
　私たちが新たなデータと分析から得た結果
も、HDRが当初から中心的主張の1つとしてき
た点を裏づけている。すなわち人間開発は経
済成長とは別物であり、急速な成長がなくて
も大きな達成は可能である。最初のHDRでは、
所得水準が同等な国々のなかで大幅に高い人
間開発を達成している国としてコスタリカ、キ
ューバ、スリランカなどを取上げた。そのよう
な達成が可能であったのは、経済の成長が、
人間開発の他の側面における進歩を決めるプ
ロセスから切り離されるようになっていたから
である。
　このような結果はまた、しばしばHDIに向け
られる批判の1つに答えるものでもある。一部
のエコノミストは当初から、HDIの非所得部分
を重複と見なしていた。HDIが映し出す開発
のスナップショットは、所得水準の比較から得
られるスナップショットと系統的に異なっては
いないというのである。11 しかし経時的変化に
目を向ければ、HDIはGDPと大きく異なる構図
を与えてくれる。そしてつまるところ、その変
化こそが開発政策の照準となるものなのであ
る。
　それが開発政策に対して意味するところは、
かなりの広がりを持ちうる。開発政策の立案
は、そのかなりの部分が、保健と教育の向上
の達成に経済成長は不可欠であるとの前提に
立っている。しかし私たちの分析結果は、現
実はそうでないことを示唆している。といって
も、国として経済成長のことは忘れてよいとい
うのではない。現に私たちも、成長が重要な
可能性を生み出すということを強調してきた。
私たちの結果が示しているのは、保健・教育
面の数多くの問題に取組むことを目的として

分析結果が意味するもの

　このような結果は、経済成長の重要性を否
定するものではない。開発能力と人間の自由
拡大に重要な資源へのアクセス度合いをあら
わすという意味で所得は端的な指標であり、
重要な政策目標であり続ける必要がある。食
料、住居、衣服、生活のより幅広い選択肢へ
のアクセスを得るために必要な資源に対して、
所得は人々の支配力を増大させる。そのよう
な資源はまた、人々が物質的困窮に過度の制
約を受けずに人生を高めていくこと、たとえば
内在的な報いや意義をもつ活動に従事したり、
家族とより多くの時間をともに過ごしたりする
ことを可能にする。10 所得増加は、常にそうで
あるとは限らないものの、ディーセント・ワー
ク（働きがいのある人間らしい仕事）に対す
る機会が拡大していることを示しうる。
　所得の増加は、貧しい人々の保健・教育サ
ービスへのアクセスを高めるうえでも重要な意
味をもつ。この点はマクロ経済学の研究に詳

しく取上げら
れている。社
会内における
経済的・社会
的地位と健康
の強い相関は
しばしば、健
康関連サービ
スへのアクセ

ス獲得における、より豊かな人々の相対的優
位性を反映している。全体の所得が増加して
いるなかにあっても、近年の中国の経験が示
しているように大きな不平等や不平等の拡大
は生じうる（第6章のBOX6.1参照）。
　しかしながら人間開発の低位・中位国にお
ける保健と教育の向上に対して、社会全般の
所得増加が寄与するのかどうかについては、

政策立案のかなりの部分が
保健と教育の向上の達成には
経済成長が不可欠であるとの
前提に立っている
しかし私たちの分析結果は
そうではないことを示唆している

グローバルな進歩―アイデアと成功事例の役割

な進歩の道を見つけ出すことが重要なのであ
る。
　しかしながら、経済成長が保健と教育の進
歩を説明するものでないのなら、何がそれに
該当するのであろうか。次の2つのセクション
ではこの問題を掘り下げる。まずグローバル
な進歩について理解したうえで、次に国ごと
の格差に目を向ける。
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歩では説明がつかないことである。学校教育
の基本的な技術は40年前もいまもまったく変
わっていない。すなわち、俸給を得て知識を
子どもたちに伝える教師に対して校舎、黒板、
教科書が提供されるという仕組みである。
　それではなぜ、教育水準が向上したのか。1
つの説明として、たとえば農業から工業、サ
ービス産業への移行といった経済における変
化が、教育に対する投資のリターン増加をも
たらし、したがって需要が急増しているという
捉え方がある。マクロ的なデータとして、子ど
もの就学に関する決定に最も影響するのは世
帯の所得水準と親への啓発であることが深く
示されている。35

　しかしながら、教育の拡大と所得増加との
関係は薄い。1970 ～ 2010年の間に経済が拡大
した国々と縮小した国々との比較で、就学増
加の平均値はほぼ同水準にある。36 また学校教
育に対する投資のリターン増加と就学率の上
昇についても、ほとんど関連性は見られず、
需要拡大説を否定する形となっている。37

　過去および現在の事例の数々は、教育提供
の拡大で、官僚や政治家に対する一連の動機
づけの重要性を示している。たとえば社会的
な圧力がそれにあたる。国家による教育の大
幅な拡大は、政治力の統合強化、他の制度の
対抗的影響力の排除、国家的アイデンティテ
ィの確立を図る場合などに見られる。政治的
意図による教育の拡充は、プロイセンの国王
フレデリク2世の下での公教育制度から1920年
代のトルコの大がかりな学校教育の世俗化に
至るまで、豊富な事例が見られる。38 公教育を
通じての国家イデオロギーの称賛という意図
もまた、政府が家庭に私学教育の補助金を出
すのでなく直接的に教育を提供する理由、ま
た義務教育を法制化する理由を物語っている
可能性がある。
　しかし、政治的意図の主導を見極めること

福な人々のほうが平均余命が長くなる傾向に
ある一方で、その国の平均的な富の変化が全
体的な平均余命の向上に結びつかないことも
ありうる。30

　それではなぜ、すべての国の政府が健康増
進のための低コストの介入を行っていないの
か。答えの1つは政治にある。保健サービスの
提供は政府の民主化が進むほど拡充すること
を示す証拠が積み上がっている。最近の調査
研究では、民主主義への移行によって乳児死
亡率が0.5ポイント低下することが示された。31 
別の調査では、民主化は平均寿命の向上を伴
うことが見込まれ、また女性の出産時死亡率
も低下する。32 作用しているメカニズムについ
てはさらなる解明が求められるが、現実の事
例からは説明責任がカギとなっていることが
伺える。情報の入手可能度、一般市民の参画度、
政治家の信頼性も要因として絡んでいる可能
性がある。33 しかしながら、たとえ国政レベル
では完全な競争選挙がなくとも、地方レベル
でアクセスの拡充をもたらすメカニズムがあれ
ば公的物資の供給が効率的に行われうる。こ
のことは、過去10年間にわたるエチオピアの
診療所と学校の増設という事例が示している。
そして米国など、一部の民主主義国が公衆衛
生サービスの提供で特に非効率であることは、
公的な民主制度は最善の場合でも必要条件に
すぎず、十分条件ではないことを示唆している。

教育―親か国か、あるいは両方か？

　保健と同様、教育もまた急速な進歩が見ら
れ、貧しい国々と豊かな国々の収斂が急速に
進んでいる。1970年以降、世界の生徒・学生
数は5億5000万人から10億人超に増加し、教員
数も過去最高のペースで増加している。34 しか
し、保健と教育の間には顕著な相違点もある。
それは教育における変化に関して、技術の進

クや予防接種、母乳の栄養補助など母親と乳
児に対するケアサービスの充実が関係してい
る。24 ブラジルのセアラ州やインドのケララ州
の事例が、このようなサービスを公的に広く提
供することによって急速な改善が可能である
ことを示している。また報道の自由、政策競争、
社会問題を公的に討議する文化も大規模な改
革推進の力となる。25

　途上国における死亡率改善と健康増進のた
めの介入は、さほどの費用を要さないものも
少なくない。世界保健機関（WHO）の6種混
合ワクチンは1人分1ドル以下であり、虫下し

（学校出席率の向上につながりうる）の費用は
年間わずか5セントに過ぎない。26 公衆衛生分
野における介入の度合いと公衆衛生支出の間
に相関関係が存在しないのも、最も効率的な
介入にさほどの費用は伴わないことが理由の1
つであると言える。27 このことはまた、特にHDI
低位国で保健の向上と経済成長の間にほとん
ど相関が見られないことの理由の1つにもなる。
健康関連サービスの提供で、資源の不足は必
ずしも最大の制約要因ではないのである

（BOX3.1参照）。28

　このマクロ的証拠は、アンガス・ディートン
らが個人と家庭を対象に行った調査の結果と
も矛盾しない。この調査では、社会的・経済
的地位の高い人々は総じて健康度も高いこと
が示されている。29 それというのも、国家レベ
ルで健康増進の原動力となるものが個人レベ
ルのそれとは異なりうる、そしてしばしば現実
として異なっているからである。たとえば新し
いワクチンは、社会の万人に同時に恩恵をも
たらしうる。つまり、その社会における経済的
地位が健康状態に及ぼす影響とは無関係に恩
恵を及ぼしうるということである。個人レベル
での差異は、裕福な人々は貧しい人々よりも
ヘルスケアにアクセスをもちやすいという事情
を反映している。したがって同じ国でも、裕

亡率低下のうち、約85％の部分はグローバル
な進歩によって説明できることが示されてい
る。19

　国際的な協調行動が大きな役割を果たした。
国連の予防接種拡大計画は、全米保健機構の
ワクチン調達回転基金とともに大がかりな予
防接種プログラムの資金を支えた。20 このよう
なプログラムの対象となった国々では予防接
種率が一気に上がり、南北アメリカでポリオ
が1994年に根絶され、6つの対象疾病（結核、
ジフテリア、新生児破傷風、百日ぜき、小児
まひ、はしか）における世界の新生児の予防
接種率は5％から80％超に跳ね上がった。21 
1960年代に年間約200万人の死者を出していた
天然痘の根絶費用はわずか3億ドルで、当時の

ジェット戦闘
機3機 分 の 値
段に過ぎなか
った。22

　とはいえ、
協力と技術で
すべてが説明
されるのでは
ない。教育と

社会意識もまた保健の向上を求める土台とな
った。授乳、手洗い、経口補水塩に関する情
報や知識は高度な衛生システムがなくても広
まりうる。途上国45か国の27万8000人の子ど
もを対象とした最近の調査では、子どもの命
を奪う一般的な疾病の広がりの予防について、
たとえば下痢をした際には流動食を与えると
いった親の行動が最大の要因として働いてい
ることが示されている。23

　国際格差の一部は、HIV（エイズウイルス）
の拡大による影響や旧ソ連圏における死亡率
の高さが原因となっている。しかしそれよりも
広く中心的役割を占めたのは、各国の保健政
策である。乳幼児死亡率の低下には、粉ミル

貧しい国々は
コストが劇的に低下した時期に
医療の成功事例と
公衆衛生に対する介入の
急速な広がりによって
恩恵を受けた
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い資源である外貨を使って工作機械を輸入す
る必要がある。
　といっても、吸収力や外国からの支援が重
要でないというのではない。詳しくは次のセク
ションで述べるが、進歩の速さにおける国際
格差のかなりの部分が、その国の組織構成、
公的サービスの質、開発支援の度合いという
複合的要因から生じている。国際支援を受け
て財政に余裕が生まれれば、大半の途上国に
おいて、いまなお著しい低水準にある社会支
出に資源を回せるようになる。
　国民の熱意
と政府に対す
る期待が状況
を変える。保
健と教育のど
ちらに関して
も、特に民主
化への移行期
において、良
質のサービスに対する要求の高まりが重要な
役割を果たしてきた。しかしそうした要求の
高まりはしばしば、たとえば個人の衛生意識
の変化など、アイデアが広く伝わることによる
影響を受けた、より広い社会的プロセスを反
映している。

に多様な開発への道を歩んでいるのか。各国
特有の事情による部分も多いが、同時に共通
するパターンも認められた。BOX3.3と後出の
BOX3.6にまとめてあるが、私たちは成功事例
と失敗事例の両方を精査した。
　進歩の最も速い国々は、大きく2つのグルー

らである。

保健と教育における 
進歩の相違点と共通点

　保健における進歩の中心的原動力はイノベ
ーションと技術であったが、教育においてこ
の2つは最高の場合でもささいな要因にとどま
っていた。しかし保健と教育の進歩は、とも
に類似の基礎プロセスを反映している。どち
らにでも、国境を越えたアイデアの伝達が向
上を可能にしたのである。広く捉えて、アイデ
アには技術と生産方式、そして社会に関する
政治的な理念と原理が含まれる。保健におい
て最大の影響力をもったのはワクチンや公衆
衛生上の措置など、技術的な成功事例であっ
た、これに対し教育の場合は、社会および政
府がなすべきこと、親が子どもにもたせるべき
目標についての理念であった。
　保健と教育の大幅な拡大は途上国にも実現
可能となった。保健で、かつては高価だった
イノベーションが低コストで利用できるように
なった。教育では、貧しい国々であっても教
員と校舎という中核をなす部分を拡大できた。
どちらも外国から輸入する必要はないからで
ある。これは工場の設営と対比をなす。貧し
い国々が工場を建てて稼働させるには、乏し

　保健と教育における広範な進歩は、アイデ
アが広く伝わることと基本的サービスの低コ
スト化によって説明される。それではなぜ、い
まなおこれほど大きな国際格差が存在するの
であろうか。そしてまたなぜ、同様の出発点
から進みはじめた多くの国々が、これほどまで

　教育の拡大は、しばしば選挙権の拡大や税
の再分配拡大とともに起こる。民主化は教育
のさまざまな指標を高めるように見受けられ
る。たとえば成人の学歴水準（ただしこの変
化には時間がかかる）、就学率、識字率、公教
育支出などであり、これらは制度改革の影響
が直接的に及びやすい。41 民主化が初等教育に
最大の影響を及ぼしうる一方で、地方分権は
高等教育にさらなる影響を及ぼしうる（地方
分権と人間開発についてのBOX3.2を参照）。42

　1920年代のソ連やベラスコ・アルバラード
政権下のペルーのように、非民主国における
学校教育拡大の事例も多数に及ぶが、その多
くは広範な再分配戦略の一環としてなされて
いる。43 また、すべての非民主国を同列に論じ
ることもできない。特権層による搾取から逃れ
るべく権力を奪取する場合もあれば、搾取を
おこなうために権力を掌握する場合もあるか

は必ずしも容易ではない。アフリカとアジアを
中心に国家の独立も強い力として作用するこ
とが確認されている。しかし、それですべて
の説明がつくのではない。中南米諸国の大半
は19世紀前半に独立を果たしたが、大規模な
教育の拡大は20世紀に入ってかなり経つまで
行われなかった。国際的な圧力も、特に1948
年の世界人権宣言の採択後に一定の役割を果
たした可能性があるが、普遍的教育に対する
グローバルな合意の高まりは、むしろ各国内
におけるより深い政治的プロセスを反映して
いた可能性が濃い。39

　政治的な打算は明らかに大きな要因となる。
政府の行動は国民の選好を反映する。1970年
代にインドネシアの学校教育を一気に拡大し
たINPRES（小学校に関する大統領令）には、
共産主義政権から権力を奪取したスハルト政
権が正統性を確立する狙いが絡んでいた。40

B
O

X 3.2 地方分権は人間開発にとって良いものか

　国家によるサービス提供の地方分権は、地方政府の対応
力を引き上げるための他の取組みと一体的に進んできてい
る。注目に値する取組み事例として、ブラジルのポルトア
レグレが発祥地となった予算作成への参画、あるいは社会
的監査やコミュニティ評価カードをはじめとするさまざま
なモニタリング活動がある。その1つとして、東アジア、
南アジア、サハラ以南アフリカの16か国の地方レベルで
ミレニアム開発目標（MDGs）の達成度に関するデータを
まとめ、それをもとに特定されたニーズの達成を地方政府
に求める試みがなされている。一般市民がサービス改善に
つながる情報の提供を求め、NGOへの関心が一気に高ま
るところとなった。タンザニアのNGO「トワウェザ」は
マスメディア、携帯電話、宗教団体、日用品を介して東ア
フリカ全土に情報を伝え、政府に説明責任の履行と社会変
革の実現を求める力を一般市民にもたらしている。
　すべての地方分権が効果、すなわち変革をもたらすわけ
ではない。人間開発に及ぼす影響は、その地域の社会的・
政治的背景、社会制度と管理能力を中心とするその国の状
態、目標とする大義、不平等と貧困のパターンによって変
わる。一部の事例は、めざましいプラス効果を示唆してい
る。ボリビアでは1994年の改革後、地方分権によって公
共投資が教育、上水道、ゴミ処理などコミュニティのニー
ズに即した事業に大きく傾斜した。しかしサハラ以南アフ
リカでは、地方への資金移転がしばしば不平等を強める結

果となっている。
　途上国7か国を対象とした最近の調査では、保健と教育
は各国すべてにおいて向上していたが、同時に不平等も増
していた。さらに広くとらえると、一定のエンパワーメン
トは草の根開発の前提条件であるため、ニーズを特定して
行動を取る能力を欠くコミュニティは、エンパワーメント
が不十分な状態に取残される可能性がある。これは悪循環
が続きうることを意味する。総じて言えば、政治的な分権
は貧困層に恩恵を及ぼすと見られ、財政的な分権はそれよ
りも効果が目につきにくい。財政的な地方分権には、資源
に加えて報告と透明性を確保する適正なメカニズムが求め
られる。効果的な地方分権にはまた、上のレベルで政治的
にまとめられた政策を単純に実施するのでなく、権限と責
任も委譲することが求められる。アルメニアでは2000年
代前半、中央政府が学校管理の権限を地方議会に委譲した
が、その後も管理は中央集権が色濃く残り、多くの国民が
改革に気づきすらしなかった。さらに悪いことに財政面で
も問題があった。十分な統制や報告義務をともなわずに資
金が地方議会へ移転されていたのである。

出典：Abraham� and� Platteau�（2004）,� cited� in� Walton�（2010）:� 29;�
Andrews� 2008:� 395;� UNDP� Armenia� 2007;� Faguet� 2002;� Mansuri� and�
Rao�2010;�Thede�2009;�Twaweza�2010;�Von�Braun�and�Grote�2000:�25

民主化が初等教育に
最大の影響を
及ぼしうる一方で
地方分権は高等教育に
さらなる影響を
及ぼしうる

社会制度、政策、平等の役割
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プに分けられる。すなわち経済成長において
優れた国々と、人間開発において優れた国々
である。ともに優れていた国はごく少数であっ
た（進歩のトップ10か国のうち、所得面と非
所得面の両方のHDIでトップ10に入っていた
のはインドネシアと韓国だけであった。第2章
の表2.2を参照）。となると、開発には異なる道
のりが存在するということになる。すなわち物
質的な生活水準の引き上げに重点を置くもの

と、保健と教育の向上に重点を置くものである。

国々の異なる軌跡

　一部の国々の開発戦略は富の拡大を中心に
位置づけ、人間開発の他の側面に生じうる悪
影響を、やむなき「社会的コスト」と見なして
いる。しかしそれよりも包括的な開発戦略は、
他の側面を見捨てることなく物質的状態の大

きな改善を果たしている。
　各国の軌跡は、人間開発における成功と失
敗を評価軸として4つに類型化できる。すなわ
ち経済成長も人間開発も高水準にある国（「有
効な」開発プロセス）、経済成長も人間開発も
高水準にない国（「欠陥のある」プロセス）、
そして、どちらか一方だけが高水準の国であ
る。この分類は、ジャン・ドレーズとアマルテ
ィア・センが指摘した「成長媒介保障」（広範
な社会的支援を伴う成長）、「政府支持保障」（直
接的な社会的行動が成長を主導）、「無目的の
豊かさ」（成長が最優先）と呼応する。44

　「有効な」開発プロセスは、分配をめぐる問
題の管理を伴う。そこでは国家と民間セクタ
ーが十分な能力を確立できるかどうかがカギ
となるが、具体的には国家が、有力資本家集
団による市場の力の乱用を抑える対抗力をも
ち、広範囲にわたる支援提供のために社会的・
政治的争いを解決する必要がある。45 この道を
採っているのは、東アジアで成功を収めてい
る国々の大半、中南米でブラジルなど安定度
の高い国々である。これに対し「欠陥のある」
開発プロセスのグループには、コートジボワー
ルなどサハラ以南アフリカの一部諸国、ロシア

など当初の人間開発水準が高かった国々が含
まれる。
　保健と教育で進歩を達成しながら経済成長
の創出において停滞している国々は、一連の
パターンを示している。その1つとして、分配
をめぐる大きな争いが、社会的支援への傾斜
を伴う民主的移行に行き着いた国々がある。
このグループにはボリビアやエルサルバドル
など中南米の貧しい国々が含まれる。またイ
ランやリビアなどの非民主国も、中・低位層の
社会的・経済的集団にサービスを提供する道
を採っている。

進歩の相互関係と原因

　人間開発の促進においてどの国が成功し、
そしてどの国が失敗したのか。本報告書のた
めの予備調査として、HDIにおけるアンダーパ
フォーマンス（当初の開発段階から見て、HDI
における進歩が予測水準を大幅に下回ってい
る状態）の発生頻度を調べたところ、興味深
い地域的パターンが浮かび上がった。アンダ
ーパフォーマンスが最も多く見られたのはヨー
ロッパ・中央アジアで、21世紀初頭の10年間
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X 3.3 HDI向上の3つの成功物語　

　高水準の人間開発を達成している点は同じでも、その道
筋には国によって違いが見られる。
　ネパール―大規模な公共政策の推進。ネパールが
1970年以降のHDI改善で圧倒的なトップグループに属す
るという事実は、国家としての困難な状況や紛争の来歴か
らして驚きをもって受け止められることであろう。保健と
教育におけるネパールのめざましい進歩は、大がかりな公
共政策による取組みに発端をたどることができる。すべて
の子どもを対象とする無償の初等教育が法制化されたのが
1971年、そして2007年にはそれが中等教育にも拡大さ
れた。就学率は一気に上がり、続いて識字率も急上昇した。
新生児死亡率の顕著な低下は、より広範な保健における成
功を反映するものであり、その背景にはコミュニティの参
画、地域レベルでの資源動員、地方分権を通じたプライマ
リー・ヘルスケアの拡大がある。ネパールの平均余命は、
この40年間に世界平均との格差が87％も縮小した。対照
的に経済成長はなだらかな上昇にとどまり、雇用の不足か
ら多数のネパール国民が国外に職を求める結果となってい
る。
　ネパールはなおも貧しい国であり、人間開発改善の余地
はきわめて大きい。HDIにおけるランクは169か国中138
位である。就学率と教育の質に大きな国内格差があり、こ
とに都市部と農村部、民族間において著しい。また感染症
と栄養不足に関して、保健にも大きな難題が残っている。
封建制さながらの寡頭支配とカーストに基づく差別によっ
て一部集団が進歩から取残され続けており、地域や集団間
に大きな格差がある。不平等は著しい。HDRの新しい指
標である不平等調整済み人間開発指数（IHDI）で見ると、
ネパールの人間開発は、富の分配がより平等であったとし
た場合の水準を約30％下回っている（第5章参照）。
　オマーン―石油を保健と教育へ転換。オマーンはHDI
において世界最速の進歩を達成している。豊富な石油・ガ
ス資源が発見されたのは1960年代のことであり、したが
ってHDRのデータはとても貧しい国からとても豊かな国
への進化を捉えている。その間、国民の就学率と識字率は
4倍に上昇し、平均余命も27年伸びている。
　しかしそのオマーンで、経済成長がすべてだったのでは
ない。1970年以降のHDIの伸び率がトップである一方、

経済成長では26位に位置している。1970年当時のオマー
ンには、初等学校3校と職業専門学校1校しかなかった。
石油の富を教育へと転換する取組みは、アクセスの拡大、
労働市場のニーズに技能をマッチさせる政策の導入などを
柱とするものであった。保健サービスもまた向上した。
1970 ～ 2000年の間に政府の保健関連支出は6倍近く拡
大した。これはGDPの伸び率を大きく上回るペースである。
　チュニジア―政策の焦点を教育に。チュニジアは教育
に政策の大きな焦点を置きながら、HDIの3つの次元すべ
てにおいて成功を収めている。就学率は大幅に上昇した。
特に10年間の義務教育を法制化した1991年以降の伸びが
著しい。ジェンダー平等においてもかなりの進歩が見られ、
大学生に占める女子の割合は約6割に及んでいる。しかし
大きな不平等はなおも残り、私たちの新しい指標であるジ
ェンダー不平等指数でチュニジアは中位（138か国中56
位）にある。チュニジアの保健の成功を生み出したのは、
出生率の急速な低下、はしかと結核の予防接種率の向上、
ポリオ、コレラ、ジフテリア、マラリアの根絶である。過
去40年間の1人当たり所得増加は年間3％前後で、その背
景には慎重な財政・金融政策、輸送・通信インフラへの投
資がある。
　政治的自由の後れ。これら各国における進歩は、決定的
重要性をもつ人間開発の1つの次元において後れを取って
いる。すなわち政治的自由である。ネパールは、過去40
年間の大半を通じて専制君主に支配されていた。10年に
わたる内戦と政治の深い変容の末に和平合意と暫定憲法が
成立し、2008年の王制廃止、連邦民主制の確立、それに
続く選挙が政治参加に新たな機会を開いた。オマーンは依
然として絶対君主制国家であり、公選を受けない行政府、
無政党制の立法府、政党の全面禁止が続いている。チュニ
ジアは形式上は多数政党制であるが、平和的な政権交代を
まだ見ていない。

出典：Oman� Ministry� of� National� Economy� 2003;� UNDP� Nepal� 2002,�
2004,�2009;�PNUD�Tunisie�2001

標準以下の相互関係（1970 - 2010年の平均状態）

国の分類
指標 アンダーパフォーマー a 他の国々 差異
人間開発指数（HDI、1970年） 0.54 0.53 0.01
保健支出（対GDP比：％） 3.0 3.6 -0.6*
公共教育支出（予算全体に占める割合：％） 9.7 12.3 -2.6*
政権交代を伴った民主主義b 0.4 0.5 -0.1*
HIV（エイズウイルス）感染率 2.9 1.3 1.6*
天然資源輸出高（労働者1人当たり、米ドル建て） 0.9 1.8 -0.9*
内戦（内戦を抱える国の割合：％） 28 18 10
被支援額（GNI＝国民総所得に占める割合：％） 7.3 5.0 2.3*
公共支出の総額（対GDP比：％） 23.3 25.1 -1.8
国の数 46 89
注：5％以上の差が統計的有意性をもつ。
a.�同様の水準から出発した国々の歴史的傾向から見て、HDIが予測を大幅に下回っている国々。詳細はGidwitz�and�others�(2010)を参照
b.�選挙に基づく政権交代を経ている民主主義国（第4章参照）
出典：人間開発報告書室データベースのデータに基づく人間開発報告書室の計算、世界銀行� (2010g),� UN� Statistics� Division� (2010),� UCD� and� PRIO� (2009),� and� Cheibub,�
Gandhi,�and�Vreeland�(2009)

表3.1 標準以下のさまざまな要因
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に、より体系的な調査によっても確認されてい
る。46 また、アンダーパフォーマンスの国々は
内戦を抱えている割合も高い。その差は統計
的に有意なものではないが、内戦の性格の違
いに起因している可能性が高い（BOX3.4参
照）。47

　さらにまた、アンダーパフォーマンスの国々
は平均的により多くの援助を受けている。矛
盾するようにも見える結果であるが、援助は
後れを取っている国々に向けられるという事
実を反映している可能性が高い。表3.1に示し
たこれらをはじめとする結果は、アンダーパフ
ォーマンス諸国の平均的性格を映し出すもの
であって、必ずしも因果関係を示すものでは
ない。因果関係まで特定することは、かなり
難しい。48

　劇的な成功や失敗、すなわちアウトライア
ー（大きく外れた存在）は、逸脱した軌跡へ
の洞察ももたらす。本報告書の予備調査では、
最高・最低のパフォーマンスの中心的特徴に
ついても着目した。49 普遍性をもつ結果はほと
んど得られなかったが、所得不平等、社会支出、
当初の開発水準の複雑な相互作用を示唆する

興味深いパターンがいくつか浮かび上がった。
たとえば平均所得の高い国々は、所得分配が
不平等であっても、社会支出が中程度以上の
水準にあれば成功を収めていた。このパター
ンにはチリ、メキシコ、パナマが該当する。50 
しかし低所得国の一部は、社会支出が低水準
にとどまっていても、経済成長を通じて逆境
を克服していることが伺える。バングラデシュ
やラオスが該当する。中所得国ではどちらの
道も可能であるように見える。チュニジアは中
程度の所得増加にもかかわらずHDIの向上を
達成し、インドネシアは主として成長に依拠し
て比較的低い社会支出でHDI向上を達成して
いる。
　因果関係の特定に比べて、開発の成功と失
敗の相互関係を特定することははるかに容易
である。これまで国際比較の回帰に基づく経

済成長の実証分析は、この問題に悩まされて
きた。特に結論のばらつきに厳しい批判が集
中している。51 かつての事例研究アプローチの
伝統に立ち返っている最近の研究は、成長経
験の異質性を重視し、政策や制度が国に及ぼ
す影響は、その国の歴史的・政治的・構造的
状態にしたがって体系的に変化するとしてい
る。52 この研究は経済成長に関するマクロとミ
クロ分析の進歩に立脚し、数量分析の強みに
事 例 研 究 の 微 細 さを 兼 ね 合 わ せ て い る

（BOX3.5参照）。53

　国際比較の統計分析は行き過ぎに陥ること
がある半面、有用な洞察ももたらしうる。私た
ちは本報告書の予備調査として、111か国を対
象に過去40年間の人間開発の決定要因を分析
した。54 国際比較の数量分析に伴う実証性の問
題に関しては、長期と短期の影響を区別し、

にいくつかの面で悪化をきたしている。この両
地域では2000年時点で、出発点から予測され
る水準を大きく下回った国が全体の3分の2以
上に及んでいる。2006 ～ 10年でも、半数以上
の国がアンダーパフォーマンスの状態にある。
他地域におけるアンダーパフォーマンスの比
率はサハラ以南アフリカが5分の2、東アジア・
太平洋地域が3分の1、アラブ諸国が4分の1、
ラテンアメリカ・カリブ海諸国が7分の1となっ
ている。南アジアには1国も存在しない。
　アンダーパフォーマンスの状態にある国々も
当初の人間開発水準は他の国々と同様であっ
た。違いを分けたのは変化率の低さである（表
3.1参照）。平均値で見て、これらの国々は保健
と教育に対する支出が低く、また民主化の度
合いも低い傾向にある。その一方でHIVの感
染率が高く、これはアフリカ南部におけるアン
ダーパフォーマンスの多さにつながっている

（第2章参照）。捉え方によっては意外な事実と
して、アンダーパフォーマンスの諸国は平均的
に他の国々よりも天然資源に恵まれていない。
これは、「資源の呪い」が人間開発にはあては
まらない可能性を示唆している。この点はさら
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X 3.4 紛争と人間開発　

　紛争は多数の人々に壊滅的影響を及ぼすが、国によって
その程度の違いがある。カンボジアなど一部の国々は、紛
争がなかった場合の水準には及んでいないと考えられるも
のの、長期にわたる紛争を経ていながらも人間開発におい
て良好な進歩を達成している。
　紛争の影響度はその性格、強度、継続期間によって変わ
る。出発点から考えて達成度の低い一部諸国はコンゴ民主
共和国やコートジボワールのように紛争の影響を受けてい
る。紛争の影響は個人、家庭、コミュニティ、国家のそれ
ぞれに表れる。死亡率の高さ、生産資源の破壊への転用、
経済的インフラと社会資本の喪失、社会不安と不確実性で
ある。
　因果関係の実証は難しいが、一部の国では経済の衰退が
何よりもまず武力紛争と関係づけられる。紛争の強度は国
により、とても大きな違いがある―スペインのバスク地
方からブルンジ、リベリア、シエラレオネに至るまで。ポ

ール・コリアーとアンケ・ホーフラーの推計によれば、紛
争がなかったとした場合のGDP水準に到達するには平均
で21年要する。シエラレオネの国民は11年間の紛争を通
じて所得が半減し、さらにリベリアでは所得が8割減少し
たと推計される。そのメカニズムは高インフレ、資本流出、
社会制度に対する信頼の喪失、国際貿易の減少などである。
　このような影響は戦闘が終わった後も続きうる。経済の
混乱と下降によって、人々は生活の糧を失い、すでに高い
失業率がさらに上昇する。ボスニア・ヘルツェゴビナでは
デイトン和平合意の後、失業率が65～ 75％に達した。

出典：Collier� and� Hoeffler� 2007;� Davies� 2007;� Fallon� and� others� 2004;�
Imai�and�Weinstein�2000;�McLeod�and�Dávalos�2008;�Oxfam�International�
2007;�Staines�2004;�UNDP�2008;�UNHCR�1997
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X 3.5 分析的な成長研究からの洞察

　経済成長の研究に対する新しいアプローチは、個々の国
の証拠に立脚し、ミクロ経済的データおよびマクロ経済的
な時系列分析と、政治的な経済ダイナミクスの精査を体系
的に組み合わせる。このような成長の捉え方から有用な洞
察が得られはじめている。以下に3つの例を挙げる。
　ボツワナ―強力な制度と力強い成長。過去30年間の1
人当たりGDP成長率において、ボツワナは中国、韓国に次
ぐ世界第3位である。豊富なダイヤモンド資源がインフラ、
保健、教育への投資を支えた。しかし世界には、豊富な天
然資源をもちながら達成度の低い国も数多い。ボツワナの
成功は、強力な社会制度に支えられているように見える。
政府規模はGDPの40％とアフリカのなかでも大きな部類
に属するが、縁故主義や賄賂は比較的少なく、独立後の教
育と保健への支出は高水準にある。これらの有益な政策は、
高度な市民参加と政治指導者に対する制限で支えられた
が、その根本には、英国による植民地化とその後の独立を
経てなおも崩れなかった部族制度がある。その一例として、
1990年代前半に汚職事件を受けて導入された改革は、独
立したオンブズ局の創設を1つの柱とした。
　モーリシャス―輸出の成功。モーリシャスの成功には
貿易が重要な役割を果たしたが、その形態は通常と異なる
ものだった。モーリシャスは強い保護主義を採っていた
―国際通貨基金（IMF）は1990年代、モーリシャスの
通商政策を最も制約の強いカテゴリーに類別した。しかし
モーリシャスは、輸出加工特区を活用して輸出の高成長を

達成した。具体的には無関税の輸入原材料へのアクセス、
輸出補助となる税制優遇、輸出とその他の経済への労働市
場の区分けである。モーリシャス政府は多くの国と異なり、
農業に過度の課税をしなかった。代わりにサトウキビ農園
主らとの協議によって、訓練の行き届いた公共サービスと
手厚い社会的保護システムの財源に十分な歳入を確保し
た。この社会的合意で、政府は変化する状況に対処できた。
　ベネズエラ─経済的多様性の不足。1970年代後半に
ベネズエラの経済は驚くほどの衰退に陥り、石油以外の労
働者1人当たり生産高は36％縮小した。制度の弱さ、政府
の非効率、そして「資源の呪い」のすべてが災いしたが、
1970年代まではおおむね同様の制度と政策で中南米髄一
の経済成長を達成していた。1つの説明として、石油生産
に必要なスキルは他の業種に移転しにくく、したがってベ
ネズエラの特化パターンは、1980年代前半の石油価格下
落のようなネガティブな衝撃に特に敏感だったと見ること
ができる。需要が落ちた際に他の活動へシフトする能力と
いった輸出の柔軟性が乏しい国々は、安定した輸出価格の
下では順調であっても、輸出と国家収入が崩壊すると墜落
状態に陥る恐れがあり、代替の成長源創出に標準的な改革
は効果を上げにくい。

出典：Hausmann� and� Rodríguez� forthcoming;� Subramanian� and�Devesh�
2003;�Frankel�2010;�Leith�2005;�Acemoglu,�Johnson,�and�Robinson�2003;�
Adamolekun,�Lusignan,�and�Atomate�1997
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共資本投資の増大は、HDIの長期にわたる向
上とは、ほとんど関係していなかった。61

　この分析は、人間開発の各次元間の関係の
一部を予測どおりに裏づけるものである。たと
えば、識字率の向上は平均余命と所得の向上
をもたらし、保健における進歩はその後の就
学率上昇の前段となっていた。しかし経済成
長は、その後の非所得面における人間開発の
向上と正の関係をもっていなかった。62 このよ
うな結果は、より複雑なモデリングの枠組みに
よって因果関係と他の介入要素の統制を図ろ
うにも、所得・非所得面における人間開発の
変化に相関関係のないことが大きな妨げにな
ることを示している。さらなる分析が求められ
る点の1つとして、不安定性のコストと人間開
発への悪影響がある（BOX3.6参照）。

平等を通じての進歩

　不平等と人間開発の間には強い負の関係が
ある。保健、教育、所得における不平等は
HDIにマイナスに影響し、ことに教育と所得で
その関係はより強い（図3.3参照）。この結果は、

　自分の子どもへの投資に関して女性が男性
の脇に追いやられやすい傾向にあることは、
多数のデータによって示唆されている。した
がって女性のエンパワーメントに関する政策
は、子どもの健康と教育の向上につながるは
ずである。過去35年以上にわたるグアテマラ
のデータを精査した最近の調査研究は、母親
の教育水準、認知スキル、栄養状態が子ども
の人的資本と栄養状態に大きく影響すること
を明らかにしている。58 南アフリカでは、年金
を受給している祖母の下にいる孫娘は栄養状
態がより良く、祖父が受ける年金は孫の栄養
状態に影響していなかったことが報告されて
いる。59 また中国では、母親の学歴が実子およ
び養子の健康に大きく影響していた。60

　さらに私たちの調査から、どの政策が人間
開発に役立つかは、その国の前提的状態に影
響されることも明らかになった。たとえば強力
な制度をもつ国（腐敗、法の支配、官僚機構
の質、投資状況、内部対立の複合指数を用い
て測定）は、賃金、モノ、サービスに対する
政府支出がHDIの向上促進につながっていた。
これに対し制度の開発が遅れた状態では、公

重要な役割に関して、すでに確認されていた
ことと合致するものである。貿易は所得に大
きな影響を及ぼしていなかったが、保健と教
育の一部指標とは正の相関が認められた。知
識とアイデアの発信は、人間開発の非所得次
元に影響を及ぼすという仮説の裏づけとなる
結果である。行政権力に対する制限など社会
制度の変数は、教育と所得にプラスの影響を
及ぼしていたが、保健に対してその影響は認
められなかった。55

　ジェンダー平等の改善を図る政策も、人間
開発に影響を及ぼしうる。保健と教育におい
て女性が男性に劣る状態にあるため、そのよ
うな格差の是正を図る政策は人間開発に寄与
することになる。本報告書のために外部依頼
した調査からは、1990年代に州下院議会で女
性議席枠を導入したアルゼンチンの諸地域で、
新生児死亡率の大幅低下が報告されている。56

また、多数の調査研究がジェンダー平等を経
済成長に関連づけている。学校教育における
ジェンダー・ギャップの是正も、経済成長の
向上に関連づけられている。57

各国特有の人間開発のダイナミクスと社会制
度の発展度、宗教と政治に関わる変化、性と
所得の不平等などといった主要前提の影響を
勘案することで対処した。この枠組みは、各
国の前提条件にしたがって政策の影響が変わ
ることを許容するものであり、過去の多くの研
究が採った十把一絡げ式のアプローチによる
制約から分析を解放する。
　その結果、3つの主要ポイントが浮かび上が
った。まず第1に、経済成長の決定要因は必ず
しも人間開発の決定要因と同じではない。経
済成長とより広範な人間開発に対して、貿易、
外国投資、社会制度などの変数は異なる影響
を及ぼす傾向にある。第2にこのような決定要
因の影響は、その国の構造的・制度的前提に
よって大きく変わる。そして第3に、政策の効
果性に影響を及ぼすHDIの構成要素間におい
て、複合的なフィードバックの循環が存在する。
　教育と所得における変化に大きなプラスの
影響をもたらすものとして、都市化が浮かび
上がった。これは、アイデアが広く伝わること
と政治的行動の動員で都市が果たす決定的に
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X 3.6 不安定な上昇パターン　

　開発は線形でも安定的でもない。技術的成功事例を通じ
ての進歩は断続的であり、加速と減速の時期を伴う。本章
で前述したように、国境をまたぐアイデアと技術の広がり
は経済成長、保健、教育における進歩を説明するカギの1
つである。サミュエル・ハンチントンのような学者たちは、
民主化は波状に生じ、多くの国が政治制度で同様の変化を
経ると論じている。
　下方への揺らぎは重い代償を伴う。経済成長の破綻は珍
しくなく、特に途上国に多い。最近の調査研究では、途上
国における景気後退の4分の1以上が15％超の1人当たり
所得の低下を伴い、期間が10年以上に及ぶことも多い。
経済成長に比べると平均余命と教育の向上に破綻が生じる
ことは少ないが、それでも現実として起こっている。この
40年間、就学率に15ポイント超の低下が生じた国は27か
国にのぼり、また7か国が平均余命において同様の状況に
陥った。
　破綻を経験していない国々でも、社会不安が何百万もの

人々に影響を及ぼしている。内戦に関するBOX3.4で示し
たように、社会不安は経済にも個人にも影響する。しかし
社会不安にさらされる度合いは、政策と制度によって異な
る。たとえば若年層の雇用を促進する政策は、若者の就職
機会を広げることによって社会的緊張を和らげ、対立の危
険を減らす。
　パフォーマンスが最低水準にある国々はすべて、備えの
ない事態による打撃を受けている。これに対し最高水準に
ある国々は、人への投資を重視していた。ネパールの例が
示すように成功は民主化の進展につながりうるが、普遍的
な潮流とはなっていない。またザンビアのように経済運営
に失敗はなくても、複数の面における打撃で「パーフェク
ト・ストーム（完璧な嵐）」に苦しめられることが起こり
うる。

出典：Helpman� 1998;� Huntington� 1991;� Hausmann,� Rodríguez,� and�
Wagner�2008;�UNDESA�2004

図3.3 人間開発の進展は不平等の縮小に結びつく
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保健、教育、所得における不平等とHDI水準との関係（2010年）

注：�各次元における不平等に関わる損失の割合については第5章で定義している。多次元不平等の測定に関しては巻末の「テクニカルノート2」を参照。
出典：人間開発報告書室のデータベースを用いて人間開発報告書室が算出
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いる（BOX3.7参照）。70 また、無条件の社会的
補助プログラムも人気を集めている。いずれ
も有益であるが、コミュニティや集団が権力と
意思決定から体系的に除外されている場合に
は、さらに構造的な改革が必要であるかもし
れない。
　予算配分とモニタリングのプロセスもカギと
なる。財政の透明化には大きな改善が見られ
ている。それによって、政府がどのような金を
集め、それがどのように使われているのかに
ついて国民の理解が高まり、さらに一部の国々
ではプロセスに関与する機会の拡大にもつな
がっている。また、地域やジェンダーに基づく
配分に目を向けて、根底にある格差を是正す
る取組みもなされている。71

　平等推進政策と人間開発の正のシナジー（相
乗効果）が確認されたことは朗報である。72 私
たちは平等拡大に必要な政策の種類を知って
いる。つまり支出の優先順位を組み換え、参

的に高齢退職者にとって大きく、世帯主が就
労年齢にある家庭にとっては小さい。66

　基本的な社会的サービスに対する支出が生
み出す進歩への効果は、広く知られている。
コスタリカとエルサルバドルの両国は、保健関
連支出の25％以上を下位20％の貧困層に、ま
た70％以上を所得下位60％の国民に充ててい
る。67 南アフリカでは、社会支出と課税が不平
等の縮小に結びついている―1990年代前半、
所得不平等をあらわすジニ係数が10 ～ 20ポイ
ント低下したと推計されている。68 欧州連合（EU）
では、かなり進歩的な社会支出が課税を大幅
に上回る効果を分配に対して生み出している。69

　しかし不平等と所得貧困に取組む方法は、
課税を通じた再分配と広範な移転だけではな
い。一部の中南米諸国、そしてさらに最近で
はナイジェリア、パキスタン、トルコといった
さまざまな国々が条件付き現金移転など、目
標を絞ったミクロベースの介入を採り入れて

経済的エリート層が政策立案を支配する国々
である。それでも改革が可能であることは、
カメルーンやニカラグアの最近の税制改革が
示している。
　支出パターンについてはどうであろうか。
1990年以降、世界の国々でその規模はかなり
縮小している。1990 ～ 2008年の92か国の平均
値で、公共投資は対GDP比で29％から26％に
低下。途上国は、地域によって水準に違いが
あるものの下降が全体的傾向となっている。
最も縮小が著しいのはサハラ以南アフリカで、
公共支出の対GDP比が26％から21％に低下し
ている。東アジア・太平洋地域は19％で横ば
いとなっている。全地域共通の歓迎すべき傾
向は、対GDP比で見た軍事支出の縮小である。
たとえばサハラ以南アフリカでは、軍事支出
が約3割縮小し、対GDP比で2.8％から1.8％に
低下している。
　途上国における保健と教育支出は、1990 ～
2006年に対GDP比の平均値で16％から19％に
拡大している。保健支出が最も増加したのは
南アジアとサハラ以南アフリカで、これはいく
つかの国が債務免除を受けたことが関係して
いる。63 しかし1990 ～ 2005年に104の途上国の
うち57か国が、国民総所得に対する比率で保
健または教育への支出が低下している。
　人間開発のための公共資源の動員と活用に
ついて、世界の国々の違いには目を見張るも
のがある。タイは国家収入が低水準にあるに
もかかわらず、貧困層を対象とする健康保険
制度を導入した。セネガルは歳入拡大のため
の包括的税制改革を断行した。64 これとは対照
的にベネズエラでは、石油収入の増加が税率
引き下げにつながったが、人間開発の優先課
題に対する支出は増加していない。65 多くの途
上国で年金、住宅補助、家族手当、障害・失
業手当を通じての公的な現金移転が世帯所得
を補っている。現金支給の恩恵は通常、相対

不平等を減らすことが人間開発を大きく改善
しうることを示唆している。
　このような強い関係は理解に難くない。保
健と教育における進歩はともに、恵まれない
集団に対するサービスのアクセス拡大から生
じている。現在、ほぼどの社会でもエリート層
の子弟は学校を修了し、健康に育つためのケ
アへのアクセスももっている。貧困層はそうで
はない。しかし保健と教育に対するアクセス
拡大が貧困層に及ぶとともに、人間開発が向
上して不平等が解消されていく。
　不平等を減らす政策について、私たちは何
を知っているのであろうか。財政政策は平等
拡大に決定的重要性をもつスイッチになりう
る。支出は課税よりもはるかに強力である。サ
ービスと社会的保護に対する公的支出は所得
分配を改善する―そして、公共サービスの
なかでもヘルスケアと初等・中等教育が最大
のインパクトをもつ。
　1990年からのHDRの一貫したテーマの1つ
は、国内・国際の両面での人間開発支援のた
めの公的資源の必要性である。しかし各国政
府はしばしば政治的影響力をもつ集団や、所得・
財産に対する課税と支出配分の能力不足に縛
られている。
　国家は所得を生み出して成長する必要があ
り、政府は支出の前に収入を得る必要がある。
途上国は課税基盤に制約があるとはいえ、課
税努力にまだ余地がある。平等な累進の所得
税は、政府歳入の小さな部分を占めるにとど
まっている。たとえば中米諸国を対象とする
最近の調査では、所得税の累進課税は一般的
に見られるものの税収全体の4分の1にとどま
っていた。中心を占めるのは逆進的な販売税、
物品税、付加価値税といった税金だったので
ある。また個人所得と法人課税の税率と課税
範囲と課税の実施についても、強い政治的制
約を受けていた。それがことに顕著なのは、
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X 3.7 現金移転と社会的保護

　貧困世帯に対する現金移転は多くの先進国において、失
業、障害、病気など逆境に見舞われた際に所得の維持をも
たらすものとして、また所得再分配の手法として確立され
ている。その重要度は、経済協力開発機構（OECD）加盟
国の間でも違いがある。たとえば2000年代半ばの時点で、
現金移転が家計の可処分所得に占める割合は、ニュージー
ランドで13％前後であるのに対し、スウェーデンでは32
％超に及んでいる。最近のOECDの点検報告書は、所得不
平等に対する取組みにおけるこのような再分配の重要性を
強調している。
　貧困世帯を助けるための条件付き現金移転は1990年代
後半に導入されたブラジルとメキシコでも人気を集めてい
る。現金給付は、子どもの就学や健康維持などに関する要
件を満たす貧しい世帯に対して行われている。現在30か
国以上が何らかの種類の条件付き現金移転プログラムをも
ち、その多くは全国規模になっている。
　しかしこのようなプログラムも、単独で成功できるもの
ではない。その効果はサービスの浸透度と質にかかってい
る。サービスの普及だけでは結果が伴わないこともある。
たとえばカンボジアやメキシコでは、就学率の上昇が学力
水準の向上に結びつかなかった。また、対象世帯の選別や
順守のモニタリングに膨大なデータ収集が必要であり、政

府の各層と行政機関間の広範な協働も求められるように、
行政に重い負担がかかることもある。
　メキシコのプログレサ計画（現名称・オポルトゥニダデ
ス）は、対象世帯の選別と財政管理は中央が行い、順守の
モニタリングは地方の保健・教育当局が行っている。この
プログラムが特定の一政党に結びつきすぎることを防ぐう
えで、外部評価が効果を上げた。70年間にわたり政権を
維持した与党が2000年の選挙で敗れた後、新政権はこの
プログラムを改称したうえで拡大した。
　各国政府と国際社会は、食料などの必需品に対するアク
セスを提供するうえで、無条件の現金移転の価値にも認識
を高めている。アフリカでは、無条件の移転のほうが適正
であることを伺わせる証拠もある。なぜなら基本的サービ
スの提供が不十分なうえに、現金移転の条件を守って実施
する能力も不足しているからである。2006年のマラウイ
成長・開発戦略に盛り込まれた「ムチンジ社会現金移転パ
イロット」の関係者は、その成果として就学率の向上、経
済的・人口動態的・季節的要因による打撃への抵抗力、基
礎的栄養の向上、必需品に対する支出拡大を報告している。

出典：Miller�2008;�OECD�2008b;�Fiszbein�and�others�2009;�World�Bank�
2009b,�2010g;�López-Calva�and�Lustig�2010
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　市場はきわめて多様な姿を見せている。国
家の類型が1つだけでないように、市場システ
ムにも単一の類型はない。その国の個人、集団、
制度の交わりはさまざまな形態に組織されう
る。そのような取決めの基礎をなす了解、す
なわち、それらに基づいて編成される説明責
任と実施のメカニズム、およびそこから生まれ
る規範と期待は社会契約と見なされうる。一
般的に国家の制度は、何らかのモノやサービ
スを提供するとともに、市場が社会契約とそ
れに関連する規範と慣行に沿って機能する枠
組みを形づくる。73

　開発の成功経験に関して最も注目されるの
は、その異質性である。フランス、ドイツ、日
本、米国はいずれも豊富なモノとサービスを
生み出し、国民に物質的な繁栄を可能にして
いる。保健、教育、政治的自由においても現
在の世界で最高水準にある。しかし国家と民
間セクターとの交わり方に関しては、これら各
国間に大きな相違がある。金融部門を例に取
れば、ドイツでは銀行が企業を所有して経営
にあたることも多いが、日本では企業が銀行
を所有する傾向が強く、米国では1999年まで
企業が銀行と一体化することは禁じられてい
た。74 またフランスでは国家政府が教育を中央
管理しているのに対し、ドイツでは州政府が
主導権をもち、米国では地方自治体が学校教
育に関する決定を統制している。
　市場を統治する制度の相違はさらに大きい。

入に対する障壁を引き下げ、富裕層に応分の
税負担をさせることである。これをどう実現す
るかは状況によって異なる。たとえば大規模
な非公式経済をもつ国々で、税率の引き上げ

チリでは、競争選挙が権力の移行を決定し、
国家はモノの生産にほとんど関与せず（銅生
産は例外として）、年金基金と学校教育の配分
は市場が決める。中国では一党支配の下、金
融部門のほぼ全体を含む国家が経済の大部分
を所有し、移動人口の基本的サービスへのア
クセスを否定し、独立した労働組合の結成を
制限している。タイでは政情不安と軍部によ
る政治問題への介入が続く一方で、経済的・
財政的・政治的権力は少数のビジネスエリー
トに集中している。75

　保健と教育の向上に最も成功している一部
諸国でも、制度の相違は輪をかけて大きい。
チュニジアではこの23年間、大統領が代わっ
ておらず、ネパールは長い政治紛争の末に王
政を廃止したばかりである。インドネシアとオ
マーンは、独裁支配下で保健と教育における
進歩の大部分を果たした。バングラデシュは
1970年代前半の独立後、統治の後退を繰り返
しながらも、政府外部の率先した活動主体（特
にBRACとグラミン銀行）が数百万人の貧困
層に融資を差し延べ、主要サービスの提供を
支えた。76 これらは、開発プロセスにおける民
間セクターと公的部門の関係再編に対して、
革新的手法が果たしうる役割の大きさを物語
る一例にすぎない（BOX3.8参照）。
　驚くべき多様な制度が、明らかに、人間の
進歩と両立しうる。制度によって市場と国家
の関係がどのように構築されるのか、理解を

は自縄自縛になりかねない。しかしかなり異な
る状況においても、不平等を減らす政策は人
間開発にも役立つという基本原理が政策立案
の指針となりうる。

図ることは可能である。広範な私有を包含す
る生産の組織化形態として理解される市場は、
それがどのようなものであれ人間開発の大半
の次元における実質的変化に必要な継続的ダ
イナミズムを支えうる経済システムの不可欠な
構成部分である可能性がある。しかしそれ以
外の人間開発の次元において、市場は進歩を
もたらさず、実証データは市場が必要であっ
ても、それだけでは十分ではないことを示唆
している。
　このような観察は、いまから60年以上前に
自己調整的市場という神話を生み出したカー
ル・ポランニーの理論を想起させる。市場関
係は政治と制度の真空状態のなかで存在しう
るとする捉え方である。安全、安定、健康、
教育など公共財の提供で、市場はかなり拙劣
になりうる。たとえば安価な労働集約的製品
の生産、あるいは天然資源の開発に専念する
企業は、より教育水準の高い労働力を求めな

いかもしれない。また利用できる労働力が豊
富に存在する場合、企業は労働者の健康をほ
とんど気遣わないかもしれない。現に私たち
はいま、多くの途上国におけるずさんな労働
安全基準として、そのことを目の当たりにして
いる。伝統的社会を支配した互恵の制度から
市場関係への移行は、コミュニティを束ねる
人間と社会の絆を弱めうる。77

　加えて、社会と国家の補完的行動が伴わな
い場合、市場は環境保護においてことさら弱
い。規制の不十分な市場は環境の劣化、さら
には破滅的事態の下地になりうる。近例に
2010年のメキシコ湾原油流出事故があるが、
原油の流出は多発している。過去10年間の平
均で毎年3、4件の大規模な事故が発生し、原
油流出量は150万バレル以上に達している。78 
しかも記録される流出量は、海中に放出され
ている石油カスの10分の1ほどにすぎない。79 
ニジェール・デルタではこの50年間、風土病

深層にある物語―市場、国家、社会契約

B
O

X 3.8 人間開発の促進における民間セクターの役割　　　

　民間セクターは人間開発の枢要をなす。生産者、消費者、
賃金労働者としての貧しい人々と家庭に対して選択と機会
を広げる市場の役割を認識する開発関係機関の間で、最近、
人間開発における民間セクターの役割に関して新たな概念
的枠組みが浮上している。包括的な市場開発、プロ・プア
（貧困層にやさしい）民間セクター開発、貧困層のための
市場機能化など呼び方はさまざまだが、その主たる指針は
包括性にある。
　貧しい人々の個人所得は低いが、全体としての購買力は
大きい。たとえば、バングラデシュの農村部における1人
当たり所得は平均で年間200ドル未満だが、全体の集団と
してかなり大きな電気通信サービスの消費者となってい
る。たとえばバングラデシュ、インド、ケニア、フィリピ
ンなど世界全体にわたり、携帯電話サービスは競争と技術
の進歩による価格低下を通じて貧しい人々にも手が届きや
すくなっている。長距離のコミュニケーションを可能にし、
また仕事の助けにもなる電話サービスへのアクセスは、貧
しい人々の生活を高める。さらに携帯電話は、貧しい人々
に基本的金融サービスへのアクセスももたらしている。た
とえばケニアではサファリコムの携帯電話サービス
「M-PESA」が、国内全域を対象に安全で迅速な預金・送
金サービスを低料金で提供している。このサービスを利用

しているケニア国民は現在約25％にのぼる。
　政府がカバーできていない分野で、民間セクターが貧し
い人々にサービスを提供する事例も少なくない。たとえば
水道や電気通信サービスなどである。公立学校の教育が不
十分である場合、貧しい家庭も含めて多くの家庭が私立学
校に目を向ける。パキスタンのラホールでは、所得最下層
の子どもの37％が私立学校に通っている。もう一例とし
て融資がある。バングラデシュのグラミン銀行が創始した
マイクロファイナンスは、世界中に追随の動きが広がって
いる。
　公共と民間のパートナーシップも拡大している。その一
例として、グローバルな公共と民間の保健パートナーシッ
プ「GAVIアライアンス」は、予防接種を途上国72か国に
まで広げている。公共と民間パートナーシップのもう一例
に、公共サービスの隙間を埋める社会保険がある。コロン
ビアでは、非営利社会事業団体のアンティオキア家庭補償
基金（COMFAMA）が国際機関と協力して、困難を抱え
る中間層と中下位層の家庭を対象に保健、教育、住宅、融
資、職業訓練などの社会的サービスを提供している。

出典：Alderman,�Orazem,�and�Paterno�2001;�Prahalad�2004;�Nelson�and�
Prescott�2008
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明は、アイデアと技術が広く伝わることを強調
するものであった。金銭は重要である。しか
し現実の証拠は圧倒的に、経済成長を全力で
追求しなくとも、人間開発の他の次元におい
て大幅な向上が達成されうることを示してい
る。道筋と結果の多様性は、市場の構造にお
ける相違、そして市場、国家、制度の相互作
用の相違にたどることができ、そこでは政治
システムの包括性が中心的役割を果たす。
　このような結果は、将来の国内的・国際的
政策課題に関して、私たちに何を告げている
のであろうか。私たちは進歩の部分的な相互
関係、あるい
は関係の不在
を見極め、最
も重要なもの
はどれである
のか、いくつ
かの暫定的結
論 に 到 達 し
た。しかし大
部分で証拠が
示 唆 す る の
は、制度の設定と構造的制約に従う形で、異
なる政策の組合わせから異なる結果が生まれ
うるということである。
　この説は励みになると同時に警告的でもあ
る。励みになるというのは、大きな資源をもた
ない国でも進歩は可能だからである。つまりほ
とんどの国が、人々の生活を改善する手段を
もっているのである。警告的であるというのは、
成功が保証されていないからである。成功へ
の道はさまざまであり、また制度的・政治的・
歴史的条件によってその国固有のものとなる。
　私たちは、画一的な政策の処方箋について
考えるよりも、開発の戦略と政策について考
える際に、中核的原理を適用することができ
る。私たちは、この点を再分配政策に関する

ともに経済エリートが存亡の危機に追い込ま
れたチリ、韓国、台湾が含まれる。これらの国・
地域のビジネスリーダーたちは政策立案者に
対し、経済的成功を確保するための自律性の
発揮を許容し、これが支配階級の存続の前提
となった。85

　内部的要因も政策移行をもたらしうる。3つ
の事例を挙げれば、米国の大統領セオドア・
ルーズベルトによる悪徳資本家の解体、債務
危 機 後 の メキ シコ の 北 米 自由 貿 易 協 定

（NAFTA）加盟、フランコ死後のスペインに
おける民主化への移行がある。86 しかし、寡頭
支配層が国家の規制と司法の弱さによってな
おも利益をうることが可能である場合、均衡
は最適状態とはほど遠くなる。メキシコでは国
有資源産業の民営化が政治的コネをもつ一部
集団に大儲けの機会を開き、世界有数の資産
家を続々と生み出す結果になった。
　国家が包括的な市場機構と競争的な政治制
度への移行をする場合、「有効な」ダイナミク
スが生まれうる。ただしこれは実行困難であり、
まれにしか見られない。しかしながら大きな不
平等を抱える社会にあっても、アパルトヘイト
後の南アフリカが例示しているように、政府は
必要な改革を断念することなく広範な参加を
促せる―ただし貧困層と非組織化層の取込
みという難題はなおも残る。87 つまるところ寡
頭支配的な資本主義形態は、寡頭支配層自身
の滅亡の種を内包しやすい。理由は次の2つの
いずれかである。まず、寡頭支配層は中南米
諸国で失敗に終わった国内生産奨励策のよう
に、成功事例を封じ込める。そしてもう1つは
物質的進歩が人々の欲求を広げ、権力の維持
がより困難になることである。
　本章で、グローバルな進歩とローカルな変
化性、経済的成長と人間開発の他次元におけ
る進歩との間に系統的関係は存在しないこと
について、説明を図った。そして私たちの説

り大きな平等と安全をもたらす。
　いくつかの形態は、かなりの経済的競争を
伴った政治的権力の集中を反映していると、
多くの識者が中国の経験を性格づけている。82

このような形態は大きな不平等を生み出しや
すい。国家が包括的でない場合、説明責任の
制度が幸福の他の次元に対する野放図な市場
の破壊的影響を和らげることは難しい。中国
に関する最近の調査分析から、労働者の死亡
率と工業成長が正の関係にあることが確認さ
れている。つまり中国では、成長の減速が文
字どおり命を救いうるということになる。83

　規制は有能な国家を必要とし、国家の能力
はしばしば不足状態にある。途上国の政府に
散見されるのが、必要な資源や能力をもたな
いままに先進国の行動を模倣しようとすること
である。たとえば多くの中南米諸国が、輸入
に代わる国内生産の奨励策に関して、的を絞
った産業政策の策定に失敗している。84 対照的
に東アジアの成功は、重要な1つの教訓として、
フォーカスをもつ有能な国家が開発と市場成
長の促進において力になりうることを示してい
る。
　市民社会組織も市場と国家の行き過ぎに歯
止めをかけうる。インドネシアでは1997年の金
融危機後、非政府組織（NGO）、報道機関、
産業労組が政府に対し、政治的自由の拡大と
貧困削減計画の導入に向けて圧力をかけた。
しかし政府が異議に対して統制を図る場合、
市民社会の行動に制限をかけることがありう
る。たとえばエチオピア政府は2009年、外国
からの資金提供が10％を超えるNGOに対して、
民主化、公正、人権に関する活動への関与を
全面禁止する法律を成立させた。
　たとえば貿易条件の激変や侵略の危険など
の外部的要因によって、長期的にプラスの影
響をもつ政策転換が促されることもありうる。
その最たる成功例には、左派政権への移行と

さながらの原油流出、廃棄物投棄、ガス田火
災が、生態的に敏感な湿地の破壊、水路の閉鎖、
野生生物の死滅、土壌と大気の汚染を引き起
こしている。そして周辺一帯の人々の生活を
破壊している。80

　もう一例として2006年、インドネシアでガス
田の爆発により大規模な熱泥流が噴出し、数
千ヘクタールに及ぶ土地と数十もの村をのみ
込んだ事例がある。独立調査委員会は、泥流
の発生は掘削によって引き起こされたとした
が、企業側は責任を否定、被災者への補償を
拒んだ。81 泥流の噴出は30年間続くと見られて
いる。
　すべての社会が企業、労働者、コミュニティ、
国家の相互関係に基礎を置いた、基本ルール
を確立する必要がある。基本的な財産権の保
護、法の支配の維持とともに、誰の財産が保
護され、どの法律が支配するのかを決める必
要がある。集団および個人間の摩擦を管理し、

紛争を秩序あ
る形で解決す
るために、社
会は制度を必
要とする。数々
の類型の制度
が、公正で持
続可能な人間

開発を支えうる。そして、他の数々の類型の
制度はそれをなしえない。
　市場の制度は、ことに経済的・社会的エリ
ートによって支配されている場合、あるいはオ
ープンで透明である場合、その包括度を解き
明かす手がかりになる。国家機関に埋め込ま
れた寡頭支配的な市場は、たとえ短期的には
有力集団に利益をもたらそうとも、長期的成
長にとって悪であることが多い。人間開発を1
つの優先課題に位置づける包括的市場と社会
契約は、よりダイナミックで一貫性が高く、よ

金銭は重要であるが
現実の証拠は
経済成長を
全力で追求しなくとも
人間開発の他の次元において
大幅な向上が
達成されうることを
圧倒的に示している

驚くべき
多様な制度が
人間の進歩と
両立しうる
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じた公正について考えるアプローチと重なり
合う。すなわち、理想的な社会の厳密な姿に
ついての完全な合意がなくとも、人々の生活
向上における進歩の可能性を特定することは
可能である。

論考で示した。たとえ国によって政策に違い
は生じようとも、平等を促進する政策は人間
開発も育む可能性が高い。政策の指針となる
さらなる原理については、第6章で説明する。
　総括的な提言でなく基本原理にフォーカス
した政策にアプローチする手法は、第1章で論

　本章では、HDIがカバーしている部分と同
等の重要性をもつ人間開発のこれらの次元に
ついて理解を図る。これらの側面における進
歩に関しては見解の一致度が低く、また指標
もない。しかし、数値化されていないからとい
って無視はできない。
　まず主要な発見点を述べれば、HDIが進歩
している国であっても、より広範な次元で必ず
しも良好であるとは限らない。つまり、HDIの
低い国が相対的に見て民主的で平等、持続可

　ノルウェーと米国は大部分の面で、人とし
て生まれるのによい国である。HDIがこの点を
よく捉えており、ノルウェーは世界トップ、米
国は4位となっている。私たちがHDIで測定し
ているもの（平均余命、教育水準、所得）、お
よびHDIに含まれない他の幸福の次元の一部
に関して、比較評価の結果も一致している。
この2国は確固たる民主主義国であり、効果的
な三権分立、法の支配の尊重、市民の社会的・
政治的権利の保障を備えている。
　しかしながら、この2国もすべての面で、特

能でありうるように、HDIの高い国が非民主的
で不平等、持続可能でないこともありうる。こ
のことは私たちに、人間開発の課題の広さと
複雑さをあらためて思い知らせる。つまり、「よ
いことは重なる」と言い切ることはできないの
である。このようなパターンは人間開発に関す
る私たちの考え方、指標、改善のための政策、
継続的プロセスに難題を突きつける。これら
の問題については第6章で詳しく論じる。

に環境の持続可能性で良好なのではない。1 そ
の国が消費している資源の再生産に必要な生
産力を生物学的にもつ陸・海域の規模として
の消費のエコロジカル・フットプリントは、地
球環境の持続可能性から見て米国の消費量が
許容水準の4.5倍、ノルウェーのそれは3.1倍に
及んでいることを示唆している。
　図4.1は、政治的自由の指標、HDIにおける
不平等の縮小率、持続可能性の指標をもとに
して、HDIとエンパワーメント、不平等、持続
可能性との関係を表している。2

4章
「よいことは重なる」とは限らない

　第2章と3章では過去40年間の人間開発について、人間開発指数（HDI）の
保健、教育、所得という3つの次元でのグローバルな進歩とローカルな変化
性に光を当てて詳しく見た。しかし、その範囲は完全ではない。なぜなら人
間開発は、さらに広範にわたるものだからである。エンパワーメント、平等、
持続可能性も、人々が自ら価値を認める生活をおくる自由の本質的部分に含
まれる。

人間開発のより広範な次元

81４章　「よいことは重なる」とは限らない
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主義と経済的・社会的開発の関係、開発にお
ける平等の役割に関しては深く議論が重ねら
れている。3 正のシナジー（相乗作用）がある
と考えることは妥当であり、以下にその効果の
強い証拠を見ていく。しかし、HDIの向上に
人間開発のより広範な次元における改善がと
もなうのかどうか、はっきりしたことはわから
ない。それらの次元での改善がHDIの向上を
生み出すのかどうかについても同様である。
　続いて、人間開発のより広範な次元での動
向を評価する。その動向から、進歩と政策効
果に関してどれだけのことが見極められるの
か。

エンパワーメントは内在的価値をもつものであ
るが、多くの開発成果とも結びつけられている。
しかし重視すべき点に関して見解が一致して
いないこと、また国際比較を可能にする指標
が確立されていないことから、エンパワーメン
トの水準と動向数値化は困難である。私たち
は、あくまで「複雑な現実に対するシンプル
な窓」、4 それも制限されたものであることを認
識したうえで、現在入手できる最善の指標に
焦点を絞っている。
　エンパワーメントは、人間開発報告書（HDR）
の創刊とともに認識されるところとなった。
HDR1990年版は総論部分でこう述べている。

「人の自由は人間開発に決定的重要性をもつ。
人々は、適正に機能する市場で自らの選択を
自由に行使できなければならず、また自分たち
の政治的枠組みの形成で決定的な声をもたな
ければならない」。5 かつ政治的自由を
測定する必要性を指摘し、「同程度の人
間開発の成果に対する評価であっても、
それが民主的な枠組みで達成されたの
か、あるいは独裁的な枠組みで達成さ
れたのかによって、かなりの違いがあ
る」としている。参加をテーマとした
HDR1993年版ではじめて直接的に取上
げられたエンパワーメントは、さらに人
権に関するHDR2000年版、民主主義に
関するHDR2002年版、文化的自由に関
するHDR2004年版にも通底するものと
なった。6 最近のいくつかの国別HDRも
エンパワーメントに焦点を合わせ、革
新的な測定方法の数々を生み出してい
る。ネパールのHDRは異なる集団の社
会的・政治的排除を捉える指標を採り
入れ、かなりの地域格差とHDIとの相
関関係の不在を明らかにした。チリの
HDRは社会的ネットワークや公共財・
サービスへのアクセス、権力に対する

態度を調べる意識調査を通じて得られた情報
に基づき、人々の力に関する指標をまとめ上
げた。またドミニカ共和国のHDRはエンパワ
ーメントの複数の側面を精査し、個人と集団
の両方を構成要素とする新たな指標をつくり
上げている。7

期待の変化

　必須の背景的要因は、世界の多くの地域で
の識字率と教育水準の大幅な向上といった最
も重要なもので、人々が知識を持って選択し、
政府に説明責任を求めるための能力を高めた。
またゆっくりとしたプロセスながらも、多くの
場所で規範と期待に大きな変化も起きた。
　グローバリゼーションと相まった技術革命
は政治的景観を変容させた。携帯電話、衛星

　不平等を除き、明白なパターンはあらわれ
ていない。持続可能性とHDIの間に統計的に
有意な関係は見られない。民主主義は概して
HDIと正の関係にあるが、関係のばらつきが
不平等に比べてずっと大きい。相関関係が存
在していないことは、HDIは高くても他の変数
において低水準にある多数の国から見て取れ
る―図4.1の各グラフ内の薄色の部分がそれ
を示している。HDIは高くても持続可能性の
低い国は全体のほぼ4分の1に及ぶ。そこまで
顕著ではないながらも、民主主義についても
同様の傾向が浮かび上がっている。
　このようなシンプルな相関は、はるかに複雑
な表現を大まかに表している。たとえば民主

図4.1 高水準の人間開発指数（HDI）は民主主義、平等、持続可能性を意味しない
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注：�データは2010年または入手可能な直近のものを用いた。実線は分布の中央値を示す。パーセンテージは、4つの象限それぞれにある国々が全体に占める割合。
不平等の測定の構築と結果については第5章を参照。
出典：世界銀行（2010g）およびMarshall�and�Jaggers�（2010）のデータを用いて人間開発報告書室が算出

　国連憲章は序文の冒頭で、進歩を「より大
きな自由」という広い文脈に位置づけている。
変革を生み出す人々の能力の向上であるエン
パワーメントは、能力重視のアプローチの中

心をなす。エンパワーメントは、個人と集団が
家庭、コミュニティ、国家において政治をはじ
めとする開発プロセスを形成する力、および
その恩恵を得る力に重点を置く概念である。

エンパワーメント

図4.2 急発達した通信技術も
最貧国でのアクセスは依然として低水準
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注：�パーセンテージは2000-2008年の増加率を示す。電話は携帯電話と固定電話の合計。
出典：国際電気通信連合（ITU）�2009
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ている（図4.3参照）。15 形式上は民主主義でも
選挙による政権交代が起こっていない国々16 
も含めれば、その割合は5分の4を超える。
　HDI最高位国のほとんどが民主主義国であ
る。HDI低位国は民主化における進歩に最も
著しい伸びを示し、民主主義国の数は1991年
のゼロから2008年には約3分の1を占めるまで
に増えている。
　最も劇的な進歩があったのはヨーロッパ・
中央アジア諸国で、ラテンアメリカ・カリブ海
諸国がそれに続いている。ヨーロッパ・中央
アジアの途上国のうち、1988年の時点で民主
主義国だったのはトルコだけだが、その後3年
間に23か国のうち11か国が民主主義国になり、
さらに91年以降に2か国が加わっている。ラテ
ンアメリカ・カリブ海地域では、1971年の時点
で大半の国が非民主主義国であり、さらに70
年代の間に数か国が独裁主義へ逆行した。17 そ

た。そのほとんどが女性を差別するものだっ
たが、大きな例外として南アフリカは多数を占
める黒人とインド系国民に選挙権を認めてい
なかった。このような制限は現在までにほぼ
すべて解消されている。14 選挙権がほぼ普遍的
に広がった一方で、公選の対象範囲にはかな
り大きな格差がある。またサウジアラビアのよ
うに、依然として女性の選挙権を制限してい
る国もある。
　民主的な統治と人権保護は政治的自由の礎
石である。しかしながら、民主主義国と非民
主主義国との違いは必ずしも明確ではない。
独裁主義国、民主主義国、移行期にある国の
間には、単純な分類が示唆する以上の大きな
多様性と流動性が見られる。この点を踏まえ
て、民主主義国が全体に占める割合を見てみ
ると、1970年代初頭に3分の1未満であったの
が96年に半数以上、2008年には5分の3に達し

ローバルおよび国境を越えた市民社会の急激
な台頭である。国際的な組織の数は1970〜
2010年の間に5倍以上も増え、推計2万5,000に
達している。11 抗議運動が国際的性格を帯びる
こともしばしば起こっている。たとえば、西側
諸国における南アフリカのアパルトヘイト体制
に対するボイコット、ダルフール紛争の終結を
図る動員、イランやミャンマーの民主活動家
への支援などである。

民主主義と選択の自由

　このような動きを背景に、広範な民主化と
人々の選択の自由が拡大している。12 国家レベ
ルでは公式手続きを備えた民主主義の広がり、
その下のレベルではより大きな説明責任の可
能性をともなう別形態による地域参加プロセ
スの興隆がある。人権保護にはいくらかの改
善といくらかの悪化が生じている。なおも不
平等は続いているが、歴史的に排除と剥奪を
受けてきたアイデンティティ集団が政治的・社
会的活動への関与で存在感を高めている。
　意識調査の結果は、世界中の大半の人々が

選択の自由を実感し、その自由に満足
していることを示している。13 現時点で
の満足度は地域によって異なる。最も
満足しているのは先進国の人々（全体
の80％が満足）、次いで東アジア・太平
洋諸国（同77％）となっている。逆に
満足度が最も低いのはヨーロッパ・中
央アジア（同50％）で、これは移行に
ともなう混乱、もしくは根底にある将
来展望の相違を反映している可能性が
ある。選択の自由に関して報告されて
いる66か国での動向は、総じて長期的
に改善されていることを示唆している。
　1970年の時点では、約30か国が完全
な選挙権・被選挙権を認めていなかっ

テレビの普及はインターネットへのアクセス拡
大とともに、情報の入手可能性と意見の発信
能力を大きく高めた。先進国におけるこれら
技術の利用度はかなり高く、2008年時点で人々
の70％がインターネットを使い、電話加入契
約数は1人当たり1.5件に達している。その一方
で、HDIの低い国々ではなおも低水準にとどま
っている（図4.2参照）。それでも、この10年間
の拡大ぶりは著しい。HDIの低い国々でもイン
ターネット利用は40倍以上、電話加入契約を
する人々の割合は35倍近くに増加した。8 新し
い技術は、脇に追いやられていた人々に声を
もたらしうる。ただしこの点に関しては、技術
革新はすでに何らかの資源をもつ人の力を強
めるとする論もある。9

　インターネットの普及と携帯電話の利用の
劇的な増加は、構造的な制約にもかかわらず
起こった。たとえば途上国の電化率は、2008
年の平均値でなおも70％にとどまっていた。
僻地に限れば59％、そしてHDI低位国では21
％と大幅に低くなる。10

　グローバリゼーションは国内課題を国際舞
台に押し上げた。この動きの1つの表れが、グ

図4.3 広がる民主主義
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B
O

X 4.1 アラブ諸国における民主主義の赤字

　「アラブ諸国人間開発報告書2009」は、民主主義、人権、
法の支配に対する支持と現実の履行状況との対比をまざま
ざと浮き上がらせた。アルジェリア、エジプト、ヨルダン、
チュニジア、イエメンなど一部のアラブ諸国が多数政党制
を採っているのに加え、レバノンとモロッコは独立以来の
政治的多元主義で異彩を放っている。しかし、たとえば、
バーレーンを除くすべての湾岸諸国が政治的組織を禁止し
ているように、多くの政府がなおも政治的自由の制限を続
けている。
　そのアラブ諸国でも、ここにきて民主改革が一気に広が
っているが、その多くは他面における市民権の制限によっ
て相殺されている。前向きのステップとしてはオマーン、
カタール、アラブ首長国連邦における代表制議会の創設、
バーレーンにおける二院制国民議会への復帰、エジプトに
おける2005年の複数立候補による大統領選挙がある。サ
ウジアラビアでは2006年に地方選挙が実施されたが、投
票は男性市民のみに限られた。
　現在までのところ、これらの改革は「アラブ諸国におけ
る権力の構造的基盤を変えてはおらず、依然として行政府
が、いかなる形態の説明責任によるチェックを受けること
なく支配を続けている」（同報告書69ページ）。たとえば
イラクでは新憲法の成立と同時に、安全保障を理由として、
憲法が保障する自由の一時停止が延長された。エジプトは
憲法改正で大統領選挙への複数立候補を認めたが、この権

利を既存政党には制限する法律がその後に続いた。アルジ
ェリアでは「平和と国民和解のための憲章」の採択直後、
大統領の再選制限規定の廃止による在職期間延長とイスラ
ム救国戦線に対する活動禁止の継続が発表された。同様の
パターンはカタール、サウジアラビア、スーダン、チュニ
ジア、アラブ首長国連邦にも明白にあらわれている。
　アラブ地域の多くの政府が多元主義の流れに抗しえてい
るのは、石油による莫大な収入と統制力ゆえであるように
見える。このような政治的経済は、広範なパトロネージ（後
見保護）のネットワークと強大な治安維持機構を通じての
国家の自己隔離を可能にする。石油収入は徴税の必要をな
くし、したがって説明責任を縮小させる。石油資源のない
ヨルダン、モロッコ、チュニジアといった国々では、国際
援助が同様の役割を果たしていると見ることができる。同
様の所得水準にある他の国々と比べて民間セクターが弱
く、また市民社会も弱い。リビアを除くすべてのアラブ諸
国が市民組織を認めているが、法と規制がその活動を制限
している。その結果、「政治参加を通じて自国の現状を変
える力が多少なりともあると感じているアラブ人は、ほと
んどいない」（同報告書73ページ）のである。

出典：UNDP�2009
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の後は政治変革の波を受け、1990年までに全
体のほぼ80％の国が民主化され、さらに2008
年までにエクアドルとペルーが体制変革に加
わって民主主義国の割合は87％に達している。
東アジア・太平洋地域、サハラ以南アフリカ
でも改革が映し出されている。1970年時点で
は、民主政府をもつ国は両地域を通じて全体
のわずか6％にすぎなかった。その割合が2008
年までに東アジア・太平洋地域で44％、サハ
ラ以南アフリカで38％へと上昇した。深い民
主化の兆しがほとんどあらわれていないのは
アラブ諸国だけである（BOX 4.1参照）。
　最近のネパール、パキスタンを含めて多く
の場合、正統性の危機が独裁主義国からの移
行を促している。しかし民主的慣行の実践に、
より大きな困難を抱える結果となっている。最

近ではアフガ
ニスタン、ケ
ニアで見られ
たように、多
くの国政選挙
が脅迫や不正
の横行によっ
て損なわれて
いる。また選
挙自体は平穏
に行われても、
公式の開票結

果をめぐる激しい争いが起こっている。たと 
えば2000年の米国、06年のメキシコがそうで
ある。
　一部の非民主主義政府は民主化へのステッ
プを踏み出している。たとえばスーダンなど、
サハラ以南アフリカの数か国での「民族団結
政府」がそうである。交渉による権力の共有
は紛争の回避あるいは終結につながりうるが、
逆に抗議と抑圧の繰り返しが続く結果となる
可能性もある。民主主義の仕組みを利用して

民主化の逆行を企てる大衆運動に直面してい
る政府もある。18 パキスタンの主要な州では、
神権政治へ向かう一歩として、親タリバン派
のイスラム連合が選挙で勝利を目指す動きに
出た。19

　このような多様な歩みは、民主主義が制度
と権力の配置・構成を包含するという事実、
そして独裁主義もまた一枚岩ではないという
事実を強く示している。プロセスに終わりはな
く非線形となることが通例であり、部分的逆
行、長期の不確実性、分岐の軌跡をたどるこ
とにもなる。20

　民主化の流れは国政選挙だけでなく地方・
地域選挙にも明白にあらわれている。地方の
参加プロセスは、地方分権や政府の地方出先
機関などさまざまな形態を取る。たとえば中
南米の多くの地域や、インド農村部の「パン
チャヤット制」の仕組みに見ることができる。
それは同時に、サービス提供の最前線での市
民参加に関する強力な物語を開発コミュニテ
ィにもたらし、さらに時には対話を促しもする。
　すべての国を比較することは難しいが、世
界の大半の地域で地方分権は総じて拡大して
いる。2009年には120か国のうち95か国（80％）
で地方自治体が少なくとも公選議会をもち、
さらにその半数は行政府の首長も公選されて
いる。21 かなり部分的なデータではあるが、財
政の地方分権に関するデータは、支出の約25
％が国家よりも下位のレベルでなされているこ
とを示唆している。
　政治分野におけるエンパワーメントは、中
核的機構のエリート支配によって脅かされる
ことがあるが、22 エリート層が他の層よりも強
く参画している場合であっても、政治システム
の開放がより平等な意思決定を生み出しうる
ことを示唆する証拠もある。23 この点は機構の
構造で変わる部分もあれば、自己利益を図る
のか、地元コミュニティの選好を代弁するの

かといったエリート層の動き方で変わる部分も
ある。このエリート層の行動に対しては、コミ
ュニティの平均的教育水準が影響を及ぼしう
る。24

　民主化とグローバリゼーションの進展は、
伝統的に排除と剥奪を受けてきた多くのアイ
デンティティ集団の地位向上に結びついてい
るように見える。25 その顕著な例としては南ア
フリカでのアパルトヘイトからの移行、ラテン
アメリカ・カリブ海諸国での先住民族運動の
台頭（あるいは再興）、ボリビアでの先住民族
運動と結びついた政党連合の政権掌握、イン
ドの国政での低位カーストの存在感の高まり
などがある。このような進歩の大半は、民主
化の胎動期または民主的移行期に起こってい
る。恵まれない集団のエンパワーメントも民主
的移行と同様、彼ら自身の政治的動員から発
生した場合に最も成功している。
　先住民族の地位是正についても、その声を
汲み入れようとする政治的なフォーラムやその
他の評議機構を通じて、あるいは地方の統治
と公正の伝統的仕組みの強化を通じて、取組
みがなされている。しかしこのような評議の構
造は、人々に意義ある参加をもたらしはせず、
すでに決定済みの問題の議論に参加させるに
すぎないとの批判を受けている。声なき存在
という問題は難民や移民も苦しめている。もは
や出身国の一員ではなく、また移住先の国で
も政治参加ができない難民や移民は往々にし
て、根無し状態のまま長期間耐えることを強
いられている。26

　女性は政治への進出において、国家元首や
閣僚への就任など一部分で大きな進歩を遂げ
ている。国会における女性の議席数に法律ま
たは憲法による割当て規定をもつ国の割合は
約20％であり、1975年の11％から2010年の19
％へといった女性議員の比率上昇に資すると
ころとなっている（第5章参照）。そしてさらに

一部の国では、ジェンダー問題への関心の高
まりとも重なり合っている。27

　しかしながら、地方レベルにおける女性の
参画は低水準にとどまっていることをデータは
示唆している。たとえば中南米とヨーロッパの
双方で、市長職に女性が占める割合は約10％、
地方議会でのそれは25％未満である。28 例外は
インドで、村落会議（パンチャヤット）の議席
の30％が女性に割り当てられている。その効
果は社会支出のパターンに明白にあらわれて
いる。29

市民的・政治的権利

　市民的・政治的権利はエンパワーメントの
礎石であるが、その国際的なパターンと動向
を評価することは難しい。報道される権利侵
害には誤解を招く恐れがある。つまり、抑圧
度の高い体制ほど報道が困難であるのかもし
れないのだから。またどのような脈絡であれ、
人権侵害を数値化することも難しい。私たち
は既存のデータ源を慎重に見極めたうえで、
政府や政府に近い非政府組織（NGO）のデー
タを用いることは不適切であろうと判断した。
　以下の説明および巻末の「統計表6」に示し
たパターンは、アムネスティ・インターナショ
ナルの報告をもとにまとめ上げられた国家の
人権に関する実行のスケール評価に基づいて
いる。30

　2008年、人権侵害の平均報告件数が最も少
なかったのは先進国、最も多かったのはアラ
ブ諸国と南アジア諸国であった。これは地域
的評価の結果とも一致している。アラブ人権
機構は、公権力による拷問がアラブの8か国で、
不当な拘束が11か国で行われていると報告し
ている。31 またアジア人権委員会は、管轄域内
の大半の国で侵害が蔓延していることを示す
証拠を提示している。32

伝統的に
排除と剥奪を
受けてきた
アイデンティティ集団の
地位に関わる
改善の大半は
民主化の胎動期
または民主的移行期に
起こっている
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所得不平等の高まり

　平均所得は、ことに不平等の度合が高い場
合、誤解を招くことがありうることから、ステ
ィグリッツ＝セン＝フィトゥシ委員会は「典型
的」市民の状態を明らかにするうえで中央値
の使用を推奨している。たとえば米国で、平
均所得は中位所得を3分の1近く上回り、その
差はさらに広がっており、政策立案者の間で
も学識者の間でも、この点が議論の的となっ
ている。43 イタリアやニュージーランドなど他
の先進国にも同様の開きがある。さらに途上
国でも往々にして大きな開きがある。コートジ
ボワールでは50％超、リベリアとザンビアでは
60％にも及ぶ。
　しかしながら社会の全構成員の不平等を示
すものとして、平均所得と中位所得の差は最
善の指標ではない。なぜなら、分配のどの段
階でどのように所得が集中化されているのか
が見えないか
らである。44 代
わりに最も用
いられている
のがジニ係数
である。国内
的な所得不平
等の高まりは
今や世界標準
であり、ジニ係数が1980年代よりも高くなって
いる国のほうが多くなっている。45 過去20 〜 30
年間に不平等が悪化した国の数は、改善した

ことは、説明責任の仕組みにさらなる焦点を
合わせる必要性を示唆している。

　一部集団が他集団を搾取している場合、あ
るいは一部集団が資源と権力により大きなア
クセスをもっている場合、人間開発は成り立ち
えない。不平等な開発は人間開発ではない。
　HDRは当初から、剥奪と不平等に大きな焦
点を当ててきた。初期のHDRは、不平等を勘
案するためにHDIの所得次元に調整を加えた。
HDR1997年版とHDR1998年版では人間貧困指
標が導入され、HDR2005年版は人間開発にお
ける不平等を掘り下げた。40 多くの国別HDR、
たとえばロシア連邦（1998年）やモンゴル（2007
年）もまた、貧困と不平等をローカルレベルで
掘り下げている。
　平等とHDIは系統的に結びついている。
HDIで優良な国は平等度が高い。この結果は、
不平等の削減、つまり国民全体とジェンダー
間、あるいは集団間の不平等削減が保健、教育、
経済成長における全体的成果を向上させうる
という調査分析と一致している。41

　しかしHDIと不平等の関係については、な
おもかなりのばらつきが残っている。ことに
HDI下位・中位国で、その傾向は著しい。た
とえばナミビアとキルギスタンはHDIがともに
0.6でありながら、不平等はナミビアのほうが3
倍近く大きい。42 加えて第1 〜 3章で示したよ
うに、ある時点における2つの変数の相関関係
は、それぞれの変数における進歩が常に重な
っていくことを確約するものではない。現に所
得次元に関するデータは、各国内で不平等が
悪化していることを示している。

が自由に発言できないと感じている。2006 〜
09年に142か国を対象に行われた調査では、そ
の約3分の1の国々、つまりサハラ以南アフリカ
が大半、他にラテンアメリカ・カリブ海諸国の
多くで、少なくとも回答者の25％が、自国の「大
部分の人」は政治観を自由に語ることに恐れ
を感じていると答えている。37 またボツワナと
アイルランドを除くすべての国では、政治観を
語ることを「誰も恐れていない」とする回答は
半数未満にとどまっている。
　最後に、性的マイノリティの権利に対する
認識については近年、世界的に大きな進歩が
見られている。とりわけ、同性愛の解禁支持
をうたった2008年の国連総会宣言後の進歩が
著しい。この宣言には現在までに60か国が署
名している。とはいえ各国の法と実行におい
ては、なおも障壁が残っている。2009年時点
で76か国で同性愛は違法行為とされ、禁固数
年から終身刑までの刑罰が科されている。イ
ラン、モーリタニア、サウジアラビア、スーダ
ン、イエメン（およびナイジェリアとソマリア
の一部地域）では死刑の対象とされている。38

　2009年にウガンダ議会は、同性愛行為に終
身刑、さらに場合によっては死刑を導入する
法案を審議している。39

*　　*　　*

　総体的に見て、データは自分の意見を言え
る力と、その力の行使を可能にする制度の両
面において、エンパワーメントの向上を示唆し
ている。現在、世界の大半の人々が民主主義
国に暮らし、インドと中南米・カリブ海諸国を
中心に地方分権も加速している。しかしなが
ら、なおも多くの要因が参加を制限し、民主
化と地方分権は言うに及ばず、人権保護にお
ける進歩は限定されている。選択の能力と国
家機構の対応に対する不満足が消えていない

　過去40年間、報告されている人権侵害のレ
ベルは世界的にほとんど変わっていない。33 過
去10年間では先進国で、むしろわずかながら
事態が悪化している。その一因として、2001
年9月11日の米国同時多発テロ後に取られた措
置がある。グアンタナモ収容所での米国政府
による拘束者の不当な扱いは、赤十字をはじ
めとする人権団体によって記録されている。
そして現在、いくつかの国が厳しいテロ対策
法をもっている。たとえばオーストラリアで
2005年に成立した反テロ法は、政府の権限と
して、正当な理由を示さずに潜在的容疑者を
拘束すること、その移動を制限すること、関
連情報を求めることを認めている。そして表
現の自由にも制限を加えている。
　民主化は説明責任を高めると見なされてい
るが、保証されているわけではない。情報が

制限され、市
民参加の機会
が存在しない
場合には、特
にその恐れが
強くなる。34 説
明責任の最も
根本的な側面
は、政府が人
人の基本的な

社会的自由を保護し、マイノリティ集団への
対応を怠らないことであるかもしれない。過
去数十年間にわたり、国連の条約・規約にコ
ミットする政府が増え、各国内の機構が人権
保護に向けて進化を遂げている。35

　しかしなお多くの国が、基本的人権の保護
はおろか侵害を続けている。2009年は、26か
国の政府が危険と見なしたジャーナリストを収
監している。執行は行われていない場合が多
いとはいえ、死刑存置国も58か国にのぼる。36

　人権侵害の横行に加えて、多くの国の人々

不平等

平等とHDIは系統的に
結びついているが
特にHDI低位・中位国で
なおもかなりの
ばらつきが残っている

データは
自分の意見を言える力と
その力の行使を
可能にする制度の
両面で
エンパワーメントの向上を
示唆している
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しかしその子どもの世代は依然として平均余
命、健康状態、教育水準、基本的サービスへ
のアクセスにおいて格差をかかえやすい。そ
して貧しい人々が経済的に受けることのでき
るサービス、あるいは公的に提供されるサー
ビスの質は、豊かな人々が受けられるサービ
スよりも劣っている。
　保健に関する動向は一様ではない。途上国
24か国を対象に、富の分布の最上層と最下層
の乳幼児死亡率を調べた調査では、11か国で
は格差が拡大していたのに対し、縮小してい
たのはわずか3か国で、残りの国では横ばい状
態となっていた。57 また先進国における近年の
平均余命の伸びについて、理由の一端として
ヘルスケアの
介入効果がよ
り大きいこと、
禁煙や減煙運
動など健康へ
の意識が高い
ことなどがあ
る。それが最
も顕著にあら
われているのは教育水準の高い裕福な年配者
である。58

　全体として、保健における高所得層と低所
得層の格差は大きい傾向にあり、途上国では
なおさら著しい。たとえば乳児死亡率は、す
べての地域で最貧世帯が大幅に高くなってい
る。アラブ諸国、東アジア・太平洋諸国、ラ
テンアメリカ・カリブ海諸国は、所得分布の下
位20％の乳児死亡率がほぼ2倍の水準に突出し
ている（図4.4参照）。またインドネシアとニカ
ラグアは、所得分布の下位20％と上位20％の
乳児死亡率の格差が3倍以上に及んでいる。59

　世界全域の途上国55か国を対象とする人口
保健調査（DHS）のデータを用いた分析では、
貧困世帯の子どものうち、十分なワクチン接

悪化は、推計の手法や使用データの違いで決
まるとする指摘もある。相反する結果を読み
解くことは難しいが、根本的に一致している
点がある。それは、世界の人々の所得不平等
がかなりの高水準に及んでいることである。

重なり合う体系的な格差

　不平等は不平等を生み出しうる。つまると
ころ民主主義であろうとなかろうと、不平等な
社会とは、エリート層への権力集中度が高く、
そこでは驚くまでもなく経済・政治制度がエリ
ート層に有利に働く。1990年代にブラジルの
エリート層の教育観を見た調査では、教育を
受けた労働者は管理しにくいという理由で、
教育機会の拡大に消極的なことが少なくない
ことがわかった。また政府の政策立案者は、
労働力の高コスト化が、労働集約的な製品に
おけるブラジルの競争力低下につながること
を懸念していた。このような考え方は人的資
本と公共財への低投資、低水準の再分配、政
治的不安定につながるものであり、人間開発
を阻害する。55

　保健、教育における不平等が所得の不平等
に重なると、多重の剥奪が生じる。さらに民
族やジェンダーとも重なり合う恐れがある。56

　途上国のデータが充実するようになったこ
とで、多重の剥奪に関する理解が深まってき
ている。先進国でも、全体的なサービスへの
アクセスこそ勝るものの、分析から同様のパ
ターンが浮かび上がっている。
　所得分配における個々人の位置に基づく公
共サービスへのアクセスは、分配の底辺にあ
る家庭の多重の剥奪を反映するものである。
非所得次元の不平等の動向に関するデータは
乏しいが、一般的なパターンはあらわれてい
る。朗報としては教育へのアクセス拡大が総
じて、恵まれない集団に恩恵をもたらしている。

殺されている（第3章参照）。
　世界の大半の人々にとって、収入の最大部
分は賃金・給与である。対照的に資本所得は
富裕層に著しく集中していることが多い。この
ことから労働所得と資本所得の相対比率は、
不平等をめぐる議論において常に焦点となる。
本報告書のための調査では、過去20年間に労
働所得の比率低下が110か国中65か国（約60％）
に見られた。労働所得の比率は安定推移して
いるはずであるという事前の仮説とは反対の
結果であった。51 一部の大国、特にインド、米
国は、1990〜2008年の間に最大5ポイントの大
幅な比率低下が見られた。この現象によって、
世界全体の労働所得の平均比率は2ポイント押
し下げられている。
　この比率低下は、1970年代以降の大半の先
進国での労組組織率の低下、貿易・金融の自
由化と重なっている。ことに一部の国では従
業員の労組加入率が大幅に低下している。フ
ランスは22％から8％、オーストリアは63％か
ら35％へ低下している。52 しかし、労働協約に
カバーされている労働者の比率は、フランス
で95％、西ヨーロッパの大部分で80〜95％（た
だしドイツとイギリスは低く、それぞれ63％と
35％）といった具合に往々にしてずっと高い。
　これがHDRの当初からの立場であるが、世
界全体としての分配の公正さを見る場合には、
グローバルな不平等も関わってくる。53 グロー
バルな所得不平等の動向推計には諸説があり、
議論の分かれるところとなっている。54 たとえ
ば、所得不平等の大幅な縮小を示す推計もあ
る。これによると世界のジニ係数は、中国の
変化を主因として1970〜2006年の間に0.68から
0.61に下がっている。しかし、別の時間枠で捉
えた推計は別のパターンを示している。ある
研究によると世界のジニ係数は1988年以降悪
化しており、現在は0.71という驚くべき水準に
ある。グローバルな所得不平等の改善または

国の数の2倍を超えている。
　特に著しいのが旧ソ連諸国である。ただし
当初の不平等度が低かったために、ジニ係数
そのものは現在でも比較的低い。体制移行に
よって雇用の保障が崩れ、国家による幅広い
雇用が消えた。ベルリンの壁崩壊以前、社会
主義国の国民は10人に9人の割合で国家の雇用
下にあったのに対し、経済協力開発機構

（OECD）加盟国におけるその割合は10人に2
人であった。46 特権階級が物質的に恵まれやす
かった反面、数字にあらわれる所得格差は小
さかった。47

　東アジア・太平洋諸国の大半も20 〜 30年前
より所得不平等が高まっている。48 理由の1つ
は、急速な工業化にともなう都市部と農村部
の格差拡大であるが、農業の低成長、高等教
育への復学増加も関係している。かつて計画
経済の下にあった中国やベトナムなどの国々
では、やはり元来の不平等度が低かったこと
が格差拡大の背景にある。しかしモンゴルの
事例は、市場経済への移行が常に所得格差拡
大を伴うのではないことを示している。
　サハラ以南アフリカでは、経済的困難をか
かえた1980年代に総じて不平等が悪化したが、
1990年代と2000年代の経済成長期に大きく改
善した。49 ラテンアメリカ・カリブ海諸国では
歴史的に、高い不平等は土地と教育の不平等
な分配、技能労働者への高分配、貧困家庭に
おける高い出生率、逆進的な公共支出と結び
つけられてきた。しかしブラジル、エクアドル、
パラグアイなど、いくつかの国が、この不平等
に対する取組みに成功しはじめている。1990
年代後半以降、進歩的な政策が教育水準の低
い人々の賃金上昇、的を絞った社会政策を通
じての資産移転の高度化に結実しているよう
に見える。50

　多くの先進国における税引き前所得のより
大きな格差は、国家による再分配によって相

保健、健康における不平等が
所得の不平等に重なると
多重の剥奪が生じる
そして、さらに
民族、ジェンダーとも
重なり合う恐れがある
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乳児死亡率は3倍に及ぶ。68 パキスタンでは、
バルーチー語もしくはサライキ語を話す若者
の半数以上が4年以下の学校教育しか受けてい
ないのに対し、ウルドゥー語を話す若者の場
合、その数字は約10％にとどまっている。69 先
住民族の人々も人間開発の大半の指標で後れ
を取り、それは豊かな国々でも変わらない

（BOX 4.2参照）。
　先進国における集団的不利は、特定のマイ
ノリティ、先住民族の人々に加えて一部の移
住者集団にも影響を及ぼしている。欧州連合

（EU）で、移住者は労働人口の約8分の1を占
めながら、往々にして自分の技能を活かせな
い低賃金職に就いている。70 「不適当」な民族
性をもつことも就職に悪影響を及ぼしうる。あ
る調査によれば、伝統的なイギリス人の名前
をもつ就職希望者の68％が面接試験を認めら
れていたのに対し、民族的マイノリティ集団に
結びつく名前をもつ就職希望者の場合、その
割合は39％に留まっていた。71 マイノリティの
なかでも、とりわけ恵まれない集団がある。米
国で、アフリカ系アメリカ人の平均寿命はアジ

　さらに、異なる集団間の国際的なHDI比較
も行った。分析対象とした国々の半数以上で、
高学歴世帯と無学歴世帯のHDIには50％以上
の格差が、さらにはブルキナファソでは90％
近い格差が見られた。この格差は世界各国の
HDIランキングにおける40位の開きに相当す
る。65 アルメニア、キルギスなどの旧共産主義
諸国では格差は相対的に小さく、ボリビア、
ニカラグア、ペルーなどのラテンアメリカ・カ
リブ海諸国とサハラ以南アフリカでは格差が
相対的に大きくなっている。
　地域、民族、ジェンダーなどの特徴によっ
て特定される集団は往々にして、本来は平等
な機会をもつべき集団間の機会格差を意味す
る構造的な不利に立たされている。66 これらは
水平的不平等とも呼ばれる。
　集団的に不利となっている事例は数多い。67

ルーマニアでロマ人のHDIは国内平均を大幅
に下回り、HDIのランキングで、ルーマニアは
ボツワナよりも50位近く上であるにもかかわら
ず、ボツワナのHDIと同程度の水準にある。ロ
マ人の所得は国内平均の3分の1にとどまり、

は1960年の0.46から2000
年の0.31へと下がり、1970
年以降はすべての地域で
着実に改善している（90
年代に東アジア・太平洋
諸国が頭打ち状態となっ
たにもかかわらず）。63 そ
して第2章で見たように、
保健と教育における国際
格差は縮小している。
　所得層間の格差をさら
に系統的に探るために、
本報告書のための調査分
析として15か国の家庭レ
ベルにおけるHDIを推計
した。64 所得層を十分位

数で分けて見たところ、予測どおりのパターン
が浮かび出た。つまり上位10％のHDIは下位
10％のそれを大幅に超えていた。その格差は
最も小さかったアルメニアで1.2倍、最も大き
かったナイジェリアでは16倍に及ぶ。
　人口集団別にHDIを算出すると、いくつかの
明確なパターンが浮かび上がる。
●農村部の世帯と教育水準の低い世帯は、都
市部の世帯と教育水準の高い世帯よりもHDI
が低い。この格差の理由は、単に教育がHDI
の一部分であることだけではない。平均余命
と所得の指標も低教育世帯に対するバイアス
を示している。
●国全体のHDIが低いブルキナファソ、エチ
オピア、セネガルで、農村部のHDIは都市部
のそれを33 〜 40％下回っている。
●意外とも言える結果として、世帯主が男性
であるか女性であるかの別による明確な分布
パターンは見られない。女性世帯主家庭のほ
うがHDIが高い国（エチオピアなど）もあれば、
男性世帯主家庭のほうが高い国（エジプトな
ど）もある。

種を受けているのは40％にとどまっている。こ
れに対し、所得最上層ではほぼ3分の2に達し
ている。60 また45か国を対象とした別の最近の
調査は、所得層と都市部─農村部の間に母子
のヘルスケアに大きな不平等が存在すること
を浮き彫りにしている。ボリビアとペルーでは、
上位20％の所得層がほぼ完全に助産師へアク
セスをできるのに対し、下位20％の所得層で
その状態にあるのは10 〜 15％にとどまってい
る。助産師なしの出産の約3分の2を貧しい農
村部の女性が占めている。61

　大半の途上国では教育における平均的な改
善が、子どもの就学率上昇に結びついている。
これは長期的な不平等の縮小を示唆する。エ
ジプトでは1995 〜 2000年の間に、下位20％の
所得層の女児就学率が18ポイント上昇する一
方で、上位20％のそれは5ポイントの伸びとな
っている。またネパールとベトナムでは、同じ
期間の所得最下層の女児就学率の伸びがそれ
ぞれエジプトを8ポイント、4ポイント上回って
いる。62 この不平等縮小への流れは、教育にお
けるジニ係数に映し出されている。ジニ係数

図4.4 貧しい家庭の子どもは命を落としやすい
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X 4.2 先住民族の人々と人間開発における不平等

　世界には現在、70か国以上に推定3億人の先住民族が
5,000以上の集団で暮らしている。その約3分の2は中国
にいる。1　先住民族の人々は構造的な不利に直面し、中
核的な人間開発の成果で後れを取っている。たとえば最近
のメキシコ政府の調査分析では、極度の多次元貧困率が国
民全体では10.5％であるのに対し、先住民族では39％超
に達している。
　オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、米国で、
先住民族と非先住民族の人間開発指数（HDI）の格差は
6-18％で横ばい状態となっている。これら諸国の先住民
族は平均余命、教育水準、所得で劣っている。インドでは
指定カーストの92％が農村部に暮らし、47％が貧困状態
にある。指定カーストの人口が多いチャッティースガル州
では、州全体の識字率が64％であるのに対し指定カース
トのそれは22％にすぎない。
　先住民族と非先住民族の就学率の格差が依然として残っ
ていることを示唆するデータもある。中国、インド、ラオ

スでは地理、気候、民族差別が壁となって、多数の先住民
族や民族的マイノリティが暮らす僻地に基本インフラを提
供することが困難な状態にある。
　中南米・カリブ海諸国における土地へのアクセスとこの
種の差別に関する調査研究は、広範な経済成長へのフォー
カスが先住民族の人々に恩恵をもたらしうることを示して
いるが、格差を解消するまでには至らない公算が大きい。
先住民族の人々から提案を受け、その意見とプライオリテ
ィを組み入れたうえで、さらに目標を絞った戦略が必要と
されている。

1．中国の公式政策によれば、中国に先住民族は存在せず、「民族的マイノリティ」
という用語が使われている。
出典：Alkire� and� Santos� 2010;� Cooke� and� others� 2007;� Burd-Sharps,�
Lewis,� and� Martins� 2008;� Hall� and� Patrinos� 2010;� UNDP� 2003;� Kumar�
2010
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マハラシュトラ州では、「ラクシュミー・ムク
ティ」プログラムにより、共同所有を通じた女
性への資産移転がなされた。しかし法的改革
によって女性の資産所有が認められても、宗
教的信念や慣習法が進歩を阻害することがあ
る。女性の資産に対するアクセスを阻む宗教・
慣習法の撤回に関して、女性が交渉能力を得
るためにはコミュニティ・ベースの動産化が必
要であるかもしれない。83

　相応分以上の家事を無報酬でこなしながら、
不安定な低賃金職で働くことを余儀なくされ
ている多くの女性にとって、働きがいのある完
全な雇用へのアクセスはなおも難題となって
いる（第5章のBOX 5.2参照）。サハラ以南アフ
リカで農業以外で働く女性は少なく、労働年
齢の女性の36％にとどまっている。また同地
域の労働年齢女性の55％が雇用されているが、
うち82％は不安定な職にある。84 一部の国では
労働規制が女性の排除に寄与している。エジ
プト、ジャマイカ、パキスタンでは女性の夜間
労働や特定業種での就労が禁じられている。85

　賃金のジェンダー格差は、徐々に縮まって
はいるものの依然として大きい。比較データ
が得られない国も多いが、先進国を中心とす
る33か国で1998 〜 2002年の女性の平均賃金は

る。77 大半の国が法律もしくはそれと同等の保
護を通じて女性をレイプや人身売買、家庭内
暴力から守っているが、セクシュアル・ハラス
メントや夫によるレイプに対しては同様の保護
を与えていない。78

　女性はしばしば別の形でもエンパワーメン
トされない状態に陥っている。多くの国で、女
性は男性よりも財産や資産の保有度が低く、
また保有しにくい立場にある。そして、このこ
とが女性の絶対的・相対的地位に悪影響を及
ぼし、また夫の暴力を受ける危険も高める結
果となっている。79 ラテンアメリカ・カリブ海
地域の5か国での調査では、土地所有者に占め
る女性の割合はわずか11 〜 27％にとどまって
いる。80 ウガンダでは、女性が農業生産の大半
を担っていながら土地の5％を所有するにすぎ
ず、しかもその所有権は不安定な状態にある。
昔から使ってきた土地の所有権登記に関して、
女性による申請が認められていないこともあ
る。81

　共有地の所有におけるジェンダー平等を盛
り込んだ土地改革を成立させた国としてナミ
ビア、ルワンダ、タンザニアなどがある。82 ま
た共同所有や、資産に関する配偶者同意を制
度的に採り入れた国もいくつかある。インドの

の国で、近年の人口動態の中心的特徴となっ
ている。73 私たちは、世界各地の性別比較での
格差を比較した「失われた女性たち」に関す
るセンの推計を更新した。74 センと同じ単純化
の仮定を用いたところ、2010年の世界の「失
われた女性たち」の数は過去の推計の約1.3倍
に相当する1億3,400万人以上にのぼるという結
果が得られた。75 その多くは中国にたどること
ができるが、この悪化を引き起こしているもの
について、BOX 4.3にまとめておく。
　また女性のエンパワーメントの退行を示す
データもある。カフカス・中央アジアでは、一
部の政府指導者が「伝統的」な社会への回帰
を訴えている。そして多くの報告から、女性
のエンパワーメントができない状態をもたらす
伝統主義の高まりが示唆されている（BOX 4.4
参照）。
　多くの女性が今なお家庭内でかなりのエン
パワーメントができない状態に直面し続けて
いることは、女性への暴力に関するデータに
あらわれている。76 途上国13か国を対象とした
最近の調査は、直近1年間に平均で20％の女性
が家庭内暴力を受けていたことを示唆し、ま
た先進国での調査もかなりの虐待を伝えてい

ア系アメリカ人を13年も下回り、またサウスダ
コタ州のネイティブアメリカンの平均余命は50
年前の米国民全体の平均余命を下回っている。72

　次に、集団や国の別を問わない普遍的な差
異であり、ゆえに国際比較が可能である大き
な水平的不平等について見ることにする。す
なわち、成人と未成年の女性が直面している
不利である。

ジェンダー格差

　人間開発には伝統的に、ジェンダーによる
激しい格差がともなってきた。極めて多くの場
合、成人および未成年の女性は保健、教育、
職業で差別を受けている。そして、このこと
が女性の自由を広く阻害している。重要な進
歩、特に前述のように教育における進歩が積
み重ねられてはいるものの、女性はなおいくつ
もの面で不利に立たされている。ここでは女
性の不利に関して、より広範な構造的次元を
はじめとする諸次元を見ていく。さらに系統的
な分析は第5章で取上げる。
　最も極端な差別は、総人口に占める女性の
割合の低さにあらわれている。これはいくつも
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X 4.3 さらに増える「失われた女性たち」

「失われた女性たち」とは、出生時の死亡パターンと性比
のことを指す（女児の出生数に対する男児の出生数の比
率）。国連の推計によれば、出生時の性比は世界的に上昇
しており、1970 年代には 1.05 で安定していたのが、近
年に 1.07 のピークを記録するまでになっている。
　この世界的傾向に大きく関わっているのが、中国におけ
る男児の選好である。中国では1989年に出産前の性別診
断が禁じられ、さらに94年には性別に基づく妊娠中絶も
禁止されたが、性比は1970年代の1.07から近年の1.2へ
と上昇している。またインドでも性比は1970年代はじめ
の1.06から現在は1.08にまで上がり、さらにデリー、グ
ジャラート、ハリヤナ、パンジャブでは1.26に達している。
またアルメニアにおける出生時の性比は、1990年代後半
の1.07から現在は1.17にまで上がっている。

　対照的にアフリカにおける出生時の性比は下がってお
り、1970年代前半に1.04であったのが現在は1.03となっ
ている。この他に1970年以降、性比が安定状態にある国
の1つがモンゴルである。
　中国とインドは、性別に基づく妊娠中絶の禁止に効果が
見られないことから、この差別への対処に別のアプローチ
で臨んでいる。たとえば中国の「女の子を大切に」キャン
ペーンは、女児についてのポジティブなメッセージの発信、�
現金支給のインセンティブによる婿入り婚の奨励、娘をも
つ農村世帯の親に対する60歳からの年金早期支給を柱と
している。

出典：UNDESA� 2009c;� Ganatra� 2008;� Sen� 2003;� The� Economist� 2010;�
Narayana�2008
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X 4.4 旧ソ連諸国におけるジェンダー関係の変化

　ソビエトの支配を受けるまで、カフカス・中央アジアの
大部分は伝統的な農業社会であり、家庭外における女性の
役割は一定範囲に限られていた。アゼルバイジャン、タジ
キスタン、ウズベキスタンなどムスリムが中心を占める諸
国では、妻が夫の大家族と同居する夫方居住が習わしとな
っていた。この仕組みは、娘に対する投資のインセンティ
ブをほとんどともなわないものだった。結婚した女性は、
両親よりも夫の家族に尽くすことになるからである。
　それがソビエト支配と反宗教の国家政策の下、政府は男
性優先の伝統的習慣の多くを認めず、核家族を奨励し、親
による子の結婚の取決めや一夫多妻を禁じた。また女性の
ベールを取らせ、女児の就学も義務化した。すなわち女性
に家の外で働く機会を開いた。

　ソビエト支配の崩壊後、この地域の一部の政府指導者は
「伝統的」な社会への回帰を訴えるようになった。伝統主
義の高まりに関する多数の報告のなかに、カザフスタン、
キルギス、ウズベキスタンで、一夫多妻の復活と女性の離
婚申し立てを困難にさせるような法改正を求める動きが出
ていることを伝えるものがある。またいくつかの国で親に
よる結婚の取決め、花嫁の持参金、誘拐婚が増えている。
家庭における女性の地位低下はまだほとんど調査されてお
らず、懸念が高まるところとなっている。

出典：Brainerd�2010
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失業の大幅増加をともなった（図4.5参照）。
　世界金融危機は、米国における住宅バブル
の崩壊と金融破綻を発端として、急激に世界
の大半へ広がった。少なくとも先進国では、
大恐慌以来最悪の金融危機であった。93 そして
また、決して最後の金融危機でもない。94

　失業と貧困は急激に悪化した。3400万人が
職を失い、さらに6400万人が1日の所得1ドル25
セント未満の貧困ラインを割り込んだ。95 しか
もそれ以前に数年来の商品価格高騰の結果、1
億6000万〜 2億人が貧困に転落していた。96 先
進国の2010年の失業率は平均で9％、米国では
10％、スペインでは20％に達している。
　2009年に回復へと転じたものの、確かなも
のでは決していない。なおも「二番底」の景
気後退の危険が残っており、全面的回復に数
年かかる場合もありうる。世界規模の迅速な
協調とともに、多くの国が創意を凝らした政策
介入と大規模な財政出動によって、危機のさ
らなる拡大を食い止めている。97　急速な経済
成長をうまく制御していた途上国では、危機
のショックは比較的弱かった。1990年代後半
の東アジアおよびロシアの危機後の対応とは
対照的に、一部諸国の政府は社会支出を維持

ントラント委員会は、持続可能な開発
を「将来世代に対して、そのニーズを
満たす能力を傷つけることなく、現在
のニーズを満たす進歩」と定義した。91 

　現在の私たちのニーズの満たし方が
将来世代のニーズに害を及ぼせば、将
来世代は人間開発における壊滅的喪失
の危険に直面することになる。
　脆弱性と持続可能性について、ここ
で十分に論じることはできない。それ
にははるかに大がかりな取組みが必要
であり、私たちはHDR2011年版にそれ
を提案している。このセクションでは、
最大の重要性をもつ経済的不安定と気
候変動といった2つの側面に焦点を絞り、近年
におけるその動きを見ることにする。

職の不安定とショック

　大半の人々は自分と家族の生計を仕事に頼
り、多くの人にとって仕事を失うことは自らの
人間開発を損ないうる最も重大な出来事（死
は除くとして）となる。雇用状態は人々の主観
的な幸福感にも影響を及ぼす。したがって脆
弱性の分析にあたっては、必ず職の不安定度
と経済的不安定性の根源に目を向けなければ
ならない。世界経済が過去数十年来最悪の景
気後退と数千万人の雇用喪失からの脱出に苦
しんでいる現在、この点はことさら重要である。

■世界金融危機
　国際労働機関（ILO）による推計は、1990
年代後半から2000年代後半までの大半の国に
おける安定と向上を示している。92 失業率の急
上昇は通常、金融危機あるいは為替危機とい
ったマクロ経済的ショックの結果である。世界
金融危機はその典型例であり、特に先進国と
ヨーロッパ・中央アジアにおける解雇の急増と

*　　*　　*

　世界の不平等削減における進歩は限定的で
あり、一部に深刻な退行を伴なっている。所
得不平等はラテンアメリカ・カリブ海諸国を除
く大半の国で拡大している。その他の次元に
おける動向はデータが乏しいが、かなり大き
な格差が残り続けている。貧しい人々は多く
の次元で同時に剥奪を受け、ジェンダー間に
は激しい格差が残り続けている。このような
不平等を永続させることは、人間開発におけ
る進歩を阻害する。

つ、洪水、地震は太古の昔から起こっている。
世界最古の文学作品の1つである『ギルガメシ
ュ叙事詩』は、古代メソポタミアでの大洪水
とその後の苦しみを描いている。そして経済
危機もまた昔から起こり続けている。
　経済的・社会的一体化とともにグローバル
な脅威の危険が増したが、ローカルなまま残
っている危険もある。最も浸透性と頻度が高
い危険は、個人と家庭のレベルで生じる。危
険と脆弱性を理解するうえで、次のような基
本類型が用いられてきた。個人に影響を及ぼ
す危険は、たとえば死、家計の担い手の失職、
あるいは突然に障害を負うことなどである。コ
ミュニティの場合は自然災害がそれに当たり、
国家の場合は経済危機やマクロ経済的ショッ
クである。90

　脆弱性は持続可能性と密接に結びついてい
る。持続可能性は、人間開発における向上が
持続されうることを意味する。1987年にブル

男性のそれの69％、2003 〜 06年の数字は74％
へと上向いている。86 2006年の韓国では格差が
50％近くに達している。87 この33か国の中で最
も平等に近かったのはコロンビアで、2004年
の賃金格差が2％となっている。
　女性は男性よりも平均余命が長いにもかか
わらず、女性に男性よりも早く、その多くは5
年前に定年退職を義務づける法規をもつ国が
61か国もある。そのなかにはHDI最高位国で
あるオーストリア、イタリア、英国が含まれ、
その他にアルジェリア、パナマ、ロシア連邦、
スリランカなどがある。このような差別的政策
は女性の雇用と登用、女性への投資に対する
逆インセンティブとなりうる。88

　脆弱性は異なる人々に異なるものを意味す
る。そして、その意味は文脈によって変わる。
脆弱性（vulnerability）の語源はラテン語で「傷
を負うこと」を意味する“vulnerare”であり、
基本的概念として、幸福の減退としての脆弱
性と傷の結びつきは今も残っている。人間開
発の文脈における脆弱性は、人間開発におけ

る減退の可能
性と結びつい
ている。さま
ざまな危険（集
合的脅威ある
いは個人的事
故）によって
人間開発が脅
かされるとき、

国家と人々は脆弱になる。89

　脅威は経済危機、人為災害、自然災害、疾病、
事故といったさまざまな形で出現する。干ば

経済的・社会的一体化とともに
グローバルな脅威の
危険が増したが
一部の危険は
ローカルなまま残っている

脆弱性と持続可能性

図4.5 2008年以降の失業の反転増加
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　所得への打撃は、十分な失業救済制度の存
否によって変わる。雇用の不安定性や雇用の
減少に関する懸念から、大半の政府が失業へ
の対処に動くところとなっているが、往々にし
て対象範囲と手当てが十分でない（BOX4.5参
照）。社会的保護が存在しない場合、職を失っ
た人々は、賃金が低く脆弱性の高い非公式経
済へと移らざるをえない。109

　人間開発に対する危機の影響は明らかに所
得だけにとどまらず、より長期化する恐れが
ある。たとえば貧困家庭は子どもを退学させ
るかもしれず、そうなると子どもの将来の機会
が損なわれる。110 危機はまた乳児の死や栄養不
良も増加させ、発育に深刻な長期的コストを
引き起こす。111 推計によれば、アフリカで少な
くとも3 〜 5万人の子どもが近年の金融危機の
影響で命を失うことになると見られている。112 
悪影響はストリートチルドレンの増加、113 自殺
率と犯罪率の上昇、虐待や家庭暴力の増加、
民族的緊張にも広がりうる。114 最近のデータは、
失業の増加が生産の減少よりも長引くであろ
うことを示唆している。115

　子どもの死亡率に対する危機の影響は、し
ばしば女児に、より深刻にあらわれる。途上
国59か国での1975 〜 2004年の出生数170万人
のデータでは、GDPの1ポイント減少にともな
う乳児死亡率の増加は男児が1,000人当たり1.5
人、女児は7.4人となっている。116

　一部の途上国は今般の危機に際して、社会
部門予算を守り抜いている。117 南アフリカは財
政出動の56％を社会的保護に割り当てた。し
かしコンゴ民主共和国とミャンマーでは教員
の実質賃金が最大で40％減少し、マダガスカ
ル、スーダン、イエメンでも20 〜 30％減少し
た。サハラ以南アフリカの多くの国では、教員
と保健関連従事者への給与遅配が生じた。118 
国家収入の減少に対処するために予算削減が
必要とされる場合もあるが、現在は景気後退

るにつれて社会的保護が拡大し、公的な保険
と措置の役割が大きくなる。ダニ・ロドリクは、
より大きな政府はグローバル化にともなう危険
増加の必然的結果であると論じている。102 この
ことは最近の危機に見て取ることができる。
G20（主要20か国・地域）のほぼ半数が2009
〜 10年に失業保険給付の期間延長を行い、3
分の1以上が保険適用範囲を拡大している。103

　世界の国々の経験を見つめ直すと、失業を
減らす規則と制度の構成を特定することは不
可能であることが伺える。104 この不可知論的な
結論は、最適な労働市場機構および労働市場
の柔軟性に関する強力な仮説、たとえば世界
銀行の「ビジネス環境」指標のようなものと
は対極をなす。105

　同時に、雇用の変動と若年層の雇用不足に
取組む政府が増えている。たとえばアラブ諸
国では、その種の問題が今般の世界的危機以
前に生じていた。この問題の根源は、貧困層
へのやさしさをともなわない急速な労働力拡
大と経済成長だけでなく、ことに公共部門の
雇用保護に起因する新規雇用の不足にもたど
ることができる。106

　財政的にも制度的にも実行可能であり、か
つ先進国に対して危険を及ぼさない政策対応
の立案は、大きな挑戦である。大規模な非公
式セクターをもつ国々は制度が弱いことが多
く、公的保険と自己加入保険の併用が適正で
あるように思われる（BOX 4.5参照）。107

■危機が人間開発に及ぼす影響
　金融危機で、貧困の大幅な増加は一般的に
見られる。1990年代後半の東アジア金融危機
は、インドネシアで1,900万人、タイで1,100万
人を貧困に陥れた。2001年のアルゼンチン金
融危機は同国の貧困率を15ポイント上昇させ、
1998年のエクアドルの危機は同国の貧困率を
13ポイント増加させた。108

5％超から大幅に低下した。先進国の成長率は
2008年から6ポイント減のマイナス3.4％となっ
た。ヨーロッパ・中央アジアの一部諸国は最
大の打撃を受けたように見える。旧ソ連諸国
は成長率が2008年の5％からマイナス7％近く
へと落ち込み、貧困が著しく拡大している。100

　金融危機による打撃は先進国が最大だった
とはいえ、その影響への対処能力において途
上国の間には優劣がある。成長減速に直面し
ている途上国の40％は、すでに2009年の時点
で高い貧困率をかかえた状態にあり、経済的
な脆弱性に対処する財政的・制度的能力に制
約がある。101

■政策対応
　雇用と所得はあらゆる国において変動する
が、そのような変動に対処するための保険メ
カニズムなどの効力に大きな格差がある。米
国の失業保険制度はヨーロッパのそれと異な
る。しかしながら共通点として、国が豊かにな

または拡大した。98

　危機の影響は成長回復後も残りうる。景気
が回復しても、労働市場が好転するまでには
なお時間を要するのが通例だからである。ILO
の予測では、世界金融危機のあおりで2009年
に職を失った4,300万人は長期失業に陥る危険
に直面している。さらに、復職を断念して労働
市場から退出する人々もいる。労働力への参
加率が回復しなかった1990年代後半の東アジ
ア危機と重なるようにも見える構図である。99

　しかしながら、一部先進国（たとえばギリ
シャ）の財政の持続可能性に懸念が高まり、
世界的な波及の影も残るなかで新たな危険が
浮上している。オーストラリア、中国などは例
外であるが、総じて2000年代の経済成長率が
高かった国々ほど大きな影響を被った。中南米・
カリブ海地域の国内総生産（GDP）は縮小に
転じ、特にチリ、メキシコ、ペルーが大幅に
落ち込んだ。サハラ以南アフリカは成長を維
持したが、2009年の成長率は約2％で2008年の

B
O

X 4.5 雇用保護の方向性

　現在、約150か国が何らかの形態で失業補償プログラ
ムを運営している。多くの先進国で失業の危険は、失業
保険をはじめとするさまざまな福祉プログラムを通じて
幅広く手当てされており、ことに西ヨーロッパで顕著で
ある。大半の西ヨーロッパ諸国で現在、社会的保護への
支出はGDPの25～ 30％の水準にある。米国では、この
ようなプログラムの構築と適用が依然として薄いままで
あるが、このところの流れは失業保護の拡大へと傾いて
いる。失業手当を含む裁量的社会支出は、追加された景
気対策支出の40％近くを占めている。ただし米国の失業
者のうち、受給者は半数未満にすぎない。
　しかしながら、途上国で給付を受けている失業者はさ
らに少ない。ある推計によれば、中南米・カリブ海諸国
で何らかの形の失業補償を得ている失業者は5人に1人の
割合にとどまっている。さらにアラブ諸国、サハラ以南
アフリカ諸国では33 ～ 50人に1人となっている。アル
ゼンチン、ブラジル、南アフリカ、トルコは失業のカバ
ー率が7～ 12％、ロシア連邦は約12％である。しかし
カバーされている場合も、手当ての価値は低い。手当て
の平均水準は、それまでの賃金の約10％にとどまってい
る。途上国では依然として、人々の失業への対処は自己

加入保険など他の仕組みが中心となっている。
　チリなど一部の国は、雇用主（さらに場合によっては
被雇用者）に収入の3～ 9％を個人口座に預金すること
を義務づけている。このような手法はマクロ経済的な理
由（貯蓄率の押し上げ）からも、またインセンティブと
しても政府への動機づけとなりうるが、制度設計と実行
能力が難題であり、さらに平等の観点からも懸念がある。
すべての労働者が失業期間の必要を満たす貯蓄ができる
わけではないであろう。若年労働者や非公式セクターの
低賃金労働者は、ことにそのおそれが強い。
　普及度が高いのは公的資金による保険制度である。た
とえば、韓国とトルコの失業保険は強制加入である。労
働者は一定の拠出と適用要件を満たす必要があるが、7
～ 10か月の給付が得られる。中国では、失業手当は都市
労働力の一部分だけが対象で、また地方政府が定める給
付水準は各地域の最低賃金を下回っている。

出典：Commander� 2010;� Blanchatd� 2008;� Salehi-Isfahani� 2010;� Free�
man� 1998;� Rodrik� 1998;� ILO� 2010a;� Vroman� and� Brsusentsev� 2009;�
Robalino,�Vodopivec,�and�Bodor�2009
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環境のみに焦点を絞っている。
　このような違いはあっても、世界の持続可
能性の低下という点においては、すべての指
標が一致している。1970 〜 2008年の世界の調
整済み純貯蓄は国民総生産（GNP）比で19％
から7％へと半減以上の低下を示し、二酸化炭
素の総排出量は2倍以上に増加している（図4.6
参照）。このような世界的流れの根底にはかな
り大きな地域
格差が存在す
るが、そのパ
ターンは測定
の仕方によっ
て異なる。122

　この状況は
極めて大きな
挑戦をもたら
している。HDIの低い国々にとって高度の所得
成長の達成は必須であるが、保健と教育につ
いて見たように、グリーンな成長の達成には
新たなアイデアと技術革新の広がりがカギと
なる。
　環境的に持続不可能な生産の帰結は、すで
に目に見えるところとなっている。干ばつ、洪

水、環境的ストレスの増大は、
人々の希望実現への大きな障害
となっている。このところの気
候変動をめぐる国際協議の期待
外れの結果は、世界にとって未
曽有の脅威となる危険をはらむ
ものに対して私たちが立ち向か
おうとするならば、すべての国
のさらなるコミットメントが必要
であることを示唆している。
HDR2007/2008年版で強調され
たように、世界は、長期的な時
間枠で温室効果ガスの排出削減
を達成するためには、拘束力が

私たちはトレードオフをどう評価するのか。グ
リーン経済の政策立案において、開発と分配
への影響に十分な配慮を払うにはどうすれば
よいのか。これらの根本的な問いは注意深い
答えを必要とする。
　グローバルおよび国家レベルでの持続可能
性への取組みで、挑戦の一部は測定の問題に
かかっている。しかし合意はほとんど存在し
ていない。一部のアナリストは、持続可能性
の総合的測定を唱導している。これは、経済
が自然的資産と物理的資産の両方を消耗して
いるか否かを見る方法である。その一方で、
環境の持続可能性を他種の持続可能性と分け
て捉えようとする立場もある。より哲学的なレ
ベルでは、物理的資産の蓄積が環境劣化を補
いうるのかどうか、見解が割れている。
　既存の諸指標は立場の相違を反映している。
世界銀行の調整済み純貯蓄率は、あらゆる種
類の資産を合算する資本の総合的測定である。
つまり、資産は種別にかかわらず代替可能で
あるとの捉え方である。これに対しグローバル・
フットプリント・ネットワークのエコロジカル・
フットプリントとカーボン・フットプリント、
およびエール大学の環境持続可能性指数は、

気候変動の脅威

　人間開発における進歩の維持に対する最大
の脅威は、明白化の度を増す生産と消費のパ
ターンの持続不可能性から生じている。現在
の生産モデルは化石燃料に大きく依存してい
る。私たちはすでに、資源は有限であり、そ
れによる打撃は危険にほかならなく、これが
持続可能でないことを知っている。人間開発
が真に持続可能となるためには、経済成長と
温室効果ガス排出の密接なつながりを断ち切
る必要がある。一部の先進国はリサイクリング
の拡大、公共輸送とインフラへの投資によって
最悪の影響を回避しようとしはじめている。し
かし大半の途上国はコストの高さと、クリーン
なエネルギー源の利用可能性の低さに妨げら
れている。先進国は経済成長と温室効果ガス
を切り離す道を切り開き、途上国の持続可能
な人間開発への移行を支援する必要がある。121

　初期のHDRは環境面の脅威を取上げ、その
後は気候変動や水不足をテーマとしている。
国別・地域別HDRもこれらの問題を取上げて
いる。国家レベルの観点で捉えたもの（中国、
クロアチアの気候変動）もあれば、地域的に
重要なテーマに焦点を合わせたもの（ロシア
連邦のエネルギー、タジキスタンの水資源）
もある。しかし、個人、世代にまたがる財政的・
自然的資源の利用と分配に関わるより広い持
続可能性の問題は、現在の脅威の下ではるか
に大きな注目に値する。
　人間開発にとっての持続可能性とは何を意
味するのか、そしてそれをどう評価・測定す
るのかという概念的な問いは、まだ深く理解さ
れていない。HDIにおける向上と環境指標の
間に認められる齟齬という問題にたいして、
どのような取組みがなされうるのか。グリーン
な経済と成長には何が必要であり、それはど
のように人間開発を支援し加速させうるのか。

に対する財政出動に関して、多くの途上国が
これまでよりもはるかに大きな余力をもってい
る。119

　危機は往々にして不平等化をもたらす。数
千万もの人々が解雇される一方で、一部の投
資家など預金保護や救済措置の恩恵を受ける
人々もいる。相対的なもの、場合によっては絶
対的なものであっても、利得にあずかるのは総
じて、資産、情報、経済的敏捷性の点で上を
行く人々、そして影響力をもつ人々である。120

■長期的な観点
　厳しい影響だけにとらわれることなく、現在
の危機を長期的観点から見つめ続けることが
重要である。大恐慌以来最悪の危機というの
は先進国にとってであり、大半の途上国は
1980年代前半にさらに悪い事態に直面してい
た。また、たとえば中国やインドなど一部の国
は力強い成長を持続している。現に2010年末
時点の世界の総生産は、危機前の水準を1％上
回ると予測されている。私たちの推計でも平
均余命と就学率は伸び続け、2010年のHDIは
0.68と2007年の水準を2％上回る見通しである。
ただし、先進国のHDIはわずかな上昇にとど
まっている。所得の大きな落ち込みが保健と
教育の向上を打ち消しているためである。
　また今般の危機によって、市場規制の焦点
が大きく絞り込まれ、2000年代の好況を支え
たモデルとアプローチの持続可能性について、
大きな疑問を引き出す結果ともなっている。米
国は今年、金融規制システムの大幅改革を認
め、監督下に置く金融機関の対象拡大、危機
の根底にあったデリバティブ取引の多くの規
制、金融サービスの消費者を保護する規制当
局の創設が実現した。さらに広範な意味合い
については第6章で詳述する。

人間開発における
進歩の維持に対する
最大の脅威は
生産と消費のパターンの
持続不可能性から
生じている

図4.6 低下する世界の持続可能性

調整済み純貯蓄 （対GNP=国民総生産：％） 二酸化炭素排出総量（単位：百万キロトン）
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生まれている。
●高水準のHDIには、より大きな平等がともな
っている。しかし国内的な不平等は依然とし
て残り、多くの地域で所得格差が拡大している。
●グローバルなマクロ経済的不安定性の影は
依然として世界を覆い、現在の世界の生産・
消費パターンの持続不可能性を示す証拠と認
識が強まっている。
　これらの結果はすべて本章の中心メッセー
ジを裏づけるものである。すなわち、「よいこ
とは重なるとは限らない」である。人間開発に
ついて考えるには、金銭的な達成にとどまら
ない広範な目標を見据えなければならない。
エンパワーメント、不平等、脆弱性、持続可
能性を人間開発の物語に組み込むことは、開
発の政策と戦略の方向に関する核心的な問題
設定を意味する。そしてそれは、これまで一
定の進歩を生み出してきつつも、排他的で持
続不可能な政治および生産面での慣行をとも
なう物質的進歩のモデルを評定する必要を強
く示している。これらの意味合いについては
第6章で論じる。
　これらの側面をよりよく測定できれば、私た
ちの開発評価においてそれぞれの役割を深く
分析・理解できるようにもなる。本章では保健、
教育、所得の分配に関係して、この目標に役
立つ主要な成功事例を提示し、絶対的な剥奪
の性質と度合いにより大きな光を当てた。

あり、貧困削減の継続を必須とし、また各国
の状況や能力の違いにも即した内容の、国際
合意を必要としている。また排出を削減した
としても、私たちはすでにはじまっている気温
上昇に適応しなければならない。気温の上昇
を逆転させることは中期的な時間枠において
しかなされえない。
　総体的に見てHDR創刊後の20年間、世界の
持続可能性を高める取組み、あるいは弱者を
脅威から効果的に守るための取組みに関して、
進歩を示す証拠はほとんど存在しない。過去
数十年来最悪の金融危機の影響は今なお余波
を残し、化石燃料依存の継続は、私たちの環
境と将来世代の人間開発に修復不可能なダメ
ージを及ぼそうとしている。このような状況の
推移は、現在の世界の生産と消費のパターン
の長期的持続可能性に対して、深刻な疑問を
突きつけている。
　

*　　*　　*

　本章では、過去40年間にわたる人間開発の
より十全な評価に関わるものとして、エンパワ
ーメント、不平等、脆弱性、持続可能性にお
ける動向を考察した。
　全体の構図は入り組んでいる。
●民主的プロセスは国家レベルおよび準国家
レベルにおいて世界の大半に広がり、一部の
不利集団のエンパワーメントに明確な進歩が

　人間開発の進化の全容をつかむためには、
HDIの3つの次元を越えていかなければならな
い。保健、教育、所得におけるかなりの総体
的進歩も、依然として続く大きな不平等、持
続不可能な生産パターン、世界のさまざまな
大集団のディスエンパワーメントによる制約を
受けている。本章と第6章では人間開発の測定
と開発政策・戦略の策定に関して、このより
広い視野が意味するものを見ていく。
　HDIが人間開発の重要な中核部分をどうカ
バーし、さらに本章と巻末の統計資料に示す

新たな指標によってどう補われるのか、シン
プルなマトリクスにまとめたのが表5.1である。
表の横列は構成要素（保健、教育、有形財、
政治参加、社会一体性）、縦列はその各々の実
証的指標（欠乏、平均水準、脆弱性、不平等）
となっている。たとえば環境的な持続可能性
は、人間開発の展望とリスクに関わる脆弱性
として捉えられている。この表はまた、本年、
指標が上向いた分野（より濃い色の部分）と、
今後のHDRで取上げられる分野も示している。

5章
不平等と貧困の測定における革新

　人間開発とは、人々が自ら価値を認める生活、価値を認めるべき理由のあ
る生活を追求する真の自由を広げることである。1990年に導入された人間開
発指数（HDI）は、所得を越えて保健と教育も測定する先駆的指標であった。
人間開発報告書（HDR）1990年版は、HDIは「人々の選択肢のごく一部を
捉えるものであり、人々が高く価値づけることのある多くのもの、ごく一例
として経済的・社会的・政治的自由、暴力や社会不安、差別からの保護とい
ったものを見過ごしている事実を認めていた。このギャップは、幸福に関す
るその後の調査で強調されるところとなっている。1 地域別・国別HDRは多岐
にわたる形で人間開発の革新的な指標を創出し、またHDIと関連テーマに関
するかなりの学術研究も出来ている。

人間開発の構成要素
実証的指数 保健 教育 有形財 政治参加 社会一体性

平均水準 人間開発指数 エンパワーメントの指数

欠乏 多次元貧困指数

脆弱性  環境の持続可能性、人間の安全保障、幸福、ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の指標

不平等
不平等調整済み人間開発指数

ジェンダー不平等指数
出典：Pritchett (2010) に基づき人間開発報告書室が作成

表5.1 人間開発の測定
人間開発の新しい計器パネルに向かって

103５章　不平等と貧困の測定における革新
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　HDR創刊20周年の節目にあたる今年、最も
注目すべき革新として、不平等と貧困の3つの
多次元指標をHDRの測定に付け加える。
●139か国を対象に推計した不平等調整済み人
間開発指数（IHDI）は、保健、教育、所得に
おける不平等によって引き起こされた人間開
発の損失を捉える。この3次元における損失は
国ごとに異なり、そのレンジは教育での1％（チ
ェコ）から所得での68％（ナミビア）にまで及
ぶが、HDI低位国において格差が大きくなる
傾向にある。
●138か国を対象に推計したジェンダー不平等
指数（GII）は、リプロダクティブ・ヘルス（性
と生殖に関する健康）、エンパワーメント、労
働市場参加のジェンダー格差を捉える。GIIは
ジェンダー不平等によるこれらの達成の損失
を示し、その大きさは17％から85％となってい
る。大きな損失はアラブ諸国と南アジアに集
中している。2

●多次元貧困指数（MPI）は保健、教育、生
活水準において世帯が直面している多重の欠
乏を表す。途上国104か国の人口のうち、3分

　HDIは平均を表すものであり、その国の人々
の間に存在する人間開発の広い格差は覆い隠
される。これまでのHDRは、不平等を部分的
なもの（たとえば所得のみにおいてというよう
に）と推定するか、あるいはごく一部の国の
みを取上げていた（HDR2006年版で15か国）。
2002年のメキシコ版HDRで導入され、さらに
最近、中南米地域版HDR 3 にも取入れられた革
新をふまえて、本報告書はHDIと直接比較が
可能なものとしてIHDIという指標を確立した。
この指標は、多数の国々のHDIの各次元にお
ける不平等を表すものである。このIHDIは国
際推計に適するという統計的利点をもち、ま
たたとえば生命表からの保健データと世帯調
査からの所得データといった出所の異なるデ
ータの統合も可能にする。4 データが得られる
すべての国のIHDIに関連する一連の推計は、
巻末の「統計表3」に示す通りである。
　IHDIは保健・教育・所得の指標によって測
られる人間開発の平均水準だけでなく、その
分布状態まで勘案する。1つの社会の全個人が

「個人的HDI」をもっていると考えることは可
能である。もし全員の余命と教育水準と所得
が同じであったとすれば、その社会における
各変数の平均水準、したがってHDIは各個人
のHDI、つまり「平均的個人」のHDIと等しく
なる。むろん現実には人によって差があり、
平均のHDIは個々人のHDIと異なっている。
IHDIは、各次元の不平等の度合いに応じて平
均値を「割り引く」ことによって、余命と教育
水準と所得における不平等を明らかにする。

の1（約17億5,000万人）が多次元貧困にあると
推定される。その半数以上が南アジアに暮ら
すが、比率ではサハラ以南アフリカのほうが
高く、さらにそれぞれの地域、集団、先住民
族の間に大きな差が存在する。
　第1章のBOX1.2で述べたように、HDIは保健、
教育、所得における進歩を総体的に集約して
表すものであり、その改良は通常、指標と関
数化に関してなされる。そしてこの改良が、
開発について考えるアプローチとしてのHDIの
価値と重要性を高める。
　私たちのアプローチは、人間開発の分析方
法を拡充している多数の国別HDRから得られ
る情報をふまえたものである。実際のところ、
測定の革新は国内・地域レベルで生み出され
ている。その大半は個別的状況との関係が強
く、データ上の制約から国際的には適さない。
つまり関係性に欠ける面があるということであ
る。しかしたとえそうであれ、これらのローカ
ルな試みは価値ある洞察をもたらしている

（BOX 5.1参照）。
　知識とデータの向上は、多次元における不

人々の間に不平等が存在しなければ、IHDIは
HDIと等しくなるが、不平等が高まるとともに
IHDIはHDIより低くなっていく。この意味に
おいて、HDIは「潜在的に可能」な人間開発
の指標（つまり不平等が存在しない場合に達
成されうる最大限のIHDI）であり、IHDIは人
間開発の実際の水準（不平等を勘案したもの）
である。HDIとIHDIの差は、潜在的に可能な
人間開発の不平等による「損失」を表す。5

不平等による人間開発の損失の格差

　私たちは多次元不平等による人間開発の総
損失、各次元における損失、各国のHDIの順
位に対する不平等の影響を推計した。6 HDIの
損失平均は22％―その分布は6％（チェコ）
から45％（モザンビーク）である。損失が10
％を超えてい
る国が全体の
80％超、損失
が25％を超え
ている国はほ
ぼ40％に及ぶ

（巻末「統計
表3」参照）。
　総じて、人間開発の水準が低い国々は多次
元貧困が高くなっている。したがって人間開
発の損失が大きくなっているが、同時にかなり
のばらつきも存在する。図5.1はHDIの水準別
の最大および最小の損失と、損失のパターン
を示している。たとえばHDI低位国グループ

3つの新たな多次元指標

多次元不平等の測定―不平等調整済み人間開発指数（IHDI）

IHDIは人間開発の
平均水準だけでなく
その分布状態も
勘案する

平等と貧困の測定の革新を可能にし、そのグ
ローバルな適用によって比較が可能となり、

新たな洞察が生み出されうる。

B
O

X 5.1 測定における革新―人間開発指数の応用

　一部の国別版人間開発報告書（HDR）は、人間開発指
数（HDI）の拡大と応用によって、幸福のより幅広い側面
の評価を国家レベルで行っている。
●ボスニア・ヘルツェゴビナのHDRは社会的排除を、社
会主義からの移行および紛争後の多次元概念として検証し
ている。具体的には選挙と市民社会における政治参加、サ
ービスへのアクセス、極度の長期的排除の測定から、人口
の半数が社会的排除を受けており、また比率的に農村部の
住民、貧困層、高齢者、若年者、特別なニーズをもつ子ど
もに偏っていることが明らかになった。
●コロンビアのHDRは、自殺、避難、戦乱による荒廃（紛
争状況下での犯罪）、被統治能力、暴力に関するデータを
用いて、武力紛争が人々の生活に及ぼしている影響を示し

た。また国内各地のコミュニティとの社会的対話に基づき、
紛争の根底にある原因も分析し、自由の拡大と不平等への
取組みを解決策として特定した。さらにハイレベルの和平
交渉を補うものとして、軍事行動を越えた一連の政策を挙
げている。
●コスタリカのHDRは、市民の社会不安と人間開発の関
係を追究した。地区レベルでの市民の社会不安を測定する
新たなツールとして、治安（特に暴力と窃盗）、社会不安
の認知、個人的自由などの尺度を用いた。そしてHDIの価
値に見直しを加え、より広範な幸福の概念に基づいてコス
タリカの姿を描き出した。

出典：Gaye and Jha (2010)に基づく。www.hdr.undp.org/en/nhdr/を参照
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教育、またはその両方における不平等が所得
のそれを上回っている。損失の値域は保健で4
％（アイスランド）から59％（アフガニスタン）、
教育で1％（チェコ）から50％（イエメン）、所
得で4％（アゼルバイジャン）から68％（ナミ
ビア）となっている。
　所得不平等も非所得不平等もHDI低位国で
大きくなりやすい。しかしながら不平等とHDI
の関係は、所得よりも非所得次元のほうが強
くなっている（第3章参照）。総体的に捉えれ
ば達成と不平等の間には負の相関があるが、
個別的にはか
なりのばらつ
きがある。た
とえば就学年
数で全体平均
を下回ってい
ても、就学年
数が平均を上
回る国々と平
等度が同等の国もある。ブラジルの就学年数
の中央値は韓国のそれを大きく下回る（それ
ぞれ7年、12年）が、教育における不平等によ
る損失はともにほぼ同水準（約26％）にある。
また平均余命が同様の水準にあっても、不平
等度に大きな差が現れうる。たとえばパキス
タン（保健における損失が33％）、モンゴル（同
23％）、ロシア連邦（12％）のように。出生時
平均余命における不平等は乳幼児死亡率によ
る部分が大きい。
　このような結果は不平等の多次元測定の価
値を表し、また潜在的可能性をもつ政策を指
し示している。保健と教育におけるばらつきは、
政策立案者にとって大きな挑戦である。保健
に関しては、裕福な人々と貧しい人々の公共
サービスへのアクセスにおける格差を縮める
必要がある。7 第2章で見たように、学校教育も
大部分が公的に提供されており、したがって

では、モザンビークの人間開発の損失が45％
超であるのに対し、ガーナのそれは25％であ
る。HDI高位国グループではペルーの損失が
31％、ウクライナは8％である。先進国で最大
の損失は韓国の17％弱である。
　HDIに最大の損失を被っているのはサハラ
以南アフリカの人々で、その原因は3つの次元
すべてにおける大きな不平等にある。次いで
南アジア、アラブ諸国となっている（図5.2参
照）。南アジアは保健と教育に大きな不平等を
示しており、インドの教育におけるHDIの損失
は41％、保健におけるそれは31％となっている。
アラブ諸国におけるかなりの損失は、総じて
教育の不平等な分布に原因をたどることがで
きる。たとえばエジプトとモロッコは、ともに
教育における不平等が主要因となってHDIの
損失が28％となっている。その他の地域では、
1つの次元における不平等がより直接的に損失
につながっていると見ることができる。
　人間開発における不平等が最も小さいのは
先進国である。東アジア・太平洋諸国も特に
医療と教育へのアクセスにおいて達成度が高
く、またヨーロッパ・中央アジアの旧ソ連諸国
も3つの次元すべてで平等度の高い分布を示し
ている。
　異なる時点でのIHDIを算出することによっ
て、不平等の諸側面の変化を推定して比較す
ることができる。一例としてブラジルの場合、
不平等によるHDIの損失は2000〜05年に約31
％から28.5％へ縮小しているが、その背景には、
保健で3ポイント、教育と所得で各2ポイントと
いった具合に3つの次元すべてにおける不平等
の縮小がある。

しばしば損失は所得よりも 
保健と教育において大きい

　全体の3分の1以上の国々で、保健もしくは

全体の3分の1以上の国々で
保健もしくは教育または
両方の不平等が
所得の不平等よりも
大きくなっている

図5.1 不平等は人間開発に大きな影響を及ぼす
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出典：人間開発報告書室のデータベースを用いて人間開発報告書室が算出

図5.2 サハラ以南アフリカ、南アジア、アラブ諸国の人々は
人間開発の不平等によって最大の損失を被っている
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にもつながる。各国政府、市民社会、また、
国際労働機関（ILO）や、経済協力開発機構

（OECD）、世界銀行、世界経済フォーラムを
含む国際的な枠組みによる組織的取組みのお
かげで、1990年以降、ジェンダーの視点を盛
り込んだ公表データが大幅に増えている。
　最初のグローバルなジェンダー指標はHDR 
1995年版で導入された。ジェンダー開発指数

（GDI）とジェンダー・エンパワーメント指数
（GEM）がそれで、その発表は北京での第4回
世界女性会議の開催直前であった。GDIは
HDIの各次元における不平等に目を向けた。9 
GEMは政治参加（国会議員の女性比率によっ
て測られる）、経済参加（高位の専門職に占め
る比率）、経済的資源に対する力（所得格差）
に焦点を置いた。この2つの先駆的試みは年次
報告を重ねるとともに一定の社会的注目を集
め、ジェンダー別データの収集・分析の重要
性を示すところとなった。GDIとGEMはとも
に、妥当性と信頼性のあるジェンダー指数の
確立をめぐる議論を引き起こした。10

　GDIとGEMに対しては、次のような3つの欠
点が指摘された。11

●絶対的な達成と相対的な達成を1つにまとめ
ているため、所得の絶対値が低い国は、たと
えジェンダー平等が完璧であったとしても指

　ジェンダー不平等は、依然として人間開発
に対する大きな障壁である。1990年以降、未
成年女性と成人女性は大きな前進を遂げてい
るが、ジェンダー平等を得るには至っていな
い。このセクションでは、ジェンダー不平等を
測定・モニタリングする方法について見ていく
とともに、多次元不平等の測定方法をジェン
ダーに拡大適用する。ジェンダー不平等指数

（GII）も実験
的試みとして
導入するもの
であり、教育
の成果、経済
的・社会的参
加、女性特有
の保健問題を
含める点にお
いて、また国

家レベルでの複合的不平等を捉える点におい
て固有の特性をもち、ジェンダー平等の既存
のグローバル指標に重要な進歩を付け加える。
データが得られるすべての国の一連のGII推計
は巻末の「統計表4」に示す通りである。
　女性の不利益の指標は問題への認識度を高
め、ジェンダー平等の目標に対する進歩のモ
ニタリングを可能にし、また政府の説明責任

える。しかしデータと技術的な問題から、まだ
不平等の重なり、すなわち同じ人々が単一の
欠乏のなかにあるのか、それとも複合的な欠
乏のなかにあるのかを捉えるまでには至って
いない。8 実験的試行の継続とともに、フィード
バックとデータの拡大に応じて改良されていく
ことになろう。

平等なアクセスの促進にはさらなる努力が求
められる。

不平等調整済み 
人間開発指数（IHDI）の限界

　IHDIは、HDIによって測れない不平等を捉

ジェンダー不平等の測定―ジェンダー不平等指数（GII）

　各次元における格差が相互に結びついてい
る場合、GIIは高くなる。すなわち、各次元の
ジェンダー格差の相関関係が強いほど指数は
高まる。13 これは各次元の補完関係の認識、た
とえば教育における不平等が、職業機会への
アクセスや妊産婦死亡と相互関係をもちやす
いという認識をふまえている。14 多重的不利は
ジェンダー不平等の重要な側面であり、それ
を捉えることはGIIの大きな利点である。この
点は、データの制約が次元間の相互関係把握
の妨げになるIHDIと対照的である。さらにGII
は、1つの次元における低達成が別の次元の高
達成によって完全に補われることのない構造
にもなっている。

次元と指標

　図5.3はGIIの次元と指標をまとめたものであ
るが、世界の成人・未成年女性の境遇の測定
に関して大きなデータの制約があることを示
唆している。以下、それぞれについて簡略に
述べていく。

■リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関
する健康）
　女性のリプロダクティブ・ヘルスを測定す
る指標は2つある。妊産婦死亡率と15 〜 19歳
の女性の1000人当たりの出生数である。15 妊娠
期の女性の幸福は本質的な重要性をもち、社
会における女性の地位を明確に示す。出産時
の死亡リスクは基礎教育、十分な栄養、避妊具・
避妊薬へのアクセス、妊娠期医療、十分な技
能をもつ助産師の介助を通じて低下する。し
かしながら、多くのサービスが安価であるにも
かかわらず依然としておびただしい数の女性
が、この種のサービスをうることのできない境
遇にある。
　妊産婦死亡率の国際格差は極めて大きく、

数が低くなってしまう。GDIはジェンダー不平
等を勘案したHDIの調整値であり、したがっ
て全体の達成と格差の両方を測る。ところが、
しばしば後者だけを示すものと誤解されてい
る。
●データの欠損部分を補うために、かなりの
データ代入が求められた。どちらの指標も相
対的な所得比率の算出に際し、全体の4分の3
以上の国について部分的なデータ代入を行っ
た。所得はHDIとGDIの差を分ける最大の要素
であるため、そのようなデータ代入は特に問
題が大きかった。
●GEMのほぼすべての指標に都市部エリート
層寄りのバイアスがかかっているという点、ま
た先進国との関係が強い一部指標を用いてい
るという点を論拠とする批判もあった。
　このような問題の一因はデータ面での大幅
な制約にあり、それはいまなお続いているが、
GIIは最大の批判点に応えるものである。すな
わち、GIIはデータ代入に依拠しない。女性に
決定的重要性をもつリプロダクティブ・ヘルス、
エンパワーメント、労働市場参加という3つの
次元を含むGIIは、この3つの次元を1つの複合
指数として捉える。それというのも、エンパワ
ーメントと開発を同時に考慮することに重要な
補完性が反映されるからである。12 加えて、GII
の構成指標はいずれも一国の全般的開発水準
とは何らの関係ももたないものであり、したが
ってジェンダー格差が低水準にあれば途上国
も比較的良好なパフォーマンスを示しうる。
　このアプローチは不平等に対するアプロー
チとの一貫性ももち、国家のレベルで女性と
男性という2つの集団を比較し、両者間の不平
等だけに着目する（詳細は巻末「テクニカル
ノート3」を参照）。GIIもIHDIと同様、主要次
元におけるジェンダー不平等による達成損失
を捉え、その値域は0（各次元に不平等が存在
しない）から１（完全に不平等）である。

ジェンダー不平等はなおも
人間開発に対する
大きな障壁である
未成年女性と成人女性は
1990年以降大きな前進を
遂げているがジェンダー平等を
得るには至っていない
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指導層と社会全般における女性の存在感を映
し出すものであり、長年にわたって上昇してき
ているが、それでもなお世界全体の平均は16
％にすぎない。2008年にルワンダの国会は、
女性が多数を占める世界初の国会となった。
　教育水準の向上は、女性が自分たちの置か
れた状況について問い、考え、行動する力を
高め、また情報へのアクセスも広げることを通
じて女性の自由を拡大する。教育を受けた女
性はやりがいのある仕事に就き、社会の議論
に参加し、自分と家族の健康を大事にし、さ
まざまなイニシアチブを取れるようになりやす
い。私たちは中等以上の教育に焦点を当てて
いる。

■労働市場
　女性の労働市場参加には就業者と未就業者

（求職中の）、パートタイム就業者が含まれる
が、2008年に51％前後で頭打ち状態となって
いる。17 アラブ諸国の女性の労働市場参加率は
1980年以降、約9ポイント上昇して2008年に27
％となっているが、それでもなお世界平均の

所得が同様の水準にある国々の間においてさ
え開きは大きい。イランは1人当たり所得でコ
スタリカを上回るが、その妊産婦死亡率はコ
スタリカのそれの4.5倍に及んでいる。インド
ネシアは1人当たり所得でモンゴルをやや上回
るが、妊産婦死亡率はモンゴルの9倍以上に達
している。米国の妊産婦死亡率はアイルラン
ドの11倍で、世界で最も高い。
　リプロダクション（生殖）はリスクを伴うだ
けでなく、しばしば早すぎる訪れが健康と将
来機会を損なう結果となっている。15〜19歳
の女性の1,000人当たりの出生数として測られ
る10代の妊娠は、母子の健康リスク拡大に結
びつき、若い女性の就学を妨げやすい。そし
て往々にして、将来の道が、よくても低技能
職止まりになってしまう。16

■エンパワーメント
　女性は昔から、あらゆるレベルの政治の場
において不利に立たされてきた。私たちはこ
の不利を捉えるために、国会議員の男女比を
用いている。国会議員に占める比率は、政治

な問題意識から取組みを見直すことが不可欠
である（第6章参照）。

半分ほどの水準である。18

　労働市場参加は有用な
指標ではあるが、労働市
場における職種による隔
離や賃金のジェンダー・
ギャップを捉えない（第4
章参照）。所得の性別集
計という直接的指標が得
られる国はまだ十分な数
に達していない。19

■測定されていない次元
　女性の幸福には、たと
えば時間の使い方、資産
へのアクセス、家庭内暴
力、ローカルレベルでの
エンパワーメントといっ
た重要問題も関係する
が、信頼性のある新しい
データが得られない（BOX5.2参照）。問題点
の認識をさらに高め、公的議論と政策立案を
支える情報基盤を拡大するうえで、このよう

図5.3 GIIの構成要素
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出典：人間開発報告書室

B
O

X 5.2 データ面での制約によって含まれていない重要なジェンダー問題

　ジェンダー・ロール（役割）は、男性と女性の時間の使
い方に影響を及ぼす。多くの女性が労働力として働きなが
ら家事や世話の負担も背負っている。その分、余暇が減り、
ストレスと疲労が増している。時間の使い方が幸福に及ぼ
す影響については理解が深まりつつあるが、情報が全般的
に得られる、すなわち定期的に収集されるまでには至って
おらず、したがってグローバルな指標には含まれない。
　女性による経済的資産の所有は単独所有か配偶者との共
同所有かに関する情報は不可欠であり、わけても不動産の
重要性は高い。しかしながら、その情報は十分な範囲で得
ることができない。国連食糧農業機関（FAO）には、ジェ
ンダーと土地所有に関して次の6つの事柄を網羅する新し
いデータベースがある。その6つとは法的枠組み、土地所
有権、国際条約、慣習法、市民社会組織、土地利用統計で

あるが、データは100か国未満にとどまっている。
　女性に対する暴力は不幸にしてかなり横行しているが、
国際比較が可能な形で資料にまとめ上げられていない。世
界保健機関（WHO）の推計によると、身体的・性的暴力
を受けたことのある女性の割合は一部諸国で71％にも達
している。
　意思決定への参加に関しては、コミュニティレベルの指
標が有用となる。たとえば議員や指導者の数などで、イン
ドなど多くの国々で女性が重要な地位を占めるようになっ
ている。しかしながら、比較可能なデータはごく一部の国
についてしか得られない。投票者数の男女別集計も同様に
データが乏しい。

出典：Agarwal 2003; UNDESA-DAW-CSW2010; Desai 2010

図5.4 HDIの水準別に見たジェンダー不平等による大きな損失
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トジボワール、リベリア、中央アフリカ、パプ
アニューギニア、アフガニスタン、マリ、ニジ
ェール、コンゴ民主共和国、イエメンで、GII
平均値は0.79となっている。このほかにベナン、
マラウイ、サウジアラビア、シエラレオネもジ
ェンダー不平等が大きい。サウジアラビアは
人間開発の水準が高く、HDIは0.75で世界55位、
1人当たり所得も2万5,000ドルに迫る。さらに
女性の教育水準も良好なレベルにありながら、
女性国会議員は皆無に近く、女性の労働力参
加率も男性の4分の1の水準にとどまっている。
これらの原因から、サウジアラビアのGIIは
0.76で138か国中128位となっている。
　地域別のパターン分析からは、世界全域で
リプロダクティブ・ヘルスがジェンダー不平等
の最大要因となっていることが読み取れる。
アラブ諸国と南アジアはともに女性のエンパワ
ーメントの弱さが特徴的である。アラブ諸国
の女性は不平等な労働力参加の影響も受けて
いる。女性の政治参加ではサハラ以南アフリ
カがアラブ諸国、ヨーロッパ・中央アジア、南

アジアを上回っているが、エンパワー
メントは教育における格差によって打
ち消されている。ヨーロッパ・中央ア
ジア諸国では女性国会議員がごく少な
い。ただし教育水準と雇用では平等に
近い状態にあり、妊産婦死亡率も低い。
　より広く見ると、最低位にある国々
はいずれも女性の幸福の複数次元にお
いて惨憺たる記録をもっている。最低
位20か国の平均で妊産婦死亡率は出生
10万当たり約915人、15〜19歳の女性
1,000人当たりの出生数は111人で、世界
平均のそれぞれ273人と54人を大きく超
えている。さらに加えて、女性国会議
員の数も男性議員のわずか8分の1にす
ぎない。
　ジェンダー不平等と、HDIの不平等

ジェンダー不平等における 
極めて大きなバリエーション

　GIIの値域は0.17〜0.85となっている（達成の
損失では17〜85％）。図5.4は、HDIの側面別の
最大・最小損失を表している。ジェンダー平
等に最も近いのはオランダで、その後にデン
マーク、スウェーデン、スイスが続く。ジェン
ダー平等に最も近い10か国のGII平均値は0.23
である。オランダの妊産婦死亡率は極めて低
く、15 〜 19歳の女性の1,000人当たりの出生数
も世界有数の低さとなっている。また教育水
準、政治参加、雇用も平等に近い状態にある。
先進国のなかでジェンダー平等から最も遠い
のはカタールであり、またサウジアラビア、イ
ラク、イエメンはHDIの水準別グループのなか
でそれぞれ最も平等からかけ離れている。
HDI低位国のなかで最もジェンダー平等に近
いのはブルンジで、中位国では中国が最もジ
ェンダー平等に近い。
　最低位10か国は、降順にカメルーン、コー

て、指標の一部にエリート層寄りの偏向（たと
えば国会議員の男女比率）が残っている。そ
れでも不平等を勘案する調整は、ほぼ140か国
における女性の地位に重要な新しい光を当て
る。21 また幸福とエンパワーメントのジェンダー
格差に洞察をもたらす点で、GIIは、連鎖的不
利益の克服に向けた予防的な公共政策の重要
性を強く示すものでもある。

な分布による損失の間には強い相関関
係（相関0.87）がある。これは、人間開
発の分布に不平等を抱える国は男女間
にも高い不平等があるということ、ま
たジェンダー不平等の大きな国は人間
開発の分布にも不平等があるというこ
とを示唆する（図5.6参照）。20

　どちらの面においても劣悪な状態に
ある国として中央アフリカ、ハイチ、モ
ザンビーク、ナミビアなどがある。こ
の4か国はいずれも不平等による損失が
40％以上、ジェンダー不平等による損
失が70％以上に及んでいる。また、不
平等による損失が21％前後、ジェンダ
ー不平等による損失が58％前後という中位水
準にある国としては、メキシコ、タイなどがあ
る。さらに不平等による損失が10％未満、ジ
ェンダー不平等による損失が22％未満といっ
た具合に、どちらの面でも優良な国としては
デンマーク、オランダ、スウェーデンなどがあ
げられる。

ジェンダー不平等指数(GII)の限界

　GIIは完璧なものではない。欠点の1つとし

貧困の測定──多次元貧困指数

　人間開発にとって、欠乏という視点は根本
的意味をもつ。貧困の次元は所得の域を大き
く越え、健康と栄養の貧しさ、教育と技能の
乏しさ、生活の貧しさ、住環境の悪さ、社会
的排除、参加の欠如にまで及ぶ。本報告書の
ためのフィールド調査（BOX5.3参照）から、
世界全域で、人々が経験させられている貧困
の実態が浮き彫りにされている。貧困は多面

的なもの、したがって多次元的なものである。
　金銭を基準とする測定はむろん重要である
が、その他の次元における欠乏も考慮に入れ
る必要がある。なぜなら多重の欠乏のなかに
ある家庭は、所得の貧困指標が示唆する以上
に悪い状況に置かれている公算が大きいから
である。22

　MPI（多次元貧困指数）は、能力アプロー

図5.6 不平等による人間開発の損失比較
ジェンダー不平等と多次元不平等による損失の比較
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ジェンダー不平等の最大要因
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計表5」に示す通りである。
　この新たな指標は、1997年に発表が始まっ
た人間貧困指数（HPI）に代わるものである。24 

先駆的指標であるHPIは、各国の平均値を用
いて保健、教育、生活水準における総体的な
欠乏を表す。特定の個人、世帯、大集団の多
重的な欠乏を捉えることはできない。25 MPIは
多重の欠乏のなかにある人々の数、その人々
が直面している欠乏の平均数を捉えることに
よって、HPIの欠点を埋める。また次元別の内
訳も分かるため、状況や状態の推移とともに
多次元貧困の構成がどう変化しているのか、
地域や民族集団ごとに読み取ることができる
―したがって政策立案に有用な意味をもつ。

多次元貧困の総合パターン

　MPIは多次元貧困人口調査（多次元の貧困
下にある人々の比率）の産物であり、多次元
貧困世帯が直面している欠乏の平均数（すな

チに立脚して、貧しいコミュニティにおける実
態調査や、形成されはじめた国際的な合意を
ふまえて、一連の次元をカバーするものであ
る。しかしながら、その測定には対象世帯の
すべてのデータが必要であるために、測定の
次元はおのずと限られることになった。たとえ
ば他の重要次元の評価に必要な情報収集を図
る調査には、労働、エンパワーメント、消費に
関するデータに不備があるというように。非正
規労働、エンパワーメント、暴力からの安全、
人間関係（社会的な資本および関心）などの
中核分野において、さらなるデータが必要で
ある。そこで第6章で再びこのテーマに戻る。
　シンプルかつ政策への意味ももつMPIは、
より広いアプローチによって金銭を基準とする
手法を補完する。23 HDIと同一の3次元で家庭
レベルでの多重の欠乏を捉え、平均貧困人口
と貧困世帯が直面する欠乏を明らかにする。
データが公表されているすべての国々につい
て、MPIに関係する一連の推計は巻末の「統

B
O

X 5.3 貧困―インドネシア、ケニア、マダガスカルの現地から

　70歳になるジエムは、インドネシアのジェナール郊外
で夫と息子夫婦、孫と暮らしている。夫のドジョジョは盲
目で働けない。息子のパニニョには知的障害があり、農場
の刈り取り作業員として1日1.10ドル相当の収入を得てい
る。ジエムも昔は農場で働いていたが、いまはコメの落ち
穂拾いをしている。収入にはならないが、食料の足しには
なる。ジエムの家では誰も小学校を出ていない。彼らは、
生活水準の複数の指標において欠乏に直面している。たと
えば土間の家で電気も水道もなく、炊事用燃料にも事欠く
生活をしており、さらに栄養も足りていない。
　30歳のサローミは、ナイロビのルンガルンガというス
ラムで夫と娘6人と生活している。夫は近くの工業団地で
仕事がある時だけ働きに出るが、日数は多くない。サロー
ミは子どもの世話があるので働けないが、近所の家の水汲
みをしてわずかな稼ぎを得ている。家には電気も水道も衛
生設備もない。サローミは7人の子どもを産んだが、1人
は数年前、生後4か月で亡くなった。6歳の娘メラーは姉
たちと小学校に通うはずだったが、300ケニアシリング（約
4ドル）の手続料が払えなかった。6人の娘は14歳から生
後3か月まで。サローミと夫は食事を用意できないことも
あり、隣人たちの助けに頼っている。「子どもたちに食べ

させてやれないことが心配」だと、サローミは言う。サロ
ーミの家庭は保健、教育、生活水準において欠乏のなかに
ある。 
　マダガスカルのアンタナナリブにある最貧地区の1つ、
マナリンツォアにいる33歳のリディアは、兄がつくった
小さな掘立小屋で水道も電気もない土間暮らしをしてい
る。地代は月額2.30ドル相当。夫は4年前に出て行き、娘
4人と孫1人をかかえている。ゴミのペットボトルや空き
缶、靴、端切れなどを拾い集めては売り、1日31 ～ 63セ
ント相当の収入を得ている。ふつうは朝5時に起き、市場
で売り物をする場所を確保する。それから家に戻って子ど
もたちと朝食をとる。たいていはコーヒーだけで、たまに
だけパンを食べる。リディアが市場にいる間、長女のハシ
ーナが家事をする。食事らしい食事は夕食だけで、休みの
日だけ昼食を買う。一番下の4歳と6歳の娘も、食べ物を
買うためにくず鉄拾いや物乞いをしている。リディアの家
庭は教育と栄養に加えて、電気もトイレも水道もない土間
暮らしという生活で複数の指標において欠乏のなかにある。

出典：人間開発報告書の予備調査の一環として実施されたフィールド調査。
Alkire and Santos (2010) を参照

なかにある。26 たとえば栄養不良の家族がいる、
子どもを失った、5年以上の教育を受けた家族
がいない、学齢期の子どもが就学していない
などの世帯、あるいは炊事用燃料、衛生設備、
水道、電気、床、資産のない世帯に暮らす人々
である。
　現在、貧困の尺度として最も広く用いられ
ているのは所得貧困であり、国内の貧困ライ
ンまたは国際基準に従っている。予備分析の
結果によるとMPIは、重なり合いながらも際立
っている貧困の諸側面を捉えている。各国の
所得貧困の人口（1日1.25ドルの貧困ラインに
基づく）と多次元貧困の人口を比較すると、
大半の国、たとえばエチオピア、グアテマラ、
モロッコなどで多次元貧困の人口のほうが上
回る。図5.8は一部の国を抽出してパターンを
示したものである。全データは巻末「統計表5」
に示す通りである。逆に所得貧困人口の比率
が多次元貧困のそれを上回っているのは、
MPIと所得貧困のデータが得られる72か国の
うち中国、スリランカ、タンザニア、ウズベキ
スタンなど19か国である。総じて、HDIの低い

わち貧困の強度）を示す。HDIと同じく保健、
教育、生活水準という3つの次元をそれぞれ各
次元で同等の重みをもつ10の指標によって捉
える（図5.7参照）。少なくとも2つから6つの指
標で欠乏下にあれば多次元貧困世帯となる（基
準となる数は、指数全体に占める特定の指標
の重みに応じて変わる。巻末「テクニカルノ
ート4」参照）。この区別は激しい欠乏を厳格
に分けるものであり、大部分がミレニアム開発
目標に結びついている。
　明白なのは、MPIが開発度の低い国々に最
も有用であるという点で、南アジアとサハラ以
南アフリカ、中南米・カリブ海地域の最貧国
における広範な貧困を捉える。MPIは金銭的
な尺度を超えて貧困の規模を明らかにする、
これは重要な達成である。端的に言えば、
MPIは国際的合意に基づいてミレニアム開発
目標に取上げられた深刻で許容できない不利
益に関して多重的欠乏の把握と実態報告に役
立つ。
 私たちの全体的推計では、104か国の人口の
約3分の1、ほぼ17億5000万人が多次元貧困の

図5.7 多次元貧困指数（MPI）の構成要素
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いる。ギニア、マリ、ニジェールでは人口の半
数以上が貧困のなかで子どもの死を経験して
いる。またこの3か国とブルキナファソ、ブル
ンジ、エチオピア、モザンビークでは、人口の
半数以上が小学校を出た家族のいない世帯で
貧困のなかにある。
●アフリカの最貧26か国と同程度の貧困水準
にあるインドの8州は4億2,100万人の多次元貧
困人口を抱える。この数は26か国の合計人口4
億1,000万人を上回る。このようにMPIは、南
アジアの多次元貧困が強度と頻度において他
のどの地域よりも深刻であることを浮き彫りに
している。
●中国、タイを含め東アジア・太平洋地域の
大半で多次元貧困率は比較的低い。しかしカ
ンボジアでは、人口の半数以上が多次元貧困
にあると見られる。主因となっているのは電気、
衛生設備、炊事用燃料がないことである。
●中南米・カリブ海諸国における多次元貧困

が貧困の強度が低い国々（バングラデシュ、
カンボジア、コンゴ民主共和国）といった興
味深いアウトライアー（全体的分布から大きく
外れた存在）も現れている。

地域・国別に見た多次元貧困

　地域別の多次元貧困人口比率は、ヨーロッパ・
中央アジアの3％前後からサハラ以南アフリカ
の65％までの開きがある。多次元貧困のなか
にある人々の数が最も多いのは南アジアで、
次いでサハラ以南アフリカとなっている（図
5.10参照）。
●サハラ以南アフリカは多次元貧困の発生率
が最も高いが、実は最低は南アフリカの3％、
最高はニジェールの93％というように調査対
象37か国の間にかなりの格差がある一方で、
欠乏の平均率は約45％（ガボン、レソト、ス
ワジランド）から69％（ニジェール）となって

スリランカ、タンザニア、ウズベキスタンなど
が該当する。エチオピアやニジェールなど、
所得の低さに加えて欠乏がさらにひどい国々
はこれに当たらない。また個人と家庭のレベ
ルにおいて、人々が所得を栄養や教育に変換
する能力にも格差がある。たとえば、障害や
特別なニーズのある家族をもつ世帯のように。
このようにMPIは、1日1.25ドル未満をはじめと
する貧困の金銭的測定を補完する。これらの
指標の関係性は、政策に対する意味合い、方
法論的改良とともにさらなる研究の優先課題
である。
　多次元貧困の人口規模とその強度は、どの
ように結びついているのであろうか。その関係
には驚くほどの一貫性がある。すなわち、多
次元貧困人口の多い国は欠乏も多くなりやす
い（図5.9参照）。同時に、貧困人口は少ないが
貧困の強度が高い国々（ミャンマー、フィリピ
ン、ベトナムなど）あるいは、貧困人口は多い

国ほど多次元貧困が所得貧困を上回りやす
い。27

　多次元貧困人口を17億5,000万人とする私た
ちの推計は、同じ国々を対象に1日1.25ドル未
満の基準で推計された貧困人口14億4,000万人
を上回るが、1日2ドル未満を基準とする26億
人という推計は下回っている。28 大半の国につ
いて推計に開きがあるのは、いくつかの理由
による。まず第1にそれぞれの測定は概念的に
異なるため、完全に収斂することは期待され
ない。第2に、多くの途上国において所得と消
費の測定は困難である。最大の理由は非公式
部門と自家生産消費の規模にある。第3に、
MPIによって測られる資源が無償ないし低コ
ストで提供されている国々がある一方で、そ
れが就労者にとってさえ手が届かない国々も
ある―これらの理由から、サービスへのア
クセスが比較的良好な状態にある国々のMPI
は、金銭ベースの推計の水準を大きく下回る。

図5.8 多次元貧困と所得貧困の比較

MPIによる貧困人口

1日1.25ドルの基準による
貧困人口

ニジェール エチオピア
ルワンダ

タンザニア モーリタニア インド
カンボジア

モロッコ
グアテマラ

中国
スリランカ ウズベキスタン

81

55

21

42

62

26

26

54

89

3 12 16

5
14

2

46

12

29

90

39

93

66

65

77

貧困人口の比率（％）：MPIと所得貧困（一部諸国を抽出）
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図5.9 多次元貧困人口の多い国は欠乏の強度も高くなりやすい
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基本的観点は揺るがぬものとして維持しつつ、
熟考を重ね、改良を加えた成果である。幸福
の代替指標に対する関心が高まるなか、HDI
はこれまでにも増して注目を集めるところとな
っている。HDIは今後もHDRの1つの柱であり
続ける。1990年以降、入手できるデータは量
的にも質的にも向上したが、なおも極めて大き
なギャップと難点が残されている。いまなお欠
けているものの最たるものはエンパワーメント
であり、決定的重要性をもつ幸福の諸側面を
端的に捉える有効な指標である。また、環境
の持続可能性と人間開発の測定という課題を1
つに結びつけるうえで、さらなる概念的・実
証的研究が必要である。これらの挑戦につい
ては、今後の課題をテーマとする第6章であら
ためて論ずることとする。

る。第3に一部の事例においては、デー
タの欠損に対処する際に注意深い判断
が求められる。その一方で多次元貧困
の判定基準は、その世帯が少なくとも
生活水準の6つの指標、もしくは生活水
準の指標3つと保健または教育の指標1
つにおいて欠乏に直面していることで
ある。MPIはこの要件ゆえに、小さな
不正確さに対する感度が鈍くなってい
る。第4に、周知のこととして世帯内に
深刻な不平等が存在する場合もあるが、
MPIには反映されない。第5に、MPIは
貧困の人口規模を越えて貧困の強度ま
で捉えるが、貧困層内の不平等までは
測定しない。30 最後に、ここに挙げた推
計はあくまで公表データに基づくもの
であり、さらにデータの期間にも2000
〜08年の間で開きがあるため、直接的
な国際比較には限界がある。
　HDI中位国グループ（タイ、経済移
行期にある諸国、比較的豊かな一部の中南米
諸国）では、MPIによって測られる欠乏の度
合いがかなり低くなっている。しかしこれら諸
国のMPIの低さは、真の貧困が存在しないこ
とを意味するのではない。MPIに捉えられて
いなくても、金銭ベースの貧困推計といったフ
ィールド調査や補完データから、これら諸国
に貧しい人々の苦しみが現実に存在すること、
そして往々にして大きな多次元不平等が存在
することを、私たちは知っている。

*　　*　　*

　本年のHDRは、人間開発の測定という課題
を推し進めるものである。多年の調査研究と
批判論をふまえて、ここに全体およびジェン
ダー別に捉えた多面的な不平等と貧困の新た
な指標を導入するに至った。これらは、HDIの

ム並みの水準（約14％）にある一方で、
ビハール州のそれはシエラレオネ、ギニ
アと同程度の水準（約81％）に及んでい
る。図5.11はケニアの州別内訳とともに、
中央州と最貧の北東州の都市部・農村部
の内訳、外国諸国の水準との比較を示し
ている。ナイロビ州のMPIはブラジルの
それをやや上回るにすぎないが、北東州
農村部のMPIは他の諸国で最も貧しいニ
ジェールの水準を超えている。
　貧困は民族性、宗教的類縁、カースト
の別によって捉えることもできる。2009
年に開始されたメキシコの国内多次元貧
困測定は、先住系の人々の貧困を浮き彫
りにしている（第6章のBOX6.4参照）。ボ
リビアではメスティゾの貧困率が27％で
あるのに対し、先住民族ケチュア族の貧

困率はその1.6倍に達している。インドでは、
指定部族民の81％、指定カーストの66％、それ
以外の低位カーストの58％が多次元貧困にあ
る。29 さらにその他の世帯の約3分の1が多次元
貧困にあり、MPIはホンジュラスの水準を割り
込んでいる。

多次元貧困指数の限界

　GIIと同様にMPIも、主としてデータ面での
制約による欠点がいくつかある。第1に、構成
指標にアウトプット（たとえば就学年数など）
とインプット（炊事用燃料など）の両方が含
まれ、さらにストックの指標も1つ加わってい
る（子どもの死亡がそれで、最近か昔かを問
わない）。これは、すべての次元に関するフロ
ーのデータが得られないことによる。第2に保
健データが相対的に弱く、カバー範囲が十分
でなく、ことに栄養状態に関するデータが不
足している。ただしそれでも、表れているパ
ターンは妥当なものとして受け取れるものであ

率は、2％（ウルグアイ）から57％（ハイチ、
2010年の大地震前の数字）という開きがある。
●アラブ諸国では各国がかなりの異質性を示
している。多次元貧困の発生率は、たとえば
アラブ首長国連邦やチュニジアなどのように
総じて7％未満の水準にあるが、イラクは14％
強、モロッコとジブチはそれぞれ28％、29％、
そしてイエメンとソマリアは52％、81％となっ
ている。
●ヨーロッパ・中央アジアのMPIから推定され
る貧困水準はかなり低い。いくつかの国では
ほぼゼロに近く、アゼルバイジャン、エストニ
ア、キルギス、トルコが5 〜 7％、最高はタジ
キスタンの17％である。これらの数字は、基
本的サービスへのアクセスが良好な状態にあ
る国々にMPIの厳格な閾

いき

値
ち

を適用することの
限界を反映するものであって、ヨーロッパ・中
央アジアに苦難が存在しないことを示すもの
ではない。
　国内格差は政策に重要な意味をもつ。イン
ドではデリーの多次元貧困率がイラク、ベトナ

図5.11 多次元貧困の極めて大きな国内格差
―ケニアの場合
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図5.10 世界の多次元貧困人口の大半は南アジアと
サハラ以南アフリカに暮らす
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注：対象は98か国、世界の途上国人口の92％に相当。
出典：Alkire and Santos （2010） のデータを用いて人間開発報告書室が算出



　本報告書は、21世紀における人間開発の永続的重要性の再確認から論を進
めた。私たちは広範なデータをまとめ上げ、今後の針路づくりに活かすべく
現行の考え方を検証した。その検証結果は、進歩に保証があるわけではない
ものの、すでに大半の国々が用いている手段を通じて人々の生活が改善され
うることを示している。人間開発を推進する道筋はさまざまであり、各国の
歴史的・政治的・制度的状態によって固有のものとなる。

　本報告書はここまで、人間開発の測定可能
な中核的諸次元における動向とパターンに関
して、いくつかの結論に到達している。
●すべてではないが大半の国で、人々はこの
数十年来、保健と教育において着実な長期的
進歩を遂げている。
●東アジア・太平洋諸国とインドにおける大
幅な成長加速にもかかわらず、所得において
世界的な収斂は生じていない。
●過去40年間の所得における「変化」と保健・
教育における「変化」の相関関係は弱い。そ
の最も妥当な説明として、今日の途上国は過
去の時代とは異なる機会、プロセスと向き合
っているということがある。
●ただし、成長が重要でないことを意味して
いるのではない。というのも多くの能力の拡大
にとって、いまも資源の活用力はカギである。
上述の点が意味するのは、たとえ成長があや
ふやな状態であっても保健と教育における進
歩は達成されうる、ということである。
●グローバルな知識と技術が新たな選択肢と
道筋を切り開き、基本的達成のコストを押し
下げ、機会の戦略的優位性を獲得する政策に
さらなる重みを付加している。
●成功への道は多様であり、同様の状態から
出発した国々でも、その成果にはきわめて大き

な差異がある。多くの国が保健と教育に重点
を置くことによって大きな長期的成果をあげて
いる一方で、急速な経済成長に傾注している
国々もある。ただし環境の持続可能性に、そ
の高いコストが生じている場合もある。
●進歩と両立する政策と改革は、その国の制
度構造によって大きく異なり、制度的・政治的
制約に左右される。条件を異にする国々に機
構的・政策的解決を移植する試みは、往々に
して失敗に終わる。
　私たちはまた、一般的に測定されることは
少ないながらも、人間開発指数（HDI）に含
まれる各次元と同等の重要性をもつ人間開発
の諸次元における動向についても、検証を行
った。検証結果は―
●国家レベルで民主主義の公式プロセスが広
がったことにより、大半の人々が現在、民主
主義社会に暮らし、また地方選挙の投票機会
も得ている。ただし、民主主義によって説明
責任が確約されるとは限らない。
●幸福のあらゆる次元において、国家間、集
団間、個人間にきわめて大きな不平等が依然
として存在し、また所得格差が拡大している。
●現在の世界の生産と消費のパターンは環境
的に持続不可能であることを示す証拠が積み
上がっている。

6章
2010年以降の検討課題

121６章　2010年以降の検討課題
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リカ・カリブ海諸国とサハラ以南アフリカは後
れを取り続けることになる。3

　その根底にあるモデルは、過去のものより
大幅に悪い出来事あるいは大幅によい出来事
が起こることを織り込んでいない。しかし、た
とえば戦争、疫病、環境的災禍といった不測
のネガティブなショックが生じると、将来の人
間開発は阻害されることになる。また逆にマラ
リアやHIV/エイズの治療薬、紛争の停止など
ポジティブなできごとが生じれば、進歩が後
押しされることになる。
　世界人口は2050年までに90億人に達すると
予測されている。増加分のほぼすべてを途上
国が占める。先進国の人口は、人口流入がな
ければ2020年にピークを打ち、その後30年間
にわたって減少していく見通しである。このよ
うな人口面での変化が所得の上昇と相まって、
天然資源と環境に影響を及ぼすことになる。

　これまでの過去が複雑かつ非線形であった
のと同じく、いかなる将来予測もまた不確実で
ある。本報告書の予備調査で、将来的に国々
がたどる平均的な軌道は、同様のHDI水準か
ら出発した先行諸国と同じ道筋をたどるものと
してモデル化された。1 このような予測は、人間
開発の低位寄りのレベルにおいて今後数十年
間にかなりの進歩が達成されることを示唆す
る。過去の進歩に基づけば、たとえばある国
が現在のフィリピンのHDI水準からスペインの
水準にまで上がるには、70年前後かかること
になる。またニジェールのHDI水準からマダガ
スカルの水準、あるいはカメルーンの水準か
らボツワナの水準まで上がるには約25年、つ
まりほぼ1世代に相当する歳月を要する。2 世界
の研究者がまとめている所得動向予測では全
般的に、アジア諸国、特に中国とインドが先
進国との差を詰め続ける一方で、ラテンアメ

される。
　以上のような知見は、今後の人間開発の課
題に意味をもつ。人間開発に万能の解決策や
魔法の薬は存在しないが、政策立案に対して3
つのメッセージが浮かび上がっている。第1に、
今後の開発が過去の進歩を踏襲すると決め込
むことはできない。現在、多くの面で機会が
拡大しており、それは今後も続くことになろう。
第2にこれまでの経験の多様性と脈絡の個別性
は、過度に行き届いた政策の立案を否定し、
より一般的な指針の必要性を意味している。
そして第3に、新しい大きな挑戦に立ち向かわ
なければならない、その最たるものが気候変
動である。

　本報告書は
また、測定に
おける中核的
革新も導入し
た。HDIの 中
のジェンダー
格差と多次元
貧困といった
不平等を捉え
る新たな指標
が、HDIを 改

良・補完する。この革新は新たに利用可能と
なったデータと技術的進歩に立脚しているが、
新指標の導入は試験段階にあり、今後の議論
やフィードバック、データの改善によって見直

気候変動は
将来を過去と
大きく異なるものにする
最大の単一要因となる
危険をおびている
―これまでの歴史から
見込まれる
人間開発の
継続的進歩を阻害して

進歩と気候変動の脅威

政策にとっての検討課題

と、カナダやロシア連邦など寒冷地域の一部
への好影響である。5

　島嶼国の存亡にまで関わる膨大な危険に対
する認識の高まりとともに、気候変動に関する
考え方は急速に進化している。気候変動は国
際社会にきわめて大きな試練を突きつけてい
る。そして、そこに懸かっているものもまたき
わめて大きい。大部分が非可逆的であるグロ
ーバルな気候変動は、国と世代にまたがる公
正分配の問題であり、21世紀のこれからとそ
れ以降の時代に生きる数十億の人々に影響を
及ぼす。
　ここでの挑戦は、長期的な人間開発に役立
つ政策と戦略の策定によって過去を上回る向
上を実現し、これまで不利を被っていた人々
を確実に今後の自由拡大に加え入れることで
ある。人間開発が真に持続可能となるように、
炭素集約型成長の限界を克服する方法によっ
てこの挑戦を乗り越えなければならない。

気候変動は、これまでの歴史から見込まれる
人間開発の継続的進歩を阻害し、将来を大き
く変える最大の単一要因となる危険をおびて
いる。現在までのところ国際合意は困難で、
政策対応は総じて遅いが、気候変動は現実に
起こっており、人間開発を脱線させうるという
幅広い合意は明確である。気候変動は海面水
位、気象パターン、さらに場合によっては人
間の居住地域と農業生産性にも大きな影響を
及ぼす。
　ある推計によれば21世紀半ばまでに、穀物
生産に対する気候変動の悪影響が小麦価格を 
2倍以上にするといった価格高騰を引き起こ
し、世界に大きな波紋が広がることになる。
さらに悪いシナリオでは、2050年までにシリア
ル（穀物食品）の1人当たり消費量が20％減少
し、南アジアを中心に栄養不良の子どもが
2500万人増加することになる。4 農業生産への
長期的影響は場所によって異なる。大別して
途上国が多い乾燥地域と熱帯地域への悪影響

経済成長を
推進する政策と
人間開発の非所得面を
推進する政策は異なるが
重なり合う部分もある
私たちはこの重複部分に
さらなる関心を
向けなければならない

は実験的環境外に敷延されえない。7 同様に国
単位の精細なケース・スタディも、国の違いを
超えて、あるいは同じ国の時代を超えて常に
あてはまるの
ではない。た
だしケース・
スタディは、
地 域 の 政 治
的・文化的・
人類学的状態
の複雑性と豊
かさに対して
価値ある洞察

　人間開発の原動力としての政策決定は困難
である。なぜなら複雑な諸問題が存在し、デ
ータが乏しく、手法も限られているからである。
この問題点を最も端的に表しているのは、お
そらく統計的国際比較（いわゆるクロスカント
リー回帰分析）に浴びせられている批判論で
あろう。批判論はきわめて旺盛であり、政策と
成長の関係に関する分析結果が論争を招かな
いことはほとんどない状態にある。6

　しかし、他の手法も欠点をかかえている。
たとえば、慎重な評価によって特定の疑問に
対する正確な答えは生み出されうるものの、
プログラム介入の無作為化試験の結果の多く
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明責任と執行の仕組みによって。道筋は、政
治的・経済的エリート層と社会的集団との社
会契約によって変わる。そしてそのあり方は、
万人の機会と自由を拡大する政策と公共財・
サービスを国家がどのように提供するかに影
響する。このことは、人間開発の加速に最も
つながる公算の大きい政策とプログラムを考
えるうえで、文脈を真剣に考慮する必要性を
指し示している。これらは特に支援の提供を
図る開発パートナーにとって重要なポイントで
ある。
　しかしながら、制度と政策はすべて数世紀
前の出来事を全面的にふまえていなければな
らないと結論づけるのではない。もしそうだと
すれば政策の選択肢はすべて既定のものとな
り、変革への視野、とりわけ進歩的改革への
視野は自ずと厳しく限定されてしまう。幸いに
も、実証データはそうした悲観論を支持して
いない。ケース・スタディ、歴史的証拠、国
際的経験、実験的証拠のすべてがこのパズル
のピースである。これらは時として私たちに、
かなり一般性の高いレベルではありながらも、
人間開発の促進が見込める政策の特定を可能
にしてくれる。この証拠は国家レベルでも地
方レベルでも考慮、活用、応用されなければ
ならない。
　たとえば国家という主体の能力は、とりわけ
人間開発の水準が低い国において、何がなさ
れうるかということと、政治的支持を得た目標
が実行時に歪められないかどうかを左右する。
個人と集団の能力は、社会とその制度内での
力の配分、その一部分は旧来の不平等の遺産
であるが、これによって決定的に条件付けら
れる。
　となると再び、単一の戦略があらゆる場合
に効果を発揮することはないというテーマに
立ち戻ることになる。背景が問題となることは
明白である。同一の政策でも背景が異なれば

をもたらしうる。
　世界中で日々、政策がつくられ実行されて
いる。また、開発関係機関や研究者の具体的

助言も得られ
ている。開発
についての思
考とは、代替
のアイデア、
解釈、概念が
受け入れられ
ることを争う
競争空間であ
る。私たちは
これまでの歴

史と実証データをつぶさに読み解いたうえで、
動向とパターンの解釈、そして前進の道と変
革への課題設定のビジョンの下地となる人間
開発アプローチの根本的な規範理念を提示し
た。
　急速な成長は、たとえそれが持続的なもの
であっても、自動的に人間開発のより広い諸
側面における力強い進歩をもたらすところとは
なっていない。ゆえに政策は所得だけでなく、
その他の目標の促進も同時に図るものでなけ
ればならない。政策立案者にとって、いくつも
の変数を視野に入れることは可能である。経
済成長が必然的に人間成長と貧困縮小につな
がると見なすことはできないが、多くの国がこ
の2つを同時に達成している。経済成長を促進
する政策と、非所得面の人間開発を促進する
政策とは異なる。しかし同時に重なり合う部
分もある。私たちは、その重複部分と潜在的
なシナジー（相互効果）にさらなる注意を払
わなければならない。
　第3章で、人間開発の成功と失敗を分ける市
場と国家の機能を検証した。その力は、根底
にある社会契約によって形成される。すなわ
ち国家の役割と責任に関する規範と期待、説

にも手段と本質の両面における理由から重点
を置くバランスあるアプローチの重要性をまざ
まざと示している。
　さらに現在広く受け入れられているように、
成長がさまざまな目的に対する手段であるの
なら、成長における「成功」は、成長が促進
するはずのより幅広い人間開発の目標に照ら
して評価されなければならない。つまり関係
するすべての変数をテーブルに載せ、同時に
見渡す必要がある。
　開発の目標は、参加型熟議の場におけるオ
ープンなアイデアの交換を通じて議論・決定
されるべきである。この意味において目的と手
段は一体化する。エリノア・オストロムらが強
調しているように、能力拡充サービスは常に
人々が協同で生み出すのであり、子どもは教
育を「受け取る」のでなく、国家が提供する
インフラとインプットを知識の拡大に利用する
のである。同様に、人々は自分たちの健康も
協同で生み出す必要がある。10 これはセンをは
じめとする識者の論点、すなわち人々は受け
身の受益者として扱われるのでなく、開発お
よび開発を計画実行する能動的参加者である
べきだという論点と一致する。11

　この観点から私たちは、政策の優先順位と
選択肢に関する公的議論の材料として、いく
つかの要点を示したい。
●平等と貧困削減は、付加要素でなく政策立
案の最前面に位置しなければならない。たと
えば政策立案者は、雇用、成長、公共サービ
スへのアクセスを促進する措置の受益者につ
いて考える必要がある。最近の例として、イ
ンドの全国農村雇用保障法がある。これは農
村世帯の成人を対象に、年間100日間の有償労
働を保障するものである（BOX 6.2参照）。
●対立の管理、争いの解決、民族的・人種的・
階級的格差に対処する制度がすべての社会に
必要である。そのような制度を支えるには、

効果は異なりうるというコンセンサスが拡がり
つつある。8 1つの場所でも成功したものが、別
の場所でも成功するとは限らない。たとえば
モーリシャスとハイチはともに輸出加工特区を
もつ島国でありながら、モーリシャスが大きな
成功を収める一方で、ハイチは失敗に終わっ
ている。
　過去40年間の人間開発に関する私たちの検
証は、グローバルな報告書が普遍的な処方箋
を提示しても有用でないということを示してい
る。有用となるのは、政策、研究課題、議論
をいくつかの補完的な領域へと後押しするこ
とである。このアプローチから浮かび上がる
政策は、より直接的な意味合いとして何を示
唆しているのか。私たちはそれを3つの標題の
下にまとめる。すなわち中心的原則、背景、
グローバルな力である。

政策決定を周知するための 
諸原則について考える

　人間開発の促進を図る個人や集団、指導者
は、政策の選択肢に影響を及ぼす強い制度的・
構造的・政治的制約の下で活動している。し
かし過去の経験から、人間開発の適正な課題
設定のための広範な原則が伺える。
　数十年にわたる人間開発の経験から得られ
る重要な1つの知見は、経済成長だけに焦点を
絞ることには問題があるという点である。保健
と教育を向上させる方法について、私たちは
かなりの知識をもっているが、成長の原因は
それよりもずっと不確かであり、成長を逃がし
てしまうこともしばしば起こる。9 のみならずバ
ランスを逸した成長への力点は、往々にして
環境への負の影響と分配面での逆効果に結び
ついている。めざましい成長記録をもつ中国
の経験は、このようなより広範な懸念を映し出
し（BOX6.1）、非所得面の人間開発への投資

同一の政策でも
背景が異なれば
効果は異なりうるという
コンセンサスが
拡がりつつある。
1つの場所で成功したものが、
別の場所でも成功するとは
限らない。
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ながりうる。しかしこの点でもケース・スタディ
から、成功アプローチには多様なパターンが
あらわれている。一部の国は総合的な制度・
司法改革よりも、ビジネスエリートと政府の戦
略的取引に依拠している。国内公共投資には
財源として、公正かつ透明と見なされる方法
で得られる十分な収入が必要である。
●世界市場へのグローバルな一体化は成長の
重要な手段であり、所得拡大の機会をもたら
す。しかし国家政策として、貿易の完全自由
化を伴わない数々の方法によって、グローバ
ル経済への一体化を進めることは可能である。
その場合、国内的な産業政策の余地が生じる

大半の集団が加わる社会契約が求められる。
政策には所得再分配、労働者と家族が直面し
ている脆弱性の原因への対処、競争促進と投
資刺激につながる収益機会創出とのバランス
化が含まれうる。投資と革新には一定の見返
り（たとえば特許保護など）が必要であり、
第3章で見たように民間セクターは開発促進の
強力なパートナーとなりうる。
●民間および公共の国内投資が必要不可欠で
ある。外国投資と開発援助のみに頼りながら
大きな進歩を達成した国は、ほとんどない。
国内投資と企業家精神の活用は、財産権保護
の一定の枠組みがあれば社会貢献の気風につ

国のすべてが、その長期的持続に成功してい
るわけではない。社会契約と分配の摩擦に関
わる、より深い問題に目を向けることによって、
人間開発の成果を包摂性の高い政治・市場シ
ステムへと変換しなければ、短期的成果のみ
に終わる可能性が高くなる。
　明確な事実として、さまざまなタイプの政
体が効果的な人間開発戦略を追求している。
多くの国において、ビジネスと政治の連携が
人間開発を促進しうる。13 技術とグローバルな
知識の進歩とともに機会の拡大が進んでいる
が、それは同時に、人間開発における国家の

ことになる。
●環境的リスクへの対処は、政策の選択およ
び規制の策定と一体化されるべきである。気
候変動への適応と低炭素型開発の促進を図る
政策には、気候変動への抵抗力が強い作物や
家畜の開発、低炭素開発の取組みに対する資
金提供などがある。12

　戦略は一部の状況においては良好な結果を
生む可能性をもつ一方で、他の状況では失敗
に終わる可能性もある。したがって、政策と
制度の策定には柔軟性が不可欠な要素となる。
人間開発において短期的な改善を生み出した

B
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X 6.1 自由としての開発と、中国の変化する人間開発観

　1980年代に「発展は絶対的な道理である」とした鄧小
平の言葉は、経済成長を犠牲にして平等に重点を置く毛沢
東主義時代のイデオロギーに抗するものであった。当時の
中国は世界で最も貧しい国の1つであり、急速な成長は貧
困脱出と経済力強化、そして世界政治の舞台へのし上がる
道と見なされた。それから30年、中国は大望を実現した。
しかしそれは代償も伴うものであり、中国は問題に対処し
はじめている。
　中国は1970年代後半、経済成長への専心と見なせるよ
うな開発戦略を採り入れ、経済改革に着手した。そして政
府の各層および主要当局者の成果を評価するうえで、単一
の基準が採用された。地方単位の経済成長率である。
　市場経済への移行に関して、中国は常識的通念の大部分
をはっきりと切り捨てた。政治改革よりも経済改革が優先
され、改革は完全な自由化すなわち民営化を伴わずに推し
進められた。一般的な見解に反して、外国直接投資と輸出
の拡大は成長の中心的原動力になっていない。中国の成長
の大部分は、県や村による事業活動、地方政府が所有・運
営する企業を通じて生み出されている。
　中国経済は30年間にわたり年率8％の成長を遂げ、金銭
ベースの貧困指標は1981 ～ 2005年の間に80％以上も低
下した。しかしこの成功は、人間開発の他の次元における
同様の成果を伴っていない。中国は1970年以降、経済成
長率で世界のトップに立っているが、教育と保健の向上で
は135か国中79位にとどまっている。のみならず、国民
の就学率は1970年代の水準よりも悪化している。135か
国のなかで、その状態にあるのは10か国しかない。進歩
の遅さの背景には、国家の十分な支援あるいは世帯負担の
引き上げを伴わない基本的サービスの地方移管があった。
そのため公的な社会サービスは悪化し、さらに一部地域で
は破綻をきたした。
　経済成長追求への専心のコストは他の次元にもあらわれ

ている。加速度的な環境汚染が多くの地域に広がり、人々
が生活を頼る土地や水、大気に危険が及び、さらに地球規
模の影響が懸念される事態も生じている。所得不平等も悪
化している。2008年末時点で、沿海部広東省の1世帯当
たり消費はチベット自治区のそれの4倍以上に及んでいる。
　中国がこのような経済成長路線に進んだのは、アマルテ
ィア・センに続いて人間開発報告書が、この思考様式に疑
問を投げかけはじめたのとほぼ同時期であった。能力とい
うレンズを通して見ると、中国が経験していた問題は、所
得本位の開発の意味と価値そのものに疑義を突きつけてい
た。
　センの『自由としての開発』（邦訳『自由と経済開発』）
は2002年、中国人民大学出版局によって中国語版が刊行
され、その後も版を重ねるところとなっている。少なくと
も一部の方面において、この書が大きなインパクトを与え
ていることを示唆するエピソードがある。中国の医療制度
改革がピークを迎えていた2005年、中国衛生部主催の有
識者会議で出席者全員に『自由としての開発』が手渡され
たという。
　社会的不均衡の是正は現在、5か年計画の優先課題の1
つに盛り込まれている。また中国は最近、低炭素経済の構
築と気候にやさしい技術の導入・拡大を図る大がかりな新
政策構想も打ち出した。2009年には、再生可能エネルギ
ーの割合をエネルギー消費量の15％にまで引き上げ、二
酸化炭素排出量を2020年までに2005年比で40～45％削
減することを国家目標に据えた。世界最多の人口をもつ国
におけるこのような改革の成功は、世界の人間開発にきわ
めて大きな意味をもつ。

出典：UNDP China and China Institute for Reform and Development 
2008; UNDP China and Renmin University China 2010; Chen and 
Ravallion 2008; Liu 2010; Qian 2003; China NDRC 2006
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X 6.2 インドの全国農村雇用保障法

　 イ ン ド で2005年 に 成 立 し た 全 国 農 村 雇 用 保 障 法
（NREGA）は、世界史上最大規模の公的労働プログラムで、
農村部の労働者に基本的社会保障を提供するものである。
農村世帯のすべてを対象として、地域の公共事業に最低賃
金で従事する1世帯当たり成人1人に100日間の雇用を保
障している。申請後15日以内に雇用機会が与えられない
場合は、失業手当受給の権利が認められる。
　この法律は、その他に次のような特長を備えている。
●女性の参加の促進。この法律によって創出される雇用の
3分の1は女性に割り当てられ、就業地は地元の村から5キ
ロ以内の範囲に特定される。また必要とされる場合には、
就業地に託児施設を設けなければならない。
●計画立案と実施の地方分権。配分予算の少なくとも半分
は公選の地方議会によって使途が定められ、村の評議会が
プロジェクトの選定と優先順位付けを行う。
●農村部の資産の創出。労働者は、公共資産（たとえば道
路や治水ダムなど）ならびに私有地内の資産（土地改良や
井戸など）の創出に雇用される。
●透明性と説明責任の厳格な規範適用。すべての関係資料
を公開するものとし、基本的な記録（たとえば出勤記録な
ど）を積極的に公表するとともに、村の代表者による定期
的監査も行われる。
　インドは2009 ～ 10年の会計年度において、ほぼ100
億ドル相当（GDPの約1％）をこのプログラムに充てた。
プログラムへの参加世帯は5,300万世帯で、全世帯の平均
就労日数は54日となっている。恵まれない集団からの参
加も多数に及び、指定カーストと指定部族がかなりの部分
を占めると同時に、半数以上を女性が占めた。
　NREGAによる最低賃金の保証と労働環境への配慮は、
民間の労働市場においても農村部の全労働者を利する同様
の改善を求める圧力を生み出すところとなった。困窮によ
る都市部への人口移動は減速した。そして多くの農村女性
にとって、このプログラムによる収入が経済的自立の重要

な源泉となっている。ラジャスタンで暮らすハスキという
部族女性は、プログラムによって得た収入の使い道を誰が
決めるのかという質問に、「私が一家の主だから」と答えた。
　しかしながら、プログラムの実施には困難もつきまとっ
ている。このプログラムそのものの認知度は高いが、法律
の内容についてはさほどでない。「NREGA」は日常的な言
葉として定着し、学校に通う子どもも労働者の権利につい
ての質問に答えられる。しかし、法的権利としての「需要
に基づく労働」という概念を理解するまでには時間を要す
る。NREGAが労働の権利に向かって前進するには、ある
いは効果的な社会保障となるには、その認識が欠かせない。
　その他の難題としては汚職の防止、説明責任の確保、計
画立案への人々の参加拡大がある。このような難題の大部
分は、往々にして貧困層に敵対的である非効率な国家機構
によって、貧困層寄りの法律が実施される際に生じる軋轢
を反映している。NREGAの賃金支払いは当初、政府職員
と仲介代理人を通じて行われていたが、横領を防ぐために
銀行振込みへ変更された。この変更とともに、それまで余
得にあずかっていた多くの政府職員が意欲をなくした。そ
してそれが原因で賃金支払いが大きく遅れるようになり、
多大な困窮を引き起こした。
　農村部の労働者に対するNREGAの価値を浮き彫りにす
るものとして、チャッティーガル州サルグジャ県の部族民
たちから聞いた話がある。彼らはNREGAによって得た収
入を投資に回したり（雄牛や自転車など）、借金の返済、
子どもの教育、冠婚葬祭に充てていた。また農業従事者に
は、NREGAを通じた土地改良事業も歓迎されていた。そ
の結果、収穫量が倍増したという。このような反応は珍し
いものではなく、雇用保障への闘いの正当性を裏付けると
ころとなっている。

出典：Dréze and Khera (2010) に基づき、Jean Dréze と Reetika Khera が
まとめた
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が、関与を可能化する中心経路となるべきで
ある。しかしまた多くの国において、政府機
構への不信と国家への反感が高まっている。

背景を真剣に受け止める

　開発に関する考え方は、背景の違いによる
差異をさらに体系的に捉える必要がある。あ
る状況で効力をもつ政策が、別の状況では効
力をもたない原因は何なのか。私たちは、相
異なりながらも関連をもつ背景の2つの側面に
ついて考えている。すなわち国家の能力と、
政治的機会および制約である。

■能力と進歩
　政策とプログラムはすべて例外なく効果的

な国家の能力を必要とする。私たちは国
家の能力に関するデータの検証から、そ
の決定要因と原動力について理解が浅い
ままであることを知った。多くの政府職
員が日々、難しいトレードオフに直面し、
困難で不確実、資源不足の状態の中で働
き、論争を呼ぶ結果の責任を負っている。
これは最前線の看護士や教師、あるいは
政策立案の上層においても同じである。
　能力はスキルとインフラを超えて、より
抽象的な要因も反映する。能力は権力の
レベルと種別、人員と制度の組織的能力
によって形成される。また人々がどのよう
に現状を受容あるいは拒否しているか、
制度がどのように変革への期待を支援あ
るいは圧迫しているか、そして情報やオ
ープンかつ批判的な討議の広がり方も反
映される。
　私たちはこの認識から、政策立案の2つ
の一般的アプローチに対する批判へと進
むことになる。1つは、国家と規制システ
ムの良好な機能を前提とするテクノクラ

役割が今後さらに困難を増していくことを意
味する。人間開発の助けとなる可能性の高い
政策とアプローチ、そしてそのリスクの見極め
には、不確実性がつきまとう。したがって、
体系的なモニタリングとフィードバックを伴う
実験と試行錯誤が、ひときわ高い価値をも
つ。14 地方の能力も中央の能力と同等に重要で
ある、なぜなら最前線でのサービスへのアク
セス拡充に関して、中央のエリート官僚がさ
したる影響力をもたないこともあるためである。
　関係する行動主体の幅が広がり続けるなか
で、実施における選好と可能性に関する情報
を組織度の低い多様な集団から収集しなけれ
ばならない。それは市民社会を幅広く横断す
る形で行わなければならない。15 世界的な広が
りを見せている討議の民主主義というあり方

なものとして南アフリカにおけるアパルトヘイ
ト廃止、インドネシアとメキシコにおける民主
主義への移行、ネパールにおける毛沢東主義
派との和平協
定と王制の廃
止、グアテマ
ラにおける和
平 合 意 が あ
る。これほど
劇的ではなく
ても、シフト
は通常の選挙
を通じても起
こりうる―たとえばボリビアでは、先住系の
人々の権利と利益の擁護を掲げたエボ・モラ
レスが大統領に選出された。またインドでは、
社会サービスの拡充を掲げる国民会議派を中
心とする連立が政権を握った。
　大きな変革は機会をもたらす半面、移行期
の政策立案を複雑化させることもある。既得
権益が再編されたり、新たな行動主体が影響
力のある地位に就いたり、また不測の組織的
反応が起こることもありうる。たとえば、旧ソ
連圏諸国における1990年以降の「ビッグバン」
改革が生み出した結果は一様でなく、移行期
制度内での急進的な政策シフトの危険性を物
語っている。
　決定的な節目となる転換が社会契約刷新の
機会をもたらす一方で、平常期にも人間開発
の力学に影響を与えるような政策改革の余地
は存在する。しかし政策提案が実効性をもつ
ためには、国内の能力および社会契約との合
致が求められる。漸進的変革を実現する機会
は、長期にわたる大きな改革の可能性につな
がることがある。大きな変革あるいは離陸失
敗が開発の軌道に及ぼしうる影響について、
いくつかの事例が明白に示している。
●インドの1990年代前半以降の規制緩和。イ

ート的な固着状態。もう1つは制度移転という
解決手法であり、先進国で成功を収めている
制度は途上国にも移転可能であるとの前提に
立つものである。どちらの場合も、優勢にあ
る社会的・政治的な力によって制度が歪めら
れる可能性が高く、成功の可能性は低い。16 こ
の2つの道筋を取った開発計画の歴史は、高い
失敗の可能性を物語っている（BOX 6.3参照）。
　第3章で示したように、制度の働きを管理す
る方法は数多くあり、単一の介入が複雑なシ
ステムをシフトさせる力と求心性をもつことは
ほとんどない。能力開発・拡充のスピードに
は限度があり、根底にある合意によって支え
られうる以上の速さで変革を図れば、社会的・
政治的抵抗を引き起こす恐れがある。取り残
されている個人や集団寄りの方向で力の不均
衡を是正しようとする場合、その恐れはなお
さら強まる。
　組織と制度は、それぞれ能力形成の段階と
パターンを追って異なる速さで進化する傾向
にある。この点で、想定する達成時期と成果
を示す必要性の間に齟齬が生じうる。能力基
盤（すでに存在、あるいは早々に構築される
と見なされている）を考えずに楽観的目標が
設定されることもある。困難な作業に対して、
国家がその能力を得る前に取りかかれば、そ
れによって逆に能力の拡充が遅れることにな
りかねない。17 地域的な固有性および権力構造、
適正な立案および達成時期への理解を深める
ことが、このような過ちの防止に役立つ。

■政策と政治経済の重ね合わせ
　社会は外部的なショック、あるいは社会的・
政治的変化の内部的プロセスの累積的影響に
よって、大きな移行期をたどりうる。民主主義
への移行、紛争の解決は後者の例である。人
間開発報告書（HDR）の創刊以後、この種の
重要な変化が世界各地で起こっている。大き

制度の働きを管理する
方法は数多くあり、
単一の介入が
複雑なシステムを
シフトさせる力と
求心性をもつことは
ほとんどない

B
O

X 6.3 プロジェクト実施の失敗に関する
ケース・スタディといくつかの教訓

　数百あるいは数千のプロジェクト評価が実施に関わる問題をつまびら
かにしている。この種のプロジェクトは、他国で成功したアプローチを
踏襲しており、往々にして世界クラスの内容をもち、時間と資金の大規
模な投資を備えている。ところが、そのインパクトは弱いままに終わっ
ている。次の2つの例を見てみよう。
　モザンビークはほぼ20年前に紛争から抜け出した後、統治システムに
広範な変革を加えてきた。その目覚ましい進歩は、複数回にわたって選
挙が平穏に実施されたことや、1990年以降に人間開発指数が54％の向
上を記録していることに現れている。公共財政管理改革によって予算の
プロセスと記録化が強化されたが、予算の執行は依然として大部分がブ
ラックボックス状態にある。この点について質問を受けた政府当局者た
ちは、新しいルールとシステムが問題に関係していると答えている。成
功事例の移植は見た目には良く映るかもしれないが、当局側のニーズや
管理能力に合致しておらず、また政治と組織の現実も反映されていない
という。この当局者たちは、どのような種類のシステムが必要なのか、
一度として訊かれなかったという。
　ペルーは2000年代前半、司法改革にUNDPの支援を受けた。改革は新
たな機構の創設と従来の機構の強化からなるものであったが、司法シス
テムの全面再編という複雑さに構造的な惰性と地方の抵抗が加わり、転
換的変革を阻害する結果となった。
　上述の2例のような多くの開発プロジェクトは、政府の中核的責任と広
く見なされている機能に手を加えるものである。目標の達成には「よい
政策」だけでなく、取引集約型の政策遂行が求められる。そしてそのた
めには地方のニーズに対応し、地方のステークホルダー（利害共有者）
を引き込み、構造的制約とローカルな複雑性を十分に考慮に入れる必要
がある。

出典：Andrews and others 2010; UNDP Evaluation Office 2009
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師1人当たりの生徒数の増加などである。しか
しそれでも、基本的サービスの提供における
全般的な達成はめざましい。
●米国の2010年の医療改革法成立。アクセス
の平等拡大を主目的とする進歩的な医療改革
は、保守的な共和党が反対で結束するなか、
二分した議会において僅差で成立した。殺気
立つような政治的空気のなか、改革派は医療
費高騰と無保険者増加への対処をめざした。
民間保険会社、妊娠中絶反対活動団体、医療
関係業界をはじめとする既得権益層は猛反発
した。21 バラク・オバマ大統領は変革を訴えて
選挙に勝利したが、改革の機運は急速にしぼ
んでいた。法案を成立へと導いたのは戦略的
な妥協であった。22 法案内容については、公的
な柱になるものとは言い難かった。すなわちユ
ニバーサル・アクセスが提供されないという
不満や、コスト増加を懸念する声もあった。
しかし法案成立により、新たに3200万人の米
国民が健康保険の適用を受けられる見通しと
なった。
●アルゼンチンの医療業界における腐敗との
闘い。政治経済による制約は効果的な政策を
も阻害しうる。1997年にブエノスアイレス市政
は、公立病院33か所の調達責任者に調達価格
の報告を命じた。市側は報告内容を精査し、
最も高い価格で調達していた責任者たちを特
定した上で報告書を全病院に送り返した。こ
の情報が公開された後、平均調達価格は10 ～
15％低下したが、組織団体から猛烈な反発が
湧き上がり、この政策はほどなく中止された。
公立病院を利用する貧しい人々から政策中止
への抗議が起こらなかったことは、彼らのエ
ンパワーメントできない状態を反映するもので
あろう。23

　これらの事例の政策と政治的性格の複雑さ
と多面性は、簡略な記述では伝えきれない。
しかしここでのポイントは、大きな移行によっ

ンドには起業活動の長い伝統があり、確立さ
れた企業グループとネットワークもある。多く
の企業グループが独立運動を支持し、独立後
の歴代政権とも政治的関係をもった。独立後
数十年間の広範な規制は企業活動を制限した
が、国内経済界の利益を脅かすものではなか
った。1990年代の自由化は企業活動に対する
制限を取り払い、外国との競争にインド経済
の門戸を着実に開いていくものであった。つま
り効率の向上と引き換えに規制の重しを減ら
したのである。新たな部門におけるビジネス
の発展や、これまでとは異なる社会経済的集
団からの起業家の輩出が、新しい力学を物語
っている。18 しかし不平等の拡大、補完的な社
会的措置の必要性、コーポレート・ガバナン
ス（企業統治）の一部領域に関する問題、国
家と経済界の関係をめぐる激しい論争も生じ
ている。
●エチオピアの人間開発の主要側面における
大前進。エチオピアの就学率は1991年の33％
から2007年の95％へと急上昇している。1人当
たり所得が1000ドルに満たない国にあって驚
くべき進歩である。1990年以降のエチオピア
は保健と教育の向上率で世界14位、総合向上
率では11位である。この躍進はどのようにして
生まれたのか。1991年に独裁政権を打倒した
マルクス主義の下に農民の権利を擁護するエ
チオピア人民革命民主戦線は、民族連邦制と
社会経済的開発に重点を置く新政府を樹立し
て支持基盤の強化を図った。19 そして就学率を
引き上げるべく、教育が国家の優先課題とな
った。それまでの数十年間、エチオピアの就
学率は横ばいもしくは下降していた。改革の
実施には連邦政府と地方政府が共同で責任を
負い、国内での資金調達と外部支援も大幅に
拡大した。20 ただしこの規模拡大には、教育シ
ステムに負の影響を及ぼしている側面もある。
たとえば退学率の高さ、学校施設の不足、教

■グローバル・ガバナンス
　個々の国の能力では効果的に対処できない
問題もある。たとえば国際移住、公平な貿易
と投資のルール、国際的脅威、そして最も特
筆すべきものとして気候変動である。これら
の問題はグロ
ーバルなガバ
ナンスのシス
テムを必要と
する。
　人間開発に
決定的重要性
をもつグロー
バル・ガバナ
ン ス の2つ の
要素は、民主
的な説明責任
と制度実験である。25 民主的な説明責任には、
グローバルな制度が世界全域の人々と国々の
見解を適正に代表し、経済的・政治的な力の
分布における深い不平等を強めないことが求
められる。また国際金融機関のガバナンスに
おいて、途上国の意向をさらに広く反映させ
ることも求められる。具体的にはおそらく、ダ
ブル・マジョリティー方式（票数と得票率の
両方で多数を占めることを要件とする）を用
いてのこととなろう。26 制度実験とは、人々と
社会が自らの開発戦略を調整、改変、枠組み
づけられるように政策と制度を開放することを
意味する。そこに含まれるものとして、汎用的
な政策立案アプローチを前提条件とした枠組
みの見直しがある。
　むろん解決方法は、改革を必要としている
制度や取組み課題に応じて調整されなければ
ならない。しかし基本原則は広く適用されうる
―民主的な説明責任、透明性、後発途上国
の包含を促すグローバル・ガバナンス、安定
性と持続可能性をもつグローバルな経済風土、

て促されたものでなくても、ある種の政策変
更が富の創出の水準と分配、人間開発の機会
とともに、社会契約そのものを変えるプロセス
に寄与しうるという点である。インドの政策転
換は、よりオープンでダイナミックな資本主義
へと向かう長期的シフトに合致していた。なお
寡頭支配的な資本主義形態ゆえにダイナミッ
クさが損なわれる恐れは残ったものの、この
政策転換は国家と経済界の関係を明らかに変
えた。24

　その他の施策として競争あるいは規制の強
化は、市場と国家の機能シフトをより直接的に
図るものである。規制の強化に対しては、最
近の世界金融危機後のヨーロッパと米国の金
融再規制のように、その統制対象となる関係
者から異議が起こりうる。成功と失敗は、政
治的均衡と政策そのものにかかる公算が大き
い。同様に先進国でも途上国（インド、メキ
シコを含む）でも世界的に広まっている情報
関連法に組み込まれた権利としての人々の情
報アクセスの拡大を図る措置も、このタイプの
開放化の好例である。
　変革の最も重要な市場と国家という2つの原
動力の働き方を、その根底にある社会契約の
観点から理解する必要がある。社会契約は、
とりわけ国内集団の圧力に反応する形で進化
する。そうした制度プロセスを無視した政策
立案は、的外れとなる可能性が高い。

グローバル政策のシフト

　グローバルな力も人間開発の機会を生み出
し、また制約も加える。私たちは、決定的重
要性をもつ2つの次元に焦点を絞っている。そ
の1つは、より強力な原則立脚型のグローバル・
ガバナンスの必要性。もう1つは、そのような
原則に敏感な国々の間における支援と連携の
必要性である。

変革の最も重要な
2つの原動力である
市場と国家の働き方を
その根底にある
社会契約の観点から
理解する必要がある
そうしなければ
政策は非効果的あるいは
的外れになる可能性が高い
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と開発、そしてクリーン・テクノロジーの共同
開発・移転の国際的な仕組みとしても必要で
ある。
　気候変動に対する現在の対応は、大部分が
協調を伴わない地方・国家・国際レベルの取
組みになっている。地方レベルの取組みには
都市の「グリーン」規制、公共輸送における
低炭素燃料の使用（その一例がニューデリー）
などがある。国家レベルの取組みは排出削減
への自主的参加などである。国際的取組みに
はクリーン開発メカニズムなど、温室効果ガス
排出削減に対する一定の資金調達の仕組みが
ある。限定的で協調を伴わないアプローチに
は、グローバルな気候変動を止めることは期
待しにくいし、反転させることはなおのこと見
込めない。
　グローバル・ガバナンスのシステムは、国
家に取って代わる部分を必要とするが、各国
政府はそのような行動を可能にすることがで
きずにいる。2009年にコペンハーゲンで開か
れた国連気候変動枠組条約締結国会議は、行
動可能な事案に関してごくわずかな合意を得
るにとどまった。この失敗の一因は、民主的
な説明責任と熟議の欠如に求めることができ
る。グローバルなフォーラムにおける代表の先
進国寄りの偏りが、温室効果ガス排出削減に
おける進歩を妨げている。また途上国側の能力・
交渉力不足もあり、それが途上国の全面的な
討議参加の妨げとなっている。気候変動の挑
戦に立ち向かうには、民主的な説明責任と制
度実験の両方に取組む必要がある。
　大がかりな改革と取組みがないままでの見
通しは暗澹としている。世界の温室効果ガス
排出が増加する一方で、いまなお16億人が近
代的なエネルギーサービスへのアクセスを欠
く状態にある。1つの有望な兆しは、途上国に
おける国連の「森林減少・劣化防止による排
出の削減」プログラム（REDD）である。2008

金融面での安定である。
　ここでは、これらの原則を気候変動に関し
て示していくこととする。気候変動は、どの一

国の行動（お
よび無行動）
も国境を超え
た影響をもち
うる点におい
て、グローバ
ルな討議とガ
バナンスが重
要である。人

間開発が持続可能となるためには、化石燃料
と経済成長とのつながりを断たなければなら
ない。そしてこれは、炭素排出量で応分以上
の割合を占める先進国からスタートしなけれ
ばならない。開発戦略は低炭素型の経済活動
を組み入れ、気候関連の脅威に対する抵抗力
の強化を図る必要がある。個別的な取組みだ
けで気候変動を止めることはできない。温室
効果ガスの濃度が危険水準に達することを防
ぐには、各国政府がエネルギー構成を修正す
る必要があり、そのためには化石燃料使用の
環境的コストをエネルギー価格に織り込む必
要がある。価格修正のポイントは環境コスト
のカバーだけでなく、消費者行動を変えるこ
とにもある。つまり、エネルギーの浪費（低効
率の家電製品や高燃費の自動車の使用）が現
在および将来の世代にいかに大きな悪影響を
意味するか、認識させることである。
　広がりはじめた炭素市場を通じて、途上国
では、環境政策において、かなりの新たな資
金が得られるようになりつつある。世界銀行
の最近の推計によると炭素市場の規模は2009
年に1440億ドルに達し、また京都議定書のク
リーン開発メカニズムに60か国以上が参加し
ている。27 また穀物と水の需要拡大が見通され
るなか、農業生産の効率向上のさらなる研究

おけるポリオ
根絶、タイに
おけるエイズ
禍の抑制、西
アフリカにお
けるフィラリ
ア症の予防強化、そしてスリランカにおける出
産時死亡への対策強化など、開発援助の成功
例は枚挙にいとまがない。32 このような成功例
は、資源にも増して援助の的の絞り方、技術
的支援との一体化、人間開発の優先課題への
結びつきが重要であることを示唆している。
　それでも資源はやはり必要であり、しかも
乏しい状態にある。援助国側のGNIの0.7％相
当にまで援助額を拡大するというミレニアム開
発目標は、進展がほとんど見られない状況に
あり、正式な開発援助は現時点で0.31％と、33 
1990年の水準（0.34％）を割り込んでいる。
　援助の効果性をめぐる議論は、政策関係者
および学識者の間で見解がますます二分する
状況にある。賛成論者は、途上国を貧困の罠
からすくい上げるために大規模な援助が必要
であるとしており、援助の種類も重要であるこ
とを認めた上で、実際に援助は長期的成長に
強いプラスの効果をもたらしていると主張す
る。34 これに対し反対論者は、援助が生産性を
伴うことはほとんどなく、進歩は外国援助より
も政策と制度にかかっており、援助のリターン
は時間の経過とともに急速に低下すると主張
する。加えて反対論者は、2国間援助を装った
新植民地主義の危険も強調している。35 この論
争は従来型アプローチの弱点の洗い出しに有
用である半面、現実としてパートナーシップの
阻害と縮小を引き起こすような反生産的性格
もを帯びている。
　技術援助プログラムの少なくとも半分を対
象国の計画と整合させるというパリ宣言の目
標は、2008年に達成された。多くの途上国で、

年に開始されたこのプログラムは途上国の
「REDD+戦略」の準備と実施を支援するもの
で、複数の国連専門機関の力とノウハウを総
合的に活用する。現時点で12の先進国が、途
上国の森林破壊を「減速、停止、最終的に復元」
させるために総額40億ドルの資金拠出を約束
している。これは、生活の糧を森林に頼る人々
のニーズも取り込む重要な前進の1歩である。28

■援助とパートナーシップ
　このように政治は重要である。地方的な状
況と主体性も問われる。また汎用的な手法、
単一の成功事例は存在しない。となると次に、
援助とパートナーシップはどのような意味をも
つのであろうか。
　HDRは1990年の創刊以来、人間開発を支え
る国内的・国際的公共資源の必要性を繰り返
しテーマの1つに取り上げてきた。私たちは同
様のレンズを援助の分析にあてはめ、教育、
保健、成長に対する的確な支援の必要性とア
イデア発信の重要性を強調するものである。
　2007年HDI低位国は、国民総所得（GNI）
の15％に迫る援助を受けている。サハラ以南
アフリカでは援助が政府予算の平均44％を占
める。ラオスでは89％、エチオピアで81％に達
している。この両国はHDIの向上率で世界トッ
プ11入りしている。29 援助は人間開発の悪化を
防ぐ助けにもなりうる。その一例がHIV感染者
とエイズ患者に抗ウイルス療法を提供する大
規模な取組みで、対象者は2002年の30万人か
ら2009年の370万人へと拡大し、平均余命のさ
らなる劇的な悪化の回避にきわめて重要な役
割を果たしている（第2章参照）。30

　最近の調査研究は、保健と教育に向けられ
た援助の大きな効果を確認している。31 大規模
な予防接種の拡大を促す国連予防接種拡大計
画と全米保健機構のワクチン調達回転基金の
成功は、第3章で述べた通りである。中南米に

人間開発が
持続可能であるためには
化石燃料と経済成長との
つながりを
断たなければならない

最近の調査研究は
保健と教育に向けられた援助の
大きな効果を確認している
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高めるようになっている。38 今後の展望とし
て、開発援助が人々の自由拡大をもたらすた
めには、なおも長期的なパートナーシップと柔
軟性が決定的な重要性をもち続けることにな
るはずである。

公的資金管理システムに質的向上が認められ
る。36 援助の分配についても見通しが立ちやす
くなってきている。37 そして政府とステークホル
ダーの幅広い支援を受けた取組みが、より高
い透明性と説明責任を通じて援助の効果性を

チをどのように見直すか。そして、人々の自由
拡大に不可欠であるエンパワーメント、平等、
持続可能性という3つの次元の理解を深める枠
組みの構築に、人間開発のビジョンはどのよ
うに役立つのか。

議論を深めるデータと分析の改善

　データと測定は現実世界に影響を及ぼす。
貧困を例に取れば、私たちは貧困がそれぞれ
の地方、集団、家庭、個人に固有のものであ
ることを知っている。たとえばメキシコで、フ
アレスの若者が耐え忍んでいる貧困は、オア
ハカ州シエラマドレのミステク族の織り手が経

験させられている貧困とは異なる。しか
しこのような現実を捉えるには、組織的・
政治的コミットメントとともに適正なデー
タと指標が求められる。メキシコ政府は、
貧困の数々の次元を理解するに足る柔軟
性と厳格性を兼ね備えた指標を導入する
ことによって、欠乏の幅と深さに対する
政策的認識を高め、政策優先度の決定に
活かしている（BOX6.4参照）。
　政策立案は証拠本位の度合いを増して
いる。今日のデータは1990年のデータよ
りも良質であり、データ分析、モニタリン
グ、評価の価値に対する認識も高まると
ころとなっている。大半の政府は国際条

　HDRは、1990年の創刊以来、人間開発の研究・
分析を進め、重い課題に焦点をあててきた。
エンパワーメントから地方分権、ジェンダー、
気候変動、政策的意味に至るまでの幅広いテ
ーマを探究する国別HDRによって、国家レベ
ルで育まれてきたものである。また、世界各
地の大学が人間開発に関する履修課程をもつ
ようにもなっている。そして拡大を続ける豊富
な研究成果が、世界中の政策立案者と政策活
動家に情報をもたらしている。39 ここでは3つの
中核的な優先課題を取り上げる。まず、議論
を深めるデータと分析の質をどのようにして高
めるか。次に、人間中心のビジョンを確たるも
のとするために、開発研究の従来型アプロー

研究の検討課題

な欠点は、行政データ（たとえば就学率、死
因など）にも、また個人・家庭・企業に関す
る調査情報にも影響する。たとえば驚くべき
ことに2010年のいまでも、妊産婦死亡率の国
際比較を可能にする各国経年データは存在し
ない。情報収集の範囲拡大と既存データの質
および時宜性の改善は二重の必須課題である。
また商業的なデータ収集者が保有するデータ
へのアクセス拡大も、解決すべきいま1つの問
題である。
　ミクロ的調査と世帯調査のデータは1990年
以降、大幅に向上している。さらに私たちは
これにより、不平等と多次元貧困の推定に新
たな指標を用いることができるようになっ
た。40 しかし依然として、対象国のカバー率と

約を通じて、平等な進歩を評価する形で女性、
障害のある人々、先住民族の人々、子どもを
含む人たちの経済的権利、社会的権利、文化
的権利、市民的権利、政治的権利のモニタリ
ングにコミットしている。また国際機関、国際
的枠組みがデータ収集の標準設定を支援・促
進している。代表的存在が国連統計局、国連
教育科学文化機関（ユネスコ）、世界銀行であ
る。公式的なデータ収集に加え、たとえば大学、
市民社会グループ、企業など多数の非政府組
織も人間開発の評価に役立つデータを収集し
ている。
　しかし政策立案、研究、国際援助に関して、
データの質や新しさ、関連性、入手しやすさ
が依然として障害となり続けている。このよう

B
O

X 6.4 メキシコの新たな多次元貧困指標

　2009年にメキシコは世界ではじめて、家庭が直面する多重の貧困を映
し出す多次元貧困指標を導入した。国家社会政策評価委員会（CONEVAL）
が、本報告書において100か国以上に適用した多次元貧困指数に類似す
る指標を用いたのである。
　CONEVALのアプローチは、メキシコの憲法ならびに2004年施行の社
会開発総合法の規定に準拠している。多次元貧困と見なされるのは、必
要なモノやサービスを買えるだけの所得がなく、かつ教育、保健、社会
保障、住居の質、基本的な家事設備、食料へのアクセスといった6つの次
元のうち1つでも欠乏状態にある個人である。CONEVALは1984年から
隔年調査によって多次元貧困の動向を追い、家庭が直面している欠乏の
数を調べ、それぞれの欠乏が貧困の強度に及ぼす影響度を割り出した。
国 家 の 社 会 支 援 プ ロ グ ラ ム の 効 果 の モ ニ タ リ ン グ を 職 務 と す る
CONEVALは、人々の幸福を広範な社会的欠乏との関係において捉えら
れる立場にある。

出典：Alkire and Santos 2010

B
O

X 6.5 無償労働に対する認識の必要性

　家事、家庭およびコミュニティ内での子どもや高齢者の世話などをはじめとする無償労働は、健全で生産的、知識と創
造性をもつ労働力として幸福と経済成長に貢献している。しかしながら国内総生産（GDP）や国民総所得（GNI）をはじ
めとする国家統計は、経済や文化のあり方の違いを問わず一様に、主として女性による家庭内生産活動を無視している（下
図参照）。同様に、無償労働はミレニアム開発目標の多くの部分の達成に重要であるにもかかわらず、目標はそれについて
言及していない。

　国家統計から無償労働が除外されていることにより、すべての国でかなりの過小が生じている。国連社会開発研究所
（UNRISD）は、人々の家事の推計総時間に一般的な家事労働者の時間賃金を掛け合わせ、無償労働はGNPの10～39％相
当に及ぶと推定している。国家統計に無償労働を含めれば、時間の使い方、ことに女性の時間の使い方という現実がより
よく反映されることになる。

出典：Stiglitz, Sen, and Fitoussi 2009；UNRISD 2010

GDPは女性の応分以上の労働量を見過ごしている
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識を高めることになる。
　成長の経済学およびその開発研究との関係
性は、抜本的な思考転換を要するテーマであ
る。膨大な量に及ぶこれまでの理論的・実証
的研究はほぼ一様に、経済成長を経済的開発
と同一視している。理論的モデルは通常、人々
は消費のことだけを考えるという前提に立ち、
最適政策の分析も同じ筋道を通っている。44 こ
の偏向は成長計量経済学にも及び、政策の成
長効果の推計が政策提言の根拠となっている。
そしてそこには、しばしば明示されるように、
政策立案者は成長の最大化を目標とすべきと
いう前提がある。
　それとは対照的に人間開発のアプローチは、
幸福とは金銭を大きく超えるものであるという
捉え方を核心とする。私たちは、人々が自ら
価値を置く人生計画を進めることのできる可
能性を重く見ている―所得は決定的な重要
性をもつが、同時に教育へのアクセス、長く
健康な人生をおくれること、社会の決定に影
響力を及ぼせること、万人の尊厳と価値を認
める社会に暮らすこともまた決定的に重要で
ある。実に幅広いデータが、人々は所得ある
いは消費だけでなく他の多くの事柄にも関心
を向けていることを裏づけている。45 人々はひ
たすら消費の最大化をめざすとする前提に基
づく理論的・実証的モデルは、人間開発の研
究には明らかに不十分である。たとえば第4章
で説明した持続可能性の指標も、行動主体は
現在および将来の消費のことだけを考えると
するモデルに立脚している部分が大きい。い
まだ探究されていないのが、教育、保健を目
標に織り込んだ場合の結果である。46

　私たちは、生活の実に多くの側面に関心を
向けながら人生をおくっている。まさしくこの
理由ゆえに私たちは、その多次元性をはっき
りと認識する開発の経済学を必要としている。
この論点は、政策の標準評価や開発プロセス

頻度は低いままである。複雑度の高い世帯調
査によって各指標間の関係が明らかにされう
るが、時間とコストを要する。それより軽い調

査でも価値あ
る知見は得ら
れる。国際比
較が可能なレ
ベルの良質な
データを欠く
重要分野には
非正規労働、
エンパワーメ
ント、暴力か
らの保護、社
会的関係、コ

ミュニティ関係などがある。41 またGNIとその分
布など、現在は種々のデータ源に基づいてい
る総合経済指標の統合化を進める必要もある。
時間の使い方、経済的資産、意思決定、暴力
に関するジェンダー別データは乏しく、ことに
無償労働の看過が大きな問題である（BOX 
6.5参照）。
　新たに登場しはじめている幸福の指標に関
しては、指標を定義づける幅広い取決めが必
要である。これらの問題について議論を促す1
つの取組みとして、経済協力開発機構（OECD）
の社会発展評価グローバル・プロジェクトが
ある。42

人間開発の新しい経済学に向かって

　所得成長と教育・保健における変化との弱
い長期的関係性は重要な発見であり、厳密な
探究を要する。43 経済学者と社会学者は、その
力学と相互関係をさらに理解する必要がある。
このような研究は経済成長に関する多大な研
究成果を補完するものであり、成長と同時に
人間開発を前進させるのは何かという問題認

あるいは人間開発の他の側面における進歩を
意味しない。したがって高成長を生み出す要
因と政策は、人間開発を前進させる要因・政
策と必ずしも重なり合わない。第3章で取り上
げた国際比較は、都市化、貿易、民主主義、
制度などの変数が成長と非所得HDIに及ぼす
影響はきわめて多様であることを示している。
保健と教育に関しては、前述のように、アイ
デアと技術の国境を超えた広がりが、非常に
大きな生産性格差が残り続けている所得成長
とは対照的に、進歩の主要因となっている。48 
同様に成功事例のケース・スタディは、大が
かりな公共保健・教育政策が従来の成長研究
の知見とは対照的に決め手となることが多い
ことを示している。49 このような結果が意味す
るところは、成長と人間開発は同時進行しえ
ないということではなく、従来の成長研究の通
説に従って所得への効果だけで政策・制度改
革を判断するのは、重大な誤りであるというこ
とである。
　したがって新しい開発の経済学が求められ
る。この新たな枠組みの対象は、幸福に関係
する目標となるだろう。成長およびその他の政
策は、それが短期的にも長期的にも人間開発
を促進するかぎりにおいて厳密に評価・追求
されることになる。分析は先進国にも途上国
にもあてはまるものとなる。このような枠組み
の創出は人間の活動パターンに及ぼす環境の
影響を認識する枠組みをつくるとなれば、な
おさらに複雑で厳しい作業となろう。この研
究課題は、これらの分野ですでに貴重な貢献
を果たしている研究グループの成果と、成長
と人間開発の関係に学際的な計量・定性分析
を適用する研究の成果に立脚することになろ
う。

の分析・理解に用いられているモデルにも同
じくあてはまる。所得成長と人間開発の非所
得次元との関係の複雑性に関する私たちの理
解は、まだ初歩的なものである。人間開発の
目標は平等を伴う成長を支える枠組みに、ま
た深く練り上げられた分野別政策に組み込ま
れる必要がある。私たちは、成長を「取るか
否か」という旧来の論点を避ける必要がある。
決定的に重要なのは人々の真の自由の拡大で
あり、自由拡大の促進において重要なのは、
所得上昇によって実現されるモノとサービス
の活用力向上である。しかし、複数の目標の
間にトレードオフが生じうる。プラスのシナジー

（相乗効果）の見極めと活用とともに慎重な評
価づけが求められる。
　成長を人間開発の他のすべての次元の上に
位置づけられると、歪みを引き起こす恐れが
ある。この点を何よりも明白に示しているのが
環境の劣化であろう。リオデジャネイロで最
初の地球サミットが開かれてから20年の間に、
開発における天然資源と環境の重要性はきわ
めて明白となった。私たちはいま、水資源量、
土地の劣化、気候変動、広範囲に及ぶ生物多
様性と生態系の喪失という非常に大きな挑戦、
いわゆる成長の促進、人間開発におけるより
幅広い進歩の促進に新たな障害をもたらす挑
戦といったものに直面している。天然資源と
環境に対する管理の弱さゆえに、生活の糧を
そこに頼り、また変化への適応あるいは追加
コスト吸収のための資産を欠くことの多い貧し
い人々の重荷がさらに大きくなっている。そし
てさらに、貧困と人間開発の低さは、たとえば
土地保有の不安定さが、しばしば過剰耕作と
土壌劣化につながるように、環境劣化にもつ
ながりうる。47

　同様のことが環境へのダメージ以外にも言
える。第3章と第4章で示したように、国内総
生産（GDP）の高成長は必ずしも保健、教育、

私たちは、生活の
実に多くの側面に
関心を向けながら
人生をおくっている。
まさしくこの理由ゆえに
私たちは、その多次元性を
はっきりと認識する
開発の経済学を
必要としている
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ている。個人および集団が達成しうる成果は、
公的領域（政治機構、市場）と私的領域（家
庭におけるジェンダー関係）の両方ともに、
社会における力関係によるところが大きい。50

　エンパワーメントは参加と密接な関係をも
つ。すなわち貧しい人々や取り残されている
人々を含めて万人が、自分たちの声が聞き入
れられる状態にあること、自分たちの生活に
影響する討議の形成に意味ある形で参加でき
ることである。この捉え方は、とりわけ市民社
会で広い意味合いをもつ。本報告書のための
市民社会組織の調査で、51 回答者の4分の3が
エンパワーメントは人間開発に不可欠である
との見解に「完全に」同意している（BOX 6.6
参照）。
　HDR1991年版の政治的自由指数は論争の渦
を引き起こしたが（後にこの指数は撤回され
た）、政治的自由の問題はその後のグローバル
なHDRと国別HDRで繰り返し取り上げられて
いる。それでもなお本年度のHDRのための調
査で、政治的自由が論争の多い領域であるこ
とがあらためて明らかになった。世界人権宣
言第21条は、「平等の普通選挙」で「秘密投票
又はこれと同等の自由が保障される投票手続」
による「定期のかつ真正な選挙」への権利を

研究の方向性

　人間開発は所得の域を大きく超えるもので
あるのと同時に、HDIの保健、教育、所得と
いった3つの構成要素の域もまた大きく超え
る。私たちは人間開発の概念の再確認におい
て、機会の分布、人々が自らの将来を形成す
る力の度合い、そして現在の選択が将来に及
ぼす影響を考慮に入れる必要性を強調した。
これまでのHDRによって民主主義、文化的自
由、気候変動など、これら諸次元に対する理
解は大きく深まっている。しかしそれでもなお、
人間開発とそれらのより広い次元との関係に
ついて、理解をさらに深めるためになされうる
ことが少なからず残っている。以下、その説
明を進めていくこととする。

■エンパワーメント
　個人および集団として、家庭、コミュニティ、
国における政治的プロセスやその他の開発プ
ロセスに関与する能力、それらを形成する能
力、それらの恩恵を得る能力は人々の自由に
不可欠な構成要素である。第3章で示したよう
に、エンパワーメントは保健、教育、その他
の人間開発の諸次元における成果と結びつい

立つ（あるいは役立たない）より広範な社会
構造・制度にも目を向けるものである。

■不平等
　一連の次元間および女性と男性、貧者と富
者を含めて集団間における不平等は、人間開
発の進歩に対する挑戦としてその重さを増し
ている。本報告書では、多次元不平等とジェ
ンダー不平等がいかに人間開発を侵すかを検
証した。そして多数に及ぶ地域別・国別・地
方別HDRが、所得およびその他の人間開発の
成果における不平等に切り込んでいる。54 構造
的であることの多い永続的な不平等が人々の
機会に悪影響
を及ぼしてい
る。ジェンダ
ー不平等とそ
の人間開発に
対 す る 影 響
は、特に注意
が向けられる
ところとなっ
ている。55

　私たちはいま、不平等の多次元性について
これまでよりずっと多くのことを知っている
が、その進化と中心的原動力についてはなお
もわずかな理解しかもっていない。56 不平等と
構造的な力、特に政治経済の要因とエンパワ
ーメントにおける不平等は、どのように影響を
及ぼし合っているのか、私たちはさらに知る
必要がある。57 さまざまな社会・経済政策が不
平等に対して向けられる一方で、平等の促進
に目的を限らない他の政策も平等の拡大を生
み出している。進歩的な政策がどのような場
合に、どのようにして効果を生み出すのか、
私たちは認識を高める必要がある。
　不平等に関する研究を通じ、不平等に関す
る多くのマニフェスト（政策表明）とその根底

定めている。しかし現実には、各国の政治制
度の異質度はかなり大きい。
　第4章でいくつかのエンパワーメントの既存
指標を検証し、最近の国別HDRを例示しなが
ら、さらなる研究と討議、国家的・地方的議
論の余地を示した。現在用いられている指標
に対しては異論もかなりあることから、私たち
は合意の得られている領域を照らし出す指標
の開発に向けて、新たな方法を模索している。
たとえば半順序理論は、各構成要素の重みづ
けに即した形で、すなわち、各構成要素の相
対的重要度に関わる齟齬の影響を受けにくい
形で、各国間の比較を行うことに利用できる。
　開発目的の特定、決定への影響力行使にお
いて、関与と対話を通じての参加は欠かせな
い。しかし、意味ある参加のプロセスは複雑
である。ボリビアの「貧困削減戦略文書」の
基となった国民対話は、パワーバランスを不
利な集団寄りに傾けたものとして広く認められ
ている。52 しかしながら参加はあっても、すで
に結論が出ている問題に参加を認めたにすぎ
ないと批判されている事例もある。その例とし
て、カナダの宗教法調停やフランスの世俗主
義に関する政府主導の諮問などがある。53 成果
が待たれる研究分野には、国家的・地方的民
主主義構造が人々の関与形態に及ぼす影響、
市民的自由を保護する国際的政策の効果、政
府の説明責任に対するコミュニティの監視と
チェックの効果などがある。
　形式的な諮問を超えるには、人々が効果的
に主張を推し進める能力、そのための情報と
組織構造が求められる（第4章参照）。民主的
な構造は人間開発の前提条件となるが、人々
の自由拡大の推進において、政府が全面的に
説明責任を果たす必要もある。人間開発のア
プローチは、このような前提条件をきわめて重
大に捉えると同時に、個人と集団のエンパワ
ーメントを支えるプロセスの自由と仕組みに役

研究の優先課題として
特定の集団が
直面している
不平等の重なりと
いかにして不利を
克服するかなどの
問題がある

B
O

X 6.6 人間開発とエンパワーメントに対する市民社会の見方

　本報告書のための予備調査として、市民社会組織の見方を調べるインターネット調査を行った。対象は幅広い国々で活
動する組織で、その規模は職員・ボランティア数で1人から1万2000人までに及んでいる。そのほぼすべて（94％）が、
社会的意思決定への参加機会をもつことは開発に欠かせない一側面であると考え、また76％がエンパワーメントは人間開
発の不可欠な構成要素であるとの見解に「完全に」同意すると答えた。エンパワーメントの最も重要な次元としては識字
力と教育、投票権、表現の自由が挙げられた（下表参照）。

出典：人間開発報告書室のスタッフによる市民社会組織の調査

次元 最も重要である（%）
識字力と教育 66
投票権 54
表現の自由 52
人生の自己選択 35
個人的選択 33

次元 最も重要である（%）
家庭における意思決定 29
他者との共同発言 27
抗議 19
公選職への就任・立候補 18
集団アイデンティティ 12



140 人間開発報告書 2010 1416章　2010年以降の検討課題

人、国家、世界と複数のレベルにおける脆弱
性と安全保障を取り上げてきた。
　人間開発における進歩と危険との関係は、
さらなる探究に値する。本報告書では、「よい
ことはすべて重なる」とは限らないことを示し
た。幸福の一部側面における進歩が、個人と
集団のより高いリスクを代償とすることもあり
うる。旧ソ連圏諸国の事例がこの点を物語っ
ている。中央計画経済が市民の多くに安定的
結果を生み出していたが、強力で持続的な経
済的進歩を生み出すことはできなかった。58 革
新と効率性は少なくとも一定の競争を必要と
する一方で、競争は同時に何らかの不確実性
と危険も生み出しうる。59

　私たちが進歩と危険の妥協点について考え
る上で、人間開発のアプローチはどのように
役立つのであろうか。一般的な意味では、答
えは明白である。すなわち私たちは、幸福に
おける広範な進歩を犠牲にすることなくリスク
を和らげる解決策を探るべきである。しかし
それは常に可能なことではなく、可能でない
場合には社会が厳しい選択に立ち向かうこと
が必要となる。振り子はいま、社会不安と脆
弱性を無視する方向に振れすぎているように
見える。第2章で述べたような進歩にもかかわ
らず、世論調査に一貫して安定の確保に関わ
る側面を含めて生活の中核的側面に関する幅
広い不満があらわれているのも、おそらくこの
ことが原因であろう。60 評価の見直しが必要で
ある。
　再び気候変動の破壊的な危険に目を向けて
みよう。すなわち経済成長への絶対的集中に
よる影響が蓄積し、それが地球に及ぼす損害
の危険信号を平然と無視してきたのである。
しかしこれ以外にも、自由化が所得の上昇と
雇用の不安定化を同時に生み出したり、金融
規制緩和が高成長と危機のリスク拡大を同時
に生み出したりするなど、事例は多数存在す

にある原因を体系的に探ることができるはず
である。第5章で、その表われ方の相違を捉え

るスナップシ
ョットと、こ
れまでよりも
完全な不平等
の性格づけを
示した。分析
の優先課題と
しては、成人・

未成年女性、一部の民族集団や先住民族の人々
など特定の集団が直面している不平等の重な
り、種々の不利の相互作用と相互強化の関係
性などがある。また経済的機会、法的保護、
政治的参加、空間的不平等も合わせて探究さ
れるべきである。マッピング手法の革新によっ
て、人間開発の国内的・地方的分布を視覚的
に示すことが可能になっている。不平等に対
する取組み成功例のケース・スタディは、変
革への入口として考えられるものを示しうる。
　貧困削減の政策提言は通常、所得の再分配、
サービスへのアクセス拡大、そして場合によ
って累進課税の導入に焦点が置かれてきた。
HDRの研究課題はこれらの取組みをふまえた
上で、構造的不平等に対処する改革を探究す
るものとなる。これはさらに、不利となる集団
の政治的エンパワーメントと制度改革へとつ
ながる可能性がある。エンパワーメントと包含
に対する障壁の撤廃での国家の役割は、1つの
大きなテーマである。

■脆弱性と持続可能性
　人間開発は、望ましい結果を達成すること
のみにとどまらない。つまり、現在および将来
の脅威の下で、そうした達成を確保すること
にも関わる。人間の安全保障をテーマとした
HDR1994年 版、気 候 変 動をテーマとした
HDR2007/2008年版など、これまでHDRは個

とになる。
　持続可能性に対する取組みは世代内平等と
世代間平等との緊張を高める。なぜなら、す
べての政策が今日の貧しい人々と将来世代の
両方に恩恵をもたらすのではないからである。
政策の焦点は、再生可能エネルギー、グリー
ン経済、グリーンな成長、その他の環境税や
排出権取引など市場メカニズムと結びついた
開発、持続不可能な資源利用を防ぐ財産権、
金融監督を含む規制の枠組みへの移行である。
　気候変動がはらむ危険への対処は果断な行
動を要する。この点に鑑みても、HDR2011年
版は脆弱性と持続性に焦点を合わせる。持続
可能性をテーマとする新たなグローバルな
HDRの刊行は、持続されるべきものに関する
議論、そして世界で最も弱い立場にある人々
を守るために必要なステップに関する議論の
輪を広げうる。リオデジャネイロで2012年に開
かれる地球サミットを前に持続可能性をテー
マとするHDRを世に送り出すことは、最初の
地球サミットの開催前にHDR1992年版が果た
したのと同じく論議に影響を及ぼしうる。64 関
係性、対立性、補完性に関する率直かつオー
プンな議論は、持続可能な人間開発の概念明
確化にも役立つであろう。

*　　*　　*

　本報告書では、21世紀の挑戦について考え、
取り組んでいくうえでの人間開発というアプロ
ーチの価値と強さを強調した。
　これまでの経験を広範に検証し、さらなる
注目に値する新たな発見に重点を置いた。世
界全域の人々が生活のいくつかの主要側面に
おいて劇的な改善を経験している。現在の人々
の健康度、教育水準、そしてリーダーを選ぶ
力は、これまでの歴史のいかなる時代をも超
えている。そしてその結果、人々はよりよい生

る。61

　危険と脆弱性の測定は困難である。62 政策立
案者は、保健であれ教育、所得、あるいはそ
の他の数値化可能な進歩指標であれ、総体を
測る一連のデータをもつが、たとえば失業や
景気後退、自然災害などのリスクに関する情
報ははるかに弱体である。その理由の一端は、
危険が不確実性を伴うことにある。しかし同
時に、私たちがこれまでに直面した危険を測
る良好な指標が存在しないことも理由である。
　危険は持続可能性に関する懸念を呼び覚ま
す。将来の出来事を確実に見通すことはでき
ず、したがってすべての計画に一定の危険と
脆弱性が伴う。しかし世代にまたがる比較、
つまり今日の決定がこれから生まれてくる人々
に及ぼす影響を評価しなければならない場合、
トレードオフが困難化する。新古典派経済学
は、世代間の幸福のトレードオフの割引率を
割り出すであろう。しかし世代による重みづけ
には、倫理的ジレンマが伴う。まだ生まれて
いないというただそれだけの理由で将来世代
の幸福を割り引くことは、正当性に欠けると考
えられる。その一方で持続可能な人間開発は、
現在世代の貧困と不平等に関する問題意識か
ら切り離すこともできない。63 代替の原則をま
とめあげる上で、より深い概念的思考が必要
である。
　持続可能性の測定もまた、さらなる取組み
を要する。つまり、多くの既存指標は、その
概念的基盤と結論において根本的に相異なっ
ている。持続可能な人間開発の信頼できる指
標は、たとえば社会がさまざまな資源を長期
的にどのように使い、また資源の代替性と補
完性をどう判断しているかを映し出すもので
ある。このアプローチは消費と生産の持続可
能性だけでなく、保健、教育、平等、エンパ
ワーメントを含む、より幅広い人間開発の持続
可能性も勘案する点で既存の指標と異なるこ

本報告書は
「よいことはすべて重なる」
とは限らない
ということを示した



142 人間開発報告書 2010

の豊富な論考をふまえた上で、政策と研究の
課題に焦点を置いた。政策面では政策立案の
指針として、原則に基づいたアプローチの必
要性を見極めた。すなわち地方的背景の重要
性においては、特に国内における国家能力お
よび社会契約と、グローバルな力の重要性、
特にグローバル・ガバナンスと援助およびパ
ートナーシップである。研究面では、人間開
発の各次元に関するより良質なデータの収集、
成長研究の概念的基礎の見直し、そして人間
開発のビジョンがどのように、人間開発の理
解に不可欠なより広い次元の理解に役立ちう
るかに焦点を当てた。
　マーチン・ルーサー・キングJr.がこう書き
残している。「人間の進歩が必然性の輪の上に
進むことは決してない。それはあくなき努力と
粘り強い取組みを通じて訪れる……この努力
がなければ、時間そのものが社会的停滞の力
の側へ回ることになる」。65 人間開発という考え
方はこのような努力を体現するものであり、社
会の進歩に対する私たちの考え方を変えよう
と真剣に取り組む思考者と実務者の集団によ
って遂行される。しかし人間開発の課題を完
全に達成するには、それ以上のものが求めら
れる。人々を開発の中心に置くことは知的な営
為にとどまらない……それは進歩を平等でより
底辺の広いものにすること、人々が変革に積
極参加できるようにすること、達成に将来世
代の犠牲が伴わないようにすることを意味す
る。このような挑戦の克服は、可能であるだ
けでなく必要でもある。それも、これまでにも
増して緊要なものである。

活をおくる能力を広げた。
　しかし同時に進歩のペースにはかなりのば
らつきがあり、一部の国や地域の人々は大き

な後れを取っ
ている。明白
な不平等と脆
弱性がなおも
残り、多くの
地域でさらに
拡 大 し て い
る。そしてそ
れが力の不均
衡へとつなが
り、さらにそ
の不均衡が不

平等と脆弱性にあらわれる結果となっている。
また現在の生産・消費パターンの持続可能性
に関して、深刻な疑問が投げかけられている。
　私たちは貧困と不平等の数々の次元など、
永続的な挑戦のいくつかに新しい光を当てた。
そして、一連の次元においてさまざまな集団
間になおも残存し、一部の領域においては拡
大しているという不平等を、人間開発の進歩
に対する大きな挑戦として特定した。ジェン
ダー格差の調査は、一部の国々が重要領域に
おいて良好な成果を達成していながら、なお
も許容できない大きな格差をかかえているこ
とを明らかにした。多次元貧困の新たな指標
は、100か国以上における深刻な欠乏の強度と
範囲を明らかにした。
　この最終章は、人間開発を拡大するための
課題を提起した。関連分野も含めてこれまで

人 を々開発の中心に
置くことは
進歩を平等にすること
人々が変革に積極参加
できるようにすること
現在の達成が
将来世代の犠牲を
伴わないように
することを意味する

注釈
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グローバル版、地域別、国別人間開発報告書

グローバル版『人間開発報告書』
年版の『人間開発報告書』は、開発に関する問題、傾向、進歩、さらには政策に関する客観的かつ経験に基づいた分析と
して、国連開発計画によって1990年から刊行されています。また2010年版の報告書に関する資料、およびそれ以前の

『人間開発報告書』の全てのテキストと概要は、国連の主要言語に翻訳され、無償でインターネット（http://hdr.undp.
org）から入手できます。さらに、『人間開発報告書』に関連した、統計指標をはじめ、データツール、インタラクティブマッ
プ、各国の状況報告書も同様に入手できます。

地域別『人間開発報告書』
UNDPの地域事務所からの支援を得て、過去20年以上にわたって地域に焦点を当てた40以上の独自編集の『人間開
発報告書』も刊行されています。しばしば挑発的な分析、政策による権利擁護から、これらの地域的『人間開発報告書』
は人権擁護やアラブ諸国における女性のエンパワーメント、アジア・太平洋地域における腐敗、中央ヨーロッパにおける
ロマ族や他の少数民族の処遇、さらにはラテンアメリカカリブ海諸国における富の分配の不公平といった重要な問題を
分析しています。

国別『人間開発報告書』
1992年、初めての国別『人間開発報告書』を刊行して以来、UNDP の支援を受けた各国の編集チームによって140ヵ
国以上で作成されています。これまで650以上も刊行されているこれらの『人間開発報告書』は、各地域で行われてい
る協議と研究を通して、国政に人間開発という視点をもたらしている。国別『人間開発報告書』は頻繁にジェンダー、民
族性、あるいは不平等さを認識する一助となる農村対都市という区分、進歩の度合に焦点を当て、潜在的対立などの前
兆をいち早く見つけています。というのも、これら国の要望や見通しに立脚しているので、国別『人間開発報告書』はミレ
ニアム開発目標やその他の人間開発に関する優先事項達成のための戦略を含め、国の政策に大きな影響を持つことにな
ることになりました。

『人間開発報告書』についての、英文での詳細は、http://hdr.undp.orgをご参照ください。

また、『人間開発報告書2007/2008』ならびに『人間開発報告書2009』日本語版は、㈱阪急コミュニケーションズから発売されています
（お問合せ：03-5436-5721　ホームページ：http://www.hankyu-com.co.jo）。なお、1994年―2006年までの『人間開発報告書』
日本語版のご購入については、UNDP東京事務所（03-5467-4751）までお問合せください。

関連トレーニングや参考資料を含む、国別、地域別『人間開発報告書』に関して、詳細をお知りになりたい方は、
http://hdr.undp.org/en/nhdr/ をご参照ください。

1990－2009年にかけての人間開発報告書
1990　 人間開発の概念と測定
1991　 人間開発と財政
1992　 人間開発の地球的側面
1993　 人々の社会参加
1994　 「人間の安全保障」の新しい側面
1995　 ジェンダーと人間開発
1996　 経済成長と人間開発
1997　 貧困と人間開発：貧困撲滅のための人間開発
1998　 消費パターンと人間開発：人間開発に資する消費とは
1999　 グローバリゼーションと人間開発：
 人間の顔をしたグローバリゼーション　　
2000　 人権と人間開発：自由と連帯を目指して
2001　 新技術と人間開発：新技術を人間開発に役立てる

2002　 ガバナンスと人間開発：モザイク模様の世界に
 民主主義を深める
2003　 人間開発報告書―ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けて
2004　 人間開発報告書―この多様な世界で文化の自由を
2005　 人間開発報告書―岐路に立つ国際協力：
 不平等な世界での援助、貿易、安全保障
2006　 人間開発報告書―水危機神話を越えて：
 水資源をめぐり権力闘争と貧困、グローバルな課題
2007/2008  
 人間開発報告書―気候変動との戦い：
 分断された世界で試される人類の団結
2009　人間開発報告書――障壁を乗り越えて：人の移動と開発
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　「人々はまさに国家の宝である」―― 1990年の人間開発報告書創刊号の冒頭に記されたこの簡潔な言葉は、その後に刊

行されたすべての報告書の指針をなしている。人間開発報告書は、豊富な実証データ、さらには、開発に関して、そして開発

の成果を測る指標に関して新しい考え方を示すことによって、この主張を裏づけ、それを通じて世界の開発政策にきわめて

大きな影響を及ぼしてきた。

　この人間開発報告書20周年記念号では、序文として、マブーブル・ハックに協力して人間開発報告書の創刊を構想し、そ

の後の多くの号の執筆に参加し、さらには知的刺激を与えてきたノーベル賞経済学者である、アマルティア・センの回想を

収録した。

　人間開発報告書の伝統を継承して、2010年の報告書でも、開発に関する考え方のフロンティアを押し広げている。1990

年の創刊号以来はじめて、過去数十年の変遷を綿密に検証して、未来への重要な教訓を含む特筆すべき潮流やパターンを

いくつも見出した。人間開発を成し遂げるパターンは多様であり、その点からも明らかなように、持続可能な進歩を成し遂げ

る方法は1つでない。経済が成長を続けていない国でも、長期にわたり力強い進歩を実現することは可能であり、実際にそう

いう例がある。

　創刊号執筆陣の革新精神を引き継ぎ、本報告書では、人間開発報告書のシンボルとも呼ぶべき指標である人間開発指数

（HDI）の算出方法を時代に合わせて修正し、さらに、画期的な指標を新たに3つ提案する。

● 不平等調整済み人間開発指数―― 健康状況と教育状況、それに所得の分配状況に関して、どの程度の不平等が存在

するかにもとづいて、国ごとのHDIの数値に修正を加えた指標

● ジェンダー不平等指数―― 女性の健康の水準と教育の水準、政治や職場への参加の度合いを考慮に入れて、国の中で

の男女の格差を把握し、同時に国家間の比較をおこなうことを目的とする指標

● 多次元貧困指数―― 健康、教育、生活水準など複数の側面における世帯レベルの貧困状況を把握するための指標。調

査対象の104カ国で暮らす人々の3分の1が極度の多次元貧困状態にあることが明らかになった。

　本報告書は、2010年以降を視野に入れて、これらの指数で測れない人間開発の重要な側面――政治的自由、エンパワー

メント、持続可能性、人間の安全保障など――についても取り上げ、こうした問題に対処するうえで取り組むべき幅広い研

究課題と政策課題を示している。

　「人間開発報告書が創刊されて20年、これまでに成し遂げたことは大いに称賛に値する。しかしその一方で、旧来の問題

の評価方法を改良する手立て、さらには人間の幸福と自由を脅かす新たな脅威を発見し、それに対処する手立てを見出すた

めの努力を忘れてはいけない」と、アマルティア・センは序文に書いている。

　人間開発報告書20周年記念号は、その重要課題に取り組もうとする1つの試みである。

国家の真の豊かさ──人間開発への道筋

監修：横田洋三／秋月弘子／二宮正人
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